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第１節 防災組織の整備・充実 
 

各機関及び住民・事業所等が予防・応急及び復旧対策を実施する主体として適切な活動を行う

ために目指すべき「防災組織の整備」に関する計画のあらましを示し、また、町を中心にして各

機関が相互に連携協力するための｢情報連絡体制の整備｣に関し、現況と今後の計画のあらましを

示すものである。そして「地域拠点の整備」においては、地震災害の同時多発的な災害特性を踏

まえるとともに、大規模地震災害時に最も懸念される社会不安の発生を未然に防止するため、公

民館等を地域における拠点として位置付け、整備する施策について、その具体化を図るものであ

る｡ 

 

第１ 防災組織の整備 

大規模な地震災害が発生した場合、混乱した事態のなかで住民の生命を守り被害を最小限に

とどめるためには、町を中心とする防災関係機関において、迅速な防災活動を開始するための

組織をあらかじめ整備しておく必要がある。 

また、住民や各事業所等が一体となった地域ぐるみの防災体制確立のため、自主的に災害に

対処し得るための自主防災組織の育成等を推進するものとする。特に避難行動要支援者を災害

時に救助するには、その近隣者に頼らざるを得ないこともあり、自主防災組織等の活動に大き

な期待が寄せられているため、これらの組織が十分活動できるような条件を整備していく。 

この項においては、各レベルにわたる防災組織整備計画を示すものである。 

１．町 ［総務課］ 

（１）町の防災組織 

 

 

 

（２）職員の動員配備体制の確立 

休日、夜間等における職員の参集及び連絡体制の整備、動員体制の確保のため、本庁舎、

その他の各施設の直近職員の把握、その役割の明確化を図る。 

    町では、平成 28年３月に策定した業務継続計画（災害などの重大な危機事象から、町 

民の生命・身体・財産を守り、安全・安心を確保するため、庁舎や職員、ライフラインな 

どが制約された状況下でも、本町が優先的に実施すべき業務をあらかじめ定め、その遂行 

に必要な処置を講じておくもの）の実施に努める。 

２．県 ［県］ 

県は、市町村を包括する団体として、次の防災組織を設置することとしている。 

（１）県防災会議（災害対策基本法第 14 条） 

（２）県災害対策本部（災害対策基本法第 23 条） 

（３）県水防本部（水防法第７条） 

３．防災関係機関 ［防災関係機関］ 

町域を所管又は町内にある「指定地方行政機関」（以上国の機関）、「指定公共機関」、｢指定

町 

町防災会議（災害対策基本法第 16条） 

町災害対策本部（災害対策基本法第 23条） 

町水防団本部（水防法第３条） 



第３編 震災対策編 ： 第１章 災害予防計画 

第１節 防災組織の整備・充実 

 震災 - 3

地方公共機関｣（以上公益的事業を営む法人でそれぞれ内閣総理大臣、県知事が指定するもの）、

自衛隊及び「公共的団体」等の防災関係機関は、法令、防災業務計画、県地域防災計画及び

町地域防災計画の定めるところにより、災害予防計画及び応急対策の的確かつ円滑な実施の

ため必要な組織を整備し、その改善に努める。 

４．自主防災組織 ［総務課］ 

（１）根拠及び目的 

災害対策基本法第５条第２項の規定に基づき、地域住民が自ら行う防災活動の推進を図

るため、自主防災組織の設置推進と育成に努める。 

なお、自主防災組織の結成促進に当たっては、町内会、自治会を単位として行う。これ

ら自主防災組織に対して、災害に関する情報の提供と住民の防災に対する意識の高揚と、

防災活動の指導とリーダーの養成に努めていく。 

（２）組織の規約 

自主防災組織を円滑に効率よく運営していくためには、地域の実態を踏まえるとともに、

基本的な事項については自主防災組織規約を設けておく必要がある。そのための規約の整

備を引き続き促進する。 

（３）組織系統及び活動内容 

自主防災組織の組織系統とその活動内容については、各地域の実態を踏まえ、自主的に

決定されるべきものであるが、その統一様式として以下に示し、その活性化と実効性の確

保を図っていく。 

なお、具体的な自主防災組織の整備活動については、「第 18 節 自主防災組織の整備」

に示すとおりである。 

 

【自主防災組織系統】 

 

 

 

 

 

 

 

【活動内容】 

平常時の活動 災害時の活動 

１ 防災に関する知識の普及    

２ 防災訓練の実施            

３ 町の安全点検の実施        

４ 防災用資機材の整備・点検   

５ 避難先・避難体制の確認   

６ その他の地震等災害の予防  

１ 町内の防災情報の収集・伝達 

２ 町内の被害状況の把握、報告 

３ 出火防止及び初期消火 

４ 負傷者の救出・救護 

５ 避難誘導 

６ 給水、給食、救援物資の配付 

 

会長 

情報班：情報の収集伝達に関すること 

消火班：消火器等による消火に関すること 

避難誘導班：住民の避難誘導に関すること 

救出救護班：負傷者の救出救護に関すること 

給食・給水班：給食、給水活動に関すること 

副会長

副会長
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（４）自主防災組織等の現況 

本町における自主防災組織は行政区を単位とした自主防災組織が２組のみであり、早期

に組織の結成及び育成とリーダーの養成に努める。 

【自主防災組織】 

・中組自主防災会（秋山） 

・小島ふるさと会自主防災組織（小島） 

５．施設の防災組織 ［伊達地方消防組合］ 

学校、病院その他多数の人が出入りする施設及び危険物施設の管理者は、その社会的責任

に基づき、自らの責任において、被災の影響が少なくてすむよう最善の努力を払うとともに、

防災組織を結成し防災対策を着実に実施する。また、町が実施する防災事業に積極的に協力

するものとする。 

また、その具体的な活動内容は、次に示す事業所等に準ずる。 

６．事業所等の防災組織 ［事業者］ 

事業所(企業等)は、消防法第８条の規定により「消防計画」を作成すべき事業所である場

合はもちろん、地域の安全と密接な関連がある場合は、従業員、利用者の安全を確保すると

ともに、地域の災害を拡大することのないよう的確な防災活動を行うものとする。 

また、事業所は自主的な防災組織の編成に努めるとともに、周辺地域の自主防災組織と密

接な連携をとり、災害時の事業所の果たす役割を認識し、地域の安全に積極的に寄与するよ

う努めるものとする。さらに、町が実施する防災事業や地域の防災訓練等に積極的に協力す

るものとする。 

なお、その具体的な活動内容については、おおむね次のとおり行うものとする。 

（１）防災訓練 

（２）従業員の防災教育 

（３）情報の収集・伝達方法の確立 

（４）火災その他の災害予防対策 

（５）避難対策 

（６）応急救護対策 

  災害発生時には自社の重要業務を継続し、また速やかに通常業務に復帰できるよう事業継 

続計画（ＢＣＰ）を作成するよう努めるものとする。 

７．その他の防災組織 ［事業者、危険物施設等管理者］ 

不特定多数の者を収容する施設、危険物施設等の管理者は、消防法及び災害防止法等の各

法に基づき、その施設の用途、規模に応じた自衛防災組織の整備、充実を図る。 

８．各防災組織相互間の協調 ［総務課］ 

地域の自主防災組織の区域内に事業所の自衛消防組織等が存在する場合には、住民組織と

事業所組織の連携を促進させるため協議会を設置し、相互の活動の調整を図れるよう計画を

定める。 

９．罹災証明書発行に備えた体制整備 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

町及び伊達地方消防組合は、災害発生時における被害の程度に応じた住民への適切な支援

の実施を図るため、被災者からの申請に応じて遅滞なく罹災証明書を発行できる体制の整備
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に努める。 

（１）住家の被害調査等に係る人員の確保 

「災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き」（平成 30 年 内閣府）を参考に、

災害が発生した場合に必要な調査員の人員規模について算定しておく。 

（２）職員の育成 

被害の認定を行う予定の職員に対し、被害状況調査研修の実施、被災自治体に対する応

援による調査実務の習熟、被害状況調査の実務経験者の活用等を推進する。 

（３）他の地方公共団体等との連携確保 

他市町村等との協定の締結などによる相互応援体制の構築、応急危険度判定士、被災度

区分判定士、建築士等の専門家や団体との協定締結による応援体制の構築等を推進する。 

（４）その他必要な措置 

関係職員が、罹災証明書の発行に必要な事務処理を速やかに行うことができるよう、マ

ニュアル等の整備に努める。 

 

第２ 応援協力体制の整備 

特に大規模な地震が発生した場合、その応急対策を講ずるに当たっては、本町のみでは対応

が不可能な場合が起こり得る。 

このため、広域的な応援体制をあらかじめ確立しておく必要がある。 

１．県内市町村間及び県外市町村との相互応援 ［総務課］ 

町は、当該町の地域に係る災害について、適切な災害応急対策（広域避難対策、役場機能

の低下・喪失・移転対策を含む。）を実施するため、「災害時における相互応援協定（福島市、

二本松市、伊達市、桑折町、国見町、大玉村、本宮市）」及び「福島・宮城・山形広域圏災害

時相互応援協定（福島・宮城・山形隣接 33市町村）」を締結している。 

また、大規模災害時に県内の市町村が広範囲に被災することも想定し、同時に被災する可

能性が少ない遠方の県外市町村との応援協定の締結についても推進している。 

さらに、上記以外の市町村からの災害対策基本法第 67 条の規定による相互応援について

も、迅速な対応をとることができるように、あらかじめ手続き等の細部的事項について、十

分な検討を行っておくものとする。 

２．町内防災関係機関の相互応援 ［防災関係機関］ 

町の地域内、又は県の地域内にある防災関係機関は、防災に関する所掌事務又は業務につ

いて、災害対策の総合性を発揮するため、情報を共有しながら相互に連絡協調して、円滑な

組織の整備・運営が成し得るように努めるものとする。 

３．消防の相互応援 ［伊達地方消防組合］ 

消防相互応援協定については、消防組織法第 39条の規定に基づき、隣接市町村、広域消防

組合と相互応援のための協定を締結し、広域消防体制の推進を図っている。 

この協定に基づき、応援の受入れ（宿舎、道案内、消防水利の所在案内等）、本部（消防相

互応援に係る）の設置等について、具体的な方策を協議していく。 
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４．指定行政機関、指定地方行政機関、他市町村からの職員派遣要請に対応するための資料整

備 ［総務課］ 

町は、県知事、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、広域応援協定団体又は他市町

村長から職員の派遣要請を受けた場合において、直ちに派遣の措置が講じられるよう、あら

かじめ関係資料を整備しておく。 

５．経費の負担 ［総務課］ 

指定公共機関等が町に協力した場合の経費負担については、各計画に定めるもののほかは、

その都度、あるいは事前に相互に協議して定めておく。 

６．民間協力計画 ［総務課、防災関係機関］ 

町及び防災関係機関は、その区域内又は所掌事務に関係する公共的団体、防災組織、民間

企業及び団体に対して、災害時における応急対策等について、その積極的協力が得られるよ

う協力体制を整えるものとする。 

特に、町の関係各課等は、それぞれの所掌事務に関する公共的団体、民間企業及び団体な

どとあらかじめ協議しておくとともに、災害時における協力業務及び協力の方法等を明らか

にしておき、災害時において積極的な協力が得られるよう努めるものとする。 

７．関係機関団体等との協力体制の確立 ［総務課］ 

救助に必要な車両、舟艇、資機材、その他機械器具の所在及び調達方法の把握並びに関係 

機関団体との協力体制を確立するとともに、建設業者以外の地域の企業に対しても、救助に 

有効な資機材、機械器具等の所有の有無等について、あらかじめ調査し協力を求めておくも 

のとする。 
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第２節 防災情報通信網の整備 
 

大規模な地震が発生した場合、交通施設、通信施設の被災や電話の輻輳等により防災関係機関

相互の情報連絡や被害状況その他に関する情報収集活動、住民に対する広報活動が困難になるこ

とが予測される。 

これら電気、電話等が一時的に途絶しても国、県、防災関係機関、福島地方拠点都市地域を構

成する市町村をはじめとする近隣市町村との情報連絡体制が確保されるよう、情報伝達ルートの

多重化、情報交換のための収集、連絡体制の明確化等を中心に計画する。 

 

第１ 防災情報通信網の整備 

１．町の優先電話 ［総務課］ 

町の災害時優先電話は、川俣町役場のほか、保健センター、小中学校等 24施設で設置して

いる。今後は、さらに災害時優先電話の指定の拡充に努める。 

町の災害時優先電話の設置施設及び電話番号については、資料編（資料３-４）に示す。 

２．町防災行政無線 ［総務課］ 

災害時における住民等に対する災害情報の提供、被害情報の提供、被害情報の収集伝達手

段など通話秘和性の確保や画像等のデータ管理など防災通信を高度化するため、令和２年４

月にデジタル式防災行政無線を導入。 

【同報系】 

名称 台数 設置場所 

同報系親局 １局 川俣町役場 防災無線室 

中継局設備 ２局 東福沢・山木屋 

屋外拡声子局 70 基 町内各所 

（うち３基はテレメーター子局） 

戸別受信機 980 台  

【移動系】 

名称 台数 設置場所 

移動系統計局 １式 川俣町役場 防災無線室 

基地局 ２ヵ所 東福沢・山木屋 

移動局 車載型無線送受信装置 50 台 役場公用車・消防車両 

半固定型無線送受信装置 ２台 川俣町役場・とんやの郷 

携帯型無線送受信装置 20 台 川俣町役場・川俣町消防団 

 

３．福島県総合情報通信ネットワーク ［総務課、政策推進課、県］ 

福島県総合情報通信ネットワークは、一刻一秒を争う緊急事態が発生した場合に備える、

県全域を一つに結ぶ衛星系及び地上系通信によるネットワークである。 

平常時においては、県、市町村等の行政に必要な連絡通信回線として活用することができ

るが、災害時にあっては、これらの一般通信の回線を県が統制し、迅速・的確な情報の収集、
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一斉指令等の機能を発揮する。 

現行の通信網は、平成 10 年４月１日から運用を開始し平成 21～24 年度に更新を行い、従

来の通信機能を包含した福島県総合情報通信ネットワークの整備を行っていた。 

この通信網では、衛星系と地上系による通信の多ルート化、通信設備・電源装置の二重化、

機動的な情報収集活動を行うための衛星可搬局・衛星携帯電話の導入や有線（光）通信網の

利用による双方向の映像伝送など、防災通信機能が拡充・強化されている。 

町は、県総合情報通信ネットワーク整備事業において町に配備された衛星系防災行政無線

の活用を図る。 

４．防災情報提供システム ［総務課］ 

福島地方気象台からの気象、地象及び水象情報を福島県が提供を受け、福島県総合情報通

信ネットワークシステムを通じ、町へ伝達または提供される。 

伝達される内容は次のとおりである。 

（１）気象、高潮及び波浪に関する特別警報 

（２）気象、高潮及び波浪及び洪水に関する警報及び注意報 

（３）土砂災害警戒情報 

（４）指定河川洪水予報 

（５）気象情報 

（６）大津波警報、津波警報、津波注意報 

（７）津波警報 

（８）津波注意報 

（９）地震に関する情報 

（10）噴火警報等 

５．職員参集システム ［総務課、政策推進課］ 

  県では、勤務時間外において、地震の発生、気象特別警報・気象警報の発表を迅速に伝達

するため、職員参集システムを整備している。 

このシステムでは、福島地方気象台からの気象情報伝送処理システムによる情報に基づき

危機管理総室を始めとする防災関係課職員及び県幹部職員の携帯電話及び加入電話に、自動

的に情報を発信し、速やかな初動体制の確立を図ることを目的としている。  

今後、町においても職員参集システムを活用し、勤務時間外においても自動的に情報を発 

信し、速やかな初動体制の確立を図る。 

 

第２ その他通信網の整備・活用 

１．非常通信体制の充実強化 ［総務課］ 

町及び防災関係機関は、大規模停電も含め災害時等に加入電話又は自己の所有する無線通

信施設が使用できないとき、又は利用することが困難となった場合に対処するため、電波法

第 52条の規定に基づく非常通信の活用を図るものとし、東北地方非常通信協議会の活動を通

して非常通信体制の整備充実に努める。 

（１）非常通信訓練の実施 

災害時等における非常通信の円滑かつ効率的な運用と防災関係機関相互の協力体制を確



第３編 震災対策編 ： 第１章 災害予防計画 

第２節 防災情報通信網の整備 

 震災 - 9

立するため、平常時より非常通報の伝送訓練等を行い、通信方法の習熟と通信体制の整備

に努める。 

（２）非常通信の普及、啓発 

防災関係機関等に対し、災害時における情報連絡手段としての非常通信の有効性及び利

用促進について普及啓発を行う。 

また、東北地方非常通信協議会に未加入の無線通信施設等を有する機関若しくは団体又

は非常通信の運用に関わりのある機関若しくは団体について、加入促進を図る。 

２．その他通信連絡網の整備・活用 ［総務課、政策推進課］ 

（１）整備と活用 

ア 町及び関係機関は、その他災害時の情報伝達手段として、インターネット等の活用に

ついて検討するとともに、携帯電話の通話エリアの拡大や緊急速報メール、お知らせメ

ール配信サービス「インフォ＠かわまた」（平成 25 年 7月 1日サービス開始）、川俣公式

ライン「ｋａ－ＬＩＮＥ」（令和 3年 5月 1日配信開始）は「インフォ＠かわまた」と同

じ情報配信に加え、防災関係（町防災行政無線での放送内容の視聴、オンライン避難届）

のオンラインサービスの提供を行う。また、衛星通信を利用した携帯電話の導入、国等

の支援による携帯無線機等の臨時的通信機器の確保など、災害時における多様な通信連

絡網の整備充実に努める。 

イ 消防庁が運用する全国瞬時警報システム（J-ALERT）の情報から自動的に防災行政無線

や各種端末に防災（災害）情報を瞬時に提供するシステムを活用するとともに、デジタ

ル放送や携帯端末等を活用した防災情報の提供を行う。 

ウ 緊急情報ネットワークシステム（Em-net）により、防災（災害）情報を文書にて正確か

つ迅速に入手し、住民への提供を行う。 

エ 災害時に通信連絡網が十分に機能するよう、訓練を行うだけでなく、日常業務におい

ても防災行政無線等の通信端末（防災電話等）を活用するなど、使用方法の習熟を図る。 

オ 町及び公共機関においては、管理するコンピューターシステムやデータのバックアッ

プ対策を講じるとともに、企業等の安全確保への自発的取り組みを促進する。 

カ 町は、通信が途絶した場合又は確実性を必要とする場合の伝令の方法として、自転車、

バイクの配備及び調達体制について整備しておく。 

キ 広域応援を円滑に行うため、福島地方拠点都市地域を構成する市町村をはじめとする

近隣市町村との連絡網の確立を図る。 

ク その他災害時の情報手段として、民間の無線従事者からの情報提供の活用についても

検討し、町内タクシー無線取扱業者、無線を利用する運送業者等の把握に努めるととも

に災害時の多様な通信連絡網の確保及び無線従事者の協力体制の確保に努める。 

ケ 災害対策本部員、災害対策本部設置前配備課等に対し、携帯無線電話の配備を進めて

いく。 

コ 停電時の電源確保のため、非常用電源設備の整備を促進する。 

サ 土砂崩れ等により孤立化が予想される地域について、当該地域と町との情報伝達手段

の確保に努める。 

（２）災害時の機能確保 
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町は、災害に強い通信網を構築するため、有・無線系、地上系・衛星系等による伝送路の

多ルート化及び関連装置の二重化を推進する。また、停電時の電源確保のため、非常用電

源設備の整備を促進する。 

（３）福島県震度情報ネットワ－クシステムの概要 

県では、県内の 83箇所に計測震度計を整備し、気象庁の計測震度計利用の７箇所（郡山

市・南会津町・西会津町・猪苗代町・棚倉町・田村市船引町・浪江町）と合わせて、県内の

全市町村の震度情報を収集し、ネットワ－ク化を図っている。 

町庁舎にもこの震度計が設置されており、地震時には町の震度を確認することができる。 

このシステムで得られた震度情報は、県庁を経由し、総合情報通信ネットワークを通し

て県の各地方振興局、各市町村、各消防本部等に配信され、市町村別の被害状況の推定、

各種の応急対策の検討をはじめ、初動体制の充実・強化に活用されている。 

３．クラウドシステムなどＩＣＴの導入に係る検討 

町は、必要に応じ、災害対策を支援する地理情報システムの構築について推進を図るもの 

とする。 

また、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・要約・

検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努めるものとする。 

 

第３ 体制の整備 

［総務課］ 

災害時における連絡体制について、以下の整備を行い、災害発生時の連絡体制の強化に努め

る。 

１ 被災現場等において情報の収集・連絡に当たる要員の指定と、報告要領の整備を行う。 

２ 夜間、休日の場合等においても対応できる体制の整備を行う。 

３ 町の防災会議を構成する各防災関係機関の委員のもとに連絡責任者等を設置する。 

４ 情報連絡員（県リエゾン）の受入体制を確保する。 

 

第４ 情報連絡員（県リエゾン）との連携 

［総務課］ 

町は、福島県地域防災計画において定める県と町の相互協力の手段として、大規模災害の初

動期に県から町に派遣される情報連絡員（県リエゾン）と連携し、情報収集・連携を行う。な

お、町は、情報連絡員（県リエゾン）との連携体制の構築に向けて、防災訓練等への参加によ

り、平時においても連携を強化するよう努める。 

 

 【県が情報連絡員の派遣を行う基準】 

（１）ＮＴＴ回線や携帯電話だけでなく、県総合情報通信ネットワークによる連絡も困難に

なった場合等、県と町の間で通信が途絶え又は困難になった場合 

（２）町において災害対策本部を設置する要件の災害が発生した場合 

（３）その他、災害対策地方本部長が必要と認めた場合 
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【業務内容】 

（１）地方本部と派遣先町間の情報伝達の支援 

   ただし県と町との通信が途絶している場合、携行した衛星携帯電話等を活用 

（２）町の被害情報や要望事項を積極的に収集し、地方本部への速やかな報告及び地方本部

に報告した内容について町との共有 

（３）町の承諾を得て災害対策本部会議等に出席し、被災の実態を調査するなど、町の状況

の把握や分析、関係機関との共有 

（４）県が所有している情報の町への積極的な提供 

（５）その他、災害対策地方本部長が指示する業務 

 

【派遣の終了】 

（１）町と県との通信状況が回復したとき 

（２）町において、緊急時対応が終了したとき 

（３）町において、災害対策本部を解散したとき 

 

第５ 担い手の確保 

１．事業計画 ［総務課］ 

民間の情報通信の担い手を確保し、様々な情報通信ルートを整備する。 

（１）無線従事者の確保 

（２）民間との協力協定の促進 

民間の無線従事者からの情報提供や非常時の多ルート通信網構築に備え、タクシー無線

取扱業者、ＭＣＡ無線を利用する運輸業者等の把握に努めるとともに、災害時協力協定の

締結を促進する｡ 

 

第６ 通信手段の周知 

１．町と関係機関間の連絡体制の周知 ［総務課］ 

町は、通信連絡網を整備し、県及び防災関係機関に対し、災害時に情報連絡を行うための

災害対策本部等の連絡先を周知しておく。 

２．住民への連絡体制の周知 ［総務課］ 

町は、住民が自ら情報を入手できるよう、テレビのデータ放送をはじめ、携帯電話やパソ

コン等の個人情報端末の活用方法の周知を図るとともに、住民等へ避難情報等を伝達するた

めに使用する手段について、事前に周知しておく。 
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第３節 災害活動拠点の強化 
 

各種防災活動の拠点となるべき町施設の災害対応力を強化、さらに地震災害の同時多発性に対

応するため、地域における防災活動拠点として町立小中学校・旧小学校について、災害初期の救

援対策を行うのに必要な機能強化の計画を示す。 

また、町本庁舎については、東日本大震災により大きな被害を受けたため、利便性だけではな

く耐震など災害予防も十分に考慮した新庁舎を平成 28年に竣工した。 

 

第１ 町の施設 

町施設については、次の 3 つの視点から災害対応力を強化する｡ 

・ 利用者の安全確保 

・ 防災施設の整備 

・ 活動体制の整備 

１．町の施設の防災体制整備 ［関係各課］ 

（１）体制の整備 

非常時における各職員、施設利用者の役割や行動について、各施設の内容に応じた実践

的な想定を踏まえ職員自衛防災組織づくり、職員及び利用者に対する防災手引書作成及び

実践的な訓練の定期的実施を推進する。 

（２）防災点検の実施 

町は、定期的に町有施設の防災点検を実施し、不備のある箇所については改善を行う。 

（３）施設周辺地域との交流 

避難所に指定している施設においては、施設周辺地域の住民との交流を推進し、住民の

速やかな避難を図るとともに、避難所運営においても地域住民の協力が得られるよう協力

体制を確保するものとする。 

２．町庁舎の新設 ［関係各課］ 

東日本大震災により町庁舎は大きな被害を受け、耐震診断及び被災度判定を行った結果、

復旧不可能な倒壊に相当すると判定を受けた。 

そこで、｢美しい小都市かわまた 地域に開かれ 未来への希望を紡ぐ新庁舎｣を基本理念

とし、新庁舎の建て替えを行った。 

新庁舎は、以下を考慮し建設された。 

①機能的で利用しやすい庁舎 

②ユニバーサルデザインの導入及び来庁者へのきめ細かな気遣い 

③住民とのふれあい空間の確保 

④自然景観と調和し、風土を守り伝える庁舎 

⑤省エネルギーの推進及び再生可能エネルギーの導入 

⑥災害対策本部としての機能及び耐震性の確保、備蓄機能の確保、情報システムの整備 

⑦長寿命化 
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３．川俣町災害対策本部バックアップ施設の整備 ［関係各課］ 

町保健センター(川俣町字樋ノ口地内、川俣町中央公民館に隣接､ＲＣ平屋建て 888 ㎡、平

成９年度建設)は、災害対策本部のバックアップ施設として位置付けられている。このセンタ

ーには、太陽光発電及び蓄電装置による非常用電源が備えられている。 

４．町立小・中学校・旧小学校の施設整備 ［学校教育課］ 

町立小・中学校・旧小学校の施設整備については、以下の 5 つの視点から災害対応力の充

実、強化を図る。なお、建物の耐震化については、終了している。 

・児童、生徒の安全確保 

・一時的避難場所 

・地域における防災活動拠点 

・避難所 

・情報連絡の拠点 

 

第２ 地域拠点の整備 

地域拠点は、同時多発的な被害が発生し各地域が交通や通信手段の一時的混乱により相互の

連絡が困難になったり、防災機関中枢が被災したりして一時的に孤立無援の状態に陥るような

最悪の事態を想定して整備されるものである。 

地域拠点は、各地区（自治会）を単位とする行政区における地域防災対策本部として必要不

可欠な災害応急対策、復旧活動を実施するための町の現場活動の拠点となる。 

なお、地域拠点には災害の状況に応じて地区連絡所や住民相談所が設置され、情報の不足や

デマやパニックの発生を防ぐための拠点として、種々の情報収集、提供を行う。 

１．地域拠点の整備 ［総務課、学校教育課］ 

地域拠点は、各地域が交通や通信手段等の混乱等不測の事態により、一時的に孤立無援の

状態に陥るような場合においても必要不可欠な災害応急復旧対策を単独で講ずるための、町

の現場活動の拠点となる。 

そのため、以下の機能を持つ施設又は設備を整備していく。 

（１）情報の収集・提供のための通信・広報機能 

（２）防災活動用資機材の備蓄 

（３）非常用飲料水の備蓄 

（４）食料等救援物資の備蓄 

（５）平常時の防災教育の場 

なお、整備に当たっては災害危険度の高く、応急対策実施の緊急性の高い行政区又は地域

から順次行う。 

コミュニティ拠点は、地域拠点を補完し、より地域に密着した施設として以下のような設

置候補施設のうちから、全町旧８小学校区（コミュニティ）に各１箇所設置する。整備に当

たっては災害危険度が高く、応急実施の緊急性の高いコミュニティから順次行うよう該当施

設所管部等及び関係者に要請する。 
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設置候補施設の区分 整備すべき主な機能 

町立小・中学校・旧小学校 ①情報の収集・提供のための通信・広報機能 

②防災活動用資機材の備蓄 

③非常用飲料水の備蓄 

④その他の救護物資の備蓄 

公民館 

その他町の施設 
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第４節 安全で災害に強いまちづくりの推進 
 

都市活動が活発化、複雑化するにつれ、災害による被害もまた大規模化の傾向にある。このた

め町は、地震防災対策の強化を図るため、地震防災対策特別措置法（平成７年法律第 111 号）の

規定に基づき、地震防災上緊急に整備すべき施設等に関して策定された福島県地震防災緊急事業

五箇年計画に基づき積極的に事業の推進を図ることとし、本町を災害に強い都市にしていくため

には、都市構造そのものの防災性を高め、都市の不燃化を進めていくことが基本である。従って、

市街地の不燃空間の確保と住環境の改善を図るためには、地域特性に応じ多様な手法により、着

実に市街地整備を推進していく必要がある。 

このため、本町策定の都市マスタープランを基に住民参加を図りながら、地域防災意識の高揚

と防災まちづくり計画の共有化を進めていく。また、計画的な土地利用の規制、誘導を行い、建

築物の耐震化・不燃化を促進するなど、地震に強い都市をつくるための効果的な施策の展開を図

っていくものである。 

 

第１ 建築物等防災対策 

都市計画法、建築基準法その他の法律に基づき、地域の特性をいかした整備手法を適切に適

用し、建築物の耐震・不燃化を進め「燃えにくく地震に強いまちづくり」に努める。 

１．川俣町耐震改修促進計画の推進 ［建設水道課］ 

町は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、既存建築物の防災対策をより効

果的に推進するため、地震対策及び防火対策等、各種の対策を相互に関連づけた総合的な川

俣町耐震改修促進計画を平成 21 年１月に策定し、令和４年６月に改定している。町は、この

計画に基づいて、建築物の耐震化を促進するとともに、必要に応じて計画の見直しを図るも

のとする。 

２．建築基準法第 22 条の指定 ［建設水道課］ 

建築基準法第 22 条により、本町市街地の大部分では耐火及び準耐火以外の建築物に対する

屋根及び類焼のおそれのある部分の不燃化が義務付けられており、この趣旨の徹底を図る。 

３．民間建築物の耐震化･不燃化 ［建設水道課］ 

建築物の耐震性については、建築基準法により必要限度の基準が定められているが、昭和

55 年に制度化された新耐震設計基準の適用以前の建築物については、必ずしも十分な耐震性

を有していないのが現状である。このため、町は、県の関係機関と連携し、耐震工法及び耐

震補強等の重要性についての啓発を図り、一般建築物の耐震性の強化を図る。 

また、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」の的確な施行に努める。 

（１）一般木造住宅耐震診断の推進 

町は、一般木造住宅における耐震診断を支援する。 

（２）相談体制の整備 

建設水道課を建築相談の窓口とし、木造耐震診断等の耐震対策や住民からの建築の計画

相談に応じることが出来るよう体制整備に努める。なお、技術的な相談は福島県県北建設

事務所や関係機関と連携して対応する。 
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（３）県パンフレットの活用、セミナー、講習会への参加等 

耐震診断の補助（木造住宅耐震診断者派遣事業）要綱整備後は、福島県が作成した補助

制度案内チラシ（福島県安全安心耐震促進事業、福島県安心耐震サポート事業の概要紹介）

を活用し、住宅の耐震診断及び耐震改修の普及啓発に努める。また、広報誌等を通して、

県等が実施するセミナー等について、積極的な情報提供に努める。 

（４）リフォームに合わせた耐震改修の誘導 

リフォームと合わせて耐震改修を行うことは、効率的であり負担軽減を図れることから、

リフォームの相談窓口において、その有効性についてのきめ細かな情報提供を行う。また、

建築士や建設業者とも連携を図りながら、安心してリフォームできる環境を整備し、改修

に関連したリフォーム工事等のトラブルについては、県、消費生活センター等関係機関と

連携して対応する。 

（５）建築物の防火の促進 

新築、増改築等建築物については、建築基準法に基づき指導を行うとともに、既存建築

物については、次の法制度体系を通じ事業の推進を図る。 

ア 既存建築物に対する改善指導 

町及び県は、旅館等の不特定多数の人が集まる既存特殊建築物の防災性を常時確保す

るため、建築基準法第 12条の規定に基づく定期報告制度を活用し、建築物の安全性確保

と施設改善を指導する。また、大規模な既存特殊建築物等に対して、防火及び人の避難

の安全を確保するため、必要な防火避難施設の改善を指導する。 

イ 防火対象物定期点検報告制度 

町及び県は、消防機関が実施する「防火対象物定期点検報告制度」に基づき、必要に

応じ、消防機関と連携して防火避難施設の改善指導を行う。 

４．被災建築物の応急危険度判定制度の創設と充実 ［建設水道課］ 

町は、地震により被災した建築物（一般住宅を含む）が、地震等による二次災害に対して

安全であるかどうかの判定活動を民間の建築士等の協力を得て行うため、県の「福島県地震

被災建築物応急危険度判定士認定制度」に協力し、判定活動体制の構築を行う。 

５．落下物等対策 ［建設水道課、学校教育課］ 

（１）屋内の落下物防止対策 

家庭内の落下物防止をはじめ、屋内の落下物防止対策等については、各種団体等の協力

を得ながら、あらゆる機会をとらえその対策の実施を啓発、指導していく。 

（２）建築物の落下物防止対策 

ア 小中学校の窓ガラスの安全化 

イ 公共施設等における弾性のある資材の使用、飛散対策、安全ガラスへの改修、物品等

の倒壊防止、照明器具や屋外広告物の落下防止等の施策を講ずるよう努める。 

ウ その他 

国道、県道及び主要な幹線道路となる町道に面する建築物の建築確認に際しては、窓

ガラス、屋外広告物その他の落下危険のないよう指導を行う。 

エ 避難所・避難場所までの避難路等に面する建築物で地階を除く階数が３以上のものに

ついては、必要に応じて落下物の実態調査を行う。 
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（３）道路上の落下物等防止対策 

広告塔、看板、自動販売機等の落下防止対策を講ずる。 

６．ブロック塀の倒壊防止対策 ［建設水道課、学校教育課］ 

（１）事前指導の強化 

ブロック塀等のいわゆる重量塀の倒壊による人的被害を防止し、避難、消防、救援活動

の妨げとならないよう町はその実態を調査し、危険なものについては改修を指導する。建

築物の建築確認に伴う事前指導を強化するとともに、建設業協会支部等関係業者の協力を

要請し正しい施工方法や補強方法についての安全化の徹底を図る。 

また、住民に対してはブロック塀等の正しい施工方法や補強方法、地震時のブロック塀

等重量塀からの危険回避等について普段からのＰＲ強化に努める。 

さらに、ブロック塀を設置している住民に対して、日頃から点検に努めるよう指導する。 

（２）実態調査に基づく改善指導 

小・中学校の通学路に面するブロック塀等及びその他避難所・避難場所に指定される施

設の周辺地区については、現況調査を実施し危険箇所の実態把握と改善に努める。 

（３）生け垣化の推進 

生け垣が災害に強いということは、宮城県沖地震や阪神淡路大震災において実証されて

おり、本町においても生け垣化の推進を図る。 

（４）新設・改修時の指導 

ブロック塀を新設又は改修しようとする住民に対し、建築基準法に定める基準の遵守を

指導する。 

７．地震保険の活用 ［総務課］ 

地震保険は、地震等による被災者の生活の安定に寄与することを目的とし、政府が再保険 

を引き受ける保険制度である。 

地震における火災等については、火災保険では補填されないことから、被災者の住宅再建 

にとって有効な手段の一つであり、町は、その制度の普及促進に努める。 

 

第２ 町施設の耐震･不燃化等 

１．町施設の耐震・不燃化 ［建設水道課］ 

町施設は、災害時における避難、救護、復旧対策活動等の拠点となる重要な施設である。

このような観点に立ち、耐震性にも優れた施設整備を進めていく。 

また、町施設の耐震対策については「川俣町耐震改修促進計画」を基に耐震診断を行い、

緊急度の高い施設から順次補強又は改修の措置を講ずる。なお、町立小中学校・旧小学校に

ついては、施設の耐震化は終了している。 

町の庁舎については、十分な耐震性を確保している。 

２．ロッカー、書架等の転倒防止対策 ［建設水道課］ 

町は、防災上重要建築物に該当する施設が、大規模な地震の発生後も継続してその機能を

果たせるよう、ロッカー、書架等の転倒防止対策を行うとともに、転倒防止対策について、

定期的に確認を行うこととする。 
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第３ 延焼遮断帯の整備 

町内を「防災区画」に区分することで広域火災の発生を未然に防止する観点から、道路、河

川等を防災空間､延焼遮断帯としての位置付け、機能の強化と整備を進める。 

また、整備に当たっては単に防災上の観点からだけでなく、快適な都市環境を形成する観点

から「河川等の線的施設」と「公園、スポーツ・レクリエーション施設等の面的施設」とを結ぶ

ネットワーク機能の強化に十分配慮しながら総合的に進める｡ 

１．幹線道路・河川等の不燃化 ［建設水道課］ 

（１）都市計画道路の整備を推進する。 

（２）火災に強い街路樹の植栽を推進する。 

（３）沿道､河川の不燃化対策を進める。 

（４）特に河川については、沿道空間を活用した散策道整備を図り、公園・学校、その他の公

共施設との回遊性を確保し、延焼遮断機能の向上に努める。 

なお、ネットワークの整備に当たっては塀の生け垣化や宅地内緑化等の手法を活用し、地

域の理解と協力を得ながら進める｡ 

 

第４ オープンスペースの整備 

災害時に、住民の避難場所、物資の輸送拠点、応援部隊の活動拠点、資材置場、仮設住宅の

建設用地、がれきの仮置き場等に活用できる公園、グラウンド、河川敷、農地等のオープンス

ペースについて、町は定期的に調査を実施し、その把握に努める。 

また、将来の市街地化によるオープンスペースの減少を踏まえ、火災の延焼防止と避難者の

安全確保を図るため、公園・緑地等の地区毎の計画的な配置に努める｡ 

１．公園・緑地の整備 ［建設水道課］ 

本町の都市公園の現況は下表のとおりであり、今後も都市マスタープランに基づきながら

整備、拡大を進める｡ 

また、災害時の避難場所等としての機能を有する防災公園について整備を進める。 

 

【川俣町の都市公園】 

名   称 面  積 

中央公園 5.6ha 

後庵舘公園 0.04ha 

ふれあいポケットパーク 0.04ha 

 

【その他の公園】 

名   称 面  積 

峠の森自然公園 26.0ha 

ちびっ子天国花塚の里 4.6ha 
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２．都市計画道路の整備 ［建設水道課］ 

都市の基本的施設の一つである道路は人が歩き、車が走るためばかりではなく、コミュニ

ティの形成等、住民生活のあらゆる面で利用されていると同時に、災害時には、避難路や救

援路さらには防火帯の役目を果たすなど重要な役割を果している。 

町及び県は、災害時の避難路のネットワーク化とともに、緊急支援物資の輸送、救急、消

防等に緊急活動に効果を発揮する幹線道路ネットワークの計画的な整備を推進する。整備に

当たっては、十分な道路幅員の確保、電線類の地中化、緑化等により、災害に強い構造とす

るとともに、複数の経路でどの地域にもアクセスできるダブルネットワーク化を図る。 

３．都市空間の利用 ［建設水道課］ 

都市の基盤として整備される道路や都市公園等は都市の貴重な空間であり、災害時には延

焼遮断空間等として防災上重要な役割を持つ。これらの都市空間においても、耐震性貯水槽、

備蓄倉庫、ヘリポート等の災害時に必要となる施設を整備するほか、町及び県はライフライ

ンの信頼性を確保するため、各事業者と協力して電線類共同溝等の整備を推進する。 

４．オープンスペースの確保 ［建設水道課］ 

現在市街地に残されている緑地や市街地周辺の緑地をオープンスペースとして位置付け、

その整備を図っていく。また、市街地における民間施設等のオープンスペースについても、

その確保を図っていく。さらに、オープンスペースの状況については、定期的に調査を実施

し、その把握に努める。 

 

第５ 市街地の整備 

老朽木造住宅密集市街地の解消を図るための土地区画整理事業、市街地再開発事業等による

市街地の面的な整備、建築物や公共施設の耐震・不燃化、水面・緑地等の計画的確保、防災に

配慮した土地利用への誘導等により「安全で災害に強いまちづくり」を推進する｡ 

１．市街地再開発事業等の推進 ［建設水道課］ 

高度で複合的な都心機能の集積、都心交通の整流化、耐火構造建築物等への誘導を図る観

点からも市街地再開発事業等の推進を図る。 

２．住環境整備事業の推進 ［建設水道課］ 

市街地において、住宅の密集地等は災害時に被害の拡大が懸念される。 

これらの地区を居住環境、都市基盤及び都市防火等の観点から整備することにより、良好

な市街地が形成され、防災性の高い安全で快適なまちづくりが図られる。 

３．土地区画整理事業等の推進 ［建設水道課］ 

防災上危険な市街地を解消し、良好な居住環境と適切な都市機能を有する市街地の形成を

図るため、土地区画整理事業等の推進を図る。 

４．その他 ［建設水道課］ 

関係法令等の適正な運用により民間開発を積極的に誘導し、ミニ開発によるスプロールの

防止を含め良好な市街地環境の形成を図る｡ 
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第６ 文化財災害予防対策 

１．文化財保護思想の普及啓発 ［生涯学習課］  

町民の文化財に対する防火思想の普及及び火災予防の徹底を図るため、町、教育委員会は、

文化財保護強調週間（11 月１日～７日）及び文化財防火デー（１月 26 日）等の行事を通じ

て、県民の防火・防災意識の高揚を図る。  

２．防災設備等の整備強化 ［文化財所有者・管理者等］  

文化財所有者・管理者等は、火災報知設備、非常警報設備、防火壁、消火栓、消火用水及 

び避雷設備等の防災設備の整備に努めるとともに、定期的な保守点検を実施するものとする。  

３．火災予防体制の強化 ［文化財所有者・管理者等］  

文化財所有者・管理者等は、文化財収蔵場所及び周辺における火気使用の制限、焚き火、

禁煙区域の設定等の防火措置を徹底するとともに、非常の際の迅速な連絡通報体制の整備に

努めるものとする。  

４．予防査察の徹底 ［生涯学習課、伊達地方消防組合、町消防団、関係機関］  

消防機関は、町、教育委員会と連携を図り、文化財施設について定期的に予防査察を実 

施し、文化財所有者・管理者等に対し改善点を指導するとともに、防火管理体制の徹底を期 

するものとする。 

５．訓練の実施 ［生涯学習課、伊達地方消防組合、町消防団、文化財所有者・管理者等、関

係機関］  

町、教育委員会、消防機関及び文化財所有者・管理者は、相互に協力し、火災発生時等に

おける消火活動の円滑な対応を図るため、防火訓練あるいは図上訓練を随時実施するものと

する。
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第５節 ライフライン施設 
 

地震に対する災害予防の対策を講じ、電気設備及びガス施設の被害を軽減し、安定した電力及

びガス供給の確保を図るとともに、施設の破損等による二次災害を防止することを目的とする。 

町は、各機関に対して必要に応じて予防対策の実施を要請するとともに、災害時における応急、

復旧活動の円滑な進展を確保するため、町及びライフライン事業者からなる合同連絡協議会を設

置するなど相互の連携調整に努めていく。 

 

第１ 水道施設 

１．概要 ［建設水道課］ 

本町の上水道は、阿武隈川水系長滝川(一級河川)、同小谷沢川(同)及び同高根川(同)の表

流水を水源とし、施設能力は１日最大 6,000ｍ3である(平成 20 年度)｡ 

また、飯坂地区には農村総合整備モデル事業によって設けられた簡易水道施設がある。こ

れは、国有財産水路の表流水を水源とし、施設能力は１日最大 245ｍ3である。（平成 12 年３

月 31 日現在)｡ 

さらに、摺上川ダムが平成 17年 10 月に完成し、平成 19 年度から福島地方水道用水供給企

業団から本格受水を開始している。 

 

【摺上川ダムの概要】 

所在地 福島市飯坂町茂庭地内 

ダムの型式 中央コア型ロックフィルダム 

流域面積 160km２ 

総貯水容量 1 億 5,300 万ｍ３ 

水道用水 １日最大 24 万 9,000ｍ３（３市３町に供給） 

かんがい 4,242ha 

工業用水 １日最大 10,000ｍ３ 

発電 最大出力 3,000kw/h 

 

２．基本方針 ［建設水道課］ 

水道施設の耐災害性を強化するため、老朽化施設の整備､改良を進めるとともに、施設の常

時監視点検を強化して保全に努め、災害発生に伴う被害を最小限にとどめる｡ 

３．事業計画 ［建設水道課］ 

（１）「川俣町水道課非常災害対策要綱」の整備を図る｡ 

（２）災害救助法が適用される状況下でも、飲料水の水源として確保できる水源地を特定し、

その供給区域を定めておくとともに、日常からその給水拠点について広報し住民の周知に

努める｡ 

（３）災害復旧マニュアルを整備する｡ 

（４）周辺市町村との相互協力体制の確立を図る｡ 
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（５）応急資材の備蓄について検討していく｡ 

（６）老朽水道管（石綿管）から耐震性配水管へのつけ替えを進める｡ 

（７）地下貯水槽を含め貯水槽の配備を進める｡ 

（８）既存施設の耐震診断を実施し、必要に応じて計画的な耐震化を推進する。 

（９）給水タンクの整備を行う。 

（10）基幹施設の分散や系統多重化により補完機能を強化するとともに、配水系統のブロック

化により、地震被害の軽減等を図る。 

（11）施設の機能を十分に発揮させるために必要不可欠な情報伝送設備や遠隔監視・制御設備、

自家発電設備等の電気機械設備について耐震化を図る。 

（12）水道施設の災害等に対する安全性の確保事業には、事業収入の増加につながらない大き

な投資を必要とすることから、必要経費の確保を図るものとする。 

 

第２ 電力施設 

１．防災体制の確立 ［東北電力ネットワーク（株）福島電力センター］ 

災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合に対処するため、災害対策組織及び防

災体制を確立しておくとともに、その運営活動方法等についても定めておくものとする。 

２．事業計画 ［東北電力ネットワーク（株）福島電力センター］ 

（１）災害予防のための設備計画 

   各設備とも計画設計時に建築基準法及び電気設備に関する技術基準等を十分考慮すると

ともに、既設設備の弱体箇所の補強等により対処するものとする。 

（２）電気工作物の点検・調査等 

電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持し、さらに事故の未然防

止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれのある場合には特別の

巡視）ならびに自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査を行い、感電事故の防

止を図るほか漏電等により出火にいたる原因の早期発見とその改修に努めるものとする。 

（３）災害対策用資機材の確保 

災害に備え平常時から復旧用資材、工具、消耗品等の確保に努めるものとする。 

（４）災害対策用資機材の輸送体制の確立 

   災害対策用資機材の輸送計画を策定しておくとともに、車両等の輸送力の確保に努める

ものとする。 

（５）防災訓練等の実施 

ア 従業員に対し、災害に対する専門知識の普及、関係法令集、関係パンフレット等の配

布、検討会の開催、社内報への関連記事掲載等により防災意識の高揚に努めるものとす

る。 

イ 災害対策を円滑に推進するため、年１回以上防災訓練を実施し、災害時における復旧

対策が有効に機能することを確認しておくものとする。 

また、国及び地方自治体等が実施する防災訓練に積極的に参加するものとする。 

 

 



第３編 震災対策編 ： 第１章 災害予防計画 

第５節 ライフライン施設 

 震災 - 23

第３ 簡易ガス施設 

１．現況 ［各簡易ガス販売事業者］ 

簡易ガスは、一つの団地内におけるガスの供給地点の数が 70 以上であるものをいい、本町

では町営団地（ふもと川団地等）で使用されている。 

２．防災体制の確立 ［各簡易ガス販売事業者］ 

災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合に対処するため、初動措置段階におけ

る組織として、災害対策に関する規程及び保安規程に基づく体制を整備し、初動措置として

実施すべき事項を明確にしておくものとする。 

３．事業計画 ［各簡易ガス販売事業者］ 

地震防災応急対策に係る措置を円滑に実施することによって、二次災害の防止や供給停止

の早期復旧を図るための地震防災計画を策定し、これを段階的に推進していくものとする。 

（１）設備の耐震性の強化計画 

ア ガス工作物の維持・管理 

容器、貯槽、集合装置、気化装置及びその附属設備、導管等については、耐震性能の維

持・管理の徹底を図るものとする。 

イ 耐震性導管への切替え 

新設導管については、省令（基準）に基づき設置することはもちろんのこと、既設導

管についても計画的に耐震性の高い導管へ切替えを行うものとする。 

ウ 安全器具の設置 

マイコンメーターは、災害防止に効果があることから、未設置箇所への設置を図るも

のとする。 

（２）情報収集のための無線等通信設備の整備 

地震発生直後の供給区域内の被害情報の収集や緊急措置の実施のための連絡を迅速かつ

的確に行うための情報通信設備を整備しておくものとする。 

 

（３）防災資機材の整備等 

復旧作業等に必要な防災資機材等を整備しておくものとする。ただし、自社による整備

が困難な場合は、関係団体等からの調達ルートを確立しておくものとする。 

（４）防災訓練の実施 

地震発生時に迅速かつ的確に防災活動を実施するため、行政機関の防災計画との関連も

考慮して、災害対策本部の活動、現地対応等について、できる限り実践に則した訓練を実

施するものとする。 

（５）防災関係機関との相互協力 

市街地において、ガス漏れ等による爆発事故等が発生した場合、適切に対応できるよう、

防災関係機関と日頃から責任分担を明確にしておくとともに、必要な相互協力ができるよ

う協議しておくものとする。 

 

第４ ＬＰガス施設 
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１．現況 ［各ＬＰガス販売事業者］ 

ＬＰガスは、現在、生活に欠くことができない重要なエネルギーとして広く一般家庭に浸

透し、今の生活を支えている。 

このような、ＬＰガスの安定供給及び一般家庭での災害の防止を図るため、供給設備の維

持管理及び消費設備の調査並びに安全器具等の設置、社員等に対する保安教育等を実施して

いる。 

２．防災体制の確立 ［各ＬＰガス販売事業者］ 

災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合に対処するため、初動措置段階におけ

る組織として、災害対策に関する規程及び保安規程に基づく体制を整備し、初動措置として

実施すべき事項を明確にしておくものとする。 

３．事業計画 ［各ＬＰガス販売事業者］ 

地震防災応急対策に係る措置を円滑に実施することによって、二次災害の防止や供給停止

の早期復旧を図るための地震防災計画を策定し、これを段階的に推進していくものとする。 

（１）ＬＰガス設備の耐震性の強化計画 

ア 消費先の容器置場等 

火気との距離を確保するために消費先の容器置場に隔壁等を設置する場合は、耐震性

を考慮し施工することはもちろんのこと、既設の隔壁等についても耐震性等の評価を行

い、必要に応じ、強化等の措置を講ずるものとする。 

イ 容器の転落・転倒防止措置 

容器の転落・転倒防止については、省令に基づく措置を講ずることはもちろんのこと、

適正な鎖掛け等を実施し、定期点検を実施するものとする。 

ウ 耐震性配管への切替え 

埋設配管は、耐震性の高い配管を設置するものとし、既設埋設配管についても計画的

に耐震性の高い配管へ切替えを行うものとする。 

エ 安全器具の設置 

耐震自動ガス遮断機能搭載の S 型マイコンメーターの設置はもちろんのこと、集中監

視システム等の導入を図り、より高度な保安を実現するものとする。 

オ ガス放出防止器等の設置 

容器等からのガス漏れを防止するため、ガス放出防止器等の設置を図るものとする。 

なお、設置に当たっては、地震発生時において、容器のバルブの閉止が困難な高齢者

世帯等を優先的に行う等配慮するものとする。 

（２）情報収集のための無線等通信設備の整備 

地震発生直後の供給区域内の被害情報の収集や緊急措置の実施のための連絡を、迅速か

つ的確に行うための情報通信設備を整備しておくものとする。 

（３）防災資機材の管理等 

次の防災資機材及び常備品を備え、定期的に数量を確認するとともに使用可能な状態に

管理しておくものとする。ただし、自社において確保が困難な場合は、関係団体等から調

達ルートを確立しておくものとする。 

ア 修理用工具類 
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イ 車両、機械 

ウ 点検用工具類 

エ 非常食、飲料水 

オ 救急医薬品 

カ 緊急支援用物資（カセットコンロ、カセットボンベ等） 

キ 補修用・仮設住宅用機器（充てん用容器、ガスメーター、調整器等） 

（４）復旧計画の策定 

円滑かつ効率的な復旧作業を行うため、あらかじめ次の事項を考慮し、（一社）福島県Ｌ

Ｐガス協会が設置する現地対策本部と事前に協議し、復旧計画を定めておくものとする。 

なお、計画策定（復旧作業の優先順位）に当たっては、原則として人命にかかわる箇所、

官公署、報道機関、避難場所等の優先を考慮して策定するものとする。 

ア 住宅地図の整備・管理の在り方 

イ 集合住宅の開栓の在り方 

ウ 合理的な緊急点検の方法 

（５）防災訓練の実施 

地震発生時に迅速かつ的確に防災活動を実施するため、行政機関の防災計画との関連も

考慮して、災害対策本部の活動、現地対応等について、できる限り実践に則した訓練を実

施するものとする。 

（６）防災関係機関との相互協力 

市街地において、ガス漏れ等による爆発事故等が発生した場合、適切に対応できるよう、

防災関係機関と日頃から責任分担を明確にしておくとともに、必要な相互協力ができるよ

う協議しておくものとする。 

 

第５ 電気通信施設 

１．基本方針 ［東日本電信電話（株）福島支店］ 

災害時においても通信の確保ができるよう、平常時から設備の防災構造化を実施する｡ 

また、災害が発生した場合に備えて、東日本電信電話（株）福島支店に災害等対策実施細

則を制定し、迅速かつ的確な措置を行えるよう、万全の体制を期する。 

２．施設の現況 ［東日本電信電話（株）福島支店］ 

（１）交換機設置ビル 

過去の大規模な地震や被害状況を参考として、耐震、耐火構造のビル設計を行うととも

に、地震に起因する火災や降雨による浸水等の二次災害を防止するため、地域条件に即し

て防火扉、防水扉等を設置している。 

（２）所内設備 

ア 所内に設備する通信用機器は、地震動による倒壊、損傷を防止するため、支持金物等

による耐震措置を行うとともに、脱落防止等の措置を行っている。 

イ 通信機械室に装備してある器具、工具、試験器等には耐震対策を施し、棚等は不燃性

のものを使用している。 

（３）所外設備 
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ア 地下ケーブル 

地下ケーブルは、耐震性の高い洞道ヘの収容及び移設を随時実施している。 

イ 橋梁添架ケーブル 

二次的災害の火災による被害を想定して、耐火防護及び補強を実施している。 

（４）災害対策用機器 

ア 災害対策用無線機 

復旧作業用として衛星携帯電話機を常備している。 

イ 非常用可搬型交換装置 

所内通信設備が被災した場合、重要な通信を確保するため、代替交換装置として、全

国主要都市に非常用可搬型交換装置を配備している。 

ウ 移動電源車 

災害時等の長時間停電対策として、移動電源車を福島県内主要拠点に配備している。 

東日本電信電話(株) 福島支店 （1,000ＫＶＡ） １台  

（500ＫＶＡ） ２台  

（150ＫＶＡ） ４台  

（ 30ＫＶＡ） ４台 

エ 所外設備応急用資材 

所外設備が被災した場合、応急措置として、各種応急用ケ－ブル等を配備している。 

３．事業計画 ［東日本電信電話（株）福島支店］ 

（１）施設・設備等の確保施策 

電気通信設備を確保するため、次の諸施策を計画し実施中である。 

ア 公共機関等の加入者の必要な通信を確保するため、ケーブルの２ルート化と回線の分

散収容を図る。 

イ 通信が途絶するような最悪の場合でも、最小限度の通信ができるよう必要な場所に臨

時公衆電話を設置し、一般県民の使用に供する。 

ウ 架空ケーブルは、地震及び地震による二次災害(火災)に比較的弱いので、地下化の望

ましい区間は地下化を促進する。 

エ 交換機設置ビル相互間を結ぶケーブルは、経路の分散化を推進する。 

オ 商用電源が停止した場合の対策として発電機等を常備しているが、さらに被災した場

合を考慮して移動電源装置、可搬型電源装置を配備している。 

カ 災害時の通信確保及び復旧対策として、移動電源車、衛星通信システム装置を県内主

要地域に配備するとともに、配備運用体制の見直しを行う。 

（２）防災訓練 

災害予防措置及び災害応急対策措置等を円滑かつ迅速に実施できるよう次の訓練を、単

独又は共同するなどして実施する。 

ア 気象に関する情報伝達訓練 

イ 災害時における通信疎通訓練 

ウ 電気通信設備等の災害応急復旧訓練 

エ 消防及び水防の訓練 
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オ 避難及び救助訓練 

（３）防災関係機関との相互協力、連携強化 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、防災関係機関に対し協力要請

する必要がある場合の要請方法等を明確にしておくものとする。 

ア 物資対策 

県及び地方公共団体等に対する燃料、食料等の特別配給要請 

イ 電源対策 

商用電源の供給要請 

ウ お客様対策 

お客様に対する故障情報、回復情報、輻輳回避策等の情報提供を行うための報道機関

への要請 

 

第６ ライフライン施設の耐震化 

［建設水道課、東北電力ネットワーク（株）福島電力センター、各簡易ガス販売事業者、各

ＬＰガス販売事業者、東日本電信電話（株）福島支店］ 

都市の基礎施設であり、生活に不可欠な電気、ガス、水道、電話等のライフライン施設につ

いては、個々の構造物の耐震不燃化対策だけではなく、ライフラインシステムとしての統一的、

総合的な防災対策上、さらには災害時の応急復旧についても相互の関連性を重視する必要があ

るので、関係機関と協議し整備を進めていく。 
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第６節 道路・橋梁の整備 
 

国、県道等幹線道路、主要幹線道路、地域間幹線道路、地域内幹線道路、生活道路のそれぞれ

の役割分担を明確にした道路網の整備と防災機能の確保を体系的に進めるとともに、公園・緑地、

広域避難場所、一時的な避難場所・地域拠点となる小・中学校等の町施設、町庁舎、出張所、防災

関係機関、バス会社営業所、その他公共施設等とのネットワーク化を総合的かつ計画的に考え、

道路網の順次整備を促進する。この場合、実態調査により主要道路ルート図を作成し、災害発生

時の使用に備える。 

また、道路の安全化については、まず幅員の狭小のものや地震発生時に損傷を受ける可能性の

高い路線については順次必要な整備を行い、災害時の避難路及び緊急活動用道路の確保に努める。 

橋梁の安全化については老朽橋の架け替え整備、老朽床板の打替、補強等を推進するとともに、

既設橋梁の落橋防止装置を整備し、災害時の避難、緊急物資の輸送に支障のないようにする｡ 

なお、道路の整備や橋梁の架け替えに当たっては、防災の面、特に健常者だけでなく心身障が

い者、高齢者等いわゆる要配慮者の歩行、避難に配慮した道路環境の整備に努める。 

 

第１ 幹線道路等の整備 

［建設水道課］ 

既存の国道、県道の整備を促進し、広域的な連絡と中心市街地からの通過交通の排除に努め

る。都市計画道路については、本町の道路網計画に対応し重点的な整備を進める。 

特に緊急輸送道路に指定する路線については、一層の安全性を高めるよう順次必要な整備を

行う。 

また、交差点改良、道路改良及び排水の整備など良好な道路の維持、交通安全の確保及び震

災時の道路破壊を防止するための整備を進める。 

さらに、災害後の障害物除去、応急復旧に必要な人員、資機材等の確保について、あらかじ

め建設業者等との協定の締結に努めるものとする。 

 

第２ 生活道路の整備 

［建設水道課、農林振興課］ 

生活道路の整備については、防災対策などに配慮しながら狭隘道路の解消、歩道の整備等、

歩行者が安全かつ快適に通行できる空間づくりを目指した道路改良に努める。 

農山村地域の生活道路として、また、避難路としての機能を確保するため、土砂崩落及び落

石の危険箇所に対する法面保護工等の措置、また、老朽橋については架換補強等を推進して、

震災時の通行及び輸送の確保を図る。 

法面の崩落、落石等の危険箇所については、各管理者の調査によりその箇所を把握するとと

もに、県と協議の上、計画を樹立し、法面保護施設の工事を実施し、危険箇所の解消を図って

いく。 
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第３ 道路環境の整備 

［建設水道課］ 

災害時における安全な道路環境の整備に努める。このため、交通安全施設の整備、電線共同

溝や電線類地中化事業の促進に努める。良好な道路環境を維持するためにも道路の緑化を推進

する。特に、延焼遮断帯としての役割が期待される路線や避難上必要と認められる路線につい

ては、地区により難燃性の樹種を選定するよう配慮する。道路標識の設置や拡幅、改良に当た

っては、災害時の避難の安全確保の観点から必要な配慮を行う。災害時の避難の安全や消防・

救急活動に支障のある区間について調査を行うとともに、駐車場、駐輪場についてもその整備

促進を図る。 

 

第４ 橋梁の整備 

［建設水道課］ 

橋梁の整備については、安全性を確保するため補強対策を計画的に進める。 
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第７節 河川管理施設 
 

町、河川管理者及び防災関係機関は、地震による河川管理施設の被災後の洪水からの浸水を招

くような二次災害発生防止に重点をおき、安全対策の推進を図る｡ 

 

第１ 河川構造物の耐震化 

［建設水道課］ 

国、県又は町管理の河川については、浸水被害等の影響を考慮して護岸等の耐震性に配慮す

る｡ 

 

第２ 応急復旧体制の整備 

［建設水道課］ 

大地震発生後の二次災害を防止するため、あらかじめ次の事項について整備しておくものと

する｡ 

１ 震度５弱以上の地震発生時の施設点検要領の整備 

２ 要員及び資材の確保 

３ 応急措置実施要領の整備 

４ 応援協力体制の充実 

 

第３ ため池施設 

［農林振興課］ 

令和３年６月 30 日現在、本町の農業用ため池総数は 53 箇所。そのうち「防災重点ため池」

として 13箇所を県に報告している。かんがい期の満水時に地震による被害を受けた場合は、下

流域に大きな二次災害を発生させる恐れがある。 

土地改良事業長期計画により、県の協力を得ながら緊急性の高い地区から順次整備を進める。 

堤体補修等のハード対策を実施するとともにハザードマップ作成などのソフト対策も実施し、

住民への周知による被害の軽減を図る。 
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第８節 地盤災害等予防対策 
 

地震による被害の大きさは、地盤の特性及び地形等が大きな要素を占めている。従って、地震

による被害を未然に予防又は軽減するためには、その土地の地形、地質及び地盤を十分に理解し、

その土地の自然特性及び災害特性に適した土地利用を計画的に実施していく必要がある。 

このため、今後適正な土地利用を推進するとともに災害時の被害を軽減するための諸対策を実

施していく。 

 

第１ 土石流災害対策 

１．現状 ［総務課］ 

土石流危険渓流では、地震により山腹崩壊等が発生し、渓流内に堆積した土砂が土石流と

して住民の生命や財産に大きな被害を与えることが予想される。 

本町においても、土石流の発生するおそれのある渓流は 204 渓流存在している。また、町

内の砂防指定地域は 17箇所、土石流危険渓流は 204 箇所あり、それらの対策として砂防ダム

等によって整備を図っている。 

町内における砂防指定地域及び土石流危険渓流箇所一覧は、資料編（資料２-４、資料２-

５）に記載する。 

２．計画 ［総務課］ 

町は、土砂災害が甚大になると想定される土石流危険渓流については、土石流対策事業の

促進を関係機関に要請する。また、土石流災害による被害を軽減するために、県が提供する

土石流危険渓流、砂防指定、土石流に対処するための警戒避難基準に関する資料を受けるな

ど情報収集に努める。そして、これをもとに県と連携し、ハザードマップの配布等により、

危険箇所への標識設置等による住民への周知徹底及び警戒、避難のための観測体制の強化を

推進する。 

 

第２ 地すべり災害予防対策 

１．現状 ［総務課］ 

地すべり危険箇所では、地震により地すべりが誘発助長され、住民の生命や財産に大きな

被害を与えることが予想される。 

なお、町においては現在、地すべり危険箇所の指定はない。 

２．計画 ［総務課］ 

町は、今後、町域において地すべりに関する土砂災害警戒区域の指定を受けた場合につい

ては、ハザードマップの配布等により、その危険箇所の周知や雨量等の情報提供に努め、地

域住民の警戒避難対策の強化を促進させるなど、総合的な土砂災害対策を推進するものとす

る。 
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第３ 急傾斜地災害予防対策 

１．現状 ［総務課］ 

急傾斜地崩壊危険箇所では、地震より地盤が緩み、斜面崩壊や落石が発生し、住民の生命

や財産に大きな被害を与えることが予想される。 

町内の急傾斜地崩壊危険箇所は 13箇所ある。 

また、山地に関連する山腹崩壊危険地区数は、32箇所となっている。 

町内における急傾斜地崩壊危険区域一覧等は、資料編（資料２-６）に記載する。 

２．計画 ［総務課］ 

がけ崩れ災害が発生すると予想される危険箇所については、国、県の協力を得ながら急傾

斜地対策事業の促進に努める。また、危険箇所への標識設置等による住民への周知徹底及び

警戒、避難のための観測体制の強化に努める。 

 

第４ 土砂災害警戒区域等の指定 

１．現状 ［総務課］ 

県は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき、基

礎調査の実施及び土砂災害警戒区域等の指定・公表を行っている。 

令和４年 12 月２日現在、町内では、急傾斜地及び土石流に関する土砂災害警戒区域及び土

砂災害特別警戒区域については 322 区域存在する。 

町内における土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域一覧は、資料編（資料２-７）に

記載する。 

２．計画 ［総務課］ 

町は、防災ハザードマップを活用し、土砂災害警戒区域等をはじめとした危険箇所の周知

を図る。 

また、防災ハザードマップについては、必要に応じて見直し、更新を図る。 

 

第５ 警戒避難体制の整備・確立 

［総務課］ 

土砂災害警戒区域ごとの警戒避難体制の整備を図る。また、避難指示等が発令されない場合

であっても必要に応じて自主避難が行えるよう、土砂災害に関する知識の普及に努める。 

１ 土砂災害警戒区域内の住民を対象に、土砂災害を想定した防災訓練を開催する。 

２ 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設（資料２－８）の管理者等は、避難確保計画の 

作成、避難訓練の実施が義務付けられている。 

施設管理者等は、避難確保計画を作成・変更したときは、遅滞なく、その計画を町へ報 

告する必要がある。 

町は、避難確保計画の作成を促進するために支援する。 

また、施設管理者等は、作成した避難確保計画に基づいて避難訓練を実施するものとす 

る。 
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（要配慮者利用施設に関する避難計画に関しては、「第１章第 12節第９ 学校、病院等施 

設における避難計画」を参照。） 

３ 大雨に関する注意報、警報及び土砂災害警戒情報について、住民に周知するとともに、 

緊急時に住民の避難を促す避難指示等の判断・伝達マニュアルを整備する。 

 

土石流等による被害を予防し軽減するため、次の事項に留意し、対策を講ずるものとする。 

１ 土石流等危険箇所の住民に対し、日頃から土石流等に関する情報の収集、伝達、防災活

動及び降雨時の対応についてなど、総合的な防災意識の普及に努める。 

２ 雨に関する予・警報等が出されたとき又は台風による被害が予想されるときは、危険箇

所を所管する消防団等関係機関に対し警戒について指示するものとする。 

３ 相当量の降雨量があり、危険があると予想されるときは、時機を失することなく避難を

指示する。避難先については、土石流等の被害を受けるおそれのない場所で関係住民の人

家から近距離の公共施設とする。 

 

第６ 宅地造成地の災害予防対策 

１．現状 ［建設水道課］ 

令和５年１月現在、町内には宅地造成工事規制区域は存在しない。 

２．計画 ［建設水道課］ 

がけ地の崩壊等（土石流及び地すべりを含む。）の災害から住民の生命、財産を守るため、

危険区域（建築基準法第 39 条第１項又は第 40 条に基づく条例により建築が制限される区域

若しくは土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第８条に基づき

指定された「土砂災害特別警戒区域」）に存在する既存の不適格住宅の移転を促進するために、

町及び関係機関が一体となって移転について指導を行う。 

 

第７ 軟弱地盤等に対する対策 

［建設水道課］ 

本町は「福島県環境管理計画」により軟弱地盤の地域を把握するとともに、開発指導の際、

情報の提供を行っているが、今後も地域の地盤特性に関する情報や液状化防止に関する技術情

報等を提供していく｡ 

公共・公益施設の管理者は、施設の設置に当たっては、地盤改良等により液状化の発生を防

止する対策や液状化が発生した場合においても施設の被害を防止する対策等を適切に実施する

ほか、開発事業者は、大規模開発に当たって、国、県及び町と十分な連絡調整を図るものとす

る。 

町、県及び国は、大規模盛土造成地の位置や規模を示した大規模盛土造成地マップを作成・

公表するよう努めるとともに、滑動崩落のおそれが大きい大規模盛土造成地において、宅地の

耐震化を実施するよう努める。 
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第８ 監視体制の強化 

［総務課、建設水道課］ 

町は、県と連携を図り、危険箇所への標識設置等により住民に対し、周知徹底を図るととも

に、警戒・避難に資する規制・監視体制の強化を図る。また、日頃から危険箇所の点検を実施

することにより安全の確保に努めるものとする。 

 

第９ 二次災害予防対策 

［総務課、建設水道課、県］ 

町及び県は、地震あるいは降雨等による二次的な災害を防止するための砂防関係施設及び土

砂災害警戒区域等を、専門技術者（斜面判定士、山地防災ヘルパー）等を活用し点検する体制

の整備を図るものとする。 

また、町は危険性が高いと判断された箇所についての警戒体制、関係機関及び地域住民への

周知体制、避難誘導体制等についてもあらかじめ検討しておく。 

 

第 10 福島県総合土砂災害対策推進連絡会 

［総務課］ 

総合的な土砂災害対策の円滑な推進を図るため、「福島県総合土砂災害対策推進連絡会」に加

盟し、関係機関における土砂災害の予防に関する事項について連絡調整を図るものとする。 

 

第 11 地震による水害対策 

［建設水道課］ 

地震による水害としては、砂防施設の決壊や水路、河川の閉塞後の洪水による浸水被害が予

測される。そこで、以下の対策を推進する。 

①危険地域の住民に対しては、ハザードマップの作成、配付によりその周知徹底に努める。 

②閉塞をきたした場合は、速やかに除去作業が行えるよう重機保有の事業所や建設業協会等

との連携体制を確立する。 
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第９節 火災予防対策 
 

地震発生時における被害の拡大を防ぐためには、火災を最小限にとどめることが重要であり、

同時多発的な火災の発生を未然に防止し、出火防止、初期消火の徹底、体制の整備、火災の拡大

要因の除去及び消防力の強化等の対策を実施する必要がある。 

 

第１ 消防力の強化 

大規模地震災害に対応し得る消防の組織、人員、施設等の消防体制の充実強化を図り、予防

消防を徹底し、地震による火災発生を未然に防止するとともに、これらによる被害を軽減し、

住民の安寧秩序を保持する。 

 

１．地震による災害への備え ［総務課、伊達地方消防組合］ 

地震による災害は、その規模が極めて大きく、さらに複合災害となって一瞬のうちに広範

囲に壊滅的打撃を与え、社会機能等がまひ状態に陥ることは過去の事例からも明らかである。 

今後、大規模な地震が発生した場合には同時多発火災が予測され、特に家屋の倒壊等の直

接被害もさることながら、二次災害として火災及びガス爆発、危険物等による災害が同時に

多発することによって、人的、物的被害は極めて大きなものになることが予想される。 

これらを最小限にくい止める抜本的対策として、長期的、総合的な施策による地震災害に

強いまちづくり、これらに十分に対応し得る消防体制の確立と充実整備を図ることが肝要で

あり、消防機関としては、消防計画の作成、消防体制の充実整備を図る。 

２．消防体制 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

川俣町における消防体制についてその組織、消防署等の庁舎現況、消防団の人員、施設の

状況及び火災通信体系は次のとおりである。 
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【伊達地方消防組合・消防本部・消防署組織】 

 

 

（「消防年報 令和３年版（伊達地方消防組合消防本部）」より） 

組 合 議 会 

伊 達 地 方 

消 防 組 合 

管 理 者 

(副管理者) 

監 査 委 員 

会計管理者 

消 防 本 部 

中央消防署 

総 務 課 

警 防 課 

予 防 課 

総 務 係 

財 政 係 

管 理 係 

警 防 係 

予 防 係 

危険物係 

庶 務 係 

警 防 係 

救 急 係 

予 防 係 

東 分 署 

西 分 署 

南 分 署 

北 分 署 

救 急 係 



第３編 震災対策編 ： 第１章 災害予防計画 

第９節 火災予防対策 

 震災 - 37

【川俣町消防団組織】

 

３．消防力の強化 ［総務課、伊達地方消防組合、町消防団］ 

（１）常備消防力の整備拡充 

常備消防力は、伊達地方消防組合として１市３町により構成されている。署の配置状況

は、伊達市保原町を所轄する消防本部・中央消防署をはじめ、川俣町を所轄する中央消防

署南分署、伊達市霊山町・伊達市月舘町を所轄する中央消防署東分署、桑折町・伊達市（旧

伊達町）・国見町を所轄する中央消防署西分署、及び伊達市梁川町を所轄する中央消防署北

分署である。なお、各町における市街地の拡大傾向あるいは交通事情等を考慮し、さらに

消防力の整備拡充を計画的に計るものとする。 

本  団 

庶務部 

第１分団（川俣上地区） 

第２分団（川俣下地区） 

第３分団（鶴沢・小神地区） 

第４分団（東・西福沢地区） 

第５分団（羽田・秋山地区） 

第６分団（小島地区） 

第７分団（飯坂地区） 

第８分団（大綱木地区） 

第９分団（小綱木地区） 

第 10 分団（山木屋地区） 

第１部 ２班 

第２部 １班 

第１部 １班 

第２部 １班 

第３部 １班 

第１部 １班 

第２部 １班 

第３部 １班 

第１部  １班 

第２部 １班 

第１部 ３班 

第２部 ３班 

第１部 ２班 

第２部 １班 

第３部 １班 

第１部 ２班 

第２部 ２班 

第３部 １班 

第１部 ２班 

第１部 １班 

第２部 １班 

第１部 １班 

第２部 １班 

第３部 １班 
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（２）非常備消防力の整備 

非常備消防力は、川俣町消防団として 10 分団 24 部 33 班体制で配置されているが、常備

消防力との連携及び自衛的消防機能を確保するため、老朽機器等について計画的に更新を

進めるものとする。また、消防団器具置き場、消防用資機材、携帯用無線機等の整備、点

検、増強を進める。 

（３）消防水利の確保 

耐震性をもたせた貯水施設の整備、また、自然水利の重要性に鑑み、河川等を消防水利

として活用を図るなど、水利の多様化に努め、市街地の拡大に対応し得る消防水利の充実

と消火栓の増設を計画的に進めるものとする。特に市街地の耐震貯水槽については、40t 規

模のものを整備していく。 

（４）消防団員の教育訓練 

専門的、科学的な知識及び技術を備えた消防団員を養成するため、国、県等の行う教育

訓練を受講させるほか、随時実地的な教育訓練を行う。 

また、新任団員については初任教育の講習を受講させるほか、計画的に実地訓練を行う。 

 

第２ 広域応援体制の整備 

１．広域応援体制の整備 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

町及び伊達地方消防組合は、隣接市町村及び隣接消防本部等と消防相互応援協定の締結を

促進するとともに、既存の相互応援協定についても随時見直しを行い、円滑な応援体制の整

備を図るものとする。さらに、町及び伊達地方消防組合は、「福島県広域消防相互応援協定」

の効率的な運用が図られるよう体制の整備に努める。 

今後、伊達地方消防組合は、広域応援のマニュアルづくりの検討を行うものとする。 

なお、伊達地方消防組合では、災害時に迅速に応援を受入れるため、広域受援計画を策定

している。 

２．緊急消防援助隊等の派遣要請及び受入体制 ［総務課、伊達地方消防組合、県］ 

消防組織法第 44 条第１項の規定に基づき、知事が消防庁長官に緊急消防援助隊等の消防広

域応援を要請する際の手続き等についてマニュアル化を行うなど、県、伊達地方消防組合、

市町村間で、応援を受ける場合を想定した受援計画及び応援出動する場合の応援計画の策定

をしている。 

さらに、伊達地方消防組合は県とともに、緊急消防援助隊の充実強化を図るとともに、実

践的な訓練等を通じて、人命救助活動等の支援体制の整備に努めるものとする。 

 

第３ 出火防止対策 

消防法をはじめ関係法令に基づいて、建築物、危険物、火気取扱施設等に対する規制指導を

行い、火災発生から延焼までの火災の進行の各段階において、防災関係機関と住民、事業所が

それぞれの役割において可能な限り発生件数の減少を図る方策を講じて、全体としての地震火

災の防止をめざす。 
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１．火災予防思想の普及啓発 ［総務課、伊達地方消防組合、町消防団］ 

住民に対する防火思想の普及及び火災予防の徹底を図るため、町、伊達地方消防組合及び

町消防団は、春・秋の全国火災予防運動をはじめとする各種火災予防運動等を通じ、火災予

防思想の普及徹底活動を積極的に推進する。 

また、広報かわまた、回覧、チラシ、ポスター等による広報を通じ、火災予防思想の普及

に努める。 

さらに、ライフラインの復旧時に出火する場合もあるので、電気のブレーカーの遮断及び

ガスの元栓閉鎖など避難時における対応についての普及啓発を図る。 

２．住宅防火対策の推進 ［総務課、伊達地方消防組合、町消防団］ 

町、伊達地方消防組合及び町消防団は、地震発生時における一般住宅からの火災発生を防

止するため、対震安全装置付火気使用設備器具の普及に努めるとともに、住宅防火診断の実

施や住宅防災機器の普及に努める。 

特に、住宅火災による被災の危険性が高い要介護又は一人暮らしの高齢者、身体障がい者

の家庭について優先的に住宅防火診断等を実施する。 

（１）一般建築物 

一般建築物のうち、消防法第７条に規定した建築物の同意事務における書類等の審査に

際して防災上の指導を行う。 

（２）政令指定防火対象物 

政令指定防火対象物については、同意事務、着工届及び使用開始届に伴う検査に際して

防災上の指導を行う。 

（３）予防査察等 

予防査察の実施に当たっては、大規模地震災害時の被害を想定しての指導も行い、不備

欠陥については是正措置を講ずる。また、病院・スーパー等の不特定多数の者が出入りす

る施設については、立ち入り検査を励行して管理権限者に対する防火体制の徹底について

指導する。 

なお、査察に当たっては、大地震に対する平素の心構えについても指導する。 

３．防火管理者制度の効果的運用 ［伊達地方消防組合］ 

火災による人的、物的損害を最小限度に止めるため、防火対象物の防火管理体制を強化し、

失火の防止、出火の際の早期通報、初期消火及び避難誘導を確実に行える体制を確立する必

要がある。そのため、伊達地方消防組合は防火管理者講習等を開催するとともに、設置義務

のある防火対象物には必ず防火管理者が置かれるように選任、解任届を励行させる。 

４．予防査察指導の強化 ［伊達地方消防組合］ 

伊達地方消防組合は、年間計画に基づき以下の予防査察を計画的に実施するとともに、特

に病院スーパー等不特定多数の者が出入りする施設については、立入検査を励行し管理権原

者に対する防火体制の徹底について指導を行う。 

（１）定期予防査察 

年度計画により消防法第４条及び第 16条の５による立ち入り検査等を実施する。 

（２）臨時予防査察 

年末年始、祭礼、家屋の新築、増築等で必要と認めるとき、又は住民等から要請があっ
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たとき臨時実施する。 

（３）特別予防査察 

高齢者、心身障がい者等の要配慮者在宅家庭の防火指導を実施する。 

緊急に査察を必要とするときはその都度実施する。 

５．火災原因調査 ［伊達地方消防組合］ 

伊達地方消防組合は、火災原因の究明に努め、その調査結果を火災予防対策に反映させる。 

 

第４ 初期消火体制の確立 

１．消火器等の普及 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

（１）消防用設備等の適正化 

消防用設備等について、災害発生時に有効にその機能が発揮されるよう指導の徹底を図

るとともに、住宅火災の早期避難に有効な住宅用火災報知器の早期設置についても指導す

る。 

（２）消火器具の普及 

町及び伊達地方消防組合は、震災時における初期消火の実行性を高めるために、各家庭

における消火器、消火バケツの普及に努める。 

また、消火器の設置義務がない事業所等においても、消火器等の消火器具の積極的な配

置を行うよう指導する。 

２．自主防火組織の初期消火体制 ［総務課、伊達地方消防組合、町消防団］ 

町は、伊達地方消防組合及び町消防団の協力を得て、地域ぐるみの初期消火体制確立のた

め、自主防災組織を中心とし、消火訓練や防火防災講習会等を通じて、初期消火に関する知

識、技術の普及に努める。 

３．家庭での初期消火 ［総務課、伊達地方消防組合、町消防団］ 

町、伊達地方消防組合及び町消防団は、家庭における火災発生時の初期消火の重要性及び

その方法について啓発指導するため、一般家庭を対象として消火器具の使用方法、初期消火

の具体的方法等について広報及び講習会を実施する。 

 

第５ 火災拡大要因の除去計画 

１．道路等の整備 ［総務課、建設水道課、県］ 

町は、計画的に道路網、緑地帯及び公園施設の整備を推進し、延焼の効果的な抑止を図る

とともに、緊急輸送路・避難路の確保及び円滑な消防活動環境の確保に努める。 

２．建築物の防火対策 ［総務課、建設水道課、県］ 

町及び県の関係機関は、公共建築物は原則として耐火構造とするが、脱炭素社会の実現に

資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律及び「ふくしま県産材利

用推進方針」の目的を十分に鑑みた上で耐火構造の要否を判定するものとする。公共建築物

以外の建築物については、広報等により不燃及び耐火建築の推進を啓発指導する。 

３．薬品類取扱施設対策 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

地震発生時には、教育施設、研究施設、薬局等における薬品類は、延焼又は落下等により
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発火、爆発し、被害を拡大する危険性があるため、町及び伊達地方消防組合はこれらの施設

に対し、薬品類の管理及び転落防止について指導する。 

４．危険物施設の安全化 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

危険物施設における構造設備の耐震化及び安全性の向上を図る。 

また、貯蔵、取扱の保安管理の指導、危険物施設の安全化を推進するとともに、自主防災

体制の整備、防災資機材の整備促進、査察の強化等により出火防止、流出防止を図っていく。 

危険物施設に関する災害予防については、「第 21 節 危険物施設等災害予防対策」に記載

する。 

 

第６ 救急救助体制の整備 

地震による家屋の倒壊等の被害もさることながら、救急救助を要する傷病者が多数発生する

ことが予想され、迅速かつ的確に救急救助に当たらなければならない。地震時には、有線通信

の途絶や道路の障害、収容病院等の被災により、救急救助活動への影響が危惧されるため、災

害状況に応じた効率的な救急救助活動運用体制の確立、関係機関との連携、資機材の整備を図

る｡ 

 

１．救急救助体制の整備 ［保健福祉課、伊達地方消防組合］ 

町は、伊達医師会、日赤県支部等関係機関と協力して、広域的又は局地的に多発すること

が予想される救急救助に関する要請に的確に対処するため、必要な救急救助体制の整備・充

実を図る。 

また、町は自主防災組織にコミュニティ資機材整備による救助用資機材を整備し、かつ訓

練を行うなど初期救助の体制整備を図る。 

伊達地方消防組合は、救急救命士の増員、高性能の救助工作車や高規格救急車両の配備、

高度救助用資機材の備蓄等救急及び救助体制の整備充実を図るとともに、震災に対応できる

よう訓練を充実させる。 

２．住民の自主救護能力の向上等の推進 ［保健福祉課、伊達地方消防組合］ 

住民の自主救護能力の向上及び災害時救急医療活動の的確な実施のための事前準備として、

応急救護知識、技術の普及活動、災害時救急医療活動方針に関するＰＲ活動を推進する。 

また、住民の自主救護能力の向上に努めるとともに、災害時のトリアージ（治療の優先順

位による傷病者の振り分け）の意義について住民に対し普及啓発を行い、理解協力が得られ

るように広報活動に努める。 
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第 10 節 緊急輸送の環境整備 
 

大規模災害時に、通常の輸送体系が大きく混乱することを想定し陸上及び航空輸送に分けて、

それぞれの輸送ルートに関し、応急的な復旧作業や輪送活動用資機材、設備等の確保のために必

要な整備計画について示す。 

これにより、いかなる事態に際しても町内の各地域に対して、救援、救護物資や応急対策活動

用人員の迅速かつ適切な緊急輸送体制を確保することを目指す。 

 

第１ 陸上輸送の環境整備 

１．緊急輸送道路 ［建設水道課、県北建設事務所］ 

緊急輸送道路によるネットワーク化対象施設を下記のものとする。 

（１）町庁舎、出張所、消防署分署、警察署及び収容医療機関等の主要公共施設 

（２）広域避難場所、緊急避難場所、避難所 

（３）輸送拠点、臨時ヘリポート 

県指定の緊急輸送路については、以下のとおり指定しており、この道路を優先して整備を

推進する｡ 

なお、町指定の緊急輸送路の詳細については、資料編（資料３-５）に示す。 

 

【県指定の緊急輸送路】 

分類 路線 

第１次確保路線 

（県内の広域的な輸送に不可欠な、高速自動

車道、国道等の主要幹線道路で最優先に確保

すべき路線） 

町管内においては該当なし 

第２次確保路線 

（県災害対策地方本部、市町村災害対策本部

等と接続する幹線道路で優先的に確保すべき

道路） 

国道 114 号 

国道 349 号 

主要地方道原町川俣線 

主要地方道川俣安達線 

主要地方道霊山松川線 

第３次確保路線 

（第１次、第２次確保路線以外の緊急輸送路） 

川俣町道熊ノ宮・京田線 

川俣町道鶴東・鉄炮町線 

川俣町道五百田中道線 

 

２．集積場所・輸送拠点 ［総務課］ 

災害時における物資の受入れ、一時保管及び町内各地域への配付を効率的に行うため、集

積場所及び輸送拠点を指定する。 
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３．民間との協力体制の整備 ［農林振興課、町内輸送関係機関］ 

災害時の人員、応急資機材等の輸送を迅速かつ効率的に行えるよう、町内のバス輸送機関、

トラック輸送機関及びその他の関係事業所と緊急時の車両等供給協定の締結等を促進する。   

また、災害時の連絡体制や協力方法その他について協議するための場として、県、町建設

同業会、福島トラック運送事業協同組合及びタクシー事業者等との連絡協議会を設置するよ

う、関係機関に要請する。 

 

第２ 航空輸送の環境整備 

［総務課］ 

災害時の空路からの物資受入れ拠点として、県のヘリコプター臨時離着陸場に指定されてい

る箇所は以下のとおりである。 

 

【ヘリコプター臨時離着陸場】 

NO 離着陸場の場所 名   称 管理者 

① 

② 

③ 

④ 

東福沢字祭田 74 

東福沢字万所内山２ 

飯坂字諏訪山 1 

山木屋字小塚山 9-1 

農村広場 

川俣町体育館 

川俣高校 

山木屋小学校 

川俣町 

川俣町 

福島県 

川俣町 

 

現在、臨時ヘリポートは上記の２４箇所であるが、対策本部、避難所、地域拠点及び輸送拠

点等を十分勘案しながら、自衛隊等関係機関と協議し指定の拡大を図っていくとともに、上記

の地点を結ぶ連絡道路の整備を進めていく。 

 

第３ 緊急輸送路等の整備 

［建設水道課］ 

緊急輸送路等に指定された施設の管理者（ヘリコプター臨時離着陸場を除く）は、それぞれ

の計画に基づき、その施設の整備を図る。 

  なお、県及び町は、県緊急輸送路等及び町緊急輸送路に面する建築物について、「福島県耐震

改修促進計画」、「川俣町耐震改修促進計画」に基づき耐震診断・耐震改修の促進に努める。 
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第 11 節 避難対策 
 

町は、「指定緊急避難場所」「指定避難所」の指定や避難誘導体制の整備等、住民の安全な避難

の実施に向けた取組みを推進する。 

また、避難誘導体制の整備において町、関係機関及び地域における住民・事業所等のそれぞれ

の果たすべき役割分担を示し、緊急時の安全な避難活動を行えるよう日頃から備えるべきことを

示す。 

 

第１ 避難計画の策定 

［総務課］ 

町は、地震による火災、家屋の倒壊、津波、山崩れ、地すべり等の災害発生時に、安全かつ迅

速な避難誘導が行えるよう、次の事項を内容とした避難計画を策定する。 

なお、避難所運営マニュアルについては、平成 19年３月に策定している。 

避難計画の策定に当たっては、避難先の伝達方法、避難の長期化や、県外も含めた市町村間

を越えた広域避難の際のコミュニティを維持しながらの避難先の指定についても考慮するもの

とする。 

１ 避難指示等を発令する基準 

２ 避難指示等の伝達方法 

３ 指定緊急避難場所及び指定避難所の名称、所在地、対象地区、対象人口及び責任者 

４ 指定緊急避難場所及び指定避難所への経路及び誘導方法 

５ 指定避難所開設に伴う被災者救援措置に関する事項 

（１）給水措置 

（２）給食措置 

（３）毛布、寝具等の支給 

（４）衣料、日用必需品の支給 

（５）負傷者に対する応急救護 

（６）女性や子育て家庭等のニーズへの配慮 

（７）ペットとの同行避難のためのゲージ等の支援 

６ 指定避難所の管理に関する事項 

（１）避難所の管理者（原則として町職員を指定）及び運営方法 

（２）避難収容中の秩序保持 

（３）避難者に対する災害情報の伝達 

（４）避難者に対する応急対策実施状況の周知徹底 

（５）避難者に対する各種相談業務 

７ 指定避難所の整備に関する事項 

（１）収容施設  

（２）給食施設  

（３）給水施設  
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（４）情報伝達施設  

（５）トイレ施設（男女別の仮設トイレ、防疫用資機材、清掃用資機材等） 

（６）授乳室、更衣室等女性や子どもの安全を確保するための施設 

（７）ペット等の保管施設 

８ 高齢者、障がい者等の要配慮者に対する救援措置に関する事項 

（１）情報の伝達方法 

（２）避難及び避難誘導 

（３）避難所における配慮等 

（４）老人デイサービスセンターの活用等 

９ 避難の心得、その他防災知識の普及啓発に関する事項 

（１）広報紙、掲示板、パンフレット等の発行  

（２）住民に対する巡回指導 

（３）防災訓練等 

（４）標識、誘導標識等の設置 

 

第２ 避難場所等の指定・整備 

［総務課］ 

町が策定する避難計画において定める指定緊急避難場所は、災害対策基本法第 49条の４の規

定に基づきあらかじめ指定等の手続きを行う。 

 

１．指定緊急避難場所の指定  

町長は、防災施設の整備の状況、地形、地質その他の状況を総合的に勘案し、必要がある

と認めるときは、災害が発生し、又は発生する恐れがある場合における円滑かつ迅速な避難

のための立ち退きの確保を図るため、下記に定める基準に適合する施設又は場所を、洪水、

津波その他の異常な現象の種類ごとに、指定緊急避難場所として指定する。また、災害の想

定等に応じて近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を近隣市町村に設けるものとす

る。 

（１）災害が発生し、または発生する恐れがある場合において、居住者等に開放され、救助者

等の受入に供するべき屋上その他の部分について、物品の設置又は地震による落下、転倒

若しくは移動その他の事由により避難上の支障を生じさせないものであること。 

（２）洪水、がけ崩れ、土石流及び地すべり、大規模な火事、大量の降雨により雨水を排水で

きないことによる浸水、噴火に伴い発生する火山現象が発生した場合において人の生命又

は身体に危険が及ぶ恐れがないと認められる土地の区域内にあるものであること。但し次

に掲げる基準に適合する施設についてはこの限りではない。 

ア  当該異常な現象により生ずる水圧、波力、震動、衝撃その他の予想される事由により

当該施設に作用する力によって損壊、転倒、滑動又は沈下その他構造耐力上支障のある

事態を生じない構造のものであること。 

イ  洪水、浸水等が発生し、又は発生する恐れがある場合に使用する施設にあっては、想

定される洪水等の水位以上の高さに居住者等の受入れに供すべき屋上その他の部分が配
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置され、かつ避難上有効な階段その他の経路があること。 

ウ  誘導標識を設置する場合、日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用し、どの

災害の種別に対応した避難場所であるかを明示する。また、災害種別一般図記号を用い

た標識の見方について周知する。 

（３）災害発生時に迅速に避難場所の開放を行うことが可能な管理体制を有すること。 

（４）上記以外においても、下記の条件を満たすよう努める。 

ア  延焼火災の発生するおそれが大きい地域にあっては、避難場所と避難路の選定を合わ

せて確実に避難が可能となるように体系だった選定を行う。 

イ  学校のグラウンド等を選定する場合、臨時ヘリポート、応急仮設住宅建設予定箇所等

と重複しないように調整する。 

２．管理者の同意等  

町長は、指定緊急避難場所を指定しようとするときは、当該指定緊急避難場所の管理者の

同意を得るものとする。また、指定した緊急避難所については、災害の危険が切迫した緊

急時において、施設の開放を行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備しておくも

のとする。 

３．知事への通知等  

町長は、指定緊急避難場所の指定をしたときは、その旨を知事（危機管理総室）に通知す 

るとともに、公示する。 

４．管理者の届出義務  

指定緊急避難場所の管理者は、当該指定緊急避難場所を廃止し、又は改築その他の事由に 

より現状に重要な変更を加えようとするときは、町長に届けるものとする。 

５．指定の取消 

町長は、指定緊急避難場所が廃止され、又は基準に適合しなくなったと認めるときは、指 

定を取り消し、その旨を知事（危機管理総室）に通知するとともに、公示する。 

 

第３ 指定避難所の指定等 

［総務課］ 

町が策定する避難計画において定める指定避難所は、災害対策基本法第 49条の７の規定に基

づきあらかじめ指定等の手続きを行う。 

 

１．指定避難所の指定 

町長は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、人口の状況、新型コロナウイルス感

染症を含む感染症対策等を踏まえ、災害が発生した場合における適切な避難所（避難のため

の立ち退きを行った居住者、滞在者その他の者を避難のために必要な間滞在させ、又は自ら

居住の場所を確保することが困難な被災した住民その他被災者を一時的に滞在させるための

施設）の確保を図るため、下記に定める基準に適合する公共施設その他施設を指定避難所と

して指定する。また、指定避難所内の一般スペースでは生活することが困難な障がい者等の

要配慮者のため、介護保険施設、障害者支援施設などを福祉避難所として指定するよう努め

るものとする。 
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また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合

の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、

ホテルや旅館等の活用等も含めて検討するよう努めるものとする。 

（１）被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模のものであること。 

（２）速やかに被災者等を受入、又は生活関連物資を被災者等に配布することが可能な構造又

は設備を有するものであること。 

（３）想定される災害による影響が比較的少ない場所にあるものであること。 

（４）車両その他の運搬手段による輸送が比較的容易な場所にあるものであること。 

（５）主として高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する者を滞在させることが想

定される者にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられているこ

と、要配慮者が相談し、又は助言その他の支援を受けることができる体制が整備されてい

ること、災害が発生した場合において主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が

可能な限り確保されること。 

（６）上記以外においても、下記の条件を満たすよう努める。 

ア  指定避難所における避難者１人当たりの必要面積は、おおむね２平方メートル以上と

する。 

イ  指定避難所は、要避難地区のすべての住民を収容できるよう配置する。 

ウ  指定避難所は、崖くずれや浸水などの自然災害により被災する危険がないところとす

る。 

エ  原則として耐震構造（昭和 56 年以前に建築されたものは耐震診断を行い、安全が確認

されたもの）の耐火・準耐火建築物とし、障がい者や高齢者、女性等の生活面での障害

が除去され、ユニバーサルデザインへの配慮がなされている施設とする。 

オ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策として、避難場所の３つの密（密閉・密

集・密接）を避ける配慮がなされている施設とする。 

２．管理者の同意 

町長は、指定避難所を指定しようするときは、当該指定避難所の管理者の同意を得るもの 

とする。 

３．知事への通知等 

町長は、指定避難所の指定をしたときは、その旨を知事（危機管理総室）に通知するとと 

もに、公示する。 

４．管理者の届出義務  

指定避難所の管理者は、当該指定避難所を廃止し、又は改築その他の事由により現状に重 

要な変更を加えようとするときは、町長に届けるものとする。 

５．指定の取消 

町長は、指定避難所が廃止され、又は基準に適合しなくなったと認めるときは、指定を取 

り消し、その旨を知事（危機管理総室）に通知するとともに、公示する。 

６．指定した施設の整備 

町は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、次の事項に配慮するものとする。 

（１）避難生活の環境を良好に保つために、換気、照明等の施設の整備に努めるものとする。  
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（２）指定避難所において貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、簡易ベッ

ド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレなど、要配慮者

にも配慮した施設・設備の整備に努めるとともに、被災者による災害情報の入手に資する

テレビ、ラジオ、スマートフォンの充電器等の機器の整備を図るものとする。  

（３）指定避難所又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、常備薬、マ

スク、消毒液、段ボールベット、パーティション、炊き出し用具、毛布、紙おむつ、生理

用品等避難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要な物

資等の備蓄に努めるものとする。また、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子

供にも配慮するのもとする。 

（４）指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の確保や

通信設備の整備等を進めるものとする。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に

努めるものとする。 

（５）避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な情報交換に努

めるものとする。 

（６）トイレ、更衣室、入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置するよう努め

るものとする。 

（７）性暴力やＤＶの発生を防止するため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する

よう努めるものとする。 

（８）性暴力やＤＶ､ハラスメントについての注意喚起のための張り紙を啓示するなど、避難

者の安全に配慮するよう努めるとともに、警察、病院、各支援団体等との連携の下、被害

者への相談窓口情報の提供を行うよう努めるものとする。 

（９）避難者への体調管理の呼びかけや、熱中症の予防・対処に関する普及啓発等に努めるも

のとする。 

（10）新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避難者間のスペース確保のほか、

非接触型体温計の配備等適切な対応を講じるよう努めるものとする。 

 

第４ 指定緊急避難場所等を指定する場合の留意点 

［総務課］ 

１．指定緊急避難場所と指定避難所の関係 

  指定緊急避難場所と指定避難所とは、相互に兼ねることができる。 

２．地域との事前協議 

災害発生時に指定緊急避難場所等の施設開放を地域や自主防災組織で実施できるようにす 

るなど、被災者を速やかに収容するための体制の整備を地域と協議のうえ進める。 

３．学校を指定する場合の措置 

学校を指定緊急避難場所及び指定避難所として指定する場合は、基本的には教育施設であ 

ることに留意しながら、指定緊急避難場所や指定避難所として機能させるため、教育委員会 

（公立学校の場合）及び学校と使用施設の優先順位、避難所運営方法（教職員の役割を含む。） 

等について事前の協議を行っておく。 
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４．県有施設の利用 

町は、地域の実情等を考慮し、県有施設を指定緊急避難場所又は指定避難所として指定す 

るときは、運営方法について運営管理者及び財産管理者とあらかじめ協議する。 

なお、町から指定避難所等として指定された施設の運営管理者は、財産管理者と協力し、 

指定避難所としての施設等の整備に努めるものとする。 

５．その他の施設の利用 

町は、指定した避難所で不足する場合や避難が長期化する場合、または新型コロナウイル

ス感染症を含む感染症対策として、県が内閣府との協議の上、公的宿泊施設、旅館、ホテル

等の借り上げ等により避難所を開設することも可能であるので、あらかじめ協定を締結する

など日頃から連携を図っておく。 

県は、県内外の宿泊施設を避難所とする際に迅速に開設を行うため、旅館業組合や旅行会 

社などの関係団体との協定を締結し連携を強化する。 

 

第５ 避難地区分けの実施 

［総務課］ 

１ 避難地区分けの境界線は地域の実情に応じて定めるものとするが、できるだけ主要道路、

河川などを横断して避難することを避けるものとする。 

２ 避難地区分けに当たっては、各地区の歩行負担、危険負担がなるべく均等になるように

する。 

３ 避難人口は、夜間人口によるが、昼間人口の増加が見込まれる地区は、避難先の収容能

力に余裕を持たせる。 

 

第６ 避難路の選定等 

［総務課］ 

町が策定する避難計画の避難路の選定基準等は、おおむね次のとおりとする。 

１ 避難路は、おおむね８メートル以上の幅員とするが、この基準により難いときは地域の

実情に応じて選定する。 

２ 避難路は相互に交差しないものとする。 

３ 避難路沿いには、火災、爆発等の危険性の高い工場等がないものとする。 

４ 避難路の選定については、複数の道路を選定するなど、周辺地域の状況を考慮して行う。 

 

第７ 避難誘導体制の整備 

迅速かつ安全な避難のため、関係機関との連携を強化するとともに、避難誘導に係る以下の

整備等を推進する。 

１．標識等の整備 ［総務課］ 

避難所・避難場所周辺の安全確保と標識等の整備を進める｡誘導標識を設置する場合、日本

工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用し、どの災害の種別に対応した避難場所である
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かを明示する。また、災害種別一般図記号を用いた標識の見方について周知する。 

２．避難誘導体制の確立 ［総務課、伊達地方消防組合、福島警察署川俣分庁舎、町消防団］ 

（１）避難道路の安全化 

（２）情報通信手段の整備 

（３）避難誘導体制の整備 

（４）広報活動の推進 

 

第８ 避難場所等の居住者等に対する周知 

［総務課、政策推進課］ 

町は、風水害等のおそれのない適切な避難場所や避難路等について周知徹底するとともに、

指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には発生するおそ

れのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであることについて、日頃

から住民等への周知徹底に努めるものとする。特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に

兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが不適当である場合が

あることを日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。  

指定緊急避難場所と指定避難所の役割が違うことについて、日頃から住民等への周知徹底に

努めるものとする。  

町は、住民等に対し、あらかじめ、指定避難所の運営管理のために必要な知識等の普及に努

めるものとする。この際、町は、住民等が主体的に避難所を運営できるよう配慮するよう努め

るものとする。 

町は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、住民の円滑な避難のための立退きに資するよう、

以下の情報が記載されたハザードマップや防災マップ、風水害発生時の行動マニュアル等の作

成を行い、印刷物を各世帯に提供するとともに、インターネット等により居住者等がその提供

を受けることができる状態にするよう努める。なお、ハザードマップ等の配布又は回覧に際し

ては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難

先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がな

いこと、避難先として安全な親戚・知人宅も選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な

場所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるものとする。 

１ 異常な現象が発生した場合において人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあると認めら

れる土地の区域を表示した図面 

２ 災害に関する情報伝達方法 

３ 指定緊急避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項その他円滑な避難のための立

退きを確保する上で必要な事項 

４ 河川近傍や浸水深の大きい区域について「早期の立ち退き避難が必要な区域」として明示

したもの。 
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第９ 学校、病院等施設における避難計画 

学校、病院、工場及びその他防災上重要な施設の管理者は、それぞれ作成する消防計画の中

に、以下の事項に留意して避難に関する計画を作成し、避難対策の万全を図る。 

 

１．学校等の避難計画 ［学校等］ 

学校等においては、多数の園児、児童及び生徒を混乱なく安全に避難させ、身体及び生命

の安全を確保するために、それぞれの地域の特性を考慮した上で、次の事項に留意して学校

等の実態に即した適切な避難対策を立てる。 

また、町は、学校等が保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引き

渡しに関するルールをあらかじめ定めるように促すものとする。加えて、小学校就学前の子

どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生時における幼稚園・保育所・認定子ども園等

の施設と町の間、施設間の連絡・連携体制の構築に努める。 

（１）避難実施責任者 

（２）避難の順位 

（３）避難誘導責任者及び補助者 

（４）避難誘導の要領及び措置 

（５）避難場所、経路、時期及びその指示伝達方法 

（６）避難場所の選定、収容施設の確保並びに教育、保健、衛生及び給食の実施方法等 

（７）避難者の確認方法 

（８）児童、生徒等の保護者等への引渡方法 

（９）通学時に災害が発生した場合の避難方法 

２．社会福祉施設等における避難計画 ［町内社会福祉施設］ 

社会福祉施設等においては、それぞれの地域の特性等を考慮するとともに、対象者の活動

能力等についても十分配慮して定めておくものとする。 

（１）避難実施責任者 

（２）避難の順位 

（３）避難誘導責任者及び補助者 

（４）避難誘導の要領及び措置（自動車の活用による搬出等） 

（５）避難の時期（事前避難の実施等）及びその指示伝達方法 

（６）避難所及び避難経路の設定並びに収容方法 

避難先は、他の施設等への措置替えについても検討すること。 

（７）避難者の確認方法 

（８）家族等への連絡方法 

（９）避難時の近隣住民等の協力体制の確保 

３．病院における避難計画 ［町内医療機関］ 

病院においては、患者を他の医療機関又は安全な場所へ集団的に避難させる場合を想定し、

被災時における病院施設内の保健、衛生の確保、入院患者の移送先施設の確保、転送を要す

る患者の臨時収容場所、搬送のための連絡方法と手段、病状の程度に応じた移送方法、搬送

用車両の確保及び病院周辺の安全な避難場所及び避難所についての通院患者に対する周知方
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法等についてあらかじめ定めておくものとする。 

４．その他の防災上重要な施設の避難計画 ［その他の防災上重要な施設］ 

店舗、工場や事業所等の不特定多数の人間が出入りする施設においては、それぞれの地域

の特性や人間の行動、心理の特性を考慮した上で、避難場所、経路、時期並びに誘導及び指

示伝達の方法等について定めておくものとする。 

５．避難確保計画の作成等の義務 ［学校等、町内医療機関、町内社会福祉施設、総務課、保 

健福祉課］ 

浸水想定区域（令和４年８月現在で同区域の指定箇所はない。）や土砂災害警戒区域内の

要配慮者利用施設（資料２－８）の管理者等は、避難確保計画の作成、避難訓練の実施が義

務付けられている。 

施設管理者等は、避難確保計画を作成・変更したときは、遅滞なく、その計画を町へ報告 

する必要がある。 

町は、避難確保計画の作成を促進するために支援する。 

また、施設管理者等は、作成した避難確保計画に基づいて避難訓練を実施するものとする。 
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第 12 節 医療（助産）救護・防疫体制の整備 
 

地震発生時には、広域的あるいは局地的に、救助や医療救護を必要とする多数の傷病者が発生

することが予想され、また、医療機関においても一時的な混乱により、その機能が停止すること

も十分に予測される。 

町は、県及び関係機関と連携し、医療（助産）救護活動を迅速に実施し、人命の安全を確保す

るとともに、被害の軽減を図るために必要な医療（助産）救護・防疫体制の整備充実を図る。 

 

第１ 医療（助産）救護体制の整備 

１．医療（助産）救護活動体制の確立 ［保健福祉課、伊達医師会、福島歯科医師会、福島薬

剤師会、日本赤十字社福島県支部］ 

町は、災害時における医療救護活動体制について、関係機関と調整をし、その確立を図る

ものとする。 

（１）町 

町は、災害時における迅速な医療（助産）救護を実施するため、自主防災組織の活用を

はじめ、次の事項を含めた医療（助産）救護体制の確立を図る。 

ア 医療救護班の編成 

大規模災害時における迅速な医療救護班の編成を行うため、県、医師会及び日赤県支

部と協議して緊急医療対策組織の確立及び相互の迅速な通信連絡体制の整備に努める。 

なお、医療救護班は医師、看護師及び健康増進係職員等により編成する。 

イ 後方医療体制の整備 

大規模な災害による多数の傷病者の発生に対しても、迅速かつ適切な救命医療が行わ

れるよう町内収容医療機関のネットワーク化を進める。 

また、二次的高度医療施設の一層の整備充実が図られるよう、県その他関係機関に要

請する。 

ウ 救護所の指定 

町は、地震災害時における迅速な医療（助産）救護を実施するため、あらかじめ救護

所の設置する場所を指定するとともに、住民に対する周知を図る。 

なお、救護所の設置箇所は以下のとおりである。 

(ｱ) 保健センター内 

(ｲ) 開設した避難所の中で、保健センター長が必要と認める場所 

（２）その他の機関 

ア 伊達医師会、福島歯科医師会 

伊達医師会及び福島歯科医師会は、災害時において迅速な医療（助産）救護活動を実

施するため救護班の編成体制の整備充実を図る。 

イ 日本赤十字社福島県支部 

日本赤十字社福島県支部は、常備救護班の編成体制及び福島赤十字病院の災害医療に

おける機能の整備充実を図る。 
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ウ 福島薬剤師会 

福島薬剤師会は、災害時において医師会等が行う医療（助産）救護活動を支援するた

め、救護組織を編成し、救護活動に必要な医薬品等の確保、応援医薬品の荷分け及び調

剤体制の整備充実を図る。 

２．医療器具及び医薬品の確保 ［保健福祉課］ 

（１）災害対策医薬品（救急箱）の配備 

避難所等の救護所設置予定施設に、災害対策医薬品セット（救急箱）等の配備を検討す

る。 

（２）医師会等との連携強化 

避難所若しくは救護所設置予定施設への災害対策医薬品セット（救急箱）等の配備に当

たっては、内容品等について医師会等の協力を得て、医療分野の進歩等に適応していくよ

う努める。また、歯科医師会、薬剤師会等に対し、それぞれの専門的見地からの協力を依

頼する。 

（３）県への災害時医薬品等の提供要請 

県が行う福島県災害時医薬品等備蓄供給体制における災害時医薬品等の供給を必要とす

る場合は、本町を所管する県北保健福祉事務所へ供給要請を行うものとする。 

（４）医薬品等調達計画の策定 

町は、災害時の救護活動に必要な医薬品・衛生材料等について「福島県災害時医薬品等

備蓄事業実施要綱」・「福島県災害時衛生材料等備蓄実施事業実施要綱」・「福島県災害時医

薬品等供給マニュアル」に基づき調達計画を策定する。 

３．血液確保体制の確立 ［保健福祉課］ 

非常時における血液確保対策については、県内赤十字センターにおいて備蓄が進められて

いる。町は、非常災害時における血液の不足に備え、災害時はもとより日頃からの献血促進

について住民への普及啓発を図る。 

４．後方医療体制の整備 ［保健福祉課］ 

（１）後方医療機関 

救護所や救急告示医療機関等では対応できない重傷病者等を搬送し、治療及び入院等の

救護を行う後方医療機関として、二次医療施設の一層の充実が図られるよう、県、その他

関係機関に要請する。 

（２）後方医療機関の受入れ状況等連絡体制の整備 

町（救護所）・医療機関及び消防機関等の間における十分な情報連絡機能を確立するべく

災害救急医療システムの確立を図る。 

５．災害時救急医療情報システムの整備 ［保健福祉課］ 

県は、平常時において、医療機関及び消防機関等の間で応需情報等の収集・提供を行う救

急医療情報システムの機能を強化し、平成 10年４月から災害時には県域を超えて広域的に医

療機関の稼働状況、医師・看護師等の医療スタッフの状況、ライフラインの確保及び医薬品

の備蓄状況等災害医療に関する情報の収集・提供を行う広域災害・救急医療情報システムを

運用している。 

また県は、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）や医療機関等に対し、当該システムを利用し
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た定期的な情報の収集・提供を行う研修や訓練の実施に努めている。 

町は、災害時のシステムの有効利用を図る。 

６．トリアージ・タッグの普及・啓発 ［保健福祉課、県］ 

県は、災害発生時に多数の傷病者が同時に発生した場合、傷病者の緊要度や重症度に応じ

て適切な処置や搬送を行うため、治療優先順位を決定する方法としてトリアージ・タッグ（患

者識別票）を整備し、保健福祉事務所、災害拠点病院など救急医療機関等に配備している。 

町は、災害時のトリアージ（治療の優先順位による傷病者の振り分け）の意義について住

民に対し普及啓発を行い、理解協力が得られるように広報活動に努める。 

７．傷病者等搬送体制の整備 ［総務課、保健福祉課、伊達地方消防組合］ 

（１）情報連絡体制 

傷病者を迅速かつ的確に後方医療機関へ搬送するためには、収容先医療機関の被災状況

や、空き病床数等、傷病者の搬送先を決定するに必要な情報が把握できるよう、災害時救

急医療情報システムの確立を図る。 

（２）搬送手段の確保 

町、消防機関等は、現場及び救護所から後方医療機関までの重症患者の搬送や医療救護

班等の輸送について、自動車、ヘリコプター等複数の手段を確保しておく。 

（３）搬送経路、搬送拠点の確保 

震災により搬送経路となるべき道路が被害を受けた場合や重症患者の航空輸送を考慮し、

後方医療機関への複数の搬送経路や広域搬送拠点を確保しておく。 

（４）ヘリコプター搬送 

ヘリコプター離発着箇所の指定と後方医療機関までの搬送体制を確立させておく。 

８．医療関係者に対する訓練等の実施 ［保健福祉課、県］ 

町及び県は、災害発生時に迅速かつ円滑な医療（助産）救護活動が行われるよう医療関係

者を中心とした定期的な防災訓練等の実施に努める。 

９．災害時の医療救護活動についての協定締結 ［総務課、保健福祉課］ 

災害時の医療救護活動について、伊達医師会等との協定締結を進める｡ 

 

第２ 防疫対策 

１．防疫体制の確立 ［町民税務課］ 

町は、災害時における防疫体制の確立を図る。 

２．防疫用薬剤等の備蓄 ［町民税務課］ 

町は、防疫用薬剤及び資機材の備蓄を行うとともに、調達計画の確立を図る。 

３．感染症患者に対する医療体制の確立 ［町民税務課、保健福祉課］ 

町は、被災地において感染症患者、疑似症患者又は無症状病原体保有者（以下「患者等」

という。）の発生が予測されることから、感染症指定医療機関の把握と患者等の搬送体制の確

立を図る。 
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第３ 応援医療体制の整備 

１．広域的医療協力体制の確立 ［保健福祉課］ 

災害時、多くの負傷者が広域に発生した場合、医師の不足及び医薬品や医療資機材の不足

等の問題が生じる可能性がある。これら広域かつ多量の救護需要をまかなうため、町（保健

福祉課）は郡内他地域又は郡外地域からの応援活動について、各医療関係団体等との協定の

締結を推進するとともに、広域的医療協力を得るための調整及び整備を図る。 

２．応援要請のための情報連絡体制の整備 ［保健福祉課］ 

災害時における初期医療、救急搬送、後方医療、医薬品及び医療資機材の調達等全ての医

療救護局面において、町（保健福祉課）は広域的な応援協力について情報連絡するための連

絡網について、関係市町、関係機関との調整及び整備を図る。 
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第 13 節 し尿処理体制の整備 
 

第１ 現況 

［町民税務課］ 

本町のし尿処理等については、一部の自家処理世帯を除き、川俣方部衛生処理組合で処理し

ている。なお、衛生処理組合の処理能力は 60 キロリットル/日である。 

 

第２ 大規模地震災害時の処理量 

［町民税務課］ 

大規模な地震等の災害発生後に処理すべきし尿の量は、全壊、全焼等のくみ取り式便槽のし

尿分と、機能が停止した浄化槽使用の世帯から排出されるし尿の量となる。 

1 人１日当たりの処理量は約１.７リットルと推定され、これに対応して処理の方法を考える

必要がある。 

 

第３ 災害用簡易トイレの備蓄 

［町民税務課］ 

発災時に避難所及び家庭のトイレが使用できなくなった住宅等に配備し、共同仮設便所とし

て利用されるよう、災害用簡易トイレについてレンタル業者と災害時の際の事前協議を進める

とともに、備蓄についても検討を進めていく。 

 

第４ 搬送･管理体制の確立 

［町民税務課］ 

避難所等のし尿は、優先的かつ早急に収集処理されるよう必要な計画を検討する。同時に、

隣接市町村の業者との応援体制についても計画を検討する。 

 

第５ 処理方法の検討 

［町民税務課］ 

収集搬送したし尿の処理について、近隣市町村処理場への応援依頼の計画等、適切な処理計

画の検討を進める。 
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第 14 節 食料等の調達・確保及び防災資機材・廃棄物処理計画

等の整備 
 

大規模災害時においては、火災や倒壊、流出により住宅を失った住民のための災害救助用食料

や避難所等で一時的に生活するための生活必需品、燃料類の確保、応急活動用資機材等の整備及

び廃棄物処理計画の策定を図ることが重要である。しかし、大規模災害時は平常時には予測ので

きない市場流通の混乱、物資の入手難が想定される。 

この節では、本町の地域特性を考慮しつつ、あらかじめ町が備蓄する物資又は町内業者からの

調達により確保できるよう計画すべきことを示すものである。 

なお、備蓄数量の設定に当たっては、大規模災害が発生した場合の被害を想定し、家屋からの

非常持ち出しができない避難者や旅行者等の１日分程度を目安に行うこととし、近接する市町村

間の連携による備蓄量の確保など多様な方法によって確保に努める。 

また、町は、住民に最低３日分、推奨１週間分の食料、飲料水等の備蓄及び非常持出品（救急

箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）を日頃から備えておくよう指導の徹底に努める。 

 

第１ 食料、生活物資の調達及び確保 

１．食料 ［総務課、農林振興課、ふくしま未来農業協同組合、川俣町商工会］ 

（１）町は、住民に最も身近な行政主体として、地域住民の非常用食料の備蓄を行うとともに、

あらかじめふくしま未来農業協同組合、町商工会等食料関係機関及び保有業者と食料調達

に関する協定を締結するものとする。 

（２）非常用食料としての備蓄品は、乾パン、缶詰、粉ミルク・液体ミルク、即席麺及びアルフ

ァ化米等、保存期間が長く、かつ調理不要のものとする。なお、災害発生初期の避難者へ

の食料の供給に対応するため、指定避難所等に最低限の備蓄を行うよう努める。また、高

齢者、障がい者、乳幼児、傷病者等の利用にも配慮して備蓄品目の選定や利用に際して創

意工夫を講じることも必要である。 

（３）町が備蓄を行うに当たっては、物資の性格に応じ、町の防災倉庫における集中備蓄を基

本とし、その体制の整備に努める。 

また、備蓄数量の設定に当たっては、県の地震・津波被害想定調査等の結果をもとに、

倒壊家屋からの非常持ち出しができない避難者や旅行者等の１日分程度を目安に行うこと

とし、近接する市町村間の連携による備蓄量の確保など多様な方法によって確保を図る。 

（４）町は、防災週間や防災関連行事等を通じ、自主防災組織や住民に対し、最低３日分、推

奨１週間分の食料の備蓄に努めるよう啓発を図る。 

（５）町は、災害応急対策に従事又は応援派遣する職員用食料の確保及び備蓄に努める。 

２．生活物資 ［総務課、農林振興課、政策推進課］ 

（１）町は、住民に最も身近な行政主体として、必要に応じ、生活物資の備蓄を行うとともに、

ふくしま未来農業協同組合、町商工会、卸売業者及び小売業者と物資調達に関する協定を

締結するなどして生活物資の調達体制の整備に努める。なお、備蓄と調達による確保の割
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合は、調達先の存在や距離等各地域の特性に合わせて決定するものとする。 

（２）備蓄及び調達の品目は、寝具（毛布等）、衣料品（下着、作業着、タオル）、炊事器具（卓

上コンロ、カセットボンベ）、食器、日用雑貨、光熱材料、燃料、簡易トイレ、要配慮者向

け用品、女性用品などが考えられる。また、避難所での生活が長期化する場合に必要とな

る備品の調達についても検討しておく必要がある。さらに、女性用品など女性に配慮した

物資の備蓄に努める。 

（３）備蓄を行うに当たっては、町の防災倉庫における集中備蓄を基本とし、その体制の整備

に努める。なお、災害発生初期の避難者への生活物資の供給に対応するため、指定避難所

等に最低限の備蓄を行うよう努める。 

また、備蓄数量の設定に当たっては、県の地震・津波被害想定調査等の結果をもとに、

倒壊家屋からの非常持ち出しができない避難者や旅行者等の１日分程度を目安に行うこと

とし、近接する市町村間の連携による備蓄量の確保など多様な方法によって確保を図る。 

（４）町は、防災週間や防災関連行事等を通じ、自主防災組織や住民に対し、生活物資や非常

持出品を日頃から備えておくよう啓発を図るとともに、防災訓練での供与訓練等の実施に

努める。 

３．緊急調達体制の整備 ［総務課、農林振興課、政策推進課］ 

本町においては、農村地帯を抱え農産物を産出し、また商業者が多数いることから、これ

らの特性をいかし、緊急調達体制を整備していくものである。町内各事業所等との間で、災

害時における必要物資等の確保のため供給協定締結等を検討し、整備に努める。 

【主な対象】 

・主食となる米穀 

・生鮮食品その他の食品の供給 

・燃料供給 

・粉ミルク 

・その他災害対策用物資一般の調達 
【卸小売業者数】 

年 
卸  売  業 小  売  業 

法人 個人 総数 法人 個人 総数 

昭 60 － － 44 － － 330 

63 19 15 34 59 254 313 

平３ 22 21 43 66 227 293 

６ 21 16 37 72 210 282 

９ 18 14 32 83 183 266 

11 15 14 29 88 171 259 

14 16 10 26 86 150 236 

16 17 10 27 81 130 211 

19 14 16 30 85 107 192 

26 － － 18 － － 131 

資料：各年商業統計調査 
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第２ 給水体制の整備 

生命維持の上から、最低限必要な飲料水を最も優先して確保する。あわせて、必要最小限の

生活用水の確保と給水体制等について、万全を期すものとする。 

なお、このうち町は生命維持の上から最低限必要な分として、飲料水 1 人１日３リットルず

つ３日分を確保し、４日目以降の飲料水及びその他必要最小限の生活用水として、1 人１日 16

リットルについては７日分以上の確保に努める。 

（本町人口の１日当た必要水量） 
１～３日 ：11,900 人× ３リットル＝ 35,700 リットル 

４日以降 ：   〃    ×16 リットル＝190,400 リットル 

（人口は令和３年の住民基本台帳人口（10月１日現在）（下二桁は切り上げ）） 

 

１．初期応急飲料水の確保 ［建設水道課］ 

（１）耐震性飲料水用貯水槽等の整備 

初期応急飲料水の給水施設として、順次整備を進める。 

（２）非常用水源の確保と保全 

上水道の水源施設の非常用となるべき水源の確保及び保全に努めるとともに、湧水、井

戸等の把握に努め、その利用について検討しておく。 

（３）飲料水調達体制の整備 

町は、食料品とともに飲料水（ペットボトル等）についても、広域的な調達能力を有す

る販売業者等に対し、地震災害発生時における円滑な供給体制の整備に努めるよう要請す

る。 

２．ろ過浄水機等給水用資機材の配備 ［建設水道課］ 

（１）町は、ろ水器等による浄水の供給及び飲用水に直接投入する浄水剤の交付を行う。 

（２）町は、応急給水用として給水タンク、ろ過装置、ポリタンク及びポリ袋等資機材の整備

に努める。 

３．上水道の非常用水源 ［建設水道課］ 

町上水道は、次の水道施設を有しており、応急給水の際の水源とする。 
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【水道施設】 

施 設 名 容量 

(立方メートル） 

貯 水 量 所  在  地 

西部配水池 1,100 480 川俣町大字小神字行治山 18-１ 

浄水場第１配水池 750 700 川俣町小綱木字出付５-１ 

浄水場第２配水池 1,200 1,100 川俣町小綱木字出付５-１ 

大作ポンプ場 50 40 川俣町字大作９ 

大清水ポンプ場  144 120 川俣町字大清水 34-20 

小高屋敷ポンプ場 16 12 川俣町大字東福沢字外田 136-2 

祭田調整池 194 120 川俣町大字東福沢字祭田 28-2 

町体育館ポンプ場 48 40 川俣町大字東福沢字万所内 13-2 

山王ポンプ場 80 70 川俣町大字小神字山王 7-3 

中山ポンプ場  80 45 川俣町大字鶴沢字中山 1-18 

浄水場配水池(簡易水道) 155 125 川俣町飯坂字中下 27-1 

４．緊急時協力体制の整備 ［建設水道課］ 

指定水道工事店等と協力協定を締結し、災害時の協力要請の連絡窓口、方法及び動員の方

法等について取り決めを行い、迅速かつ的確な災害時給水活動を行う。 

また、住民及び自主防災組織等に対して、貯水及び給水に関する指導を行う。 

 

第３ 物資輸送力の把握 

１．一般物資輸送力の把握 ［総務課、農林振興課、政策推進課］ 

町は、災害発生時に緊急支援物資等の輸送を行うトラックの台数や輸送事業者など、輸送

力の把握に努める。 

２．燃料輸送力の把握 ［総務課、農林振興課、政策推進課］ 

町は、災害発生時に需要が急増するガソリンや灯油等の輸送を確保するため、燃料輸送事

業者やタンクローリー等の台数など輸送力の把握に努める。 

３．荷捌きスペースの確保［総務課、農林振興課、政策推進課］ 

町は、県内他地域又は県外地域からの支援物資の輸送を効率的に実施するための荷捌きス

ペースの確保に努める。 

 

第４ 住民に対しての啓発 

［総務課］ 

町は、防災機関、防災関連行事等を通じ、自主防災組織や住民に対して、最低３日分、推奨

１週間分の食料・飲料水・生活物資や非常持出品を日頃より備えておくよう啓発を図るものと

する。 

また、各自が平常時の生活においても災害時の対応を考えるよう、あらゆる機会をとらえ、

啓発を図る。 
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第５ 防災資機材等の整備 

１．防災資機材の整備 ［総務課、伊達地方消防組合、福島警察署川俣分庁舎、県］ 

町、伊達地方消防組合、福島警察署川俣分庁舎及び県は、地震時に必要とされる救出用な

どの応急活動用資機材（エンジンカッター、発電機、投光機、スコップ、ツルハシ、かけや、

水防シート、土のう袋、ロープ等）の整備充実を図る。 

町は、長期間の避難者受入れが可能な避難所について、太陽光パネルや発電装置などの資

材整備に努める。 

また、町は、災害時の電源喪失や緊急事態に備え、避難所に非常用発電機、投光機、給水

袋等を整備する。 

町は寒冷地域に含まれることから、ストーブ等電源を要しない暖房機具、燃料の備蓄に努

めるとともに、被災者及び避難者に対する防寒用品の整備・備蓄に努める。 

２．備蓄倉庫の整備 ［総務課］ 

町は、公用施設、公共施設、指定避難所等における食料等の備蓄倉庫、防災資機材倉庫の

整備を検討していく。 

 

第６ 災害廃棄物処理計画及び広域処理体制の確立 

［町民税務課、伊達地方消防組合］ 

１．災害廃棄物処理計画の策定 

町は、国が定めた災害廃棄物の処理に係る指針に基づき、適正かつ円滑・迅速に災害廃棄

物を処理できるよう、災害廃棄物の仮置き場の確保や運用方針、災害廃棄物（避難所ゴミや

仮設トイレのし尿等）の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺の地方公共団体との

連携・協力のあり方等について、町災害廃棄物処理計画を策定するものとする。 

２．広域処理体制の確立 

町は、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制の確立に努めるものとする。 

大量発生が見込まれる災害廃棄物を受け入れるのに十分な大きさの仮置場の確保に努 

めるとともに、広域処理を行う地域単位で、平時の処理能力について計画的に一定程 

度の余裕を持たせるなど、処理施設の能力を維持し、災害時における廃棄物処理機能 

の多重性や代替性の確保を図るものとする。 
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第 15 節 航空消防防災体制の整備 
 

大規模地震発生時においては、同時多発的な被害の発生とともに、陸上交通網の被害が予想さ

れ、ヘリコプターを活用した上空からの消火、人命救助、傷病者運搬等の消防防災活動が極めて

有効であることから、県内市町村及び消防本部との連携の上に、県が平成 10 年４月に運用を開始

している県消防防災ヘリコプター「ふくしま」の導入による航空消防防災体制の整備を行ってい

る。 

 

第１ 県消防防災ヘリコプターの活動目的及び活動拠点 

１．活用の目的と範囲 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

地震発生により予想される被害形態を踏まえ、ヘリコプターの持つ機能・特性をいかして

次のような目的に活用する。 

（１）救急救助活動 

・傷病者発生地への医師の搬送及び医療器材等の輸送 

・陸上交通が遮断された被災者等の救出及び救急搬送 

（２）災害応急対策活動 

・被害等の状況把握及び応急対策指揮 

・孤立した被災地等への緊急物資、医薬品等の輸送及び応援要員、医師等の搬送 

・上空からの住民への避難誘導及び情報等の伝達 

（３）火災防御活動 

・火災における情報収集、伝達、住民への避難誘導等の広報と作戦指揮 

・陸上交通が遮断された地域への消火資機材、消火要員等の輸送 

（４）災害予防対策活動 

・地震災害危険箇所等の調査 

・各種防災訓練等への参加 

・住民への災害予防の広報 

（５）広域航空消防防災応援活動 

２．県消防防災ヘリコプター基地の整備 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

県消防防災ヘリコプターの活動拠点となる基地は、県内を広域的にカバーし、かつヘリコ

プターの機動性を十分に確保するとともに、大規模災害時における消防防災活動の拠点基地

となる必要があることから、福島空港に隣接して設置されている。 

３．県消防防災ヘリコプターの運航体制 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

機動的な運航を確保し、消防防災活動を円滑に行うため、専任消防職員による消防防災航

空隊を編成している。 
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第２ 場外離着陸場（臨時ヘリポート）の確保 

１．場外離着陸場（臨時ヘリポート）の指定の推進 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

消防防災ヘリコプターは、災害発生時等の緊急出動等においては、航空法で認められたヘ

リポート等の飛行場以外の場所にも離着陸できることとなっている。しかし、県消防防災ヘ

リコプターは、災害予防対策や各種防災訓練への参加等、災害発生時以外にも様々な日常活

動を予定している。このため、現在町内には２４箇所の場外離着陸場が指定されているが、

さらに５箇所程度をめどに場外臨時離着陸場の指定を計画的に検討する。 

（１）場外離着陸場指定場所 

【ヘリコプター臨時離着陸場】 

No 離着陸場の場所 名   称 管理者 

① 

② 

③ 

④ 

東福沢字祭田 74 

東福沢字万所内山２ 

飯坂字諏訪山 1 

山木屋字小塚山 9-1 

農村広場 

川俣町体育館 

川俣高校 

山木屋小学校 

川俣町 

川俣町 

福島県 

川俣町 

（２）場外離着陸場指定予定地区 

川俣地区２箇所 福田地区１箇所 小島地区１箇所 飯坂地区１箇所 

２．訓練場所の確保 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

ヘリコプターを利用しての消防防災活動は、地上での活動と異なった専門的な知識及び高

度な技術を要求されるため、予想される様々な災害態様に適応できる訓練を常に積み重ねる

ことが必要となる。 

このため町は、県及び関係機関と協議・検討を行いながら、予想される災害現場を想定し

た訓練場所の確保に努めるものとする。 

 

第３ 広域航空消防応援航空消防活動体制の確立 

［総務課、伊達地方消防組合］ 

町は、県消防防災ヘリコプターによる迅速かつ効果的な運航、応援体制を確立するため、の

県消防相互応援協定県広域消防相互応援協定に基づき、非常時の体制整備に協力するなど災害

時の航空消防防災応援航空消防活動体制の確立を図るものとする。 
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第 16 節 防災教育 
 

地震による災害発生の防止、あるいは災害発生時における被害の軽減を図るため、町、県及び

防災関係機関は日頃から地震防災対策を進めるとともに、地震発生時には同時多発的な被害の発

生が予想されることから、住民一人一人が自らの生命と財産を守るため、日頃から個人や家庭に

おいて防災対策を講じるとともに、地域やコミュニティの中で住民同士が連携した実践的な防災

活動を定期的に実施し、自助・共助の取り組みを充実させることが重要である。 

このため、町、県及び防災関係機関は、住民に対し地震防災上必要な防災知識の普及啓発及び

防災組織の育成指導に努めるとともに、気象庁が発表する緊急地震速報（警報）について、緊急

地震速報の利用の心得などの周知・広報にも努めるものとする。 

また、消防学校を活用して自主防災組織の指導者等を対象とした教育の充実を図る。 

 

第１ 一般住民等に対する防災教育 

地震等による被害を最小限にとどめるため、町をはじめとする防災機関職員は、いかなる事

態においてもその場に即して、迅速かつ適切な応急対策活動に当たることを要請されている。

そして、住民もまた自らの安全を守るための予防措置を講じた後、行政機関に協力し地域ぐる

みの防災活動を行うことが要請される。 

町、県及び防災関係機関は、それぞれの責任分野において住民及び関係職員に対し、防災知

識を普及、広報するとともに、相互に緊密な連絡を保ち防災意識の向上と地域自主防災活動へ

の積極的参加を進める。 

 

１．実施期間 ［総務課］ 

町及び防災関係機関は、過去に発生した災害に基づき設定された期間を重点として、広く

住民に防災知識の普及啓発活動を実施する。 

地震災害に関する事項 

防災とボランティア週間     １月 15 日～１月 21 日 

防災とボランティアの日     １月 17 日 

防災週間            ８月 30 日～９月５日 

防災の日            ９月１日 

２．防災知識の普及啓発 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

町及び防災関係機関は、住民に対し、次の事項について普及啓発を図るものとする。 

（１）一般住民 

ア 最低 3 日間、推奨１週間分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペ

ーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、自動車へ

のこまめな満タン給油、負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具・ブロック塀等の

転倒防止対策、感震ブレーカーの設置等の火災対策、飼い主による家庭動物との同行避

難や避難所での飼養についての準備、保健・共済等の生活再建に向けた事前の備え等の

家庭での予防・安全対策 
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イ 地域防災計画に定める避難場所、応急救護方法、住宅内外の危険個所の把握 

ウ 警報等発表時や避難指示、高齢者等避難の発令時にとるべき行動 

エ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害発生時にとるべき行動、避難

場所や避難所での行動 

オ 災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め方等）について、あら

かじめ決めておくこと 

カ 平時から自分の避難を考える「マイ避難」の取組 

（２）自主防災組織リーダー 

ア 自主防災組織のリーダーマニュアル作成等を行う。 

イ 「地区防災環境カルテ」（仮称）や「災害時行動マニュアル」（仮称）の配付と対策の検

討を行う。 

ウ 自主防災組織リーダーの交流を強化する。 

エ 消防学校を活用した防災教育を実施する。 

（３）事業所従業員 

ア 伊達地方消防組合は、防火管理者、危険物取扱者及び自衛消防隊員に対する講習を実

施し、事業所内防災担当従業員の防災行動力の向上に努める｡ 

イ 防火管理者会議、研究会、講習会等を随時開催し、防災知識の普及に努める｡ 

３．地域防災力の向上 ［総務課］ 

町は、地域に根ざした防災教育の実施に努めるとともに、ハザードマップや災害情報看板

等を街頭や公共施設等に設置するだけでなく、防災訓練時に積極的に活用するなどして、地

域全体の防災力の向上を図る。 

また、町は、町内会等において、各地区の特性に応じてコミュニティレベルでの防災活動

を内容とする「地区防災計画」を策定することを支援する。 

 

第２ 防災上重要な施設における防災教育 

町及び防災関係機関は、病院、社会福祉施設、旅館、その他不特定多数の人々が集まり、地

震発生時に人的被害が発生する可能性が高い施設について、これらの施設における防災教育の

徹底を図る。 

 

１．病院及び社会福祉施設等における防災教育 ［総務課、保健福祉課］ 

病院、社会福祉施設等には、災害発生時において自力での避難が困難な人が多く利用して

おり、地震発生時において特に大きな人的被害を受けやすいため、管理者等に対し、地震に

対する防災教育を徹底するものとする。 

特に、災害発生情報の伝達、迅速な避難誘導及び救出・救護等に重点を置いた教育、訓練

を日頃から定期的に実施するとともに、利用者等に対しても、災害発生時の避難方法等につ

いて、パンフレット等を活用して理解を得られるよう努めるものとする。 

２．旅館・スーパー等における防災教育 ［総務課］ 

（１）避難誘導訓練等の実施 

旅館・スーパー等の不特定多数の者を収容する施設等においては、地震発生時の情報伝
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達及び避難誘導が最も重要であり、従業員に対する避難誘導訓練等を定期的に実施するも

のとし、管理者等に対し、講習会、研修会等を通じて防災教育を徹底するものとする。 

（２）防火管理体制の強化 

地震に伴う出火による人的、物的損害を最小限度に止めるため、防火対象物の防火管理

体制を強化し、失火の防止、出火の際の早期通報、初期消火及び避難誘導を確実に行える

体制を確立する必要がある。そのため、消防本部は防火管理者講習等を開催するとともに、

選任義務のある防火対象物には必ず防火管理者が置かれるように選任、解任届を励行させ

るものとする。 

３．その他不特定多数の人々が集まる施設における防災教育 ［総務課、施設管理者］ 

大規模小売店舗及びレクリエーション施設等の不特定多数の人々が集まる施設の管理者等

は、各施設の特徴に応じた災害発生情報の伝達方法、迅速な避難誘導等が確実に実施できる

ように、従業員等に対する防災教育及び訓練を実施しておくものとする。 

 

第３ 防災対策に携わる全ての職員に対する教育・研修・訓練 

町及び防災関係機関は、地震発生時における適切な判断及び速やかな災害対応業務の実施、

各種防災活動の円滑な実施を確保するため、防災担当職員だけでなく、各機関に属する全ての

職員に対し、実践的な訓練や講習会、研修会等を定期的に開催するなど、必要な防災教育を実

施することにより、災害対策に即応できる人材の育成に努め、災害に強い組織を作り上げるも

のとする。 

また、研修等を通じて、緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みを

平常時から構築することに努める。 

１．研修の実施 ［総務課、県、防災関係機関］ 

（１）新任研修 

（２）職場研修 

（３）防災ハンドブックの作成 

２．建築物応急危険度判定士等の養成 ［建設水道課、県］ 

被災建築物及び宅地の使用制限に係る応急危険度判定が必要なことから、県と協議し建築

物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士を養成する｡ 

 

第４ 学校教育における防災教育 

１．学校における防災教育の趣旨 ［学校教育課］ 

学校における防災教育は、安全教育の一環として、自然災害の発生メカニズムをはじめ、

災害時における危険を認識し日常的な備えを行い、状況に応じて的確な判断のもとに自らの

安全を確保するための行動ができるようにすること、災害発生時には進んで他の人々や集団・

地域の安全に役立つことができるようにすることなど、防災対応能力の基礎を培うものであ

る。 

これらの指導は、学校行事や学級活動を中心に各教科、道徳等、教育活動の全体を通して

行うものであり、取り上げる内容や指導の方法については学校種別や児童生徒の発達段階に



第３編 震災対策編 ： 第１章 災害予防計画 

第 16節 防災教育 

 震災 - 68

応じて工夫をし、特に災害発生時の安全な行動の仕方については実態に即した具体的な指導

を行うことが重要である。 

２．学校行事における防災教育 ［学校教育課］ 

防災をテーマとした学校行事においては、防災意識の全校的な盛り上がりと訓練の充実を

図るため、防災専門家を招いた避難訓練や地震体験車等による地震疑似体験の実施等、内容

を工夫する。 

また、一般住民向けの各種啓発用ツールの利用等により避難訓練の活性化を図ることが重

要である。 

３．教科等による防災教育 ［学校教育課］ 

教科等においては「社会科」、「理科」、「保健体育科」や「総合的な学習（探求）の時間」等

を通じて、自然災害の発生の仕組み、現在の防災対策、災害時の正しい行動及び災害時の危

険、負傷に対する応急処置等についての教育を行うとともに、防災教育の充実、防災に関す

る教材（副読本）の充実を図るものとする。 

また、身の回りの環境を災害の観点から見直すことにより、防災を身近な問題として認識

させ、災害時に周囲の危険に気付き、的確な判断の下に安全な行動ができるようにする。 

４．教職員に対する防災研修 ［学校教育課］ 

教職員の防災に係る知識を習得させるための研修を、定期的に実施する。 

また、学校内においては防災委員会や職員会議を通して、教職員の防災に対する意識を高

揚するとともに、災害発生時の児童生徒に対する的確な指示、誘導や初期消化及び負傷者に

対する応急手当等防災に関する専門的な知識の習得及び技能の向上を図る。 

 

第５ 消防学校の防災教育 

［総務課、伊達地方消防組合、県］ 

消防学校では、「安全で安心できる生活」を確保するため、教育訓練機能の拡充強化による消

防職員及び消防団員の資質の向上を図るとともに、自主防災組織の指導者等に対する防災意識

の普及啓発と教育の充実を図っている。 

町は、消防学校を活用し、町職員、消防職員及び消防団員、自主防災組織の指導者等の教育・

訓練を充実させる。 

 

第６ 災害教訓の伝承 

［総務課、政策推進課］ 

１．災害教訓の収集、公開  

町は、過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規

模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収集・整理し、

適切に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう公開に努める。また、災害に関

する石碑やモニュメント等の持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努める。 

２．災害教訓の伝承の取組  

住民は、自ら災害教訓の伝承に努めるものとする。 
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町は、災害教訓の伝承の重要性について啓発を行うほか、大規模災害に関する調査分析結

果や映像を含めた各種資料の収集・保存・公開等により、住民が災害教訓を伝承する取組を

支援する。 
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第 17 節 防災訓練 
 

災害発生時に迅速かつ的確な行動を行うためには、災害時にどのような行動をとるべきか、災

害時の状況を想定した、日頃からの訓練が重要である。このため、町は、災害対策基本法第 48 条

の規定に基づき、総合防災訓練をはじめとする各種の防災訓練を実施し、地域防災計画の習熟、

防災関係機関相互の連絡協調体制の確立及び防災体制の充実を図り、併せて住民の防災意識の高

揚を図る。 

なお、各種の防災訓練の実施に当たっては、訓練のシナリオに緊急地震速報を取り入れるなど、

地震発生時の対応行動の習熟を図るよう努めるとともに、高齢者、障がい者等の要配慮者の参加

についても配慮するものとする。 

 

第１ 総合防災訓練 

１．概要 ［総務課、各課、県北地方振興局、伊達地方消防組合、防災関係機関］ 

町は、町単独あるいは他の市町村と合同の総合防災訓練を毎年実施するように努めるもの

とする。 

また、地震の発生を想定し県の機関、防災関係機関、他の公共団体、自主防災組織、民間

企業、ボランティア団体等及び地域住民等の参加のもとに総合的な防災訓練を実施し、防災

対策の習熟と防災関係機関相互の連絡協調体制の確立を図り、併せて住民の防災意識の高揚

を図るものとする。 

訓練の実施にあたっては、多数の住民等が参加できるような日程の設定に努めるものとす

る。 

２．訓練項目 ［総務課、各課、県北地方振興局、伊達地方消防組合、防災関係機関］ 

訓練の実施にあたっては、地域特性に応じた災害や複合災害を想定し、住民参加型の実践

的な訓練を行うものとする。 

（１）非常招集及び自主参集、災害対策本部設置、災害情報収集、被害状況調査、広域応援要

請 

（２）火災、救急救助等の通報、避難（広域避難を含む）、避難誘導（要配慮者誘導を含む）、救

助、救急 

（３）地域住民による初期消火、消火、化学消火、林野火災防御、集団救急事故対応 

（４）避難所設置、給水、給食（炊き出し）、ボランティア受入れ、ボランティアセンターの設

置 

（５）通行規制、道路等の障害物除去、道路応急架橋、無線通信 

（６）上水道施設応急復旧、下水路施設応急復旧、水質検査、電力施設応急復旧、電信電話施

設応急復旧、ＬＰガス施設応急復旧 

（７）救援物資緊急輸送及び受入れ・仕分け、備蓄品の供与等 
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第２ 個別訓練 

１．概要 ［総務課、各課、防災関係機関］ 

町及び防災関係機関は、第１に掲げる総合防災訓練のほか、必要に応じて個別訓練を実施

するものとする。 

２．個別訓練の種類 ［総務課、各課、防災関係機関］ 

（１）通信訓練 

町及び防災関係機関は、地震情報の受伝達、災害発生時の被害状況の把握及び応急対策

の指令を迅速かつ適切に行えるよう通信訓練を実施する。 

なお、実施の際は、県総合情報通信ネットワーク、衛星携帯電話、電子メールなどの多

重化した通信手段及び非常電源電設備を使用し、有効に活用できるよう備える。 

また、有線及び県総合情報通信ネットワークが使用不能になったときに備え、非常通信

協議会が実施する非常通信訓練に参加し、非常時の通信連絡の確保を図る。 

（２）動員訓練 

町及び防災関係機関は、災害時における職員の動員を迅速に行うため動員訓練を適宜実

施する。 

また、勤務時間外における非常参集訓練の実施についても適宜実施する。 

（３）災害対策本部運営訓練 

町及び防災関係機関は、災害発生時の本部の設置、職員の動員配備、本部会議の招集、

県の派遣した情報連絡員（リエゾン）との連携等、本部の運営を適切に行うため、災害対

策（地方）本部運営訓練を実施する。 

（４）避難所設置運用訓練 

町は、避難所の開設、職員派遣、連絡や運営体制等を確認するため、避難所となる施設

の管理者及び自治会、自主防災組織等の協力を得て、避難所設置運用訓練を実施する。 

（５）その他の訓練 

町は、防災活動の円滑な遂行を図るため、消火、救出・救助、避難誘導、給食給水、図上

演習等の訓練を実施する。 

（６）訓練の評価と地域防災計画等への反映 

町は、訓練の実施後においては地域防災計画、各種の行動マニュアル等が現実的に機能

するかどうか、その点検・評価を行い、問題点を明らかにするとともに、必要に応じて防

災体制等の改善を図るとともに、次回の訓練に反映させるものとする。 

 

第３ 事業所、自主防災組織及び住民等の訓練 

１．概要 ［事業所、自主防災組織、住民］ 

災害時に自らの生命及び財産の安全を確保するためには、住民相互の協力の下、自衛的な

防災活動を実施していくことが重要であり、日頃から訓練を実施し、災害時の行動に習熟す

るとともに、関連する防災関係機関との連携を深めておく必要がある。 

２．事業所（防火管理者）における訓練 ［事業所］ 

学校、病院、工場、事業所、興行場、百貨店及びその他消防法で定められた防火管理者は、
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その定める消防計画に基づき、訓練を毎年定期的に実施するものとする。 

また、地域の一員として、事業所の特性に応じた防災対策活動により、町、伊達地方消防

組合及び地域の防災組織の行う防災訓練への積極的な参加に努めるものとする。 

３．自主防災組織等における訓練 ［自主防災組織］ 

自主防災組織は、地域住民の防災行動力の強化、防災意識の高揚、組織活動の習熟及び関

連防災機関との連携を図るため、町及び伊達地方消防組合等の指導の下、地域の事業所とも

協調して組織的な訓練の実施に努めるものとする。 

訓練項目は、情報収集伝達訓練、消火訓練、救出・応急手当訓練、給食給水訓練、避難訓練

及び要配慮者の安全確保訓練などを行う。 

また、自主防災組織等からの指導協力の要請を受けた防災関係機関は、関連する諸機関と

の連携を取り、積極的に自主防災組織等の活動を支援するものとする。 

４．一般住民の訓練 ［住民］ 

住民一人一人の災害時における行動の重要性に鑑み、町をはじめとした防災関係機関は防

災訓練に際して広く住民の参加を求め、住民の防災意識の普及啓発、防災意識の高揚及び防

災行動力の強化に努めるものとする。 

また、住民は、防災対策の重要性を理解し、各種の防災訓練へ積極的・自主的な参加、防

災教育施設での体験訓練、家庭での防災会議等の防災行動の継続的な実施に努めるものとす

る。 
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第 18 節 自主防災組織の整備 
 

地震災害の発生防止、あるいは災害発生時における被害の軽減を図るためには、町及び防災関

係機関が防災対策を講ずるとともに、地域住民が“自らの命と地域は自分達で守る”という意識

のもとに自主防災組織を結成し、地域における相互扶助による防災活動の中心として自主防災組

織において、日頃から防災活動を積極的に行うことが重要である。 

特に地震災害においては、倒壊家屋からの早期救出・出火時の初期消火が最も重要であり、人

命確保の主役としての自主防災組織の役割は極めて大きい。 

さらに、企業に対しても災害時に果たす役割を十分認識させ、防災活動の推進に努めさせるこ

とが重要である。 

 

第１ 自主防災組織の育成指導 

［総務課、伊達地方消防組合、防災関係機関］ 

町及び防災関係機関は、自主防災組織の設置及び自主防災活動の充実を促進するため、地域

住民に対し地震災害発生時における自主防災組織の必要性等について、積極的に広報活動を展

開するとともに、研修会（自主防災組織の中心となるリーダーの育成研修会を含む）、防災訓練

等を開催し、これらの行事を通じて地域住民の連帯意識を醸成し、コミュニティ活動の中核と

しての自主防災について十分な理解を得られるよう努めるものとする。 

また、町は自主防災組織整備計画を策定し、計画的な組織の育成を図るとともに、災害時に

おいて有効な自主防災活動が図れるよう、組織の充実強化のための指導及び自主防災組織の中

心となるリーダー育成のための研修を行い、さらに自主防災組織の資機材の整備や活動拠点の

整備に努める。なお、その際、女性の参画の促進に努めるものとする。 

 

第２ 自主防災組織の編成基準 

［総務課、伊達地方消防組合、防災関係機関］ 

自主防災組織の編成に当たっては、地域に密接して迅速かつ的確な災害応急活動が行えるこ

とが重要であり、また、近隣住民相互の密接な連携を確保する点からも、町内会又は行政区分

単位の規模で編成するよう努める。自主防災組織の認定に当たっては、防災訓練をきっかけに

行う。 

なお、組織の編成に当たっては、次の点に留意するものとする。 

１ 大規模な組織については、地域の実情を踏まえ適正規模の地域単位となるよう努める。 

２ 他地域への通勤等により昼間人口が減少する地域においては、日中の活動が確保できる

規模とする。 

３ 地域内に事業所がある場合は、事業所と協議の上、事業所内の自衛消防組織を地域の自

主防災組織に積極的に位置付けを図る。 

４ 自主防災組織は防災活動実施のため、基本的事項について規約等を設け、その活動内容

を明確にする。 
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第３ 自主防災組織の活動 

１．地区防災計画の策定 ［自主防災組織］ 

自主防災組織は、「第１章第 18 節第５ 地区防災計画の作成」に基づいて、必要に応じて

地区防災計画の策定を行うこととする。 

２．日常の自主防災活動 ［自主防災組織］ 

（１）防災知識の普及等 

万一の地震発生に迅速かつ的確に対応するため、日頃から集会、各種行事等を活用して

日常からの備えとしての家具の転倒防止、非常持出品の準備や地震に対する正しい知識の

普及に努めるとともに、危険箇所の把握や避難場所、避難所、避難路等を確認し、地域の

防災マップを作成するなど地域の防災環境の共有化に努める。 

また、民生委員等との連携を図りながら、地域内における高齢者、障がい者、外国人等

のいわゆる要配慮者の確認にも努めるものとする。 

（２）防災訓練等の実施 

地震による災害発生時において迅速かつ適切に対処するためには、日頃から実践的な各

種訓練等を行い、隊員各自が防災活動に必要な知識及び技術を習熟するとともに、活動時

の指揮連絡系統を明確にしておく必要がある。 

そのため、自主防災組織が主体となり、町及び消防関係機関等の協力のもとに、次のよ

うな訓練を実施するものとする。 

ア 地震災害情報の収集伝達訓練 

地震災害時における町や防災関係機関からの情報を正確かつ迅速に地域住民に伝達し、

また、地域の被害状況をこれらの関係機関に正確に通報する訓練を実施する。 

イ 消火訓練 

初期消火、火災の拡大・延焼を防ぐため、実際に消火器等の消防用資機材を使用した

消火訓練を行い、消火に必要な技術及び知識を習得する。 

ウ 救出、応急手当の実施訓練 

大規模な地震発生時においては、多くの家屋が倒壊することが想定され、倒壊家屋の

下敷きとなった人の早期救出が重要であることから、救出用資機材の使用方法や自動体

外式除細動器（ＡＥＤ）の操作方法等について習熟に努める。 

また、災害に伴う負傷者に対しては、消防機関が到着するまでの間、地域において住

民が一致協力して負傷者の救出・手当てを行うことが重要であり、そのため消防機関・

保健所（県北保健福祉事務所）・日赤等の指導のもとに応急処置方法の習得に努める。 

エ 給食給水訓練 

学校、各家庭の限られた資機材を利用して食料及び飲料水を確保したり、配給方法等

について習熟を図る。 

オ 避難訓練 

各家庭の非常持出品を準備するとともに、避難誘導班を中心として秩序ある避難がで

きるようにする。 

また、避難に際しては、要配慮者の安全確保及び避難の誘導、支援方法についての確

認訓練も併せて行うものとする。 
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カ 避難所運営訓練 

避難所における自主運営組織の立ち上げと管理、町との連絡体制、物資の配給方法等

の訓練を行う。 

（３）防災用資機材等の整備・点検等 

自主防災組織は地震災害発生時に迅速かつ適切な活動を行うために、活動に必要な防災

資機材の整備に努めるとともに、資機材の定期的な点検を実施し、非常時においても確実

に対応できるよう備えるものとする。 

 

第４ 企業防災の促進 

［総務課、伊達地方消防組合、県、企業］ 

企業は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域

貢献・地域との共生）を十分認識し、各企業において災害時に重要業務を継続するための事業

継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練、事業所の耐

震化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し等を実施するなど防災活動の推進

に努めるものとする。 

また、企業は、地震発生時における施設の利用者等の安全確保や機械の停止等により被害の

拡大防止を図るため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努めるものとする。 

このため、町及び県は、こうした取組みに資する情報提供等を進めるとともに、企業のトッ

プから一般職員に至る職員の防災意識の高揚を図るとともに、優良企業表彰、企業の防災に係

る取組みの積極的評価等により企業の防災力向上の促進を図るものとする。また、町及び県は、

企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加の呼びかけ、

防災に関するアドバイス等を行うものとする。さらに町は、先進的な防災組織のある事業所が、

他の事業所と連携を図り、組織の防災力向上に資する活動の支援を行う。 

 

第５ 地区防災計画の作成 

［総務課、伊達地方消防組合、県、企業］ 

町内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、地区防災力の向上を図

るため、共同で防災訓練の実施、物資等の備蓄、要配慮者等の避難支援体制の構築等自発的な

防災活動の推進に努めるものとする。この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防

災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として町防災会議に提案するなど、

町と連携して防災活動を行うこととする。なお、地区防災計画を作成する際は次の事項につい

て記載しておくものとする。 

（１）各自の任務分担 

（２）地域内での危険箇所 

（３）訓練計画 

（４）各世帯への連絡系統及び連絡方法 

（５）出火防止、初期消火、応急手当の実施方法 

（６）避難場所、避難経路、避難の伝達方法 
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（７）消火用水、その他の防災資機材等の配置場所の周知及び点検方法 

町は、町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう町内の一定の地区内の住民及び当該

地区に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、町地域防災計画に

地区防災計画を定める。 
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第 19 節 要配慮者の安全確保 
 

地震災害において、高齢者、乳幼児、妊産婦、傷病者、障がい者（児）及び外国人等いわゆる

「要配慮者」が災害の発生時において犠牲になる場合が多くなっている。 

こうした状況を踏まえ、今後は、要配慮者の防災対策を積極的に推進していくことが従来以上

に重要な課題となっている。そして「福祉のまちづくり」を基本的かつ恒久的な施策として位置

付け、可能な限り自力避難が可能な環境条件を整備するとともに、地域ぐるみの支援体制づくり

を行うものである｡ 

 

第１ 本町の避難行動要支援者の現況と基本的な考え方 

１．本町の避難行動要支援者の現況 ［保健福祉課］ 

避難行動要支援者とは、要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ 

る場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため 

特に支援を要するものをいう。 

 

区  分 人数(人) 

要介護認定３～５ 326 

身体障害者手帳１・２級（総合等級）を所持する者 263 

療育手帳Ａを所持する者 39 

精神障害者保健福祉手帳１・２級を所持する者 67 

県の生活支援を受けている難病患者（令和５年１月31日現在） 100 

合計 795 

令和５年３月１日現在 川俣町保健福祉課（住民基本台帳ベース） 

 

２．基本的考え方 ［保健福祉課、住民］ 

（１）地域住民は、避難行動要支援者の居宅を事前に把握しておき、安否確認体制や災害時の

安全な避難誘導のために必要な人手の確保を日頃から手当できるよう、地域で支えるネッ

トワークを形成する。 

（２）町は、介助を必要とする避難行動に際して支障となるような要素の有無を調査し、避難

行動要支援者がそうでない住民と共生できるよう、福祉のまちづくりを計画的かつ総合的

に推進する。 

 

第２ 社会福祉施設等における対策 

１．施設、設備の整備・充実 ［町内社会福祉施設］ 

社会福祉施設においては、その利用者が高齢者、乳幼児、障がい者（児）等であり、災害時

においては移動等の問題などから「避難行動要支援者」となるため、施設そのものの安全性

を高めることが重要である。 



第３編 震災対策編 ： 第１章 災害予防計画 

第 19 節 要配慮者の安全確保 

 震災 - 78

そのため、社会福祉施設等の管理者は、施設の耐震化を図り、施設や設備の点検を常に行

って施設そのものの安全性を高めるとともに、安全避難のための必要な施設・設備について

検討し、その整備・充実に努める。 

２．避難計画の策定 ［保健福祉課、伊達地方消防組合、町内社会福祉施設］ 

各施設の管理者は、入所者、通所者の安全な避難を確保するため、災害発生時の職員の任

務分担、動員体制、保護者への緊急連絡、地域の自主防災組織等との連携、避難指示の伝達

方法の明確化、緊急避難場所の指定と確認、避難経路及び避難方法等について検討し、避難

計画を策定する。 

町及び伊達地方消防組合は、必要な指導助言を行う。 

３．組織体制の整備 ［総務課、保健福祉課］ 

町は社会福祉施設等の管理者に関して、災害発生の予防や、地震災害が発生した場合にお

ける迅速かつ的確な対応を行うため、あらかじめ防災組織を整備し、施設職員の役割分担、

動員計画、緊急連絡体制等を明確にしておくよう指導する。 

特に、夜間における消防機関等への通報連絡や入所者の避難誘導体制は、職員が手薄であ

ることや、照明の確保が困難である等悪条件が重なることから、これらの点を十分配慮した

組織体制を確保するよう指導する。 

４．防災教育・防災訓練の充実 ［町内社会福祉施設］ 

社会福祉施設等の管理者は、施設の職員や入所者が、地震災害等に関する基礎的な知識や

災害時にとるべき行動等についての理解や関心を高めるため、町及び地域の自主防災組織等

との連携により定期的に防災訓練を実施する｡ 

また、施設の職員や入所者が、災害時の切迫した危機的状況下にあっても適切な行動が取

れるよう各々の施設の構造や、入所者の判断能力、行動能力等の実態に応じた防災訓練を定

期的に実施する。 

特に、自力避難が困難な者等が入所している施設にあっては、職員が手薄になる夜間にお

ける防災訓練も定期的に実施するよう努めるものとする。 

さらに、職員に対して、災害に起因する入所者の過度の不安状態（パニック）、感情の麻痺、

無力感等の症状（心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ））の顕在化に備え、症状、対処方法等

についての理解を深めさせる教育を実施するものとする。 

５．緊急連絡体制の整備 ［町内社会福祉施設］ 

社会福祉施設等の管理者は、地震災害発生に備え、消防機関等への早期通報が可能な非常

通報装置を設置するなど、緊急時における情報伝達の手段、方法を確立するとともに、施設

相互の連携協力関係の強化を図るため、町の指導の下に緊急連絡体制を整備する。 

６．地域住民等との連携による協力支援体制の確立 ［町内社会福祉施設］ 

社会福祉施設等の管理者は、町との連携のもとに、社会福祉施設等相互間並びに他の施設、

近隣住民及びボランティア組織との日常の連携が密になるよう努め、入所者の実態等に応じ

た協力が得られるよう体制づくりを行うものとする。さらに、入所者を施設相互間で受入れ

るための協定を結ぶなど施設が被災した後の対応についても検討しておくものとする。 
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第３ 在宅で介助支援の必要な住民への対策 

１．避難行動要支援者名簿の作成 ［総務課、保健福祉課］ 

町は、避難行動要支援者の把握に努めるとともに、避難行動要支援者について避難の支援、

安否の確認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置

（以下「避難支援等」という。）を実施するための基礎とする名簿（以下「避難行動要支援者

名簿」という。）を作成する。 

（１）避難行動要支援者の範囲 

本町における避難行動要支援者の範囲は、生活の基盤が自宅にある者のうち、以下の要

件に該当するものとする。 

ア 要介護認定３～５を受けている者 

イ 身体障害者手帳１・２級（総合等級）を所持する身体障害者 

ウ 療育手帳Ａを所持する知的障害者 

エ 精神障害者保健福祉手帳１・２級を所持する者 

オ 県の生活支援を受けている難病患者 

カ 上記以外で自治会が支援の必要があると認めた者 

（２）避難行動要支援者名簿の記載事項 

避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は

記録する。 

ア 氏名 

イ 生年月日 

ウ 性別 

エ 住所又は居所 

オ 電話番号その他の連絡先 

カ 避難支援等を必要とする理由 

（３）要配慮者情報の利用及び取得 

ア 町内部での情報集約 

避難行動要支援者に該当する者を把握し、避難行動要支援者名簿を作成するため、関

係部局で把握している要介護高齢者、障害者等の情報を集約する。 

イ 県等からの情報の取得 

避難行動要支援者名簿の作成のため必要があると認めるときは、災害対策基本法第 49 

条の 10 第４項の規定に基づき、県知事その他の者に対して、町が把握していない要配慮

者の情報の提供を依頼する。 

（４）避難行動要支援者名簿の更新と共有 

町は、避難行動要支援者名簿を最新の状態に保つため、少なくとも６ヶ月に一度避難行

動要支援者名簿の情報の総確認を行うとともに、日頃から以下の方法により、避難行動要

支援者の把握に努める。名簿を更新した場合は、避難行動要支援者名簿を情報提供してい

る避難支援関係者にも定期的に周知する。 

ア 転入者の把握 

避難行動要支援者の要件に該当する要介護高齢者、障害者等が、新たに転入してきた場
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合、関係部局はその情報を避難行動要支援者名簿の作成・管理を行う部局に連絡する。 

イ 要介護認定等の変更 

避難行動要支援者の要件に該当していなかった要介護高齢者、障害者等が、要介護認定

等の変更により、新たに避難行動要支援者の要件に該当するようになった場合や避難行動

要支援者の要件を満たさなくなった場合、関係部局はその情報を避難行動要支援者名簿の

作成・管理を行う部局に連絡する。 

ウ 死亡や転出 

避難行動要支援者の要件に該当する要介護高齢者、障害者等が、死亡や転出が確認され

た場合、関係部局はその情報を避難行動要支援者名簿の作成・管理を行う部局に連絡する。 

エ 長期入院・入所 

避難行動要支援者が社会福祉施設等へ長期入所したことを把握した場合、関係部局はそ

の情報を避難行動要支援者名簿の作成・管理を行う部局に連絡する。 

２．避難行動要支援者名簿の利用及び提供［総務課、保健福祉課］ 

避難行動要支援者名簿は、町が行う避難支援等の実施のために内部で利用するとともに、

いざというときの円滑かつ迅速な避難支援等の実施のため、避難行動要支援者本人から同意

を得た上で、あらかじめ避難支援等の実施に必要な限度で避難支援等関係者に提供する。 

ア 避難支援等関係者の範囲 

避難行動要支援者名簿の情報を提供する避難支援等関係者は、次に掲げる機関等とし、 

災害発生時には避難行動要支援者の安否確認や避難誘導等の協力を求める。 

１）消防機関 

２）警察 

３）民生委員 

４）町社会福祉協議会 

５）自主防災組織 

６）行政区長 

７）社会福祉事業者 

８）その他災害時に避難行動要支援者の避難支援等を行う者 

イ 適正な情報管理 

避難行動要支援者名簿の提供に際しては、避難支援等関係者が適切な情報管理を図る 

よう、以下の事項に留意して行う。 

１）避難行動要支援者名簿には、秘匿性の高い個人情報も含むため、当該避難行動要支

援者を担当する地域の避難支援等関係者に限り提供すること。 

２）災害対策基本法に基づき避難支援等関係者個人に守秘義務が課せられていることを

十分に説明すること。 

３）施錠可能な場所に避難行動要支援者名簿の保管を行うよう指導すること。 

４）避難行動要支援者名簿を必要以上に複製しないよう指導すること。 

５）避難行動要支援者名簿の提供先が個人ではなく団体である場合には、その団体内部

で避難行動要支援者名簿を取扱う者に限定するよう指導すること。 

６）名簿情報の取扱状況を報告させること。 
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７） 避難行動要支援者名簿の提供先に対し、個人情報の取扱いに関する研修を開催する

こと。 

３．情報伝達体制の整備 ［総務課、保健福祉課］ 

町は、一人暮らし高齢者、要介護高齢者、障がい者（特に音声による情報伝達の困難な聴

覚障がい者や理解力・判断力に障害のある知的障がい者）等の安全を確保するため、災害時

のみならず緊急通報システム等による情報伝達体制の整備に努めるとともに、在宅者の安全

性を高めるため、住宅用自動消火器、住宅用火災警報機等の設置など必要な補助・助成措置

を講ずるものとする。 

４．防災知識の普及・啓発 ［総務課、保健福祉課］ 

町は、避難行動要支援者及びその家族に対し、パンフレット、チラシ等を配付するととも

に、地域の防災訓練等への参加も考慮するなど、地震災害に対する基礎的知識等の理解を高

めるよう努める。また、災害による人的被害を軽減する方策は、住民等の避難行動が基本と

なることを踏まえ、警報等や避難指示等の意味と内容の説明など、啓発活動を行うものとす

る。また、町は防災（防災・減災への取り組み実施機関）と福祉（地域包括支援センター、ケ

アマネージャー）の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関する理解の促進を図る

ものとする。 

５．支援体制及び避難用器具等の整備 ［総務課、保健福祉課］ 

町は、発生時に避難行動要支援者を適切に避難誘導するため、民生委員等の協力を得なが

ら、平常時から避難行動要支援者に関する情報（住居、情報伝達体制、必要な支援内容）を

平常時から収集し、一人一人の避難行動要支援者に対して複数の避難支援者を定める等、具

体的な避難支援計画の策定に努めるものとする。 

特に発災初期においては、町等の防災関係機関の対応が著しく制限されることから、民生

委員等と連携を図りながら、町内会、自主防災組織等において避難行動要支援者の所在をあ

らかじめ把握しておき、災害発生時においては、地域住民による救出、避難誘導活動を行う

ことが重要となる。 

また、町は、避難行動要支援者が避難する際に使用する避難用器具等の整備に努めるもの

とする。 

６．避難支援等関係者の安全確保 ［総務課、保健福祉課］ 

避難支援を行うにあたり、避難支援等関係者本人又はその家族等の生命及び身体の安全を

守ることが大前提である。このため、避難支援等関係者等の安全確保の措置を決めるに当た

っては、避難行動要支援者や避難支援等関係者等を含めた地域住民全体で話し合ってルール

を決め、計画を作り、周知することが適切であることから、町は、適切な措置について今後

検討に努めていく。また、避難行動要支援者には、避難行動要支援者名簿制度の活用や意義

等について理解してもらうことと合わせて、避難支援等関係者等は出来る限りの支援を行う

が、助けられない可能性もあることを理解してもらうよう説明、周知に努める。 

７．個別避難支援計画（個別計画）の作成 ［総務課、保健福祉課］ 

ア 個別計画の必要性 

避難行動要支援者名簿は、平常時から避難の際に支援が必要な者の所在を確認し、避

難支援や安否確認等に活用することができるが、災害時の避難支援等をより実効性のあ
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るものとするためには、さらに詳細な情報を記載した個別計画の作成を進めることが必

要である。 

イ 個別計画に記載すべき情報 

個別計画に記載する情報は指定されていないため、町の判断により個別計画の様式等

を決定することになるが、記載すべき情報としては、避難行動要支援者名簿に記載され

ている情報に加え、以下の情報が想定される。 

【具体的な記載情報例】 

１）避難支援を行う者（避難支援者） 

２）避難支援を行うに当たっての留意点 

３）避難支援の方法や避難場所、避難経路 

４）本人が不在で連絡が取れない時の対応 

５）緊急連絡先等 

 

個別計画の様式については、避難行動要支援者名簿に特に重要と思われる「緊急連絡

先」、「避難支援者」、「避難場所」等を記載することで個別計画を兼ねることも可能とす

る。ただし、その場合、特に配慮を要する者については、別紙として重要情報を添付す

るよう努めること。 

ウ 個別計画の作成方法 

町は、平常時からの避難行動要支援者名簿の情報提供等について同意が得られた者か

ら、民生委員や社会福祉協議会、自主防災組織等の避難支援等関係者へ名簿情報を提供

し、連携して個別計画の作成を進めること。 

【具体的な作成方法例】 

民生委員、自主防災組織等に個別計画作成に関する説明・要請を行い、地域から要支 

援者への働きかけ、聞き取り等を行うことで個別計画を作成する。 

８．地域の連携体制の確立 ［総務課、保健福祉課］ 

住民への災害時の避難行動要支援者の必要性に関する広報を徹底し、地域の中で避難行動

要支援者の把握と連携について対応可能となるよう、町内会、自主防災組織に対し指導と協

議を行う。 

９．緊急避難場所の確保 ［総務課、保健福祉課］ 

要介護高齢者等の緊急避難場所として、特別養護老人ホーム、和室のある公民館等を指定

できるよう協議を進めるとともに、町外の特別養護老人ホーム等との間で相互避難援助協定

締結を進める。この場合、緊急避難場所への保健師、ホームヘルパーの配置も併せて計画し

ておくものとする。 
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第４ 病院入院患者等対策 

［総務課、保健福祉課］ 

町は、病院、診療所等施設管理者に対し、入院中の要介護高齢者及び新生児、乳幼児、重症

患者等自力で避難することができない患者等について、避難救助が容易な病室に受け入れする

など、特別な配慮をするよう指導する。 

 

第５ 外国人への防災対策 

［総務課、町民税務課］ 

町は、言語、生活習慣、防災意識の異なる外国人をいわゆる「要配慮者」として位置付け、地

震災害発生時に迅速、的確な行動ができるよう、次のような条件、環境づくりに努めるととも

に、外国人登録時等の多様な機会に防災対策の周知に努めるものとする。 

１ 「やさしい日本語」を含む多言語による広報の充実 

２ 指定緊急避難所、避難標識等の災害に関する表示板の多言語化・ピクトグラム表示 

３ 外国人を含めた防災訓練・防災教育 

４ 外国人の雇用又は接する機会の多い企業、事業所等に対する防災教育等の指導、支援 

 

第６ 避難所における避難行動要支援者支援 

１．避難所における物理的障壁の除去（ユニバーサルデザイン化） ［総務課、保健福祉課、

学校教育課、子育て支援課、生涯学習課］ 

町が避難所として指定する施設は、障がい者や高齢者などの生活面での物理的障壁が除去

され、ユニバーサルデザインへの配慮がなされている公的施設とすることを原則とし、ユニ

バーサルデザイン化されていない避難所に避難行動要支援者が避難した場合は、バリアフリ

ートイレ、スロープ等の段差解消設備を速やかに設置できるようあらかじめ体制の整備に努

めておくものとする。また、介助、援助を行うことができる部屋を別に設けるなど、要支援

者の尊厳を尊重できる環境を整備するよう努めるものとする。 

２．福祉避難所の指定 ［総務課、保健福祉課］ 

町は、避難所での生活において特別の配慮を必要とする者が避難できるような機能等を有

する施設を福祉避難所として５箇所指定している。 

今後は、福祉避難所の指定箇所の増加を検討するとともに、避難生活を支援するために必

要となる専門的人材の確保に関して、関係団体等との連携を図り、災害時に人的支援を得ら

れるような受入体制を構築する。 
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第 20 節 ボランティアとの連携 
 

大規模な地震災害発生時における県内外からの多くのボランティアの申し入れに対して、町及

び関係機関・団体は相互に協力し、ボランティアの受付、調整等を行うための体制の整備を図る。 

また、ボランティアの受入れに際しては、医療、看護、高齢者介護や外国人との会話力、建築

物の応急危険度判定等ボランティアの技能が効果的にいかされるよう配慮する。 

 

第１ ボランティア活動の意義 

［保健福祉課、社会福祉協議会］ 

災害時におけるボランティア活動には、行政が実施すべき応急対策の補完的な役割を果たす

ものと、被災者個人の生活維持や再建を支援するものとがある。 

こうした意義を踏まえ、ボランティア活動が災害時において効果的にいかされる方法等につ

いて検討を進める必要がある。 

なお、町及び県は、「防災とボランティアの日」（毎年１月 17日）及び「防災とボランティア

週間」（毎年１月 15日～21 日）を中心に、災害ボランティアの意義や参加について啓発に努め

るものとする。 

 

第２ ボランティア団体等の把握、登録等 

［保健福祉課、社会福祉協議会］ 

災害発生と同時に各地からボランティアの申し出がなされることが予想される。 

これらのボランティアは組織化された集団ではない場合も多く、町が個々のボランティア活

動を把握することは困難であると思われる。 

そのため、町は日本赤十字社福島県支部、県社会福祉協議会、町社会福祉協議会などと連携

を図りながら、ボランティア団体及び専門的な知識、技能を持つボランティアの把握に努める

ものとする。 

また、個々の善意、能力を活用できるようボランティア連絡協議会を設立するなど、登録制

度の導入についても検討していくものとする。 

なお、応急危険度判定士については、講習会を実施の上、県土木部（建築総室）において認

定登録を行っており、さらに消防職員ＯＢを対象とした消火・救急救助ボランティア等のボラ

ンティア登録制度の導入についても検討していくものとする。 

 

第３ ボランティアの連携体制の整備 

１．ボランティアの情報共有 ［保健福祉課］ 

ボランティア、特に被災地域外からのボランティアは、活動を行うに当たって、被災地の

どの分野でどのようなニーズがあるのか、情報がないと効果的な活動が行われにくいことが

予想される。そのため、町は、地域におけるボランティアコーディネート機能を有するボラ

ンティア団体等と連携を図りながら、ボランティア活動に関する情報の共有に努める。 
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２．コーディネート体制の整備 ［保健福祉課、社会福祉協議会］ 

町は、災害時に町社会福祉協議会が中心となって立ち上げるボランティアセンターとの連

携の強化を図る。 

また、町は、災害時におけるボランティア活動の拠点となる施設の提供についてもあらか

じめ検討しておくとともに、防災訓練において町社会福祉協議会と連携してボランティアセ

ンターの立ち上げ・運営訓練等を実施する。 

３．ボランティアの育成 ［保健福祉課、社会福祉協議会］ 

ボランティアの受入れ態勢等について、町社会福祉協議会、日本赤十字社福島県支部の機

関等と協議し、ボランティアが十分機能できるよう指導・育成を行う。 

（１）社会教育の場等あらゆる機会を活用し､ボランティアの担い手の育成を図る。 

（２）各地区､各種ボランティアの把握に努める。 

（３）ボランティアグループに対して研修会、説明会等を開催し、防災意識の理解、啓発を図

る。 

（４）ボランティアグループの震災時における役割分担の明確化を図るとともに、具体的行動

マニュアルを作成する。 

（５）町内、町外ボランティアの受入れ体制の確立 

受入れる組織、コーディネーターの育成、ボランティアに対する食・住の対応について

も検討する。 

４．ボランティア活動保険 ［保健福祉課、県、関係機関］ 

町及び関係機関は、ボランティア活動中の事故や賠償事故の保障に効果のあるボランティ

ア活動保険の普及啓発を図る。 

 

第４ 受援力の強化 

［総務課、保健福祉課］ 

防災ボランティアの支援をいかすためには、被災地側がボランティアの支援に上手に寄り添

う「受援力」が重要である。この受援力を強化するために、町は、以下に掲げる住民の取組み

を支援・強化する。 

 

【受援力を高めるための住民の平時の取組み】 

○地域の防災マップをつくる。 

○地域の防災訓練に参加する。 

○支援が必要なときの窓口（相手）を決めて把握しておく。 

○日頃から地域の人と人とのつながりを築いておく。 
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第５ ボランティアの種類 

［総務課、保健福祉課］ 

ボランティア活動には、労務提供型の一般ボランティアと専門知識、技能を必要とする専門

職ボランティアの２つが考えられる。 

専門職ボランティアには、医師や看護師の資格をもつ医療ボランティア、介護福祉士の資格、

あるいは介護職等の経験を持つ介護ボランティア、建物の倒壊、外壁等の落下の危険度を調査

し、建築物としての使用継続の可否の判定に当たる応急危険度判定士、外国人との通訳・翻訳

を行う通訳ボランティア、消防業務に知識、経験を有する救急救助ボランティア、アマチュア

無線の免許を有する無線ボランティアなどが考えられる。 

さらに、町が個々にボランティア活動を把握することは非常に困難であることから、災害時

において行政とボランティア間を取り持ち、ボランティアの指導、総合調整に当たるボランテ

ィアコーディネーターも有効であると考えられる。 

町は、上記の専門ボランティアやボランティアコーディネーターなどの育成方法等について

検討していくものとする。 

 

【ボランティアの活動内容】 

○一般作業（専門分野を持たずに労働力を提供） 

・炊き出し、清掃、救援物資の仕分け等 

○特殊作業 

・通訳、医療、通信、消防、介護、輸送等 

○災害ボランティアコーディネート業務 

 

【主なボランティアの種類】 

ボランティアの種類 関係団体 

①一般・福祉ボランティア 社会福祉協議会 

②高齢者支援ボランティア 関係支援団体 

③障がい者支援ボランティア 関係支援団体 

④医療ボランティア 医師会、看護協会、歯科医師会、薬剤師会 

⑤語学ボランティア 国際交流協会 

⑥応急危険度判定士 建築士会 

⑦山地災害、砂防ボランティア  

⑧救助・救急ボランティア 消防協会 

⑨アマチュア無線 アマチュア無線連盟 

⑩被災ペット救助ボランティア 獣医師会 

⑪栄養・食生活支援ボランティア 栄養士会、食生活改善推進連絡 

⑫子ども、 

一人親家庭支援ボランティア 
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第 21 節 危険物施設等災害予防対策 
 

地震による危険物等貯蔵施設に係る危険物災害並びに毒・劇物による災害を未然に防止するた

め、自主保安体制の強化と危険物施設の構造・設備を充実強化させることにより、危険物施設等

の安全性を高めるなどの防災対策の確立を図るものとする。 

 

第１ 危険物施設災害予防対策 

１．現況 ［総務課、伊達地方消防組合］ 

石油類をはじめ種々危険物はエネルギー源、各種産業における原材料として欠くことがで

きず、また生活様式の高度化により広く一般家庭に浸透している。 

危険物による災害を未然に防ぐために増加する危険物取扱施設に対し有効な指導ができる

よう、町（総務課）は、危険物取扱者の資質向上及び自主保安体制の確立を目的に、危険物

取扱者に対する講習等の啓発教育事業を伊達地方消防組合の協力の下に実施する。 

２．防災体制の確立 ［危険物取扱事業者］ 

危険物取扱事業者は、危険物取扱施設の不備を除去し、地震災害による危険物の漏えい、

延焼等の二次災害の発生防止に努め、また、二次災害が発生した場合に対処するため、初動

措置として実施すべき事項を明確にしておくものとする。 

３．事業計画 ［総務課、伊達地方消防組合、危険物取扱事業者］ 

（１）施設強化計画 

危険物取扱事業者は、地震発生時における事故防止のため、日常点検、定期点検等によ

り、危険物取扱施設が消防法等に規定する技術上の基準に適合し維持されるよう管理を徹

底し、また、危険物の漏えい、落下、延焼等の防止が図られるよう施設の改善に努めるも

のとする。 

（２）予防教育計画 

危険物取扱事業者は、事業所従事者に対し、災害時の危害防止対策や防災体制等につい

ての災害予防教育を実施し、災害発生時の被害の減少を図るものとする。 

（３）防災資機材等の整備等 

災害防止作業に必要な防災資機材等を、常に使用可能な状態とするための整備、点検を

行うものとする。 

（４）防災訓練の実施 

地震発生後に迅速かつ的確に防災活動を行えるよう、できる限り実践に即した訓練を実

施するものとする。 

（５）自主保安体制の確立 

町及び伊達地方消防組合は、県と協力し関係事業所の自主保安体制を向上させ、地震時

の事故発生を抑止するため、次の措置を講ずる。 

ア 危険物取扱者制度の効果的運用 

(ｱ) 危険物保安監督者の選任、解任の届出を徹底させる。 

(ｲ) 危険物取扱者保安講習の受講について関係機関の協力を得て、個別通知により受講
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率の向上を図る。 

イ 施設の維持管理及び危険物取扱い等の安全確保 

(ｱ) 危険物施設保安員の選任を指導する。 

(ｲ) 危険物の取扱い等について技術上の基準を遵守するよう指導する。 

(ｳ) 危険物取扱い等の安全確保のため、予防規定の作成及び必要に応じて見直しを指導

する。 

４．安全対策の強化 ［総務課、県］ 

町は、地震発生時における危険物による二次災害の発生及び拡大を防止するため、保安体

制の確立、適正な施設の維持管理及び貯蔵取扱基準の遵守を図り、危険物取扱施設、公道上

での移動タンク貯蔵所等の伊達地方消防組合による予防査察指導の強化、効率化を図る。 

 

第２ 火薬類施設災害予防対策 

１．現況 ［火薬類関係事業者］ 

火薬、爆薬をはじめとする火薬類は、土木、採石、鉱山などの幅広い産業分野において活

用されており、火薬類の製造、貯蔵、消費、移動等に当たっては、社員等に対し、保安教育等

災害防止対策を行っている。 

２．防災体制の確立 ［火薬類関係事業者］ 

製造業者、販売業者及び消費者（以下「関係事業者」という。）は、災害の発生するおそれ

がある場合、又は発生した場合に対処するため、災害対策に関する規程を整備し、初動措置

として実施すべき事項を明確にしておくものとする。 

３．事業計画 ［総務課、伊達地方消防組合、県、火薬類関係事業者］ 

（１）製造所、火薬庫、火薬類取扱所、火工所及び庫外貯蔵所の強化計画 

ア 製造所、火薬庫、火薬類取扱所、火工所及び庫外貯蔵所の構造物（以下「施設等」とい

う。）については、地震火災等による災害防止及び盗難防止を図るため、火薬類取締法に

基づく管理を徹底するものとする。 

また、火薬庫については、火薬庫定期自主検査指針に基づき、定期的に自主検査を行

うものとする。 

イ 貯水槽等の消防用設備は、常に良好な状態に維持するものとする。 

（２）予防教育計画 

ア 火薬類取扱保安責任者及び従事者に対し、手帳制度に基づく再教育講習、保安教育講

習を受講させ、災害防止及び盗難防止の徹底を図るものとする。 

イ 関係事業者は、保安計画に基づく保安教育を実施し、保安の確保を促進するものとす

る。 

（３）防災資機材等の整備等 

災害防止作業に必要な防災資機材等を常に使用可能な状態とするための整備、点検を行

うものとする。 

（４）防災訓練の実施 

地震発生後に迅速かつ的確に防災活動を行えるよう、できる限り実践に即した訓練を実

施するものとする。 
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（５）関係事業者の自主保安体制の推進 

町、県及び消防機関は、火薬類等保管施設に対して、自主的な保安管理体制及び応急措

置体制の強化を指導するとともに、関係業種別の保安団体の積極的な活動を推進し、各種

災害の防止を図るよう指導する｡ 

 

第３ 高圧ガス施設災害予防対策 

１．現況 ［高圧ガス製造事業者等］ 

高圧ガスについては、化学工場をはじめとして各種工場、冷凍倉庫から病院に至るまで幅

広く使用されており、高圧ガスの製造、貯蔵、消費、移動等に当たっては、社員等に対し、保

安教育等災害防止対策を行っている。 

２．防災体制の確立 ［高圧ガス製造事業者等］ 

高圧ガス製造事業者等は、災害が発生するおそれがある場合、又は発生した場合に対処す

るため、初動措置段階における組織として、災害対策に関する規程及び危害予防規程に基づ

く体制を整備し、初動措置として実施すべき事項を明確にしておくものとする。 

３．事業計画 ［総務課、県、高圧ガス製造事業者等］ 

地震防災応急対策に係る措置を円滑に実施することによって、二次災害の防止や製造設備

等の早期復旧を図るための地震防災計画を策定し、これを段階的に推進していくものとする。 

（１）高圧ガス施設の耐震性の強化計画 

ア タンク・塔槽類の維持・管理 

タンク・塔槽類については、耐震性能の維持・管理の徹底を図るものとする。 

イ 配管系の耐震性の強化 

配管系については、高圧ガス保安法の高圧ガス設備等耐震設計基準による他、自社の

設置状況に応じた耐震性の強化等を図るものとする。 

ウ 高圧ガス設備関連の液状化対策 

自社区域内の液状化調査等を実施し、液状化の可能性の高い場所に設置されている高

圧ガス設備については、液状化発生に対する防止措置等を講ずるものとする。 

エ 計装制御系、保安電力系の耐震化対策 

計装制御系、保安電力系については、地震が発生した場合においても、確実に作動す

るよう耐震化対策を講ずるものとする。 

（２）予防教育計画 

保安統括者及び製造保安係員等に対し、保安教育講習を実施し、災害防止の徹底を図る

ものとする。 

（３）防災資機材の整備等 

復旧作業に必要な防災資機材等を整備しておくものとする。 

ただし、自社による整備が困難な場合は、関係団体等からの調達ルートを確立しておく

ものとする。 

（４）防災訓練の実施 

地震発生時に迅速かつ的確に防災活動を実施するため、行政機関の防災計画との関連も

考慮して、災害対策本部の活動、現地対応等について、できる限り実践に則した訓練を実
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施するものとする。 

（５）関係事業者及び関係団体への自主保安体制の推進 

高圧ガス製造事業者等及び関係団体に対して、自主的な保安管理体制及び応急措置体制

の強化を指導するとともに、関係業種別の保安団体の積極的な活動を推進し、各種災害の

防止を図るよう指導する｡ 

 

第４ 毒物・劇物施設災害予防対策 

１．現況 ［伊達地方消防組合、毒物劇物取扱事業者］ 

毒物・劇物については、化学工場をはじめとして各種工場での原料等に幅広く使用されて

おり、毒物・劇物の製造、貯蔵、取扱、運送に当たっては、災害発生の際の毒物劇物が取扱施

設等から飛散し、漏れ、しみ出し若しくは流れ出し、又は地下にしみ込むことによる災害を

防止するため、県は、毒物劇物取扱施設等に対する立入検査を実施するとともに、危害防止

対策の指導を実施している。 

２．防災体制の確立 ［毒物劇物取扱事業者］ 

毒物劇物取扱事業所は、地震による災害の発生に伴う毒物・劇物の製造、販売、貯蔵等の

取扱施設からの飛散、漏れ、しみ出し若しくは流れ出し、又は地下にしみ込むことによる二

次災害に備え、毒物劇物危害防止規定に基づく組織体制及び緊急連絡等情報網並びに初動措

置として実施すべき事項について整備するものとする。 

３．事業計画 ［伊達地方消防組合、毒物劇物取扱事業者］ 

（１）毒物劇物取扱事業所の強化計画 

ア 毒物劇物取扱事業者は、製造、販売、貯蔵等の取扱施設が毒物及び劇物取締法（以下

この項目において「法」という。）に規定する技術上の基準に適合し、維持されているか

についての定期自主検査を徹底するものとする。 

また、運送においては、交通事故等に十分注意し、法に規定する運搬の基準を遵守す

るものとする。 

イ 消防用設備は、常に良好な状態に維持するものとする。 

ウ 毒物劇物配管系については、耐震性の強化等を図るものとする。 

エ 毒物劇物設備関連施設の液状化対策を図るものとする（防液堤等の関連設備の液状化

対策）。 

オ 地震時の災害拡大防止のための安全管理を図るものとする（計装制御系、保安電力系

の耐震化対策）。 

カ タンク・塔槽類の耐震性能の維持、管理の徹底を図るものとする（基礎部の補修、不

同沈下の測定の確実な実施）。 

（２）予防教育計画 

毒物劇物取扱事業者の毒物劇物取扱責任者等は、事業所従事者に対し、災害時危害防止

対策や防災体制等についての災害予防教育を実施し、災害防止の徹底を図るものとする。 

（３）防災資機材等の整備 

毒物劇物取扱事業者は、取扱う毒物・劇物に対する保護具、中和剤等防災資機材の整備

及び点検を行い、常に良好な状態に維持するものとする。 
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（４）防災訓練の実施 

毒物劇物取扱事業者は、災害発生時に迅速かつ的確に防災活動を行えるよう、できる限

り実践に即した防災訓練を行うものとする。 

（５）伊達地方消防組合の任務 

必要に応じ立入検査等を実施して施設の実態を把握し、防災上必要な事項について指導

する。 

また、特に事業所に対しては中和剤等の確保と応急処置体制等についての検討並びに防

火管理者等に適切な防災計画の立案整備について指導する。 
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第 22 節 応援協力体制の整備 
 

大規模災害発生時は、被災自治体だけで災害対策を実施することは不可能であり、自治体間の

協力や民間企業等と連携して災害対策を実施する必要がある。また、ＣＳＲ（企業の社会的責任）

の一環として、災害対応への協力に積極的な企業も増加しているため、被災住民だけでなく帰宅

困難者等への対応、役務の提供など、様々な場面での企業、団体からの協力を得るための災害時

応援協定の締結を促進する。 

 

第１ 市町村間の相互援助協定等の締結 

［総務課］ 

平成５年４月 30 日に拠点都市地域として指定を受けた本町を含む県北 17 市町村が、災害時

における応急対策の万全を期し、物資等の相互援助を行うことを趣旨とする協定を平成７年８

月１日付けで締結した。 

また、平成８年８月 28 日付けで福島県北と宮城県南の本町を含む８市 25 町３村による福島

宮城広域圏災害時相互応援協定が締結された。さらには、これに山形県南の市町村が加わり 33

市町村による協定が平成９年１月 16 日に発効した。今後は、この協定に沿って広域的な連絡体

制、応援体制の確立を図るとともに、効果的な支援のシステムについて構築していく。また、

県外市町村との応援協定についても、締結を進めている。 

さらに、「福島地方拠点都市地域基本計画」に定める国土の保全、災害の防止等のための施策

を地域が一体となって進めていく。 

災害時相互応援協定の一覧については、資料編（資料５-１）に示す。 

 

第２ 民間事業者・団体との災害時応援協定 

災害発生時、支援物資やサービスが緊急に必要になる場合に備えて、物資や役務の供給力を

持つ民間事業者・団体との応援協定締結を推進する。 

 

１．食料、生活必需品等の供給 ［総務課］ 

町は、農業協同組合、米穀取扱業者等と災害時の食用米の供給に関する協定の締結を推進

する。また、スーパーマーケット、ホームセンター、卸売業者など、店舗や流通に在庫を有

する企業等とも食料や生活必需品の供給に関する協定の締結を推進するとともに、災害発生

後の時間経過により、被災者のニーズが変化していくため、そのニーズに応じた物資の調達

を進めるものとする。 

２．物流、物資配送等の災害対応業務 ［総務課］ 

町は、災害時の物資の輸送等を円滑に行うため、運送事業者等との協定締結を促進する。 

３．燃料等の確保 ［総務課］ 

町は、災害業務従事車両や協定に基づく食料等物資搬送のための車両の燃料確保、防災拠

点施設の自家発電用燃料を確保するため、県等と連携してガソリン等燃料について確保する
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ための体制を構築するとともに、石油業協同組合等の関係機関との災害時応援協定の締結を

推進し、災害発生時の燃料の確保、安定供給のための体制及び災害発生時の業務従事車両や

物資運搬等へ優先給油の体制整備に努める。 

また、災害発生時の災害業務従事車両や物資運搬車両等への優先給油についても検討する。 

４．その他の民間事業者等との協定締結 ［総務課］ 

町は、その他、必要に応じて民間事業者・団体との応援協定を締結し、災害に備えるもの

とする。 

 

第３ 応援協定の公表 

［総務課］ 

町は、民間事業者、団体等と締結している災害時応援協定の締結先と内容について公表し、

住民へ周知することにより、災害が発生した際に被災者が円滑に支援を受けられるように努め

るものとする。 

 

第４ 連絡体制の整備  

［総務課］ 

町は、災害発生時に協定締結先との連絡調整を確実に行えるよう、毎年協定締結先の電話番

号や担当者についての確認を行うものとする。また、協定締結先においては、災害発生時に町

からの支援要請があった場合に速やかに対応できるよう、平常時から支援体制を整備するとと

もに、内部における訓練の実施に努めるものとする。 

 

第５ 応援受入体制 

［総務課］ 

人的・物的資源の受入れ手順や応援を受ける業務等について、対象業務、担当部署、具体的

な手続等については、別途「川俣町災害時受援計画」に従い、速やかに必要な応援の受入れを

行うものとする。 
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第１節 応急活動体制 
 

町及び防災関係機関は、町内の地域に地震による災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合は、災害応急対策を迅速、強力かつ効率的に推進するため、法令及び防災計画並びに当該機関

の防災に関する計画の定めるところにより、その活動体制に万全を期するものとする。 

この場合において、それぞれの防災関係機関は、その組織及び機能の全てを挙げて災害応急対

策活動の協力をするものとする。 

 

第１ 災害応急対策の時系列行動計画 

１．時系列行動計画作成の意義 ［各班、関係機関］ 

時間経過に応じた標準的な災害応急対策を設定し、町、県、防災関係機関、並びに住民に

周知することにより、外部からの災害対応業務の「見える化」を推進し、災害復旧への道筋

を示すものであるとともに、町における業務継続計画（ＢＣＰ）にも関連するものである。 

当然のことながら、災害応急対応の着手時期や内容は災害の規模に応じて異なるものであ

り、実際の災害対応においては、この計画にとらわれずに臨機応変に対応するべきものであ

る。 

２．初動対応において重要な対策 ［各班、関係機関］ 

住民の生命を守るために必要な初動対応については、以下のとおり。 

（１）災害発生後１時間以内 

ア 住民への速やかな避難指示、誘導 

イ 災害対策本部の設置、本部員会議の開催、住民に向けての町長メッセージ発出 

ウ 通信連絡網の確立 

エ 被害情報の収集・発信 

オ 県を通じて自衛隊への災害派遣要請 

（２）災害発生後３時間以内 

ア 県及び県を通じての関係機関、災害時応援協定による自治体への応援要請 

イ 避難所の開設、応急給水開始 

ウ 避難用輸送手段、緊急輸送路等の確保 

エ 各種公共施設の安全対策 

（３）災害発生後６時間以内 

ア ＤＭＡＴ、広域援助体制による救助活動 

イ 応急復旧作業 

ウ 被害情報とともに安心情報の発信 

エ 広域避難の準備 
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３．時系列行動計画 ［各班、関係機関］ 

No. 災害応急
対策業務 

(本部担当班等) 災害発生後１時間以内 ３時間以内 ６時間以内 12時間以内 24時間以内 ３日以内 １週間以内 

１ 災害対策
本部体制 

各班 ●災害対策本部の設置 
●事務局会場設営 
●関係機関への通知 

●第１回本部員会議開催 

●第２回本部員会議開催
（以降、適時開催） 

    ●業務量に応
じ本部体制の
見直し 

２ 情報連絡 消防交通班 
各班 

●関係機関からの情報収集 
●県からの情報連絡員の受

入れ 

●定期的な情報収集      

３ 職員の動

員 

各班 ●職員全員登庁 

●指定職員が事務局参集 
●職員登庁先、安否確認 

      

４ 災害情報

収集伝達 

消防交通班 

各班 

●県への被害第一報報告 

●関係機関からの被害報告 
●消防防災ヘリ情報収集出
動要請 

●職員派遣による情報収

集 
●ヘリからの災害情報提
供 

●定期的な被害報告 

     

５ 通信の確

保 

消防交通班 

デジタル推進班 
関係機関 

●防災行政無線の確認 

●使用可能な通信手段の確
認 

●使用可能な通信手段の

通知 
 

●アマチュア無

線協力要請 
●伝言ダイヤル
等活用周知 

    

６ 相互応援
協力 

消防交通班 
地域福祉班 
まちづくり推進班 

農業振興班 
農林整備班 
関係各班 

 ●周辺市町村、関係機関
に協定にもとづく応援要
請 

●県への応援要請 

●広域応援の受
入準備 

 ●要請による
被災市町村へ
の応援職員派

遣 

●広域応援職
員受入 

 

７ 広報計画 文書広報班 
デジタル推進班 

●町長緊急メッセージ ●被害速報マスコミ提供 ●安心情報の適
時提供 

    

８ ホームペ
ージ等 

デジタル推進班 
 

 ●災害対応ホームページ
掲載 
●災害情報の掲載 

     

９ 消火活動 消防交通班 
伊達地方消防組合 

町消防団 

●地域による初期消火活動 ●県内広域応援による消
火活動 

●緊急消防援助隊、広域
応援ヘリの要請と受入体
制の整備 

●緊急消防援助
隊による消火活

動 

    

10 救助・救
急 

消防交通班 
伊達地方消防組合 
町消防団 

自主防災組織 
事業所、住民 

●地域による救急活動 ●県内広域応援による救
急活動 

     

11 自衛隊災
害派遣 

消防交通班 
自衛隊 

●派遣要請の準備 
●自衛隊ヘリ情報収集、自
主派遣 

●県への自衛隊派遣要請 
●受入体制、作業計画作
成 

●救援活動開始 
 

    

12 避難・避
難所 

総務班 
消防交通班 
文書広報班 

デジタル推進班 
地域福祉班 
町民班 

管理班 
学校教育班 
子育て支援班 

幼児教育班 
生涯学習班 
関係機関 

●避難指示 
●住民への周知 
●避難場所の確保 

●避難所の開設、周知 ●県等への避難
所設置要請 
●県への広域避

難の要請 

●避難所自主運
営組織の確立 
●旅館ホテル等

の避難所確保 

 ●小規模避難
所の集約 
●旅館ホテル

等への避難開
始 

 

13 医療（助
産）救護 

地域福祉班 
健康増進班 

伊達地方消防組合 
伊達医師会 
関係機関 

●病院施設等医療情報収集 
●医師会への医療（助産）救

護班の派遣要請 
●救護班設置準備 

●救護所設置 
●医療（助産）救護班の活

動開始 
●救護班の活動開始 
●薬品等の確保 

●県への応援要請 

●ＤＭＡＴ活動
開始 

 

●血液の確保    

14 道路の確
保 

消防交通班 
管理班 

建設班 
農林整備班 

●被害状況の収集 ●道路開通状況の広報 
●緊急輸送路の啓開作業 

●事業者等と連
携し道路確保 
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No. 災害応急
対策業務 

(本部担当班等) 災害発生後１時間以内 ３時間以内 ６時間以内 12時間以内 24時間以内 ３日以内 １週間以内 

15 緊急輸送

対策 

総務班 

消防交通班 
管理班 
建設班 

まちづくり推進班 
関係機関 

 ●運用可能車両把握と確

保 

●避難者等輸送 ●支援物資配送    

16 災害警備
活動及び
通行規制 

消防交通班 
管理班 
建設班 

福島警察署川俣分庁舎 

関係機関 

●避難誘導 
●救助活動 

●緊急輸送路の確保 
●通行規制実施、周知 

●緊急通行車両
証明書申請 

    

17 防疫及び

保健衛生 

生活環境班 

地域福祉班 
健康増進班 

 ●防疫班の設置 ●防疫活動実施 ●給水、炊出等

食品衛生指導 
●井戸水等水質
検査 

 ●被災地の消

毒、ネズミ等
駆除 

●避難所の衛

生指導、食事
栄養指導 

18 メンタル
ヘルスケ

ア 

地域福祉班 
健康増進班 

     ●カウンセラ
ー、相談員等

の巡回 

 

19 ペット救
護 

総務班 
生活環境班 

学校教育班 
子育て支援班 
幼児教育班 

生涯学習班 
県北保健福祉事務所 

  ●県等への支援
要請 

  ●県の動物救
護活動への協

力 
●ペット同伴
可避難所広報 

●放置ペット
の救援活動 

 

20 清掃及び
廃棄物処
理 

消防交通班 
生活環境班 
伊達地方衛生処理組合 

   ●ごみ収集体
制・し尿処理体
制の構築、仮置

き場の検討 
●広域収集処理
応援要請 

●災害清掃の
実施 

●がれき処理
体制の検討 

●がれき処理 

21 救援対策
（水、食
料、生活

必需品） 

消防交通班 
水道班 
地域福祉班 

まちづくり推進班 
学校教育班 
子育て支援班 

幼児教育班 
生涯学習班 
保健体育班 

関係機関 

 ●応急給水の開始 ●食料必要数の
情報収集 
●町内事業者等

との協議 

●備蓄品による
供給 
●生活必需品の

必要数収集 
●毛布等の避難
所への提供 

●協定先から
食料・物資供
給 

●一般的生活
必需品の提供 

●ニーズに応
じた物資の提
供 

 

22 救援対策

（ ト イ
レ、入浴
等） 

生活環境班 

関係機関 

  ●事業者に仮設

トイレ等の調達
要請 

●避難所等へ仮

設トイレ設置 

●自衛隊へ入

浴施設派遣要
請 

●旅館、公共

施設等入浴施
設への協力要
請 

 

23 義 援 物
資、義援
金受付 

文書広報班 
消防交通班 
デジタル推進班 

地域福祉班 

 ●個人等の物資受入辞退
周知 

 ●義援物資要請
取りまとめ公表 

●義援金受付
口座公表 

  

24 建築物応

急危険度
判定 

管理班 

建設班 
関係機関 

  ●被災地区、建

築物の把握 
●応援要請 

 ●応急危険度

判定の実施 

  

25 災害相談

窓口 

消防交通班 

各班 

    ●相談員配置

検討 

●電話専用窓

口の設置 

●避難所への

相談員巡回開
始 

26 金融機関
の対応 

町指定金融機関等  ●店舗の安全確保 
●システム稼働確認 

  ●預金者、事
業者相談体制
の設置 

●臨時払い出
し手続き開始 

 

27 仮設住宅
建設、借
り上げ住

宅 

管理班 
県 

    ●仮設住宅の
必要戸数把握 

●仮設住宅、
借上げ住宅計
画の方向性作

成 

●仮設住宅建
設開始 

28 住宅応急

修理 

建設班       ●住宅応急修

理計画の検討 
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No. 災害応急
対策業務 

(本部担当班等) 災害発生後１時間以内 ３時間以内 ６時間以内 12時間以内 24時間以内 ３日以内 １週間以内 

29 遺体の捜

索、遺体
の取扱い 

総務班 

消防交通班 
生活環境班 
関係機関 

  ●捜索活動開始 ●関係機関への

支援要請 
●火葬場の稼働
状況確認 

●ドライアイ
ス・棺等の確保 

●遺体収容所

の設置 
●応援含む検
視･検案体制

の確立 

●火葬の開始  

30 上水道応
急対策 

水道班 
文書広報班 
デジタル推進班 

●被害状況調査 ●状況の広報 
●重要施設から復旧作業 

●関係機関への
応援要請 

    

31 電力施設
応急対策 

東北電力ネットワーク

㈱福島電力センター 

●被害状況調査 ●状況の広報 
●応急復旧作業 

     

32 ガス施設
応急対策 

簡易ガス事業者 
町内ＬＰｶガス事
業者 

●被害状況調査 
●ガス供給停止措置 

●状況の広報 
●応急復旧作業 

     

33 電気通信
施設応急
対策 

東日本電信電話㈱
福島支店 

●被害状況収集 
●災害優先電話の通信確保 

●優先順位により通信の
回復 

 ●臨時電話の設
置 

   

34 道路応急
対策 

建設班 
管理班 

関係機関 

●被害状況調査 ●緊急輸送路等の復旧作
業 

●通行規制 
●交通整理員の派遣 

●緊急通行路情
報広報 

    

35 河川管理

施設応急 

建設班 

管理班 
関係機関 

●水防警戒、水門操作 

●被害状況調査 

●危険箇所の安全対策 ●応急復旧作業     

36 砂防施設 県北建設事務所 ●震後点検 ●危険箇所の安全対策
（危険に応じ避難指示
等） 

●応急復旧作業     

37 ため池施
設 

農林整備班 ●緊急点検 ●危険箇所の安全対策
（危険に応じ避難指示
等） 

●応急復旧作業     

38 公共建築
物 

総務班 
管理班 

各施設管理者 

●利用者の安全な誘導 
●被害状況調査 

●危険箇所の安全対策 
●避難所受入準備 

●応急復旧作業     

39 園児、児
童生徒保

護、応急
教育対策 

消防交通班 
学校教育班 

子育て支援班 
幼児教育班 
健康増進班 

●児童生徒等の安全な避難 
●被害状況調査 

●(安全な場合)保護者へ
引渡し 

●避難所受入準備 

  ●授業再開方
針の検討 

●学用品要望
調査 

●応急教育場
所の準備 

●学用品の給
与 

●授業の再開 

40 文化財応
急対策 

生涯学習班  ●被害情報収集  ●応急修理、現
状保存 

 ●保管場所被
害の際移転作

業 
●県等への支
援要請 

 

41 要配慮者
等対策 

町民班 
地域福祉班 
子育て支援班 

幼児教育班 
健康増進班 
町社会福祉協議会 

社会福祉施設 

●関係機関との避難行動要
支援者名簿の情報共有 
●地域による要配慮者への

声かけ、避難支援、避難誘導 

●福祉避難所の開設 ●避難状況の把
握 
●社会福祉施設

等へ受入要請 

●外国人向けの
相談窓口、イン
ターネット情報

掲載 

 ●ヘルパー、
ボランティア
等の応援派遣 

 

42 ボランテ

ィア連携 

地域福祉班 

日赤福島県支部 
町社会福祉協議会 

  ●ボランティア

相談窓口設置 

●ボランティア

センター設置 

●ボランティ

ア活動調整 

  

43 危険物施

設応急対
策 

消防交通班 

伊達地方消防組合 
福島警察署川俣分庁舎 

各事業者 

●被害拡大防止緊急措置 

●被害状況調査 

●関係機関への報告 

●施設応急点検 

     

44 災害救助
法の適用 

消防交通班 
各班 

県 

●県による４号適用の検討 ●県から内閣府に報告 
●町への適用報告 

 ●県への情報提
供 

●県からの適
用報告 
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第２ 初動体制 

各課等の職員は災害発生を知った場合、直ちにこの計画による応急活動体制のための配備指

令に即応できる体制をとる。併せて夜間・休日等の場合、迅速に災害対策本部体制の確立が図

れるようにするとともに、本部設置までの間の空白を極力なくす体制をとるものとする。 

１．各課等の警戒体制 ［各課等］ 

各課長等は、災害が発生し、又は発生のおそれがあると認めるときは、災害対策本部設置

前配備担当職員のうち必要な職員を配備して警戒活動を実施するとともに、以下の事項を行

う。 

（１）情報の収集 

（２）状況の報告 

（３）配備検討会の設置の進言 

２．配備検討会 ［各課等］ 

（１）配備検討会の開催 

災害時の早期対応と初動体制の確立を図る観点から、情報収集、初期緊急応急対策計画

の検討とその計画実施のための配備体制の検討、その他町長からの特命事項等について協

議するため、次のいずれかの場合、配備検討会を開催しその協議結果を副町長へ報告する。 

ア 総務課長が必要と認めたとき 

イ 各課長又は配備検討会の各課長から総務課長に要請があったとき 

（２）配備検討会の構成等 

配備検討会は、総務課長、建設水道課長、農林振興課長をもって構成し、事務局を総務

課に置く。 

３．災害対策本部設置前配備 ［各課等］ 

災害対策本部設置前配備は、総務課長が指令する｡ 

総務課長は、配備検討会の報告を踏まえ状況を総合的に判断し、この計画に基づき災害対

策本部設置前配備を指令するとともに、副町長に報告する。 

配備についた職員は、上司の命令に従い、直ちに災害応急対策活動を実施する。 

（１）災害対策本部設置前配備課 

災害対策本部設置前配備を行う課等は下表のとおりとし、各課長は課員の任務分担及び

勤務時間外における連絡体制をあらかじめ定め、職員に周知しておく。 

 

【災害対策本部設置前配備の基準】 

災害対策本部設置前配備の 

対象課 

配備職員 基準 対応事項 

総務課、政策推進課、財政課、町

民税務課、保健福祉課、農林振興

課、建設水道課、原子力災害対策

課、学校教育課、子育て支援課、

生涯学習課の各課 

総務課長及び

各課長に指定

された職員 

総務課長が指

示した場合 

・情報の収集 

・施設、設備の点検、確認 

・各課長の指示への対応 
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４．夜間･体日等勤務時間外の体制 ［各課等］ 

（１）臨時非常配備体制 

勤務時間外の緊急事態発生時の体制確立手順は、次のとおりとする。 

ア 本庁日直員、宿直員は災害情報を収受したとき、「気象情報等の収集及び伝達に関する

計画」に定める非常連絡経路により、町長、副町長、総務課長ヘ連絡する。 

イ 本庁日直員、宿直員は、町長、若しくは特別非常参集職員（第２節－第３）、又はその

他の職員が登庁するまでの間、総務課長又は総務課長補佐の指示に従い、情報の収受等

に当たる。 

ウ 職員は、(２)に定める基準により、地震の発生又は被害の発生を知ったときは、直ち

に所定の配置場所に参集する。 

エ 特別非常参集職員は、総務課長の指示に基づき、災害対策本部開設までの間、初期応

急活動を行う。 

オ 「臨時非常配備体制」は、警戒配備・特別警戒配備・特別警戒本部（災害対策本部設置

前配備体制）、災害対策本部のいずれかが設置された段階で引継ぎを行い、それぞれの配

備体制へ移行する。 

カ 臨時非常配備体制の任務 

(ｱ) 防災行政無線の利用その他の方法による情報収集 

(ｲ) 県及び防災関係機関との連絡 

(ｳ) 災害対策本部開設の準備 

(ｴ) 避難所、救護活動拠点の開設その他救護活動の準備 

(ｵ) 住民対応 

(ｶ) 参集したその他の職員の指揮 

(ｷ) その他必要な事項 

（２）参集基準 

休日、勤務時間外の参集基準は下記のとおりとする。 

ただし、被害の状況等によってはこの限りではない。 

 

【休日､勤務時間外の参集基準】 

職員の区分 
地震発生 

[震度４] 

地震発生 

[震度５弱・５強] 

地震発生 

[震度６弱以上] 

配備検討会担当課職員 
直ちに参集 

(指定された職員) 
直ちに参集 

災害対策本部設置前配備

担当職員 

被害により参集 

災害対策本部員 待機 災害対策本部設置後に参集 

特別非常参集職員のうち

指定された職員 
待機 直ちに参集 

その他の各職員 待機 被害により参集 直ちに参集 
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第３ 川俣町災害対策本部 

災害対策基本法第 23 条の２及び川俣町災害対策本部条例の規定に基づき、川俣町の地域に係

る災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、町長が設置する機関で、町長を本

部長として町長部局及び町職員をもって組織し、災害予防及び災害応急対策の実施を任務とす

る機関である。 

１．本部の設置と解散 ［総務課］ 

（１）町災害対策本部の設置 

ア 町長は、地震により被害が発生し、又は被害発生のおそれがある場合において、次の

基準により必要と認めたときは、応急対策を円滑に実施するため、川俣町災害対策本部

（以下、この節において「本部」という。）を設置する。 

また、町長は、災害の危険がなくなったとき、又は当該災害に係る応急対策がおおむ

ね終了したときは、本部を解散する。 

設 置 基 準 

①町域において震度６弱以上を観測したとき 

②町域において震度５弱以上を観測し、被害の発生が予想されるか被害の報告があったとき 

③その他、総合的な応急対策を必要とするとき 

※設置基準①に該当する場合は、災害対策本部を自動的に設置する。 

イ 大規模災害発生時における町長の不在等の非常時において、町長による災害対策本部

設置の決定が困難な場合は、第１順位：副町長、第２順位：教育長、第３順位：総務課長

の順で決定する。 

なお、自衛隊への災害派遣要請など緊急を要する判断について、町長不在等の非常時

においては、第１順位：副町長、第２順位：教育長、第３順位：総務課長、第４順位：総

務課長補佐、第５順位：消防交通係長の順に判断するものとする。 

ウ 本部の設置場所は、災害対策室内とする。 

（２）現地災害対策本部の設置 

本部長（町長）は、災害の規模、その他の状況により特に必要があると認めたときは、組

織及び設置場所等を定めて現地災害対策本部を設置することができる。 

なお、現地災害対策本部の事務分掌及び運営は、その都度、本部長（町長）が定めるもの

とする。 

（３）国・県の現地対策本部との連絡調整 

国あるいは県の災害対策本部による現地対策本部が設置された場合は、当該現地対策本

部と連絡調整を図りつつ、国・県が実施する対策に対して、協力等を行うものとする。 

（４）町災害対策本部の解散基準 

次に掲げる場合のいずれかに該当する場合、本部長（町長）が解散する。 

ア 当該災害に係る応急対策がおおむね完了したとき 

イ 予想された災害の危険性が解消されたと認められたとき 

２．本部の設置又は解散の通知 ［総務課］ 

本部を設置又は解散した場合は、総務課長は直ちに以下のとおり電話その他適当な方法に
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より通知する｡ 

 

【設置･廃止の通知先】 

報告・通知・公表先 連絡担当者 報告・通知・公表の方法 

対策本部各部・各班 総務班 
庁内放送・町防災行政無線・ファクシミリ・電話・

口頭・その他迅速な方法 

その他町出先機関 
各主管課 

担当班 

町防災行政無線・ファクシミリ・電話・口頭・そ

の他迅速な方法 

住民 文書広報班 広報車・報道機関 

町議会議員 議会事務局班 
町防災行政無線・ファクシミリ・電話・口頭・そ

の他迅速な方法 

県知事・自衛隊 

福島警察署川俣分庁舎長 

町防災会議委員 

隣接市町村等 

総務班 

県防災行政無線・ファクシミリ・電話・口頭・そ

の他迅速な方法 

伊達地方消防組合 

消防団長 
消防交通班 

町防災行政無線・ファクシミリ・電話・口頭・そ

の他迅速な方法 

報道機関 文書広報班 電話・口頭・その他迅速な方法 

 

 

３．本部等の運営等 ［総務課］ 

（１）本部員会議の協議事項 

本部員会議の協議事項は、災害の状況に応じてその都度本部長（町長）若しくは本部員

の提議によるが、おおむね次のとおりとする。 

ア  本部の配備体制の切替及び閉鎖に関すること 

イ  自衛隊、県及び他の市町村への応援派遣要請に関すること 

ウ  災害対策経費の処理に関すること 

エ  災害救助法の適用の意見に関すること 

オ  その他災害対策の重要事項に関すること 

（２）本部の運営上必要な資機材等の確保 

消防交通係長は、本部が設置されたときは次の措置を講ずる｡ 

ア  本部開設に必要な資機材等の整備 

(ｱ) 川俣町災害対策上必要な図板の設置 

(ｲ) 住宅地図等その他地図類の確保 

(ｳ) 携帯ラジオの確保 

(ｴ) テレビの確保 

(ｵ) 自主防災組織代表者、町内会代表者名簿その他名簿類の確保 

(ｶ) 被害状況連絡票その他の書式類の確保 

(ｷ) その他必要な資機材等の確保 
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イ  通信手段の確保 

有線及び無線通信施設の被害状況を迅速に把握し、機器の準備及び応急復旧を行い、

通信手段の確保に努める。 

ウ  自家発電設備の確保 

（３）本部員の食料、飲料水等の確保 

本部員が災害対策に従事するため、本部員の食料及び飲料水等の確保を行う。 

４．本部等の組織 ［各課］ 

（１）町災害対策本部組織 

本部の組織編成、事務分掌及び配備体制は、「９．本部の組織編成表」に示す。 

（２）災害対策本部員会議 

ア 災害対策本部員会議（以下「本部員会議」という。）は、本部長（町長）、副本部長、本

部員をもって組織する。 

イ 本部員会議に事務局を置き、会議の開催に関する事務を行う。なお、各本部員には部

内の連絡調整役として連絡員を配置する。 

ウ 本部員会議は、町長室において開催する。だだし、町長室で開催することが困難な場

合は、町長が指示する場所で開催する。 

 

【災害対策本部組織】 

本部長 町長 本部員 総務課長 

副本部長 副町長 〃 政策推進課長 

〃 教育長 〃 財政課長 

〃 消防団長 〃 町民税務課長 

 〃 保健福祉課長 

 

〃 農林振興課長 

〃 建設水道課長 

〃 原子力災害対策課長 

〃 会計室長 

〃 学校教育課長 

〃 子育て支援課長 

〃 生涯学習課長 

〃 議会事務局長 

 

【災害対策本部事務局】 

事務局長 総務課長 

事務局次長 総務課長補佐 

事務局員 

総務課職員 

各部の本部連絡員 

その他事務局長が指名する者 
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５．被害状況の掌握等 ［各班］ 

（１）被害の状況は、各部各班長において掌握するものとする。 

（２）各部各班長は、自班に直接関係のない被害の状況でも緊急の報告を受けたときは、速や

かにこれを関係する班長に伝達するものとする。 

（３）災害対策本部に集まった被害の状況及び災害応急対策の実施状況等は、随時、県に報告

するとともに報道機関に発表するものとする。 

６．被害調査隊 ［関係各班］ 

本部長（町長）は、被害の状況の迅速かつ統一的な把握を行うため必要があると認めると

きは、関係する班長及び班員による被害調査隊を編成し、現地調査を行わせるものとする。 

７．災害救助法が適用された場合の体制 ［各班］ 

町は、災害救助法が適用された場合は、知事の指揮を受けて、法に基づく救助事務を実施

又は県が行う救助事務の補助を行うが、この場合の体制についてもあらかじめ定めるものと

する。 

８．防災連絡員の設置 ［各課］ 

庁内の各課は、防災に関する所掌事務の円滑なる遂行及び防災諸活動に即応する体制を確

立し、防災関係機関相互の有機的連携を図るため、必要に応じて防災連絡員を指定しておく

ものとする。 

９．本部の組織編成表 ［各課］ 

（１）本部の組織編成表 

 

【編成の槻要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

災
害
対
策
本
部
長

 
 

 
 

 
 

 
 

 
災
害
対
策
副
本
部
長 

班     長 

（各係等の長等） 

班     員 

（各係等の職員） 

副 部 長 

（各課等の補佐等） 

部  長 

（各係等の長等） 

災害対策本部員 
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【災害対策本部編成表】 

 

災害対策本部長（町長） 

災害対策副本部長 

(副町長、教育長、消防団長) 

川俣町消防団 

団長 

副団長 

第１分団 

第２分団 

第３分団 

第４分団 

第５分団 

第６分団 

第７分団 

第８分団 

第９分団 

第 10 分団 

災害対策本部事務局 

事務局長 
（総務課長） 

事務局次長 
（総務課長補佐） 

事務局員 
○総務課職員 
○各部の本部連絡員 
○その他事務局長が指

名するもの 

災害対策本部員 

○総務部（部長：総務課長） 
・総務班（班長：総務係長） 
・文書広報班（班長：文書広報係長） 
・消防交通班（班長：消防交通係長） 

○政策推進部（部長：政策推進課長） 
・政策調整班（班長：政策調整係長） 
・まちづくり推進班（班長：まちづくり推進係長） 
・デジタル推進班（班長：デジタル推進室長） 

〇財政部（部長：財政課長） 
 ・公有財産班（班長：公有財産係長） 
 ・財政班（班長：財政係長） 
○町民税務部（部長：町民税務課長） 

・町民班（班長：町民係長） 
・生活環境班（班長：生活環境係長） 
・税務班（班長：税務係長） 
・収納班（班長：収納室長） 

○保健福祉部（部長：保健福祉課長） 
・地域福祉班（班長：地域福祉係長） 
・国保年金班（班長：国保年金係長） 
・健康増進班（班長：健康増進係長） 

○農林振興部（部長：農林振興課長） 
・農業振興班（班長：農業振興係長） 
・農林整備班（班長：農林整備係長） 

○建設水道部（部長：建設水道課長） 
・管理班（班長：管理係長） 
・建設班（班長：建設係長） 
・水道班（班長：水道室長） 

○原子力災害対策部（部長：原子力災害対策課長） 
・除染対策班（班長：除染対策係長） 
・山木屋地区復興拠点商業施設兼住民支援班 
（班長：施設長兼住民支援係長） 

○会計部（部長：会計室長） 
・出納班（班長：出納係長） 

○学校教育部（部長：学校教育課長） 
・学校教育班（班長：学校教育係長） 

○子育て支援部（部長：子育て支援課長） 
・子育て支援班（班長：子育て支援係長） 

○生涯学習部（部長：生涯学習課長） 
・生涯学習班（班長：生涯学習係長） 
・保健体育班（班長：保健体育係長） 

○支援部（部長：議会事務局長） 
・議会事務局班（班長：庶務係長） 
・農業委員会班（班長：農地係長） 
・選挙管理委員会班（班長： ） 
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（２）本部の事務分掌  ( )内は該当部班の長 

部名 班名 主な分掌事務 

総務部 

（総務課長） 

総務班 

（総務係長） 

（１）災害対策本部の庶務に関すること 

（２）災害対策本部と各部各班との連絡に関すること 

（３）各部との連絡調整及び部内各班との連絡調整に関すること 

（４）職員の非常招集及び動員活動に関すること 

（５）車両の調達及び町公用車の配車に関すること 

（６）災害義援金品の受付及び貸付けに関すること 

（７）町庁舎の被害調査並びにその応急復旧に関すること 

（８）町議会との連絡に関すること 

（９）避難施設の管理に関すること 

（10）避難誘導班の編成に関すること 

（11）応急対策職員の厚生及び給食に関すること 

（12）広域応援職員の受入れ及び連絡調整に関すること 

文書広報班 

（文書広報係長） 

（１）ラジオ放送､テレビ放送､新聞による広報及び広報車等による広

報活動に関すること 

（２）災害活動写真の撮影､災害情報の収集及び記録等に関すること 

（３）避難準備要請に関すること 

（４）住民への情報伝達に関すること 

消防交通班 

（消防交通係長） 

（１）防災会議に関すること 

（２）災害対策本部長（町長）(以下この表において｢本部長（町長）｣

という)の命令の伝達に関すること 

（３）気象情報の収受及び伝達に関すること 

（４）避難指示等に関すること 

（５）災害情報の収集及び報告に関すること 

（６）自衛隊の災害派遣要請及び活動状況の把握に関すること 

（７）伊達地方消防組合との連絡に関すること 

（８）消防団員の非常召集に関すること 

（９）消防団員による現地広報・避難誘導に関すること 

（10）消防団との連絡調整に関すること 

（11）立入禁止措置、緊急輸送のための交通確保等に伴う警察との連絡

調整に関すること 

（12）資機材の調達に関すること 

（13）被災者台帳に関すること 

（14）災害救助法に関すること 

（15）罹災証明の交付に関すること 

（16）被災者生活再建支援法に関すること 

（17）応急復旧に関する住民相談の受付及び関係各部との連絡に関す

ること 

（18）県及び関係機関への応援要請に関すること 

政策推進部 

（政策推進課長） 

政策調整班 

（政策調整係長） 

（１）部内各班との連絡調整に関すること 

（２）本部長（町長）の命ずる応急対策に関すること 

（３）部内他班の所掌に属しない事項に関すること 

まちづくり推進班 

（まちづくり推進係

長） 

（１）部内各班との連絡調整に関すること 

（２）生活必需物資の調達に関すること 

（３）食料品の確保及び調達に関すること 

（４）商工業関係の被害調査及びその対策等に関すること 

（５）商工業復旧事業資金のあっせん等に関すること 

（６）観光施設との連絡調整、施設利用者の避難支援に関すること 

（７）観光客の避難に関すること 

（８）部内他班の所掌に属しない事項に関すること 

デジタル推進班 

（デジタル推進室長） 

（１）町の電子情報処理の保全に関すること 

（２）高度情報通信手段の確保に関すること 

（３）町ホームページによる広報に関すること 

財政部 

（財政課長） 

公有財産班・財政班 

（財政係長） 

（１）町有財産の被害調査並びにその応急復旧に関すること 

（２）工事等の契約に関すること 

（３）各種資機材の調達に関すること 

（４）本部長（町長）の命ずる応急対策に関すること 

町民税務部 

（町民税務課長） 

町民班 

（町民係長） 

（１）部内各班との連絡調整に関すること 

（２）本部長（町長）の命ずる応急対策に関すること 

（３）被災者台帳に関すること 

（４）外国人からの問い合わせへの対応及び情報提供に関すること 

生活環境班 

（生活環境係長） 

（１）生活必需物資の確保に関すること 

（２）埋火葬に関すること 

（３）遺体の処理に関すること 

（４）飲料水及び食品の衛生に関すること 

（５）被災地域の環境の整備に関すること 

（６）し尿の収集及び処理計画に関すること 

（７）廃棄物の収集計画、処理対策に関すること 

（８）被災地における防疫に関すること 
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部名 班名 主な分掌事務 

税務班 

（税務係長） 

（１）本部長（町長）の命ずる応急対策に関すること 

（２）国土調査成果の維持及び管理に関すること 

（３）建物等の被害状況の取りまとめに関すること 収納班 

（収納室長） 

保健福祉部 

（保健福祉課長） 

 

 

 

地域福祉班 

（地域福祉係長） 

 

 

 

 

 

 

 

（１）被災者の調査及び援護対策に関すること 

（２）災害時における応急食糧及び応急必需物資の給与に関すること 

（３）生活必需物資の確保に関すること 

（４）避難者の受入れ移動等に関すること 

（５）被災者に対する生活資金の貸付けに関すること 

（６）国・県からの災害義援金品の受付及び配分に関すること 

（７）弔慰金・災害見舞金等の支給に関すること 

（８）罹災救助基金に関すること 

（９）福祉施設との連絡調整及び避難支援に関すること 

（10）福祉施設の被害調査及びその応急復旧に関すること 

（11）民間援助（ボランティア等）の受入れに関すること 

（12）被災母子等世帯に対する援護対策に関すること 

（13）救護所開設準備に関すること 

（14）避難所等の衛生活動に関すること 

（15）部内各班との連絡調整に関すること 

（16）県が実施する医療活動への協力に関すること 

国保年金班 

（国保年金係長） 

 

 

 

 

健康増進班 

（健康増進係長） 

（１）被災高齢者世帯等要配慮者に対する援護対策に関すること 

（２）応急医療及び助産、救護、救護所開設・運営に関すること 

（３）医療機関との連絡調整及び避難支援に関すること 

（４）医療機関の被害調査及びその応急復旧に関すること 

（５）医薬品その他衛生資材の確保及び配分に関すること 

（６）乳幼児、園児、児童及び生徒の保健管理に関すること 

（７）健康相談に関すること 

（８）心のケアに関すること 

農林振興部 

（農林振興課長） 

農業振興班 

（農業振興係長） 

 

（１）農林畜産物被害の調査に関すること 

（２）農業気象に関すること 

（３）被害農業者に対する資金のあっせんに関すること 

（４）農協及び生産者団体との連絡調整に関すること 

農林整備班 

（農林整備係長） 

（１）農業用施設等の被害状況調査及びその応急復旧に関すること 

（２）農道、林道及び治山施設の災害状況調査及びその応急復旧に関す

ること 

（３）応急対策用資材の調達及びあっせんに関すること 

建設水道部 

（建設水道課長） 

管理班 

（管理係長） 

（１）部内各班との連絡調整に関すること 

（２）町営住宅の被害調査及びその応急復旧に関すること 

（３）応急仮設住宅の建設及びその応急資材のあっせんに関すること 

（４）部内他班の所掌に属しない事項に関すること 

（５）避難者への一時提供住宅に関すること 

（６）避難者受入れ等に係る避難先自治体との連絡調整に関すること 

建設班 

（建設係長） 

（１）公共土木施設の被害調査及びその応急復旧に関すること 

（２）国・県道管理者との連絡調整に関すること 

（３）避難路及び緊急輸送路等の状況把握・確保に関すること 

（４）交通安全施設等の被害調査及びその応急復旧に関すること 

（５）交通不能箇所調査及び交通路線の決定に関すること 

（６）町有建築物等の応急復旧に関すること 

（７）街路灯の被害調査及びその応急復旧に関すること 

（８）土地区画整理事業による施設の被害調査及びその応急復旧に関

すること 

（９）宅地造成等の災害予防及び復旧指導に関すること 

（10）災害復興に係る都市計画に関すること 

（11）都市公園、緑地等の被害調査及びその応急復旧に関すること 

（12）建築物の被害状況調査に関すること 

（13）住宅等の応急復旧に関する相談及び指導に関すること 

（14）災害復興住宅資金融資に関すること 

水道班 

（水道室長） 

（１）水道に関する災害応急対策の企画及びその伝達に関すること 

（２）関係機関及び指定業者等との連絡調整に関すること 

（３）水道施設等の被害調査及びその応急復旧に関すること 

（４）水質保全に関すること 

（５）復旧資材に関すること 

（６）飲料水の応急給水に関すること 

原子力災害対策部 

（原子力災害対策課長） 

住民支援兼山木屋地

区復興拠点商業施設

班 

（住民支援係長兼副

施設長） 

（１）部内各班との連絡調整に関すること 

（２）避難住民に係る連絡調整に関すること 

（３）被災者台帳に関すること 

（４）避難住民の総合相談窓口の設置・運営に関すること 

（５）仮設住宅等の被害調査及び支援に関すること 

（６）部内他班の所掌に属しない事項に関すること 
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部名 班名 主な分掌事務 

（７）本部長（町長）の命ずる各部の支援に関すること 

（８）災害時における山木屋地区復興拠点商業施設（とんやの郷）の避

難場所開設に関すること 

除染対策班 

（除染対策係長） 

（１）除染に伴う廃棄物の被害調査・管理に関すること 

（２）環境放射線モニタリング調査に関すること 

（３）本部長（町長）の命ずる各部の支援に関すること 

会計部 

（会計室長） 

出納班 

（出納係長） 

（１）災害対策経費の経理に関すること 

（２）災害見舞金の出納管理に関すること 

学校教育部 

（学校教育課長） 

学校教育班 

（学校教育係長） 

 

 

 

 

（１）部内各班との連絡調整に関すること 

（２）事務局内の職員の動員に関すること 

（３）教職員の動員に関すること 

（４）教育施設との連絡調整、児童及び生徒等の避難支援に関すること 

（５）避難施設の管理に関すること 

（６）部内他班の所掌に属しない事項に関すること 

（７）児童及び生徒に対する援護対策に関すること 

（８）児童及び生徒の避難に関すること 

（９）児童及び生徒の保健管理に関すること 

（10）応急教育対策に関すること 

（11）被災した児童及び生徒に対する学用品等の支給に関すること 

子育て支援部 

（子育て支援課長） 

子育て支援班 

（子育て支援係長） 

（１）部内各班との連絡調整に関すること 

（２）教職員の動員に関すること 

（３）教育施設との連絡調整、児童及び生徒等の避難支援に関すること 

（４）避難施設の管理に関すること 

（５）部内他班の所掌に属しない事項に関すること 

幼児教育班 

（幼児教育係長） 

（１）乳幼児、園児に対する援護対策に関すること 

（２）乳幼児、園児の避難に関すること 

（３）乳幼児、園児の保健管理に関すること 

（４）応急教育対策に関すること 

生涯学習部 

（生涯学習課長） 

生涯学習班 

（生涯学習係長） 

（１）部内各班との連絡調整に関すること 

（２）社会教育等施設の被害の調査及びその応急復旧に関すること 

（３）女性団体及び青少年団体との連絡調整に関すること 

（４）公民館の被害調査及びその応急復旧に関すること 

（５）各公民館との連絡調整に関すること 

（６）避難施設の管理に関すること 

（７）文化財の保全及び被害調査に関すること 

保健体育班 

（保健体育係長） 

（１）体育施設等の被害調査及び応急対策に関すること 

（２）災害時における体育施設の避難所開設に関すること 

（３）部内他班の所掌に属しない事項に関すること 

支援部 

（議会事務局長） 

議会事務局班 

（庶務係長） 

（１）議会議員との連絡調整に関すること 

（２）本部長（町長）の命ずる各部の支援に関すること 

農業委員会班 

（農地係長） 

（１）本部長（町長）の命ずる各部の支援に関すること 

選挙管理委員会班 

（選挙管理委員会書

記長） 

（１）本部長（町長）の命ずる各部の支援に関すること 

 

第４ 指定地方行政機関等の活動体制 

１．組織等の整備 ［防災関係機関］ 

指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び防災上重要な施設の管理者は、

それぞれの責務を遂行するため、災害に対処するために必要な組織を整備するとともに、災

害応急対策に従事する職員の配備及び動員の基準を定めるものとする。 

２．職員の派遣 ［防災関係機関］ 

指定地方行政機関等の長は、県災害対策本部長を通じて町災害対策本部長（町長）から災

害応急対策を円滑に実施するため、職員の派遣要請があった場合において、必要があると認

めるときは、その所属職員を派遣するものとする。 
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第２節 職員の動員配備 
 

地震発生時において、初動体制をいち早く確立することが、その後の円滑な災害応急対策活動

を実施するために極めて重要である。 

災害の状況に応じて以下の配置基準により職員を配備する。なお、初動体制における配備体制

の検討等については「第１節 第２初動体制 ２．配備検討会」のとおり、総務課長、建設水道

課長、農林振興課長をもって構成した配備検討会にて協議し、配備検討会の報告を踏まえて配備

を指令する。 

 

第１ 配備基準 

１．災害対策本部設置前 ［各課］ 

 配備体制 配備時期 

警戒配備 

関係各課の所要人員で災害

に関する情報収集及び連絡活

動が円滑に行える体制とする。 

１. 町域において、震度４の地震が

発生したとき 

２. その他必要に応じ総務課長が

当該配備を指示したとき 

特別警戒配備 

関係課の課長補佐及び係の

所要人員で災害に関する情報

の収集、連絡及び応急対策を実

施し、状況に応じて災害対策本

部の設置に移行できる体制と

する。 

１. 町域において、震度５弱の地震

が発生したとき 

２. その他必要に応じ総務課長が

当該配備を司令したとき 

 

特別警戒本部

体制 

関係課の課長及び係の所要

人員で、災害に関する情報の収

集、連絡及び応急対策を実施し

状況に応じて災害対策本部の

設置に移行できる体制とする。 

１.町域において、震度５強を観測す

る地震が発生したとき。 

２.町内に災害が発生し、又は発生す

るおそれがある場合において、町

災害対策本部の設置に至るまで

の間又は町災害対策本部の設置

に至らない程度において必要と

認められるとき。 

３.その他特に副町長が必要と認め

たとき。 

 

２．災害対策本部設置後 ［各課］ 

 配備体制 配備時期 

災害対策本部

体制 

激甚な災害が発生した場合

において、組織及び機能の全て

を挙げて応急対策に当たる体

制とする。 

１.町域において、震度６弱以上を観

測する地震が発生したとき。 

２.その他特に町長が必要と認めた

とき。 
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第２ 配備指揮体制 

［各班］ 

職員の動員計画は、あらかじめ各課長等より提出された配備計画表（次頁参照）に基づき、

総務係長が所掌する。 

また、同係長は本部長（町長）の指示により、動員職員のうち災害の内容に応じ、各部各班

へ応援する職員の適切な配置を行うものとする。 

１ 警戒配備、特別警戒配備に関わる指揮監督は、総務課長が行う。 

２ 特別警戒本部体制にかかわる指揮監督は、副町長が行う。 

３ 本部長（町長）は、災害対策本部の配備体制を決定したときは、直ちに各部長に連絡す

ることとし、各部長は、配備編成計画に基づく配備体制を取る。 

 

第３ 配備人員 

［各班］ 

配備人員（特別非常参集職員）は、別表の配備編成計画において、一日三交代を基本として、

配備体制別に定める。また、災害の状況特殊性により、配備編成計画の人員によらない配備計

画ができるものとする。その際、職員配備ローテーション等に配慮する。 

なお、配備要員については、勤務時間外に災害が発生した場合の交通の混乱・途絶等の事態

を考慮して、庁舎までの距離、担当業務等を勘案して、あらかじめ各部の部長が指定しておく

ものとする。 
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(別表） 

【配備編成計画】 

部 名 班 名 

配備人員の数 
特別非常参集職員 

災害対策本部
体制 警戒配備 特別警戒配備 

特別警戒本部
体制 

総務部 総務班 

文書広報班 

消防交通班 

班員の 1/2 

１ 

班員の 1/2 

全員 

班員の 1/2 

全員 

全員 

全員 

全員 

全員 

全員 

全員 

政策推進部 政策調整班 

まちづくり推進班 

デジタル推進班 

  

１ 

１ 

班員の 1/2 

班員の 1/2 

班員の 1/2 

全員 

全員 

全員 

財政部 財政班 

公有財産班 

 
 

班員の 1/2 

班員の 1/2 

全員 

全員 

町民税務部 町民班 

生活環境班 

税務班 

収納班 

  

１ 

班員の 1/2 

班員の 1/2 

班員の 1/2 

班員の 1/2 

全員 

全員 

全員 

全員 

保健福祉部 地域福祉班 

国保年金班 

健康増進班 

 １ 

１ 

１ 

班員の 1/2 

班員の 1/2 

班員の 1/2 

全員 

全員 

全員 

農林振興部 農業振興班 

農林整備班 

１ 

班員の 1/2  

１ 

全員 

班員の 1/2 

全員 

全員 

全員 

建設水道部 管理班 

建設班 

水道班 

班員の 1/2  

班員の 1/2  

全員 

全員 

１ 

全員 

全員 

班員の 1/2 

全員 

全員 

全員 

原子力災害 

対策部 

住民支援（とんや

の郷）班 

除染対策班 

  

 

 

 

 

 

班員の 1/2 

 

班員の 1/2 

会計部 出納班   班員の 1/2 全員 

学校教育部 学校教育班  １ 全員 全員 

子育て支援部 子育て支援班 

幼児教育班 

 １ 

１ 

全員 

全員 

全員 

全員 

生涯学習部 生涯学習班 

保健体育班 

 １ 

１ 

班員の 1/2 

班員の 1/2 

全員 

全員 

支援部 議会事務局班 

農業委員会班 

選挙管理委員会班 

 

 

 

 

 

全員  

 

班員の 1/2 

全員 

全員 

全員 

全員 

※ 特別非常参集職員は正職員のみとする。また配備人数が 1/2 のとき班員数が奇数の場合

は切り上げた人数とする。 

※ 災害対策本部設置時において、住民生活に不可欠な平常時業務については、各課・各班

で調整し、業務の継続を図る。 
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第４ 動員伝達方法 

１．平常勤務時における動員の伝達 ［各班］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  伝達は､庁内放送､電話又は口頭､その他適切な方法により行う。 

※  消防部(伊達地方消防組合)の動員伝達は、伊達地方消防組合の定める伝達系統による。 

２．休日及び勤務時間外における動員の伝達 ［各班］ 

各部各班長までの伝達は、災害対策本部編成表に準じて行うものとする。 

◎  各班員までの動員伝達については、各班長が行う。 

なお、各班長はあらかじめ伝達の方法を定めておき、円滑かつ迅速に伝達できるよう体制

を整えておくものとする。 

 

第５ 非常参集等 

［各課］ 

職員は、勤務時間外、休日等において、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあるこ

とを覚知したときは、上記第４の動員伝達の有無に関わらず、配備編成計画に基づき、直ちに

所属又はあらかじめ指定された場所に参集し配備につく。 

町内において震度６弱以上の地震が観測、発表されたときは、災害対策本部体制となり、全

職員が自動参集することになる。 

参集途上においては、必要に応じて目視等による被害状況の収集を行うものとし、所属にお

いて、直ちにその状況を災害対策本部事務局に報告するものとする。なお、参集途上において

事故等に遭遇したときは、人命の救助を第一として付近の住民に協力するとともに、消防署等

へ通報するものとする。 

職員は、災害の状況により所属、又はあらかじめ指定された場所に参集できないときは、次

に掲げる出先機関及び公共施設等に参集し、当該機関の長・施設責任者又は当該機関の長・施

設責任者が指定する職員の指示に従い、その業務を応援する。 

特別警戒配備 災害対策本部 

総務課長 

各部長 班 長 班 員 

町 長 副町長 

配備の決定 
総務部 

総務班 
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１ 山木屋地区復興拠点商業施設（とんやの郷） 

２ 避難所となる小中学校、公民館等 

 

第６ 職員配備状況の報告と安否確認の実施 

［各班］ 

各部各班員は、配備の指令に基づき配備体制を整えたときは、直ちにその旨を総務班長に報

告するものとする。災害対策本部長（町長）は、全体の配備状況を考慮し、応援を必要とする

班があると認める時は、関係部長を通じて各班長に応援の指示を行う。 

また、各所属部長は、職員や家族の安否確認を併せて行うこととし、その状況を総務班長に

報告する。 
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第３節 災害情報の収集・伝達 
 

地震災害が発生したとき、各防災関係機関相互間の通知、要請、指示、通達等の通信を迅速か

つ円滑、さらに確実に伝達する。 

また、本町に災害が発生した場合、災害状況の調査及び災害情報の収集は、その後の災害応急

対策の体制整備、災害復旧計画策定の基本となるものであり、迅速・的確に行うものとする。 

 

第１ 地震情報等の受理伝達 

１．気象庁の地震情報 ［消防交通班、福島地方気象台、県］ 

（１）地震情報の種類とその内容 

地震情報の種類 発表基準 内容 

震度速報 ・震度３以上 地震発生約１分半後に、震度３以上を観測し

た地域名（全国を約 188 地域に区分）と地震

の揺れの検知時刻を速報 

震源に関する情

報 

・震度３以上（津波警報等を発表

した場合は発表しない） 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチ

ュード）を発表 

「津波の心配がない」又は「若干の海面変動

があるかもしれないが被害の心配はない」旨

を付加 

震源・震度に関

する情報 

以下のいずれかを満たした場合 

・震度３以上 

・津波警報等発表時 

・若干の海面変動が予想される

場合 

・緊急地震速報（警報）を発表し

た場合 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチ

ュード）、震度３以上の地域名と市町村名を発

表 

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入

手していない地域がある場合は、その市町村

名を発表 

各地の震度に関

する情報 

・震度１以上 震度１以上を観測した地点のほか、地震の発

生場所（震源）やその規模（マグニチュード）

を発表 

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入

手していない地域がある場合は、その地点名

を発表 

その他の情報 ・顕著な地震の震源要素を更新

した場合や地震が多発した場

合など 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震

が多発した場合の震度１以上を観測した地震

回数情報等を発表 

推計震度分布図 ・震度５弱以上 観測した各地の震度データを基に、250m 四方

毎に推計した震度（震度４以上）を図情報と

して発表 

長周期地震動に

関する観測情報 

・震度３以上 高層ビル内での被害の発生可能性等につい

て、地震の発生場所（震源）やその規模（マグ

ニチュード）、地域ごと及び地点ごとの長周期

地震動階級等を発表（地震発生から約 10 分程

度で気象庁ホームページ上に掲載） 

遠地地震に関す

る情報 

国外で発生した地震について以

下のいずれかを満たした場合等 

・マグニチュード 7.0 以上 

地震の発生時刻、発生場所(震源)やその規模

(マグニチュード)をおおむね 30 分以内に発

表 
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・都市部など著しい被害が発生

する可能性がある地域で規模

の大きな地震を観測した場合 

日本や国外への津波の影響に関しても記述し

て発表 

（２）福島地方気象台の地震情報等の伝達基準 

ア 福島県内で震度１以上の揺れを観測したとき 

イ 福島県に津波警報等を発表したとき 

ウ その他、地域住民に周知させることが適当と思われるとき（群発地震等） 

エ 特に発表が必要と認めた場合 

（３）その他 

福島地方気象台は、福島県沿岸に津波警報等が発表されたときや福島県内で震度４以上

の揺れを観測したときなどに防災等に係る活動の利用に資するよう津波警報等の発表状況

や地震の概要を地震解説資料として発表する。 

（４）地震情報等の受理伝達 

ア 関係機関は、地震情報等について、次の地震情報等受理伝達系統図により迅速・的確

に受理・伝達する。 

イ 県（災害対策本部活動支援班）は、福島地方気象台から受理した地震情報等について、

市町村、防災関係機関に伝達する。 

ウ 町は、地震情報等を受理したときは、直ちに住民等に伝達するとともに、避難指示等

の必要な措置を行う。 

（５）緊急地震速報 

ア 気象庁は、震度５弱以上または長周期地震動階級３以上と予想した場合に、震度４以

上が予想される地域または長周期地震動階級３以上を予想した地域に対し、緊急地震速

報（警報）を発表する。日本放送協会（NHK）は、テレビ・ラジオを通じて住民に提供す

る。なお、震度６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は地震動特別警報に位

置付けられる。 

(注)緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解

析することにより、地震の強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる

警報である。このため、震源付近では強い揺れの到達に間に合わない場合もある。 

イ 福島地方気象台は、緊急地震速報の利用の心得などの周知・広報に努める。 

ウ 町は、県及び福島地方気象台と協力し、訓練に緊急地震速報を取り入れるなど、緊急

地震速報の利用の心得などの周知・広報に努めるとともに、住民に直接緊急地震速報を

伝達する体制の整備に努めるものとする。 

エ 町、県及び放送事業者等は、伝達を受けた緊急地震速報を町防災行政無線（戸別受信

機を含む）等により、住民等への伝達に努めるものとする。また、町は、住民への緊急地

震速報の伝達に当たっては、町防災行政無線を始めとした効果的かつ確実な伝達手段を

複合的に活用し、対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努めるものとする。 

２．川俣町における地震情報で用いる震度の地域名称と震央地名 

震度の地域名称とは、「震度速報」や「震源・震度に関する情報」において、地域震度を発

表するため、全国を 188 に区分した地域のことである。 

また、この地域名称は、「震央地名」にも使用される。 
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川俣町は、「福島県中通り」に区分される。 

【震度の地域名称（福島県の陸域）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震情報等伝達系統図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※二重線は特別警戒発表時の伝達義務(放送機関はＮＨＫ福島放送局のみ) 

川俣町 

福島空港出張所 気象庁 

福島地方気象台 

ＮＨＫ福島放送局 

福島テレビ 

福島中央テレビ 

福島放送 

テレビユー福島 

エフエム福島 

ラジオ福島 

福島海上保安部 

阿賀川河川事務所 

  

福島県危機管理総室 

福島県警察本部 

各警察署 

交 番 

派出所 

駐在所 

庁内関係機関 

県
合
庁 

地方振興局 

建設事務所 

土木、港湾建設 
ダム管理事務所 
その他出先機関 

川俣町・伊達地方消防組合 

地域住民 

必
要
に
応
じ 

総合情報通信ネットワーク 

防災情報提供システム 防災情報提供システム 

消防庁 Ｊ－ＡＬＥＲＴ 

Ｊ
－
Ａ
Ｌ
Ｅ
Ｒ
Ｔ 

アデスオンライン 
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３．福島県震度情報ネットワークシステムの情報 

県内の全市町村に設置（うち、７箇所は気象台設置の震度計利用）した震度計による情報

を県庁で把握できるようになっており、観測した情報については、県総合情報通信ネットワ

ークのファクシミリ蓄積システムにより市町村、消防本部、地方振興局及び庁内関係総室に

送信される。 

 

第２ 災害情報、被害報告の収集及び通報の要領 

災害情報及び被害報告の収集要領は、次のとおりとする。 

なお、被害の状況掌握は、災害応急対策の基本となるものであるので、その調査に当たる者

は迅速かつ的確に掌握するものとする。 

１．被害状況の収集・報告 ［各班］ 

（１）災害が発生した場合、災害対策本部の事務分掌（災害対策本部が設置されていない場合

は、町行政組織規則等に基づく事務分掌）により所管する事項について各班が、その被害

状況を掌握する。各班が掌握した被害の状況は、各班長が取りまとめ、総務部長（総務課

長）に報告するものとする｡ 

また、災害発生初期においては、人的被害、住家等の被害を中心に医療施設、電力、通信

等の生活関連施設の状況を収集するものとし、必要に応じて警察署、その他関係機関と密

接な連絡を取り、必要な情報収集に努めることとする。 

上記の災害の規模・状況が判明次第、公共施設、文教施設、産業施設その他の被害状況

を速やかに調査・収集するものとする。 

（２）班長は、自班に直接関係のない被害について報告を受けたときは、これを各担当班長に

伝達するものとする｡ 

（３）町は、災害情報及び被害状況の通達系統により報告することとするが、県北地方振興局

へ報告することができない場合は、直接、県の災害対策課へ報告を行うものとし、また、

県に報告できない場合は、直接国（総務省消防庁）へ被害状況の報告を行うものとする。 

（４）火災が多発、あるいは多くの死傷者が発生し消防機関への通報が殺到する場合は、町は、

その状況を直ちに電話により県の災害対策課及び国（総務省消防庁）に報告するものとす

る。 

２．二次災害情報の収集 ［各班］ 

災害対策本部は二次災害につながる余震や、土砂災害、建築物倒壊のおそれがあるケース

等現場の情報を各所管班の踏査により収集するとともに、住民等からの情報を各機関を通じ

収集するものとする｡ 
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【災害情報及び被害状況の通報系統】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県が災害対策本部を設置しない場合、県災害対策地方本部は地方振興局に、県災害対策本 

部は危機管理総室と読みかえる（以下、この節において同様とする。）。 

 

３．収集すべき情報(収集先) ［各班］ 

（１）被災直後 

ア 人的被害(伊達地方消防組合、保健福祉部、警察署) 

イ 建物被害(伊達地方消防組合、建設水道部) 

ウ 道路被害(建設水道部、警察署) 

エ 医療機関情報(伊達地方消防組合、保健福祉部、医師会、歯科医師会) 

オ 避難状況､避難所・避難場所情報(各部、町内会) 

カ ライフライン被害(各部、東北電力、東日本電信電話㈱) 

キ 二次災害情報(余震等)(気象台、建設水道部) 

なお、情報の収集に当たっては、国、県、自衛隊、消防団、自主防災組織、自治会等の協

力も得て行うものとする。 

（２）応急復旧時期 

ア 交通情報 

イ 物資、応援情報 

ウ 各種復旧見通し 

（報  告） 

災害発生 

   住民（発見者） 

県関係機関 消防組合 

消防団 

町出先機関 警察署･駐在 

町 各 部 等 

総 務 部 災害対策本部 

その他県出先機関 県災害対策本部 

県災害対策地方本部 

国（総務省消防庁） 

県北建設事務所 

農協等 
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エ その他必要な情報 

オ 被害状況判定の基準 

災害による人及び建物等の被害の判定基準は、資料編（資料７-４）の「被害の認定基準

一覧」によるものとする。 

 

第３ 県への報告 

１．報告の担当者 ［消防交通班］ 

県への報告は、本部長（町長）の指示に基づき消防交通班長が行う。 

２．報告相手先及び報告の方法等 ［消防交通班］ 

（１）町の県への報告に当たっては、福島県総合情報通信ネットワークの「防災事務連絡シス

テム」により行うことを基本とする。 

（２）被災等により防災事務連絡システムが使用できない場合、町は電話、FAX、電子メール等

により県災害対策地方本部へ被害情報を報告するものとする。 

（３）加入電話等が途絶した場合は、県総合情報通信ネットワーク、警察無線、福島地区非常

通信協議会所属無線局又はその他の無線局を利用する。 

（４）通信が全て不通の場合は、通信が可能な地域まで伝令を派遣するなど手段を尽くし報告

する。 

（５）なお、いずれの場合においても、町が、県へ報告することができない場合は、直接、国

（総務省消防庁）へ被害状況等の報告を行う。 

（６）また、地震等により火災が同時多発、あるいは多くの死傷者が発生し、消防機関への通

報が殺到する場合は、その状況を直ちに総務省消防庁及び県災害対策課へ報告するものと

する。 

【被害状況の報告先】 

  県 

ＮＴＴ回線 024-521-7194 (FAX)024-521-7920 

総合情報通信 

ネットワーク 

衛星系 TN-8-10-201-2632、2640 (FAX)TN-8-10-201-5524 

地上系 TN-8-11-201-2632、2640    (FAX)TN-81-11-201-5524 

 

国（消防庁等） 

区分 

回線別 

平日（９:30～18:30） 

※応急対策室 

左記以外 

※宿直室 

ＮＴＴ回線 電話 

FAX 

03-5253-7527 

03-5253-7537 

03-5253-7777 

03-5253-7553 

消防防災無線 電話 

FAX 

90-49013 

90-49033 

90-49102 

90-49036 

地域衛星通信ﾈｯﾄﾜｰｸ 電話 

FAX 

TN-048-500-90-49013 

TN-048-500-90-49033 

TN-048-500-90-49102 

TN-048-500-90-49036 

（注）ＴＮは、内線から無線への乗入れ番号 
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※県が災害対策本部を設置しない場合、県災害対策地方本部は地方振興局に、県災害対策

本部は危機管理総室と読みかえる（以下、この節において同様とする。）。 

 

３．被害区分別報告系統 ［各班、関係機関］ 

（１）人的被害、建物被害等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）文教施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）病院被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住  民 

伊達地方消防組合 

消防団 

町災害対策本部 

事務局 

総務部 

保健福祉部 
地域福祉班 

建設水道部 
建設班 

建設水道部 
管理班 

町災害対策本部 

事務局 

総務部 

病  院 

診療所 

保健福祉部 
健康増進班 

町災害対策本部 

事務局 

総務部 

学校教育部 
学校教育班 

子育て支援部 
子育て支援班 
幼児教育班 

町立学校・ 
幼稚園・ 

認定こども園 
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（４）道路、橋梁被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）河川被害、その他水害被害  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）農産被害、畜産被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）森林被害 

 

 

 

 

 

 

 

町災害対策本部 

事務局 

総務部 

農林振興部 
農林整備班 

住  民 

県北建設事務所 

福島県北森林組合 

川俣事業所 

川俣町建設同業会 

町災害対策本部 

 

事務局 

総務部 

建設水道部 
建設班、管理班 

住  民 

県北建設事務所 

川俣町消防団 
農林振興部 

農林整備班 

川俣町建設同業会 

町災害対策本部 

 

事務局 

総務部 

住  民 

県北建設事務所 

建設水道部 
建設班、管理班 

川俣町消防団 

町災害対策本部 

事務局 

総務部 

農林振興部 
農業振興班 

住  民 

ふくしま未来農業

協同組合 

福島県農業共済 

組合 
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（８）砂防関係施設の被害及び土砂災害の被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）上水道施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）電話・電力施設被害 

 

 

 

 

 

 

 

４．報告の内容と種類 ［消防交通班］ 

町は、県に被害状況、応急対策の活動状況、対策本部設置状況を連絡し、応援の必要性等

を連絡する。県は、自ら実施する応急対策の活動状況等を町に連絡する。 

消防交通班長は、各部から報告された被害状況及び措置状況のとりまとめに当たっては、

調査漏れや重複のないよう留意し、相違ある被害状況については、報告前において調整する。 

報告の種類及び様式等は以下のとおりである。 

（１）報告の種類 

ア 概況報告（被害速報） 

被害が発生した場合に直ちに行う。 

なお、報告すべき被害の程度については住家被害、非住家被害及び人的被害並びに町

関係公共土木被害を優先して報告するものとする。 

イ 中間報告 

被害状況を掌握した範囲でその都度行う。なお、被害が増加する見込みのときは、集

町災害対策本部 

事務局 

総務部 

住  民 

県北建設事務所 

建設水道部 
建設班 

町災害対策本部 

事務局 

総務部 
住  民 

建設水道部 
水道班 

町災害対策本部 

事務局 総務部 

東日本電信電話㈱ 

福島支店 

東北電力ネットワーク

㈱福島電力センター 
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計日時を明記するものとする。 

ウ 確定報告 

被害の状況が確定した場合に行う。 

（２）報告の様式 

ア 報告様式は、別に定める被害報告書様式によるものとする。 

イ 概況報告及び中間報告は、確定報告の様式に準じた内容により行うものとする。 
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第４節 通信の確保 
 

災害発生時の情報連絡体制は、最優先で確立される必要がある。そのため町及び防災関係機関

はあらかじめ連絡責任者を定め、各所属及び関係機関相互の通信連絡を統括させるとともに、緊

急用電話を確保し、通信従事者を配置するなど迅速かつ円滑な通信体制の確立に努めるものとす

る。 

また、災害時においては、通信設備等を災害から防護するとともに、応急復旧作業を迅速かつ

的確に実施し、通信の疎通を確保する。 

 

第１ 通信手段の確保 

１．通信順位 ［消防交通班、デジタル推進班］ 

災害対策本部と防災関係機関との通信連絡に利用する有線通信手段は、原則として以下の

順位により確保する。 

（１）ＦＡＸ等の優先利用 

（２）非常、緊急通話の利用 

（３）警察、消防通信の利用 

２．指定電話・連絡責任者の指定 ［消防交通班］ 

（１）指定電話 

町及び防災関係機関は、災害情報通信に使用する指定電話を定め、窓口の統一を図る。

指定電話は、原則としてＮＴＴ登録の「災害時優先電話」を充て、一般業務での利用を制

限する。 

（２）連絡責任者 

町及び防災関係機関は、災害時の各機関相互の通信連絡を確保するため、各々連絡責任

者を定める。 

なお、連絡責任者は連絡用無線機等を可能な限り携行し、所属の機関との連絡に当たる。 

３．災害時の通信連絡 ［消防交通班、デジタル推進班、防災関係機関］ 

（１）町及び防災関係機関は、災害発生後直ちに情報通信手段の機能確認を行うとともに、障

害が起きたときの復旧要員の確保に努めるものとする。 

（２）町及び防災関係機関が行う災害に関する予報、警報及び情報の伝達若しくは被害情報の

収集伝達、その他応急対策に必要な指示、命令等は、原則として有線通信（ＮＴＴ加入電

話）、無線通信及び町防災行政無線により速やかに行う。 

（３）ＮＴＴ加入電話を使用する場合には、回線の状況により「災害時優先電話」を利用する。 

設備の状況を監視しつつトラヒックコントロールを行うとともに、状況に応じて必要な

範囲及び時間において回線規制を行い、重要回線を確保する。 

（４）町が管理する携帯電話を使用する場合も、「災害時優先電話」を利用できる。 

※「非常通話」・・・ 天災、事変その他の非常事態が発生し、又は、発生するおそれがある

場合の災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確

保、又は、秩序の維持のために必要な事項を内容とする通話であって、
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他の通話に優先して接続する通話（電波法） 

「緊急通話」・・・ 公共の利益のため緊急に通話することを要する事項を内容とする通

話（非常通話を除く）で他の通話に優先して接続する通話 

なお、「非常通話」「緊急通話」は、「災害時優先電話」の通話による。 

（５）町及び防災関係機関は、電子メールを災害発生時の連絡手段として活用し、速やかな情

報連絡を行うものとする。 

その際、電子メールの情報が対応されずに埋没することのないよう、情報の受け手は速

やかに内容を確認の上対応、若しくは担当部署への割り振りを行う。 

４．通信の統制 ［各通信施設管理者］ 

地震災害発生時においては、加入電話及び無線通信とも混乱することが予想されるため、

各通信施設の管理者は必要に応じ適切な通信統制を実施し、円滑な通信の疎通に努める。 

５．有線通信が途絶した場合の措置 ［消防交通班、伊達地方消防組合、福島警察署川俣分庁

舎］ 

有線通信が途絶又は混乱している場合は、以下の方法による。 

（１）県、隣接市町村及び防災関係機関との連絡 

福島県総合情報通信ネットワークを利用して行う。（なお、一斉通信に関しては県災害対

策課あてに依頼する。） 

福島県総合情報通信ネットワーク等が途絶し、通信手段が確保できない場合は、県に要

請するとともに情報連絡員（リエゾン）の派遣を受ける。 

（２）町災害対策本部と出先機関との連絡 

町防災行政無線及び災害情報システムにより行うものとする。 

（３）非常無線通信の利用 

町及び防災関係機関等は、加入電話、防災行政無線及び行政無線等が使用不能になった

ときは、福島地区非常通信協議会構成員の協力を得て、その無線通信施設の利用を図るも

のとする。 

（４）通信施設所有者の相互協力 

通信施設の所有者又は管理者は、災害応急対策を円滑に実施するため、相互の連絡を密

にし、被害を受けた通信施設が行う通信業務の代行等の相互協力を行う。 

（５）福島警察署川俣分庁舎及び伊達地方消防組合通信無線の利用 

町は、非常災害時に加入電話及び県防災行政無線、町防災行政無線、町行政無線が使用

不能となった場合には、災害対策基本法第 57条の規定に基づき福島警察署川俣分庁舎及び

伊達地方消防組合の通信施設の使用を要請するものとする。 

（６）伝令による連絡 

通信機器の配備のない場所、又は確実性を必要とする場合は伝令による。伝令には原則

として自転車又はバイクを使用し、自動車は使用しない。この場合、携帯ラジオ、あるい

は無線機等を携行するものとする。このため総務班長は、必要な自転車及びバイクの配備

及び調達体制について整備しておくこととする。 
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第２ 町防災行政無線等の運用 

［消防交通班］ 

災害時における災害情報の伝達若しくは被害状況の収集、その他応急対策に必要な指示、命

令、応援要請等は、町防災行政無線、行政無線及び防災情報システムを活用し行う。 

なお、町防災行政無線の運用については、以下の規程により運用する。 

１ 川俣町防災行政無線局管理運用規程［移動系］（資料編（資料１-４）） 

２ 川俣町防災行政無線局運用細則［移動系］（資料編（資料１-５）） 

３ 防災行政無線局（陸上移動局）庁舎外設備管理運用規程（資料編（資料１-６）） 

 

第３ 東日本電信電話(株)福島支店の措置 

１．加入電話輻輳時の緊急通話の確保 ［東日本電信電話（株）福島支店］ 

災害が発生した場合、又は通信の著しい輻輳が発生した場合等においては、通信不能区域

をなくし、又は重要通信の確保を図るため、次の措置を行う。 

（１）交換機又は伝送路の被災に伴って発生する通話輻輳、あるいは災害時における電話網の

復旧に当たっては、交換機の迂回中継機能を活用し最大の疎通を確保する。 

（２）回線の規制又は迂回を行う場合の措置の程度は、規制回線又は迂回回線のサ－ビスレベ

ルが、管理限界内に維持される程度までとする。ただし、重要回線を確保するための回線

規制又は迂回措置はこの限りではない。 

（３）専用線等は、原則として規制の対象としない。 

（４）災害の発生直後等に生ずる電話の輻輳とその影響を極力防止するため、関係事業所にお

いてトラヒック状況（呼量）を監視するとともに、迅速に必要措置を講じる。 

（５）電気通信設備の被災により、疎通に著しく支障がある場合には、被災地からの発信通話

の疎通を優先する。ただし、この場合においては、電話網における異常の波及を防止する

ために、着信通話の疎通を考慮して行う。 

（６）非常・緊急通話の疎通確保及び手動台の異常輻輳防止のため、必要により利用制限、通

話時間の制限等、各種措置を講じる。 

（７）災害時における被災者との相互連絡をメッセージ録音・再生により伝達する災害用伝言

ダイヤル（１７１）、災害用伝言板（Web171）、災害用伝言板（スマートフォン）、災害用音

声お届けサービス（スマートフォン）を活用し、被災地に集中するトラヒックを分散する。 

※災害用伝言板（Web171）、災害用伝言板（スマートフォン）、災害用音声お届けサービス（ス

マートフォン）については㈱NTT ドコモ社の提供サービス 

２．東日本電信電話(株)の無線の運用 ［東日本電信電話（株）福島支店］ 

ポータブル衛星通信システムの配備 

災害等によって交換機、伝送路及び加入者ケーブルなどが故障した場合、通信の孤立を

防止するためにポータブル衛星通信システムを使用し、通話（最大８回線及びインターネ

ット１回線）を確保する。 
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第５節 相互応援協力 
 

災害発生時においては、防災関係機関相互の連携体制が重要であり、各地方公共団体及び関係

機関は相互の応援協力により適切な応急救助等を実施するものとする。 

県をはじめとする各機関等への応援要請は、総務部長が本部長（町長）の指示に基づき行う。 

 

第１ 県及び市町村との相互協力 

１．県及び市町村との相互協力 ［消防交通班、関係各班］ 

（１）県に対する要請 

県知事に対して災害対策基本法第 68 条の規定により応援要請又は応急措置の実施を要

請する場合は、知事に対して、以下に記載する事項を明らかにし県総合情報通信ネットワ

ーク又は加入電話により応援要請を行い、後日速やかに文書を提出するものとする。 

ア 災害の状況及び応援を求める理由 

イ 応援を要する機関名 

ウ 応援を要請する職種別人員、物資等 

エ 応援を必要とする場所、期間 

オ その他必要な事項 

また、県との情報伝達を速やかに行うため、必要に応じて情報連絡員（リエゾン）の派遣

を要請する。 

なお県は、被災により町がその全部又は大部分の事務を行うことが不可能になった場合

には、応急措置を実施するため町に与えられた権限のうち、警戒区域を設定し、災害応急

対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又

は当該区域からの退去を命ずる権限、他人の土地等を一時使用し、又は土石等を使用し、

若しくは収用する権限及び現場の災害を受けた工作物等で応急措置の実施の支障となるも

のの除去等をする権限並びに現場にある者を応急措置の業務に従事させる権限により実施

すべき応急措置の全部または一部を、町に代わって行うものとする。 

（２）相互応援協定先市町村に対する要請 

町は、必要に応じ、あらかじめ締結された相互応援協定等に基づき、協定先市町村等に

対し応援を求めることができる。なお、協定一覧は資料編（資料５-１）のとおりである。 

（３）他の市町村への応援要請 

町長は、災害対策基本法第 67条の規定により、町において災害が発生した場合、応急措

置を実施するために必要と認められるときは、相互応援協定を締結していないほかの市町

村長に対し応援を求めることができる。応援を求める場合には、以下に記載する事項を明

らかにし加入電話等により応援要請を行い、後日速やかに文書を提出するものとする。 

ア 災害の状況及び応援を求める理由 

イ 応援を要する機関名 

ウ 応援を要請する職種別人員、物資等 

エ 応援を必要とする場所、機関 



第３編 震災対策編 ： 第２章 災害応急対策計画 

第５節 相互応援協力 

 震災 - 128

オ その他必要な事項 

（４）遠方からの避難者の受入れ 

県又は被災市町村、協定締結市町村から避難者の受入れの要請を受けたときは、町の状

況等を勘案し、可能な限り避難者の受入れを行う。 

避難者の受入れに際しては、県又は被災市町村と協議を行い、避難者の輸送、避難所の

開設・運営補助、食料及び生活必需品等物資の供給等を行う。 

２．福島、宮城、山形広域圏災害応援協定による要請 ［消防交通班］ 

町長は、町に災害が発生し独自では十分な対応ができない場合には、協定に基づき広域圏

連絡市町村（福島市又は二本松市）を経由し、又は被災市町村以外の市町村に応急対策の要

請をすることができる。この場合、以下に記載する事項を明らかにし加入電話等により応援

要請を行い、後日速やかに文書を提出するものとする。 

（１）被害の状況及び要請理由 

（２）提供を要請する生活必需品資機材等の種類及び数量 

（３）派遣を要請する職員の職種及び人員 

（４）応援の場所及び経路 

（５）応援を必要とする機関 

構成 ３県 33 市町村 

福島県  福島市、伊達市、二本松市、桑折町、国見町、川俣町、大玉村、本宮

市、相馬市、南相馬市、新地町、飯館村 

宮城県  名取市、亘理町、山元町、岩沼市、白石市、角田市、蔵王町、七ヶ宿

町、大河原町、村田町、柴田町、川崎町、丸森町 

山形県  米沢市、長井市、南陽市、高畠町、川西町、白鷹町、飯豊町、小国町 

 

第２ 国に対する応援要請 

１．町長の応援職員派遣要請 ［消防交通班］ 

（１）町長は、災害応急対策又は災害復旧対策のため必要があると認めるときは、指定地方行

政機関の長に対し、当該機関の職員の派遣を要請することができる（災害対策基本法第 29

条）。 

（２）町長は、災害応急対策又は災害復旧対策のため必要があると認めるときは、知事に対し、

指定地方行政機関の職員の派遣についてあっせんを求めることができる（災害対策基本法

第 30条）。 

２．手続き ［消防交通班］ 

町長は、指定地方行政機関の長に対して職員の派遣を要請するときは、次の事項を記載し

た文書をもって行う。 

また、町長が知事に対して指定地方行政機関の職員の派遣について、あっせんを求めると

きも同様とする。 

（１）派遣を要請する理由 

（２）派遣を要請する職員の職種別人員数 

（３）派遣を必要とする期間 
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（４）派遣される職員の給与その他の勤務条件 

（５）その他職員の派遣について必要とされる事項 

なお、町は、派遣された職員の身分の取扱いに関しては、災害対策基本法施行令第 17 条に

定めるとおりである。 

 

第３ 自衛隊の災害派遣要請 

［消防交通班、県、陸上自衛隊福島駐屯地］ 

本章第９節による｡ 

 

第４ 緊急消防援助隊の派遣要請 

 ［消防交通班］ 

１．町の応援要請  

町長又は消防本部長(以下、「町長等」という。)は、大規模な災害等に際し、自らの消防力 

では対応できず、緊急消防援助隊の応援を受ける必要があると判断した場合は、「福島県緊急 

消防援助隊受援計画」に基づき、速やかに知事に連絡し、応援を要請するものとする。  

２．知事の応援要請  

（１）知事は、町長等から応援要請を受けた場合は、消防組織法第 44 条に基づき、災害の状況 

及び県内の消防力に照らして、緊急消防援助隊の応援が必要と判断した場合は、速やかに消 

防庁長官に対し応援要請を行う。  

（２）知事は、町長等からの応援要請の連絡がない場合であっても、隣接市町村長等からの情報 

等により、緊急消防援助隊の応援が必要と認めるときは、消防庁長官に対し、応援要請を行 

うものとする。この場合、知事は、町長等に対し、速やかに応援要請を行った旨の連絡をす

る。  

（３）知事は、消防庁長官から応援決定の通知があった場合には、速やかに町長等に連絡する。  

（４）知事は、緊急消防援助隊が出動した場合は、緊急消防援助隊の迅速かつ的確な活動を確 

保するため、「福島県緊急消防援助隊受援計画」に基づき、消防応援活動調整本部を設置す

る。 

 

第５ 町内の公共的団体等との協力 

町は、町内における公共的団体、民間団体及び自発的な防災組織等から、次のような協力を

得ながら、効率的な応急対策活動を行うものとする。 

 

１．町内における公共的団体 ［地域福祉班、まちづくり推進班、農業振興班、農林整備班］ 

伊達医師会、川俣町赤十字奉仕団、ふくしま未来農業協同組合、川俣町商工会 

２．町内における自主的防災組織 ［消防交通班］ 

婦人防火クラブ、自主防災組織等 

 



第３編 震災対策編 ： 第２章 災害応急対策計画 

第５節 相互応援協力 

 震災 - 130

３．協力を得る業務 ［消防交通班、地域福祉班、まちづくり推進班、農業振興班、農林整備

班］ 

（１）異常現象、災害危険箇所等を発見した場合に、町その他関係機関に連絡すること 

（２）災害に関する予警報その他情報を区域内住民に伝達すること 

（３）災害時における広報広聴活動に協力すること 

（４）災害時における出火の防止及び初期消火に関し協力すること 

（５）避難誘導、避難所内被災者の救援業務に協力すること 

（６）被災者に対する炊き出し、救援物資の配分等に協力すること 

（７）被害状況の調査に協力すること 

（８）被災区域内の秩序維持に協力すること 

（９）罹災証明書交付事務に協力すること 

（10）その他の災害応急対策業務に関すること 

 

第６ 他の地方公共団体への応援 

［消防交通係］ 

他の地方公共団体において大規模な災害が発生し、災害対策基本法、地方自治法又は協定等

により、被災地方公共団体から応援若しくは職員の派遣について要請があった場合は可能な限

り応援又は職員の派遣を行うものとする。 

その場合、全庁的な支援体制が必要なときは、災害対策本部における事務分掌に準じて、全

庁的な体制により応援を行うものとし、それに至らない場合には、消防交通係を窓口として、

災害対策本部における事務分掌を踏まえて、応援要請の内容を各課へ伝達依頼するものとする。 

なお、直接各課へ被災市町村等から要請があった場合は、要請を受けた課で対応するものと

し、その実施内容については、消防交通係へ連絡するものとする。 
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第６節 災害広報 
 

震災時には住民に対して、的確な情報を迅速に伝えることが二次災害や混乱の早期鎮静に重要

である。 

町は、所管区域内の防災関係機関と調整を図り、住民に対し防災行政無線、広報車、テレビ・

ラジオ（多重放送含む）の広報番組、さらにコミュニティ放送等の協力を得ながら広報活動を行

う。 

また、被災直後と復旧期など状況に応じた広報手段の選択が必要となる。このため、各機関と

震災時の広報内容や広報手順について、あらかじめ調整しておくものとする。 

 

第１ 災害広報担当 

［文書広報班、デジタル推進班］ 

１ 災害対策本部における災害広報は、文書広報班長が担当する。また、パソコン通信、イ

ンターネット等の高度情報通信網については、デジタル推進班長が担当する。 

２ 各防災関係機関においては災害広報担当部門を定め、自らの業務内容につき、必要な広

報を行うものとする。 

３ 公共放送機関等との間においては、川俣町防災会議との間であらかじめ協定を締結し、

その締結した協定に基づき災害広報を行い、災害対策本部から要請があったときは、広報

に協力するものとする。 

 

第２ 町の広報活動 

１．広報内容 ［文書広報班、デジタル推進班］ 

広報が必要な情報内容は震災の時期によって推移するが、おおむね以下の情報を広報する。 

（１）被災直後 

住民がパニックに陥らないために必要な情報を迅速に広報し、沈着冷静な行動を求める｡ 

ア  被害状況、治安状況、救援活動及び災害警備活動に関する情報 

イ  出火防止（漏ガス、感電、漏油等の注意）及び初期消火の呼びかけ 

ウ  避難指示、避難先情報 

エ 指定した避難所以外に避難した被災者への支援情報 

オ  医療情報（医療機関の稼働状況、救護所の設置状況等） 

カ 防疫に関する情報 

キ  余震、二次災害危険の見通し 

ク 安否情報 

ケ ライフライン、交通機関の稼働状況及び通行規制の状況に関する情報 

コ 交通渋滞、電話混雑等への協力依頼 

サ 義援物資、義援金の取扱いに関する情報 

シ 犯罪防止、流言飛語の防止に関する情報 
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ス ボランティアに関する情報 

セ その他の応急対策活動状況の他、必要と認められる情報 

なお、被災していない地区の状況についても、状況問い合わせ、安否確認のための電話

の殺到、被災地への車の流入等を極力防止するため、状況が判明し次第、安心情報として

積極的に広報を行うよう努める。 

（２）救援復旧段階 

ア  安否情報 

イ  援助救援情報 

ウ  復旧の見通し情報 

エ 臨時災害相談所の開設情報 

オ 被災者への支援策に関する情報（各種特例措置、融資・貸付制度、弔慰金・見舞金・支

援金等） 

２．災害情報等の収集 ［文書広報班］ 

文書広報班長は、消防交通班長が収集した災害情報を基に被害状況を調査する担当班と連

絡をとり、被害現場の状況及び推移を的確に把握するものとする。 

３．情報の発表と広報の方法 ［文書広報班、デジタル推進班］ 

（１）収集した情報及び災害対策本部における応急対策を報道機関に発表するとともに、町広

報車等による広報を行うものとする。 

（２）必要に応じ発災後速やかに住民等からの問い合わせに対応するため、専用電話を備えた

窓口の設置、人員の配置等体制の整備を図る。 

（３）広報は災害の状況に応じて、防災行政無線、町広報車、ラジオ、テレビ、登録制メール、

インターネット（災害情報用ホームページ開設、ソーシャルネットワークサービスを活用

した情報発信など）等により迅速的確に行うものとする。 

なお、インターネットを利用して広報を行う場合には、以下の点に留意する。 

ア 災害発生時において、ホームページは重要な情報源であることから、簡易版ホームペ

ージを開設する、ミラーサーバ等を立ち上げるなど、アクセス集中による閲覧障害を回

避するよう努めるものとする。 

イ 受け手が必要な情報を選別して入手できるよう、重要な情報や優先順位の高い情報を

分かりやすく提供するよう努めるものとする。 

ウ 災害情報を発信する際は、多様な媒体から情報を閲覧でき、受け手が加工しやすい形

式で提供するよう努めるものとする。 

エ 住民自らが情報を入手できるよう、携帯電話やパソコン等、個人用情報端末の活用に

ついて周知するものとする。 

（４）（３）によるほか、放送事業者、新聞社等の報道機関の協力を得るものとする。また、安

否情報、交通情報等各種問い合わせ先を随時入手したいというニーズに応えるため、パソ

コンネットワーク会社等の協力を求めて的確な情報を提供できるよう努めるものとする。 

（５）広報車による広報では音声のみによらず、できるだけビラ、チラシなどの印刷物を配付

し、伝達情報の正確性を確保する。 

（６）印刷物の配付については、町内会等自治会組織を通じて行うなど、確実性を図る。 
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（７）救援復旧段階では「広報かわまた災害復旧速報版」を１日１回ずつ作成し、配送、ＦＡ

Ｘ送信などにより避難所に配付・張り出しを行い、安定した情報提供に努める。 

（８）町及び県は、災害情報共有システム（L アラート）に被害情報や避難指示等の発令、避難

所開設などの災害情報等を発信し、多様な媒体を通して速やかに住民へ伝達することがで

きるようにする。 

（９）次のような要配慮者に配慮した広報の実施を心掛ける。 

ア 外国人に対して「やさしい日本語」を含む多言語による広報 

イ 聴覚障がい者に対して文字放送、手話通訳等の実施 

４．情報の的確な伝達 ［文書広報班］ 

被災者が必要とする情報は、災害発生からの時間の経過に伴い、刻々と変化していくこと

から、被災者の必要性に即した情報を的確な提供をするよう努める。 

また、町外の遠方に避難した避難者に対しても、情報の共有化を図るため、広報誌などの

直接送付を行う。 

 

第３ 災害記録映像の撮影及び収集と提供 

［文書広報班］ 

１ 文書広報班長は、災害現場を写真等で撮影するとともに、各班の被害状況調査に際して

撮影した写真等を収集するものとする。 

２ 文書広報班長は、収集した写真等について報道機関等から求めがあったときは、必要に

応じて提供するものとする。 

 

第４ 災害広報活動計画の整備 

［文書広報係］ 

文書広報係長は、次の項目につき、あらかじめ広報活動計画を定めておくものとする。 

１ 災害情報等を収集するための班員、写真等撮影のための班員等 

２ 各課、公民館等が管理する車両で、災害広報に使用できる車両の把握及び人員等の運用

計画の整備 

３ 公共放送機関との連絡体制の整備 

 

第５ 報道機関への発表・協力要請 

１．町の発表 ［文書広報班］ 

（１）本部設置前 

町長若しくは総務課長の指示により、文書広報係長が報道機関に対して、災害に関する

情報の発表、協力の要請を行う。 

（２）本部設置後 

文書広報班長が直ちに共同会見所を設置し、災害に関する情報の発表、協力の要請を行

う。発表は原則として本部長（町長）の決定に基づき共同記者会見方式で行うが、その際、
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内容の相違を避けるため関係機関とあらかじめ連絡協議して被害情報の統一に努めるもの

とする。 

（３）発表の形式の統一化 

発表に当たっては、的確に事実を伝えられるよう、広報文例をあらかじめ整備しておく

ものとする。 

２．緊急放送等の要請 ［文書広報班］ 

町は、緊急時における情報連絡手段として、関係機関の協力によりラジオ、テレビの放送

機能を有効に活用する。このため、協定の締結と要請の方法、範囲、要請の手続き等につい

て今後協議を進める。 

 

第６ 市町村間の協力による広報 

 ［文書広報班］ 

町は、サーバ等の被災によりホームページでの情報発信が不可能になった場合、災害時相互

応援協定等により、支援する市町村が被災した町に代わってホームページの開設や情報の掲載

を代行し、迅速に情報を発信する仕組みの構築を検討する。 

 

第７ 防災関係機関の広報活動 

［防災関係機関］ 

防災関係機関は、それぞれが定めた災害時の広報計画に基づき、住民及び利用者への広報を

実施するとともに、特に必要がある時は、町、県及び報道機関に広報を要請する。 

１．福島警察署川俣分庁舎  

福島警察署川俣分庁舎は、町災害対策本部、伊達地方消防組合、その他関係機関と協力し

て、次の事項に重点を置いて広報活動を実施する。 

（１）災害の状況及びその見通し 

（２）避難・救援活動に関すること 

（３）道路通行規制に関すること 

（４）その他の警察措置に関すること 

２．東日本電信電話（株）福島支店  

東日本電信電話（株）福島支店は、災害のため通信が途絶したとき、若しくは利用の制限

を行ったときはトーキー装置による案内、広報車、窓口掲示等の方法によって、利用者に対

して広報活動を実施する。 

（１）通信途絶、利用制限の理由・内容 

（２）災害復旧に対してとられている措置及び復旧見込時期 

（３）通信利用者に協力を要請する事項 

（４）その他の事項 

３．東北電力ネットワーク（株）福島電力センター  

感電事故及び漏電による出火を防止するため、さらに停電の状況や復旧について、利用者

に対し次の事項について広報活動を実施する。 
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（１）断線、電柱の倒壊折損等を発見した場合は接触を避けるとともに、通報を依頼すること 

（２）屋外へ避難する場合は、安全器又はブレーカーを切ること 

（３）地震発生後は、使用中の電気器具のコンセントを直ちに抜くこと 

（４）停電区域 

（５）停電事故復旧状況 

（６）停電事故復旧見込み 

４．プロパンガス事業者  

プロパンガスによる災害を防止するため、サービス巡回車による広報、消防署、警察署、

報道機関への協力要請等、あらゆる手段により広報活動を行う。 

（１）地震発生時 

ア  ガス栓を全部閉めること 

イ  ガスメーターのそばにあるメーターコックを閉めること 

ウ  ガス使用を止めること 

（２）ガス使用再開時 

ア  設備を点検し安全を確認するまで使用しないこと 
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第７節 消火活動 
 

大規模な地震が発生した場合は、町内各地域において火災発生や救急救助を要する事態の発生

が予想される。その際の消防・救急救助活動の基本は、「人命安全」である。火災については、伊

達地方消防組合及び消防団がその全力をあげて消火に当たることはもちろんであるが、同時多発

的に発生した火災全てに直ちに対応できない場合も考えられる。その場合、各地域の自主防災組

織による初期消火が災害の拡大防止に重要であり、不断の備えと訓練が必要である。救急救助に

当たっては早い時期での救助が救命率の向上につながるため、火災と同様に自主防災組織の活動

が重要である。また、被災者が救急力を上回る場合は、緊急度に応じた活動を行う。 

 

第１ 消防署による消防活動 

［消防交通班、伊達地方消防組合、町消防団］ 

消防活動は、人命安全を優先したなかで火災の早期鎮圧と延焼防止に努めるものとする。基

本的には伊達地方消防組合警防規程（昭和 58年 6月１日消本訓令第２号）の定めるところによ

り、消防団等を指揮し有効な対策を行い、以下のとおり消防活動に当たるものとする。 

１．災害情報収集活動優先の原則  

同時多発火災などの災害状況の迅速な把握と的確な対応のため、消防車等の管内巡回によ

る災害情報の収集を行う。 

２．避難場所及び避難路確保優先の原則  

延焼火災が多発し拡大した場合は、人命の安全を優先とした避難場所及び避難路確保の消

防活動を行う。 

３．重要地域優先の原則  

同時に複数の延焼火災を覚知した場合は、重要かつ危険度の高い地域を優先に消防活動を

行う。 

４．消火可能地域優先の原則  

同時に複数の延焼火災が発生した場合は、消火可能地域を優先して行う。 

５．市街地火災消防活動優先の原則  

大工場、大量危険物貯蔵取扱施設等から出火し、多数の消防隊を必要とする場合は、市街

地に面する部分及び市街地の延焼火災の消防活動を優先とし、それらを鎮圧した後、部隊を

集中して消防活動に当たる。 

６．重要対象物優先の原則  

重要対象物周辺と他の一般市街地から同時に出火した場合は、重要対象物の防護上に必要

な消防活動を優先する。 

７．火災現場活動の原則  

（１）出場隊の指揮者は、災害の態様を把握し、人命の安全確保を最優先とし、転戦路を確保

した延焼拡大阻止及び救助・救急活動の成算等を総合的に判断し、行動を決定する。 

（２）火災規模と対比して消防力が優勢と判断したときは、積極的に攻勢的現場活動により火

災を鎮圧する。 
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（３）火災規模と対比して消防力が劣勢と判断したときは、住民の安全確保を最優先とし、道

路、河川、耐火建造物、空地等を活用し、守勢的現場活動により延焼を阻止する。 

 

第２ 消防団による活動 

［町消防団］ 

伊達地方消防組合と連携をとりながら、以下の活動を行う。 

 

１．情報収集活動  

管内の災害情報の収集を積極的に行う。 

２．出火防止  

地震の発生により、火災等の災害発生が予測された場合は、居住地周辺の住民に対し、出

火防止の広報を行い、出火した場合には住民と協力して初期消火を図る。 

３．消火活動  

消防隊が到着するまでや消防隊が十分でない場合には、率先して消火活動を行う。 

４．救助活動  

伊達地方消防組合による活動を補佐し又は自らが積極的に活動し、要救助者の救助救出と

負傷者に対して簡易な応急処置を行い、安全な場所への搬送を行う。 

５．避難誘導  

避難の指示等がなされた場合には、住民に伝達し関係機関と連絡をとりながら、住民を安

全に避難誘導する。  

 

第３ 消防に関する応援要請 

１．県内隣接協定及び統一応援協定による応援 ［伊達地方消防組合］ 

伊達地方消防組合は、単独での消防活動が困難であると判断したときは隣接相互応援協定

を締結している消防機関に応援を要請し、それでも対応できない場合は福島県広域消防相互

応援協定による派遣要請を行う。 

消防相互応援協定の協定書等については、資料編（資料５-１）に示す。 

２．町による県への応援要請 ［消防交通班］ 

町長は地震発生時における他都道府県への応援要請の必要が見込まれる場合は、以下の手

続きによって知事への応援要請を行う。 

（１）応援要請の手続き（要請は責任者の口頭でも可、後日文書を提出すること） 

町長は他都道府県の消防隊の応援を要請したいときは、原則として次の事項を明らかに

して知事に要請する。 

ア 火災の状況及び応援要請の理由 

イ 緊急消防援助隊の派遣要請期間 

ウ 応援要請を行う消防隊の種別と人員 

エ 町への進入経路及び集結場所 

（２）緊急消防援助隊の受入れ態勢 
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他都道府県緊急消防援助隊応援消防隊の円滑な受入れを図るため、伊達地方消防組合は、

担当者を明確にし連絡体制を整えておく。 

ア 緊急消防援助隊の誘導方法 

イ 緊急消防援助隊の人員、機材数、応援都道府県隊長等の確認 

ウ 緊急消防援助隊に対する給食、仮眠施設等の手配 

 

第４ 自主防災組織、住民の活動 

［自主防災組織、住民］ 

１ 各家庭におけるガス栓、電気器具の閉止など、相互の呼びかけ、点検を行う。 

２ 近隣の住民の安否を確認する。 

３ 火災が発生したときは、消火器、バケツリレーなどで初期消火を行う。 

４ 消防署、消防団が到着したときはその指示に従う。 

 

第５ 事業所の活動 

［事業所］ 

１ 火気、ガス、可燃物の遮断と危険回避措置をとる。 

２ 火災が発生した場合、自衛消防班による初期消火を行うとともに、必要に応じて従業員

の避難誘導を行う。 

３ 初期消火ができなかった場合においては、可能な限りの延焼防止活動を行う。 
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第８節 救助・救急 
 

地震発生後には、倒壊家屋の下敷きになるなど救助・救急が必要となる被災者が出ることが予

想される。生命・身体の安全を守ることは、最優先されるべき課題であり、人員、資機材等を優

先的に投入して、救助活動を実施する。 

町及び伊達地方消防組合は、災害応急対策の第一次的な実施責任者として防災関係機関の協力

を得ながら、救助・救急活動を行うが、早期救出が生死を分けることになることから、住民及び

自主防災組織が救助・救急活動を実施する防災関係機関に協力するとともに、自発的に救助・救

急活動を行うことが求められる。 

 

第１ 自主防災組織、事業所等による救助活動 

［自主防災組織、事業所、住民］ 

１ 自主防災組織、事業所の防災組織及び住民は、次により自主的に被災者の救助・救急活

動を行うとともに、救助・救急活動を実施する各機関に協力するよう努めるものとする。 

（１）組織内の被害状況を調査し、負傷者等の早期発見に努める。 

（２）救助活動用資機材を活用し、組織的救助活動に努める。 

（３）自主救助活動が困難な場合は、消防機関又は警察等に連絡し、早期救助を図る。 

（４）救助活動を行うときは、可能な限り町、消防機関、警察と連絡を取り、その指導を

受けるものとする。 

２ 建物等の倒壊による被災者等に対する救助活動が迅速かつ的確に行えるよう、平常時か

ら次の措置を行うものとする。 

（１）救助技術、救助活動の習熟 

（２）救助活動用資機材の点検及び訓練の実施 

（３）地域における自主防災組織と事業所等との連携体制の確立と訓練の実施 

 

第２ 町における救助活動 

［消防交通班、伊達地方消防組合、町消防団］ 

１ 町は、伊達地方消防組合及び町消防団と協力し、救助対象者の状況に応じた救助班を編

成し、人員及び重機等の資機材を優先的に投入して救助活動を行うものとする。 

また、警察機関、地元の情報に精通した地域住民等と密接に連携して救助作業を実施す

るものとする。 

なお、これらの状況については、遂次、県に報告するのものとする。 

２ 町は、自ら被災者等の救助活動を実施することが困難な場合、次の事項を示して県に対

し救助活動の実施を要請する。また、必要に応じて民間団体にも協力を求めるものとする。 

（１）応援を必要とする理由 

（２）応援を必要とする人員、資機材等 

（３）応援を必要とする場所 
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（４）応援を希望する期間 

（５）その他周囲の状況等応援に関する必要事項 

３ 町は予想される災害、建物等の倒壊による被災者等に対する救助活動に備え、平常時

から次の措置を行うものとする。 

（１）救助に必要な車両、資機材、その他機械器具の所在及び調達方法の把握並びに関係

機関団体との協力体制の確立 

   建設業者以外の地域の企業に対しても、救助に有効な資機材、機械器具等の所有の

有無等について、あらかじめ調査し、協力を求めていくこと。 

（２）土砂崩れ等により孤立化が予想される地域について、孤立者の救助方法、当該地域

の住民と町との双方向の情報連絡体制の確保、救助にあたる関係機関等との相互情報

連絡体制等の確立 

（３）自主防災組織、事業所及び町民等に対し、救助活動についての指導及び意識啓発 

（４）自主防災組織の救助活動用資機材の配備の促進 

（５）救助技術の教育、救助活動の指導 

 

第３ 伊達地方消防組合による救助・救急活動 

１．救助・救急活動 ［伊達地方消防組合］ 

（１）救助・救急は、救命の処置を必要とする負傷者を優先とし、その他の負傷者に対しては、

できる限り消防団員、自主防災組織及び付近住民に協力を求めて、自主的な処置を行わせ

るとともに、他の防災機関と連携の上、救出・救助活動を実施する。 

（２）延焼火災が多発し、同時に多数の救助・救急が必要となる場合は、火災現場付近を優先

に救助・救急活動を行う。 

（３）延焼火災が少なく、同時に多数の救助・救急が必要となる場合は、多数の人命を救護で

きる現場を優先に、効果的な救助・救急活動を行う。 

（４）同時に小規模な救助・救急を必要とする事象が併発した場合は、救命効率の高い事象を

優先に救助・救急活動を行う。 

２．救助・救急における出動 ［伊達地方消防組合］ 

（１）救助・救急の必要な現場への出動は、救命効率を確保するため、努めて救助隊と救急隊

が連携して出動する。 

（２）救助活動を必要としない現場への出動は、救急隊のみとし、救命を要する重傷者を優先

に出動する。 

３．救急・救助体制の整備 ［消防交通班］ 

町は、学校、公民館及び自治会集会所等に救助・救急資機材の備蓄を行い、消防組合の協

力のもとに消防団員及び住民等に対する救助・救急訓練を行って、消防団等を中心とした各

地域における救助・救急体制の整備を図る。 

４．搬送 ［伊達地方消防組合］ 

（１）傷病者の救急搬送は、救命を必要とする者を優先として収容医療機関に搬送する。 

（２）傷病者の救急搬送に当たっては、軽傷者の割り込みにより救急車が占有されることのな

いように、毅然たる態度で活動する。 



第３編 震災対策編 ： 第２章 災害応急対策計画 

第８節 救助・救急 

 震災 - 141

５．救助活動状況の記録及び報告 ［伊達地方消防組合］ 

救助活動を実施したときは、伊達地方消防組合は、救助活動記録簿（資料編（資料９-２-

２））により活動状況を記録し、本部長（町長）に報告するものとする。 

 

第４ 広域応援  

［伊達地方消防組合］ 

伊達地方消防組合は、大規模な災害が発生し、消防組合のみでの救助・救急活動が困難であ

る場合は、隣接協定及び「福島県広域消防相互応援協定」による派遣要請を行うものとする。 

また、必要に応じて町長は県を通じて消防庁長官に対して、緊急消防援助隊及び「大規模特

殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」に基づくヘリコプター等の応援を要請するもの

とする。 

なお、消防組織の受援については、広域受援計画に基づいて行う。 

 

第５ 災害救助法が適用された場合の実施基準 

［消防交通班、伊達地方消防組合、町消防団］ 

１．救出対象者  

（１）災害のため現に生命身体が危険な状態にある者 

ア 火災の際に火中に取り残されたような場合 

イ 地震の際に倒壊家屋の下敷になったような場合 

ウ 水害の際に流失家屋とともに流されたり、孤立した地点に取り残されたような場合、

又は土石流により生き埋めになったような場合 

（２）災害のため生死不明の状態にある者 

ア 行方不明の者で諸般の情勢から生存していると推定される場合 

イ 行方は判っているが生命があるかどうか明らかでない場合 

２．救出の期間  

災害発生の日から３日（72 時間以内） 
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第９節 自衛隊災害派遣要請計画 
 

災害を未然に防止し、又は災害が発生した場合において人命及び財産を災害から保護するため、

県を通じ自衛隊の派遣を要請するものとする。 

 

第１ 災害派遣要請の要求 

［消防交通班］ 

１．災害派遣要請の基準 

町長は、町の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

応急措置を実施するため必要があると認めるときは、県知事に対して自衛隊災害派遣の要請

を求めることができる。 

自衛隊の派遣を要請する場合の基準は、おおむね次の場合とする。 

（１）人命救助のための応援を必要とするとき 

（２）水害が発生し、又はそのおそれがあるときで、緊急措置に応援を必要とするとき 

（３）地震等による大規模な災害が発生し、応急措置のため応援を必要とするとき 

（４）救助物資の輸送のため応援を必要とするとき 

（５）主要道路の応急復旧に応援を必要とするとき 

（６）応急措置のための医療・防疫・給水及び通信支援などの応援を必要とするとき 

２．災害派遣要請の範囲 

自衛隊の派遣を要請できる範囲は、災害時における人命又は財産の保護のため必要があり、

かつ、緊急性、公共性があるので、他の機関の応援等により対処できない場合とし、概ね次

による。 

なお、特に人命にかかわるもの、（救急患者、薬等の救急搬送等）については、災害対策基

本法に規定する災害以外であっても、災害派遣として行う。 

（１）被害状況の把握 

（２）避難の援助 

（３）遭難者等の捜索、救助 

（４）水防活動 

（５）消防活動 

（６）道路又は水路の啓開 

（７）応急医療、救護及び防疫 

（８）人員及び物資の緊急輸送 

（９）炊飯及び給水 

（10）入浴支援 

（11）救援物資の無償貸付及び譲与（防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関す

る総理府令第 13、14 条） 

（12）危険物の保安及び除去（火薬類、爆発物の保安措置及び除去） 

不発弾の処理は、県警察本部（生活環境課）が窓口となる。 
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（13）予防派遣（災害に際し被害が客観的に推測され、かつ急迫している場合において、や

むを得ないと認められる場合。） 

（14）その他知事が必要と認め、自衛隊の能力で対処可能なものについて関係部隊の長と協

議して決定する。 

 

第２ 災害派遣要請の要領 

［消防交通班］ 

１．要請手続  

（１）本部長（町長）は、総務部長に命じ福島県県北地方振興局長を経て県知事（危機管理総

室）あて（２）の事項を明記した文書をもって行う。文書の提出部数は２部とする。 

ただし、緊急を要する場合は、口頭又は県防災行政無線又は一般加入電話等により、直

接知事（危機管理総室）に依頼し、事後速やかに文書を提出する。この場合、速やかに福

島県県北地方振興局長へ連絡する。災害状況、派遣要請の判断は、警察署、国・県機関等

との連絡を密にし、迅速に行うものとする。なお、派遣要請時に町長不在等の非常時にお

いては、第１位  副本部長（副町長）、第２位  副本部長（教育長）、第３位  総務部長の

順に判断するものとする。 

（２）災害派遣を要請する際には、次の事項を明示する。 

ア 災害の状況及び派遣を要請する理由 

(ｱ) 災害の種類 

(ｲ) 被害発生の場所 

(ｳ) 被害発生の原因 

(ｴ) 被害の状況 

イ  派遣を必要とする期間 

ウ  派遣を希望する区域及び活動内客 

エ  その他参考事項 

２．直接要請  

町長は、１の要請ができない場合は、陸上自衛隊福島駐屯地司令に対して、災害の状況を

通知することができるものとする。この場合、町長は速やかにその旨を知事に報告しなけれ

ばならない。 

また、この通報を受けた陸上自衛隊福島駐屯地司令は、特に緊急を要し知事の要請を待つ

いとまがない場合は、人命又は財産の保護のため、部隊を派遣するものとするとともに、速

やかにその旨を知事に通知するものとする。 

 

【陸上自衛隊福島駐屯地 連絡先】 

担当窓口 陸上自衛隊第 44 普通科連隊 第３科 

℡ 024-593-1212 内線 235（県総合情報通信ネットワーク 811-280-01） 

時間外 福島駐屯地当直司令 内線 302（県総合情報通信ネットワーク 811-280-02） 
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第３ 自衛隊の自主出動 

１．初動における情報収集 ［陸上自衛隊福島駐屯地］ 

（１）情報の収集 

町を災害派遣隊区とする部隊長は、担当する災害派遣隊区において震度５弱以上との情

報を得た場合、又は大規模な災害が発生したとの情報を得た場合は、原則ヘリコプター及

び地上からの偵察による被害情報の収集を実施するものとする。 

（２）情報の伝達 

部隊長は、必要な情報を速やかに県知事、町長及び関係機関へ伝達するものとする。 

２．災害派遣の自主出動 ［陸上自衛隊福島駐屯地］ 

天災事変その他の災害に際し、その事態に照らし特に緊急を要し、県知事の要請あるいは

町長からの通知を待ついとまがないときは、駐屯地司令の職にある部隊長は、要請あるいは

通知を待たずに部隊等を派遣することができる。 

この場合、できる限り早急に県知事に連絡し、密接な連絡調整のもと適切かつ効率的な救

援活動を実施するよう努めるものとする。 

なお、要請を待たずに部隊等を派遣した後、町長の派遣要請依頼に基づき県知事から要請

があった場合には、その時点から当該要請に基づく救援活動を実施するものとする。 

駐屯地司令の職にある部隊長が、要請を待たないで災害派遣を行う場合、その判断の基準

とすべき事項については以下に掲げるとおりとする。 

（１）災害に際し、関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収集

を行う必要があると認められること 

（２）災害に際し、知事が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認められる場

合に、直ちに救援の措置をとる必要があると認められていること 

（３）災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動が明確な場合に、当該救援活動が人命救助に

関するものであると認められるとき 

（４）その他災害に際し、上記に準じ特に緊急を要し、知事からの要請を待ついとまがないと

認められるとき 

 

第４ 災害派遣部隊の受入体制 

災害対策本部は、派遣部隊の活動が円滑かつ効率的に実施できるよう、次の措置をとるもの

とする。 

１．関係機関の協力 ［消防交通班、伊達地方消防組合、福島警察署川俣分庁舎、県］ 

本部長（町長）、県知事、警察機関、消防機関等は、相互に派遣部隊の移動、現地進入及び

災害措置を行うための補償問題等発生の際の相互協力、必要な現地資材等の使用に関して緊

密に連絡協力するものとする。 

２．他の災害救助復旧機関との競合重複の排除 ［消防交通班、県］ 

本部長（町長）及び知事は、自衛隊の作業が他の災害救助復旧機関と競合重複することの

ないよう、最も効率的に作業を分担するよう配慮するものとする。 

３．作業計画及び資材等の準備 ［総務班、消防交通班］ 
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（１）消防交通班長は、県北地方振興局、県災害対策課及び福島駐屯部隊と連絡をとり、作業

計画とともに、必要とする資機材等の調達等の計画を立てる。 

（２）総務班長は、消防交通班長の計画に基づき必要資機材を調達する。 

（３）消防交通班長は、作業が他の機関と競合重複しないよう、かつ最も効果的に分担できる

よう派遣部隊指揮官と協議する。 

（４）派遣部隊の宿泊所、車両、機材等の保管場所及びその他受入れのために必要な措置及び

準備を行う。 

（５）総務班長は、消防交通班長の計画に基づき現地派遣員の割り振りを行う。 

 

【自衛隊の作業計画の内容】 

ア 作業箇所及び作業内容 

イ 作業の優先順位 

ウ 作業に要する資材の種類別保管（調達）場所 

エ 部隊との連絡責任者、連絡方法及び連絡場所 

 

４．町における自衛隊との連絡体制の確立 ［消防交通班］ 

本部長（町長）は、消防交通班長を窓口とし、派遣された自衛隊との円滑かつ迅速な措置

が取れるよう連絡調整の窓口を明確にし、町役場又は災害現場に町と自衛隊共同の連絡所を

設置するものとする。 

５．派遣部隊の受入れ ［消防交通班］ 

（１）受入体制の準備 

町長は、部隊到着後の作業能力が十分発揮できるよう、知事と協議の上、次の事項につ

いて自衛隊受入れの体制を整備するものとする。 

ア 本部事務室 

現地における派遣部隊の本部は、原則として町役場又は町と自衛隊共同の連絡所と同

一の場所に設置し、相互に緊密な連絡を図るものとする。 

イ 宿舎 

ウ 材料置場、炊事場（野外の適当な広さ） 

エ 駐車場（車１台の基準は３ｍ×８ｍ） 

オ 臨時ヘリポート 

※イからオまでについては、避難所あるいは避難場所等との調整を図り、公共施設ある

いは町有地を中心として随時選定するものとする。 

（２）派遣部隊の受入れ 

ア 消防交通班長は、災害地に自衛隊が到着するために必要な誘導を行い、又は警察官等

に要請する。 

イ 災害現地には連絡所を設け、その所在地を明確にするとともに、災害地の地図等を準

備し、作業地区毎に現地連絡責任者を置く。 

ウ 作業実施期間中は、派遣部隊指揮官と応援作業計画等について協議し、調整の上、作

業の推進を図る｡ 
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エ 現地と災害対策本部との通信連絡は、「第４節 通信の確保」に定めるところにより行

う。 

６．県への報告 ［消防交通班］ 

消防交通班長は、派遣部隊の到着後及び必要に応じて所定の事項について、県北地方振興

局を通じ県に報告する。 

 

第５ 自衛隊による災害派遣活動の内容 

［陸上自衛隊福島駐屯地］ 

自衛隊において行う災害派遣活動の内容は、おおむね次のとおりであり、具体的には別表の

とおりである。 

１ 人命又は財産保護のための諸活動、土木作業、車両、航空機による救援、救助、輸送及

び無線機による通信支援等 

２ 福島駐屯部隊 

普通料連隊のほか施設部隊を有し、機械力による大規模な土木作業、車両による土砂運

搬作業、人員輸送作業、舟艇による人員・車両運送、組立橋梁による架橋作業、軽無線機

による通信支援、特殊技術による支援作業等 

【自衛隊の災害派遣活動】 

項     目 活  動  内  容 

被害状況の把握 車両・艦艇・航空機等状況に適した手段による偵察 

避難の援助 避難者の誘導、輸送等 

遭難者の捜索援助 死者、行方不明者、負傷者等の捜索援助(ただし、緊急を要し、かつ

他に適当な手段がない場合、他の救援活動などに優先して実施) 

水防活動 堤防護岸の決壊に対する土のう作成、積み込み及び運搬 

消防活動 利用可能な消防車、防火用具による消防機関への協力 

障害物の排除  施設の損壊又は障害物がある場合の除去、街路上の転覆トラック・

崩土等の排除、除雪等(ただし、放置すれば人命・財産の保護に影響

すると考えられる場合) 

診察･防疫･病虫害防

除等の支援 

大規模な伝染病等の発生に伴う応急防疫等(薬剤等は町が準備) 

通信支援 自衛隊の通信連絡に支障のない限度において各種有・無線通信支援 

人員及び物資の緊急

輸送 

 

緊急を要しかつ他に適当な手段がない場合、緊急患者、医師その他

救難活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送 

(航空機による輸送は､特に緊急を要する場合に限る) 

炊飯及び給水の支援 緊急を要し他に適当な手段がない場合 

救援物資の無償貸し

付け又は譲与 

｢防衛省所管に属する物品の無償貸与及び譲与等に関する省令｣(昭

和 33 年総理府令第１号)による。(ただし譲与は、県、町その他の公

共機関の援助が受けられず、当該物品の譲与を受けなければ生命身

体が危険であると認められる場合に限る。) 
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通行規制の支援 自衛隊車両の交通が輻輳する地点における自衛隊車両を対象とす

る。 

危険物の保安及び除

去 

能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保安措置及び

除去 

予防派遣 風水害等を未然に防止するため緊急を要し、かつ他に適当な手段が

ない場合の予防派遣 

その他 知事が必要と認め、自衛隊の能力で対処可能なものについて関係部

隊の長と協議し決定する。 

 

第６ 災害派遭を命ぜられた部隊等の自衛官の権限 

［陸上自衛隊福島駐屯地］ 

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている

場合において、町長及び警察官がその場にいない場合に限り、次の措置をとることができる。

この場合において、当該措置を取ったときは、直ちにその旨を町長に通知しなければならない。 

１ 警戒区域の設定並びにそれに基づく立ち入り制限、禁止及び退去命令 

２ 他人の土地等の一時使用 

３ 現場の被災工作物等の除去等 

４ 住民等を応急措置の業務に従事させること 

また、自衛隊法の規定により、災害により危険な事態が生じた場合において、警察官がその

場にいない場合に限り、警告及び避難等の措置を取ることができる。 

 

第７ 緊急輸送等の場合のヘリポート 

１．臨時ヘリポート ［消防交通班］ 

緊急輸送等を必要とする臨時のヘリコプターの発着所の設定基準は、資料編（資料７-３）

に示すとおりである。 

２．ヘリポートとしての使用時の措置 ［消防交通班］ 

（１）離着陸地帯への立入禁止 

離着陸地帯及びその近傍において、運航上の障害となるおそれのある範囲には、立ち入

らない。 

（２）散水車等の配車 

臨時ヘリポートのうち、学校の校庭は砂ぼこりが立つので、伊達地方消防組合又は建設

水道部に消防ポンプ車・散水用車両等の出動を要請する。 

 

第８ 派遣部隊の撤収 

［消防交通班、県］ 

災害派遣の目的を達し、知事から撤収要請があった場合、又は部隊派遣の必要がなくなった

と認められる場合に、速やかに文書をもって知事に対し行うものとする。ただし、撤収に当た
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っては、県及び関係機関と十分な事前協議を行うものとする。 

 

第９ 経費の負担区分 

災害派遣に要した経費の負担区分は、次のとおりとする。ただし、その区分を定めにくいも

のについては、県、町、部隊が相互調整の上、その都度決定する。 

１．県、町の負担 ［消防交通班、県］ 

災害予防、災害応急対策、災害復旧等に必要な資材、施設の借上料及び損料、消耗品、電

気、水道、汲取、通信費及びその他の経費 

２．部隊の負担 ［陸上自衛隊福島駐屯地］ 

部隊の露営、給食及び装備、器材、被服の整備、損耗、更新並びに災害地への往復等の経

費 
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第 10 節 避難 
 

「避難行動」は、数分から数時間後に起こるかもしれない自然災害から「自らの命を自ら守る

ための行動」とする。 

地震災害時における人的被害を軽減するため、町及び防災関係機関が連絡調整を密にし、適切

な避難誘導が行わなければならない。 

また、高齢者、乳幼児、傷病者、障がい者（児）及び外国人等のいわゆる「要配慮者」が災害時

において犠牲になるケースが多くなっている。 

こうした状況から、避難行動要支援者を含む要配慮者への情報伝達、避難誘導、避難所におけ

る生活等について、特に配慮が求められる。 

 

第１ 避難指示等 

町長等は、地震発生による火災、山崩れ、がけ崩れ、津波等の災害から人命、身体の保護又

は災害の拡大防止のため、必要があると認められるときは、あらかじめ定めた計画に基づき地

域住民等に対して、避難指示を行う。 

１．避難の実施機関 ［消防交通班、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防組合、県、陸上自

衛隊、防災関係機関］ 

（１）実施の責任者及び基準 

避難指示等発令の実施責任者は次のとおりであるが、避難指示等を発令したとき、あるい

は自主避難が行われたときは、関係機関は相互に連絡を行うものとする。 

災害の発生があると予想される場合においては、人命の安全を確保するため危険の切迫す

る前に十分な余裕をもって、住民を安全な場所（屋内安全確保も含む）への避難を促す必要

がある。避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場所や安全な親戚・

知人宅、ホテル・旅館等への避難を原則とするものの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅等

で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行うこと

や、災害の性質や発災時の状況によっては、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえっ

て人の生命又は身体に危険が及ぶ恐れがあると認められる場合は、「緊急安全確保」を指示す

る必要がある。 

このため、特に避難行動や情報面で支援を要する人が早期に避難や安全確保のための行動

を開始できるよう情報提供や避難行動支援対策に努め、一般住民に対しても、早期に避難等

を指示するとともに、避難の指示等をあらゆる手段を用いて各住民に周知徹底する。 

この際、町は、危検の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、その対

象者を明確にすること、避難指示等に対応する５段階の警戒レベルを明確にして対象者ごと

に警戒レベルに対応したとるべき避難行動がわかるように伝達することなどにより、住民の

主体的・積極的な避難行動の喚起に努めるものとする。 

町は、避難指示等について、「第２編第１章第 12 節第１ 第１ 避難計画の策定」で策定

した避難指示等の判断基準をもとに、空振りをおそれず、早めに出すことを基本とし、避難

が必要な状況が夜間・早期となる場合には、日中の明るい時間帯に高齢者等避難や避難指示
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の発令に努めるものとする。 

町は、災害が発生するおそれがある場合には、必要に応じ、高齢者等避難に係る情報の発

令等と併せて指定緊急避難場所を開放し、住民等に対し周知徹底を図るものとする。  

町は、避難指示及び解除を実施しようとする場合、指定行政機関、指定地方行政機関又は

県に対し助言を求めることができる。助言を求められた指定行政機関、指定地方行政機関又

は県は、その所掌事務に関して必要な助言を行う。 

なお、町職員が補助執行機関として指示等を行った場合は、実施後直ちにその旨を町長に

報告する。 

 

【避難の実施責任者】 

事項 

区分 
実施責任者 措 置 実施の基準 

高齢者等
避難（警
戒レベル
３） 

町長 高齢者等は危険な
場所から避難、高齢
者等以外も必要に
応じ避難の準備・自
主的に避難する 

人的被害の発生する可能性が高ま
った場合において、避難行動に時間
を要する者が避難行動を開始する
必要があると認められるとき 

避難の指
示等（警
戒レベル
４） 
 

町長 
（災害対策基本法第 60 条） 

立退き及び立退き
先の指示 

災害が発生し、又は発生するおそれ
がある場合において、急を要すると
認められるとき 

知事 
（災害対策基本法第 60 条） 

災害の発生により、町がその全部又
は大部分の事務を行うことができ
なくなったとき 

知事及びその命を受け
た職員 
（地すべり等防止法第 25 条） 

立退きの指示 

地すべりにより著しい危険が切迫
していると認められとき 

知事及びその命を受け
た職員又は水防管理者
（水防法第 29 条） 

洪水又は高潮のはん濫により著し
い危険が切迫していると認められ
るとき 

警察官 
（災害対策基本法第 61 条） 

立退き及び立退き
先の指示 

町長が避難のための立退き若しく
は「緊急安全確保」を指示すること
ができないと認めるとき 
町長から要求があったとき 

警察官 
（警察官職務執行法第４条） 

警告及び避難等の
措置 

重大な災害が切迫したと認めると
きは、警告を発し、又は特に急を要
する場合において危害を受けるお
それのある者に対し、必要な限度で
避難の措置をとる。 

海上保安官 
（災害対策基本法第 61 条） 

立退き及び立退き
先の指示 

町長が避難のための立退き若しく
は「緊急安全確保」を指示すること
ができないと認めるとき 
町長から要求があったとき 

自衛官 
（自衛隊法第 94 条） 

警告及び避難等の
措置 

災害により危険な事態が生じた場
合において、警察官がその場にいな
い場合に限り、災害派遣を命ぜられ
た部隊等の自衛官は避難について
必要な措置をとる 

緊急安全
確保（警
戒レベル
５） 

町長 
（災害対策基本法第 60 条） 

命を守るために最
善と考えられる安
全確保行動の呼び
かけ 

災害が発生し、又はまさに発生しよ
うとしている場合において、避難の
ための立退きを行うことによりか
えって人の生命又は身体に危険が
及ぶおそれがあると認めるとき 
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２．避難指示を行う場合 ［消防交通班、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防組合、県、陸

上自衛隊、防災関係機関］ 

地震災害において避難指示を行う基準は次のとおりとする。 

（１）事前避難 

ア 河川の上流が地震被害を受け、下流の地域に浸水による危険があるとき 

イ 地すべりにより著しい危険が切迫していると判断されたとき 

ウ 火災が風下の地域にも拡大するおそれがあると判断されたとき 

エ 余震による建築物等の倒壊に関して、被災建築物等に対する応急危険度判定により災

害の発生するおそれがあると判断されたとき 

オ その他状況に応じ避難準備又は事前に避難させておく必要があると判断されたとき 

（２）緊急避難 

火災、地すべり等の場合で、事前避難のいとまがなく、かつ被害の危険が目前に切迫し

ているとき。この場合は、至近の安全な場所に避難させるものとする。 

（３）収容避難 

事前避難として利用した避難所・避難場所に危険が生じ、他のより安全な場所に緊急避

難させ、又は、救出者を安全な場所に避難させる必要があると判断されたとき。この場合

は、輸送用の車両等を利用するなど、あらゆる手段を講じて収容避難させるものとする。 

３．避難指示等の伝達方法 ［消防交通班、文書広報班、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消

防組合、県、陸上自衛隊、防災関係機関］ 

（１）住民への周知 

町は、自ら避難指示等及び「緊急安全確保」の指示を行った場合、あるいは他機関から

その旨の通知を受けた場合は、迅速に住民に周知する。避難の必要がなくなったときも同

様とする。 

伝達の方法については、防災行政無線（戸別受信機を含む）と併用して、広報車による

伝達や L アラート、携帯電話への緊急即報メール、お知らせメール配信サービス「インフ

ォ＠かわまた」、川俣公式ライン「ka-LINE」等、あらゆる手段を用いて避難情報が迅速か

つ確実に住民に伝達できるよう体制を整備するとともに、住民に対して使用する伝達手段

を周知する。 

ア 避難対象地域 

イ 避難先及びその場所 

ウ 避難経路 

エ 避難指示等の理由 

オ 災害危険箇所等（浸水区域、土砂災害危険箇所等の存在、雪崩危険箇所等）の存在 

カ 災害の概要 

キ その他避難に関する情報 

（２）関係機関への連絡 

町長が避難指示を発令したとき、また、警察官等から避難指示を行った旨の通報を受け

たときは、次の要領により必要に応じて関係機関等に対し連絡する。 

ア 県の関係出先機関、警察署又は交番等に連絡し協力を求める。 
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イ 指定緊急避難場所・指定避難所として利用する学校、公民館、集会所、公共機関の施

設等その施設の管理者等に対し連絡し協力を求める。 

ウ 隣接市町村への連絡 

避難のため隣接市町村の施設を利用する必要がある場合、又は避難の誘導、経過等に

よって協力を求める必要がある場合は、当該隣接市町村に対し必要な事項を連絡し協力

を求める。 

（３）県への報告 

避難のための立ち退き並びに立ち退き先を指示したときは、次の事項について速やかに

その旨を知事(災害対策本部情報班）に報告しなければならない。 

また、住民が自主的に避難した場合も同様とする。 

ア 避難指示等の有無 

イ 避難指示等の発令時刻 

ウ 避難対象地域 

エ 指定緊急避難場所・指定避難所及び避難経路 

オ 避難責任者 

カ 避難世帯数、人員 

キ 経緯、状況、避難解除帰宅時刻等 

避難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示するとともに、速やかにその旨を

知事(災害対策本部情報班）に報告しなければならない。 

（４）県の措置 

県は、町又は他機関から避難指示の通知を受けた場合、あるいは災害の発生により自ら

避難指示を行った場合は県地域防災計画に定める災害広報等の措置を行うものとする。 

（５）警察官及び自衛官の措置の報告系統 

ア 災害対策基本法に基づく措置 

 

 

イ 職権に基づく措置 

 

ウ 自衛官の措置 

 

警察官 警察署長 町長 
県知事 

（災害対策本部情報班） 

警察官 警察署長 警察本部長 県知事 町長 

公安委員会 

部隊等の長 陸上自衛隊第 44 普通科連隊長 

町長 

県知事 
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第２ 警戒区域の設定 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、生命又は身体に対する危険

を防止するため特に必要があると認めたときは、町長（本部長）及び設定権者は、警戒区域を

設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して、当該区域への立ち入りを制限し、若し

くは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずる。 

１．警戒区域の設定権者 ［消防交通班、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防組合、町消防

団、県、陸上自衛隊］ 

（１）町長（災害対策基本法第 63条） 

（２）警察官（災害対策基本法第 63 条、警察官職務執行法第４条、消防法第 23 条の２及び第

28 条） 

（３）消防吏員又は消防団員（消防法第 28条） 

（４）災害派遣を命じられた部隊の自衛官（災害対策基本法第 63 条、ただし町長、警察官が現

場にいない場合に限る。） 

（５）知事（災害対策基本法第 73条 町が、その全部又は大部分の事務を行うことができなく

なった場合) 

２．指定行政機関等による助言 ［消防交通班、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防組合、

町消防団、県、陸上自衛隊］ 

町は、警戒区域を設定しようとする場合、指定行政機関、指定地方行政機関又は県に対し

助言を求めることができる。この場合、助言を求められた指定行政機関、指定地方公共機関

又は県は、その所掌事務に関して必要な助言を行う。 

３．警戒区域設定の周知 ［消防交通班、文書広報班、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防

組合、町消防団、県、陸上自衛隊］ 

警戒区域の設定を行った者は、避難指示と同様、関係機関及び住民にその内容を周知し、

避難等に支障のないように措置するものとする。 

 

第３ 避難の実施 

１．実施機関 ［消防交通班、文書広報班、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防組合、町消

防団、県、陸上自衛隊］ 

避難は、災害のため生命、身体の危険が予想され、又は危険が迫った場合に行うもので、

住民が自主的に避難するほか、災害応急対策の第一次責任者としての町長及び避難指示等を

発令した者が、その措置に当たるものとする。 

２．避難誘導 ［総務班、消防交通班、文書広報班、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防組

合、町消防団、県、陸上自衛隊］ 

（１）避難誘導者 

避難の誘導は、警察官、消防団員及び本部長（町長）が命じた本部班長、班員が行うもの

とする。 

（２）避難の誘導 

指定緊急避難場所・指定避難所に誘導するときは、避難経路の広報を行うなど混乱しな
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いよう、以下の事項に留意して迅速に誘導するものとする。 

ア 避難経路は、できる限り危険な道路、橋、堤防、その他新たに災害発生のおそれのあ

る場所を避け、安全な経路を選定する。この場合なるべく身体壮健者、その他適当な者

に依頼して避難者の誘導措置を講ずる。 

イ 危険な地点には標示、縄張りを行うほか、状況により誘導員を配置し安全を期する。 

ウ 選定した避難路に重大な障害があり容易に取り除くことができないときは、建設水道

課に対して避難道路の確保等を要請する。 

エ 避難の誘導は、病人、高齢者、幼児、心身障がい者その他単独で避難することが困難

な人を優先するとともに、できるかぎり早めに事前避難させるよう努める。 

オ 誘導中は事故防止に努める。 

カ 避難誘導は受入先での救助物資の支給等を考慮し、できれば自治会等の単位で行う。 

（３）携帯品の制限 

携帯品は、円滑な避難行動に支障をおこさない最小限度のものとし、危険の切迫の状況

にもよるが、おおよそ次のようなものとする。また、平常時より非常用袋を用意しておく

よう啓発に努める。 

ア 家族の名札（住所、氏名、生年月日、血液型等を記載したもの） 

イ ３日分程度の食料及び飲料水、懐中電灯、携帯ラジオ等 

ウ 服装は軽装として素足を避け、帽子、頭巾、雨具類、下着類１組及び必要に応じ防寒

具 

エ 貴重品（現金、預金通帳、印鑑、有価証券） 

オ 最小限の日用品（その他病人及び乳児の場合は医薬、衛生材料、乳製品等、小中学生

の場合は教科書、最小限の文房具類及び通学用品、マスク・消毒液等） 

（４）避難順位 

避難順位は、おおむね次の順位によるものとする。 

ア 傷病者（妊産婦を含むものとする） 

イ 歩行困難な者 

ウ 高齢者 

エ 乳幼児 

オ 児童 

カ 女性 

キ 上記以外の一般住民 

ク 災害応急対策従事者 

ケ ペット 

（５）避難経路の情報集約と避難者への提供 

福島警察署川俣分庁舎及び道路管理者は、避難経路の確保のため、通行可能な道路情報

を県（災害対策本部）に集約し、町及び避難者へ情報の提供を行う。 

（６）避難道路の通行確保 

警察官等の避難措置の実施者は、迅速かつ安全に避難できるよう自動車の規制、荷物の

運搬等を制止するなど通行の支障となる行為を排除、規制し、避難道路の通行確保に努め
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る。 

３．避難に関する報告 ［消防交通班］ 

避難が行われたときは、避難指示の有無、避難指示の発令時刻、避難地区名、避難先、避

難責任者、世帯数、人員、経緯、状況、避難解除時刻等を県に報告するものとする｡ 

 

第４ 避難行動要支援者等対策  

１．情報伝達体制 ［地域福祉班、町民班、町内病院等施設管理者、町内社会福祉施設］ 

（１）社会福祉施設対策 

社会福祉施設管理者は、あらかじめ定めた避難計画等に基づき職員及び入所者に対し、

避難等の情報伝達を行う。 

なお、情報伝達に当たっては、入所者に対しては、過度に不安感を抱かせることのない

よう配慮する。 

（２）在宅者対策 

町は、避難行動要支援者名簿を活用し、直接あるいは加入電話、広報車、防災無線等に

よって、民生委員、地域住民、自主防災組織の協力を得て、避難行動要支援者及びその家

族に対して避難等の情報伝達を行う。 

なお、情報伝達に当たって聴覚障がい者については音声以外の方法を活用するよう配慮

する。 

（３）病院入院患者等対策 

病院、診療所等施設管理者は、あらかじめ定めた避難計画等に基づき職員及び患者等に

対し、避難等の情報伝達を行う。 

なお、情報伝達に当たっては、患者に対しては、過度に不安感を抱かせることのないよ

う配慮する。 

（４）外国人に対する対策 

町は、個人、団体のボランティアの協力や、ラジオ、テレビ等のマスメディア等を通じ

「やさしい日本語を含む」多言語での避難等の情報伝達に努めるものとする。 

２．避難及び避難誘導 ［地域福祉班、町民班、町内病院等施設管理者、町内社会福祉施設］ 

（１）社会福祉施設対策 

社会福祉施設管理者は、あらかじめ定めた避難計画等に基づき職員が入所者を指定緊急

避難場所・指定避難所に誘導するとともに、他の施設及び近隣住民等の協力を得て入所者

の避難誘導を行う。 

また、避難誘導に当たっては、入所者の実態に即した避難用の器具等を用いる。 

さらに、老人デイサービスセンター等の要配慮者利用施設においても配慮を要する。 

（２）在宅者対策 

町は、地域住民、消防機関、民生・児童委員及び自主防災組織の協力を得て、指定緊急避

難場所・指定避難所又は福祉避難所に誘導する。避難誘導に当たっては、個別避難支援計

画（個別計画）を活用するとともに、避難行動要支援者の実態に即した避難用の器具等を

用いる。 

（３）病院入院患者等対策 
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病院、診療所等施設の管理者は、消防計画による組織体制に基づき職員が患者を避難誘

導する。 

必要に応じて、他の病院、診療所等から応援を得て患者を避難誘導する。 

避難誘導に当たっては、患者の実態に即した避難用の器具等を用い、また避難所として

は、医療・救護設備が整備された病院等とする。 

（４）外国人に対する対策 

町は、消防機関及び自主防災組織等の協力を得て、外国人を避難誘導する。 

３．避難移送 ［地域福祉班、関係機関］ 

高齢者、幼児、傷病者、病院等の入院患者等自ら避難することができない者については、

一般輸送業者の協力を求めるなど、あらゆる手段を講じ移送するものとする。 

 

第５ 広域的な避難対策 

１．県内市町村間の避難調整 ［消防交通班、管理班、関係各班、県］ 

（１）町の役割 

町は、大規模災害により町域を越えた広域避難を行う必要がある場合には、県に対し報

告するとともに、必要に応じて受入先確保の要請を行う。 

町は、広域避難の際、町内の同一地域コミュニティ単位で指定避難所に入所できるよう、

住民に対して避難先の割り当てを周知するともに、避難するための手段を持たない被災者

のために、県（災害対策本部避難支援班）と協力し輸送手段を調達する。 

また、開設した指定避難所には可能な限り職員を配置し、避難者の状況把握に努める。 

（２）町が受入元となる場合の役割 

広域避難を受入れる町は、指定避難所の開設や被災市町村と協力して指定避難所の運営

を行う。 

（３）県の役割 

県は、大規模災害により町から町域を超えた広域避難を行うため受入先確保の要請があ

った場合、町からの避難経路や避難者数の見込み等の情報をもとに、避難者の受入れが可

能な市町村を調査、選定し、町と受入先市町村との調整を行う。 

２．県外避難の調整 ［消防交通班、管理班］ 

町は、被災者を県外へ避難させる必要がある場合は、県（災害対策本部避難支援班、生活

環境班）に対し、受入先となる都道府県との調整及び被災者が避難を行うための輸送手段の

調達などの支援を要請する。 

３．広域的な避難の方法 ［消防交通班、管理班、関係各班、県］ 

（１）広域的な災害による避指示が出された場合、住民は原則として最寄りの広域避難場所又

は安全区域に自主的に避難する。 

（２）あらかじめ指定する区域に対して、広域的な災害による避難指示が出された場合、町は

区域内の指定緊急避難場所へ職員を派遣し、避難すべき方向及び避難先の指示伝達を行う。

その際、警察署、伊達地方消防組合、消防団及び自主防災組織等の住民組織と協力して、

可能な限り一定の地域又は自主防災組織等単位に住民を集合させた後、その都度指定され

た広域避難場所に誘導する。 
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また、要配慮者に対する避難誘導に当たっては、情報の伝達、指示方法、移動等につい

て十分配慮するとともに、自主防災組織等の住民組織の協力を得るものとする。 

（３）警察署長は、避難道路等の要所に誘導員を配置し避難誘導に当たる。 

（４）消防長（分署長）及び消防団長は、避難指示が出された場合には、災害の規模、道路、橋

梁の状況、火災の拡大の経路及び消防隊の運用等を勘案し、最も安全な方向を町長、警察

署長等に通報するものとする。 

また、避難指示が出された時点以降の消火活動は、避難道路の安全を最優先してその確

保に努める。 

（５）町、警察署、消防団、自主防災組織及び住民は、障がい者や高齢者等いわゆる「要配慮

者」については、可能な限り早めに避難させる。 

４．病院、社会福祉施設等の要配慮者の広域避難 ［消防交通班、地域福祉班］ 

町は、病院の入院患者や社会福祉施設の入所者などを広域避難させる場合は、県（災害対

策本部避難支援班、保健福祉部各班）及び関係団体と十分に連携して、必要に応じて入院患

者や入所者の症状に応じた輸送手段を確保し、広域避難計画の実施に当たる。 

 

 

【広域的な避難を要する災害時の避難誘導体制の概念図】 
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第６ 安否情報の提供等 

１．照会による安否情報の提供 ［消防交通班、管理班、関係各班、県］ 

町は、災害が発生した場合において、被災者の安否に関する情報について照会があったと

きは、回答することができる。その際は、当該安否情報に係る被災者又は第三者の権利利益

を不当に侵害することのないよう配慮する。 

また、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、消防機関、警察等と協力して、

被災者に関する情報の収集に努めることとする。なお、被災者の中に、配偶者からの暴力等

を受け加害者から追跡されて危害を受けるおそれがある者等が含まれる場合は、その加害者

等に居所が知られることのないよう当該被災者の個人情報の管理を徹底するよう努めるもの

とする。 

（１）安否情報照会に必要な要件 

ア 照会者の氏名、住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主た

る事務所の所在地）その他照会者を特定するために必要な事項 

イ 被災者の氏名、住所、生年月日及び性別 

ウ 照会をする理由 

エ アに係る運転免許証等法律又はこれに基づく命令の規定により交付された本人確認書

類の提示又は提出 

（２）提供する安否情報 

ア 被災者の同居の親族である場合、被災者の居所、負傷若しくは疾病の状況又は連絡先 

イ 被災者の親族（ア以外）又は職場の関係者その他の関係者である場合、被災者の負傷

又は疾病の状況 

ウ 被災者の知人その他安否情報を必要とすることが相当であると認められる者である場

合、被災者について保有している安否情報の有無 

２．被災者の同意又は公益上必要と認める場合 ［消防交通班、管理班］ 

町は、被災者が照会に際してその提供について同意をしている安否情報については、同意

の範囲内で提供することができる。 

また、公益上特に必要があると認めるときは、必要と認める限度において、被災者に係る

安否情報を提供することができる。 
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第 11 節 指定緊急避難場所の開設及び指定避難所の設置・運営 
 

指定緊急避難場所は、災害が発生又は発生するおそれがある場所にその危険から逃れるための

避難場所として、町長が指定している。 

指定避難所は、災害のために現に被害を受け、又は受けるおそれのある者で、避難しなければ

ならない者を一時的に学校、公民館その他既設の建物又は応急仮設物等に受入保護するための施

設として町長が指定している。 

 

第１ 指定緊急避難場所の開設 

町は，災害が発生するおそれがある場合には、必要に応じ、高齢者等避難の発令等とあわせ

て指定緊急避難場所を開設し、住民等に対し周知徹底を図る。 

町が指定している緊急避難場所の詳細については、資料編（資料３-11）に示す。 

 

第２ 指定避難所の開設 

１．実施機関 ［総務班、学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、生涯学習班］ 

（１）指定避難所の設置は、本部長（町長）が実施するものとする。 

（２）町限りで措置不可能な場合は、近隣市町、県、国その他関係機関の応援を求めて実施す

るものとする。 

（３）大規模災害などで町域を超える広域避難が必要となり、町で開設する指定避難所だけで

は避難者を収容できない場合、町は相互応援協定等により受入先となる市町村に避難所の

開設を要請する。県が広範囲にわたって被災し、受入先の市町村で開設する避難所だけで

は避難者の受入能力が不足する場合は、県が自ら避難所を設置することができる。 

２．指定避難所の所在地及び名称等 ［消防交通班］ 

指定避避所は、次に掲げる学校、公民館等を指定するが、これらの建物で不足する場合は、

地区集会所、神社、寺院その他の施設を利用し、又は野外に応急仮設小屋等の一時避難所を

設けるものとする。 

町が指定している指定避難所の詳細については、資料編（資料３-11）に示す。 

３．本部長（町長）の措置 ［総務班、消防交通班］ 

本部長（町長）は、地域防災計画にあらかじめ指定避難所を定めておくとともに、避難所

用消耗品調達先、器物借上先等を消耗器材調達先名簿等により把握しておき、災害が発生し、

指定避難所を設置した場合は、速やかに被災者にその場所等を周知させ、受け入れすべき者

を誘導し、保護に当たるものとする。 

４．開設の担当者 ［総務班、地域福祉班、学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、生涯学

習班］ 

本部長（町長）は、災害の態様に配慮し、安全適切な場所を選定して指定避難所を開設す

るとともに、要配慮者のため、福祉避難所を開設するものとする。 

指定避難所の開設は、本部長（町長）がそれぞれの施設に複数の職員を派遣して担当させ
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る。 

ただし、災害の状況により緊急に開設する必要があるときは、各施設の管理責任者、勤務

職員、又は最初に到着した町職員（特別非常参集職員）が実施する。 

また、指定避難所を設置した場合は、原則として各指定避難所に町職員等を維持、管理の

ための責任者を指定し、施設管理者や避難住民等と連携して指定避難所の運営を行うものと

する。 

指定避難所においては、避難者に係る情報の把握に努めるものとする。 

５．指定避難所の周知 ［消防交通班、文書広報班、デジタル推進班］ 

本部長（町長）は、指定避難所を開設した場合において、速やかに地域住民に周知すると

ともに、県をはじめ福島警察署川俣分庁舎、自衛隊等関係機関に連絡する。 

６．県への報告 ［消防交通班］ 

指定避難所を開設した際には、開設報告及びその収容状況を毎日県に報告し、必要帳簿類

を整理するものとする。 

 

【開設報告事項】 

① 指定避難所開設の日時及び場所 

② 箇所数及び受入人員 

③ 開設期間の見込み 

 

７．指定避難所における措置 ［総務班、学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、生涯学習

班］ 

指定避難所における本部長（町長）の実施する救援措置は、おおむね次のとおりとする。 

（１）被災者の受入 

町は避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れ

ることとする。 

   また、必要に応じ、ペット連れ避難者がペットを飼育管理することができる場所の確保

等に努めるとともに、県等から必要な支援が受けられるよう、連携に努めるものとする。 

（２）被災者に対する給水、給食措置、清掃等 

避難者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を有した NPO・ボランティア等

の外部支援者等の協力が得られるよう努めるとともに、必要に応じ、他の地方公共団体に

対して協力を求めるものとする。 

（３）負傷者に対する医療救護措置 

（４）被災者に対する生活必需物資の供給措置 

（５）被災者への情報提供 

必要に応じて、避難所にラジオ、テレビ等の災害情報を入手する機器及び電話、ファクシ

ミリ、インターネット等の通信機器や携帯電話充電器の設置を図る。 

（６）感染症対策 

町は、防災担当部局と保健福祉部局が連携して、新型コロナウイルス感染症を含む感染

症対策として、避難所のレイアウトや導線等に十分に配慮するとともに、感染症患者が発
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生した場合の対策を含め、必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

（７）その他被災状況に応じた応援救援措置 

なお、避難の長期化に際しては、指定避難所における生活環境整備、さらに必要に応じ、

プライバシーの確保、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮するものとする。 

８．他の施設の利用 ［消防交通班］ 

町は、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合又は新型コロナウイルス感染症を含

む感染症対策として、あらかじめ指定した施設以外の施設についても、管理者の同意を得て

避難所として開設する。さらに、要配慮者に対して、被災地以外の地域にあるものも含め、

旅館・ホテル等を実質的に福祉避難所として開設するよう努めるものとする。 

 

第３ 指定避難所の運営 

１．指定避難所運営の方法 ［総務班、学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、生涯学習班］ 

（１）本部長（町長）は、指定避難所を開設し住民を収容したときは、各指定避難所毎に指定

避難所及び避難住民の管理並びに災害対策本部との連絡を行うための避難所駐在員を置く

ものとする。避難所駐在員は、災害対策本部及び支部の職員から本部長（町長）が命ずる

ものとする。 

また、指定避難所の安全の確保と秩序の維持のため、必要により警察官の配置について

協議する。 

（２）町長は、「避難所運営マニュアル」をもとに、自治会、自主防災組織、ボランティア等の

協力を得て指定避難所の運営を行う。 

なお、学校が指定避難所となった場合には、災害発生の初期の段階など必要に応じて明

確な任務分担のもとに教職員等の人的支援体制を確立し、指定避難所の運営を行う。 

（３）自治会、自主防災組織、ボランティア等は、指定避難所の運営に関して町に協力すると

ともに、役割分担を確立し、相互扶助の精神により秩序ある避難生活を送るように努める。 

（４）指定避難所においては、被災者が自主的、自発的に円滑な避難所運営や、避難所生活の

ルールづくり、生活環境を向上するための活動を行えるよう、指定避難所毎に避難所運営

委員会を設置する。避難所運営委員会を立ち上げる際には、女性の参画を求めるとともに、

若年、高齢者等の意見を反映できるものとする。 

（５）指定避難所は、地域の防災拠点としての性格も合わせ持つことから、避難していないが、

ライフラインの支障などにより物資の確保が困難な被災者への物資の配布拠点となること

も考慮して、町は指定避難所の運営を行う。 

２．避難状況の記録及び報告 ［総務班、学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、生涯学習

班］ 

避難が行われたときは、指定避難所駐在員は直ちにその状況を指定避難所の設置及び収容

状況（資料編（資料９-３-７））により記録するとともに、本部長（町長）あてに報告するも

のとする。 

３．整備帳簿類 ［総務班、学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、生涯学習班］ 

指定避難所を開設したときは、各指定避難所毎に次の帳簿を備え、避難所駐在員はその整

備を行うものとする｡ 
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（１）避難所収容者調書（資料編（資料９-３-５）） 

（２）避難所用物品受払記録簿（資料編（資料９-３-８）） 

（３）避難所用施設及び器物借用記録簿（資料編（資料９-３-９）） 

４．住民の避難先の情報把握 ［消防交通班］ 

町は、大規模災害発生後に広域的に避難した住民の所在と安否を確認するとともに、支援

制度の案内などを確実に伝達するため、避難先を把握する体制を早期に整備する。 

５．指定避難所での生活の長期化が見込まれる場合の対策 ［総務班、学校教育班、子育て支

援班、幼児教育班、生涯学習班］ 

（１）設備の整備 

町は、必要に応じて、次の設備や備品を整備し、被災者に対するプライバシーの確保、

暑さ寒さ対策、入浴及び洗濯の機会確保等、指定避難所の情報支援拠点化等、長期化に伴

う生活環境の改善対策を講じる。 

ア 畳、マット、カーペット、段ボールベッド 

イ 間仕切り用パーティション 

ウ 冷暖房機具 

エ 洗濯機・乾燥機 

オ 仮設風呂・シャワー 

カ 仮設トイレ 

キ テレビ・ラジオ 

ク インターネット情報端末 

ケ 簡易台所、調理用品 

コ その他必要な設備・備品 

（２）環境の整備 

避難の長期化に伴うニーズや男女の違い等被災者一人一人の多様な視点に配慮するもの

とする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品等の配布、男女ペ

アによる巡回警備等による安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した運営

管理に努めるものとする。また、プライバシーが確保された相談ルームや避難者同士の交

流場所となる談話室、児童生徒の学習場所などを設置するなど人権に配慮した環境づくり

に努める。 

また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策として、避難所レイアウトや避難所

内の動線を整理するとともに、避難所の３密（密閉・密集・密接）を防ぐよう努めるもの

とする。 

６．男女共同参画の視点に基づく避難所運営 ［総務班、地域福祉班、学校教育班、子育て支

援班、幼児教育班、生涯学習班］ 

  町は、避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等被災

者一人一人の多様な視点に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳

室の設置や生理用品・女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザー

の配布等による避難所の安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の

運営管理に努めるものとする。 
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７．要配慮者対策 ［総務班、地域福祉班、学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、生涯学

習班］ 

（１）指定避難所のユニバーサルデザイン化等 

障がい者や高齢者、女性等の生活面での障害が除去され、ユニバーサルデザインへの配

慮がなされていない施設を指定避難所とした場合には、だれもが利用しやすいよう、速や

かにバリアフリートイレ、スロープ等の仮設に努める。 

また、一般の指定避難所に高齢者、乳幼児、障がい者等の要配慮者が避難することとな

った場合には、介助や援助を行うことができる部屋を別に設けるなど、要配慮者の尊厳を

尊重できる環境の整備に努めるとともに、可能な限り福祉施設等に移送するよう努める。 

（２）医療（助産）・救護、介護・援護措置 

町は、医療（助産）・救護を必要とする者に対して、医療（助産）・救護活動のできる指定

避難所に避難させるものとする。 

また、介護や援護を必要とする者に対して、個人・団体のボランティアに介護や援護を

依頼するとともに、指定避難所にヘルパーを派遣するものとする。 

（３）健康支援活動の実施 

さらに、町は、県及び関係機関等の協力を得ながら、指定避難所で生活する児童や高齢

者等の要配慮者に対して、保健師等による巡回健康相談及び指導、精神科医等によりメン

タルヘルスケア（相談）を行うものとする。 

（４）栄養・食生活支援の実施 

町の管理栄養士等は、妊産婦、乳幼児、虚弱高齢者、歯科的な問題を抱えた者、糖尿病や

食物アレルギー等で食事療法が必要な者等について栄養相談を実施し、併せて特別用途食

品の手配や、調理方法等に関する相談を行うものとする。 

また、避難の長期化等を考慮して、必要に応じ県や関係団体等と連携して栄養管理に配

慮した食品の提供及び給食、炊き出し等を実施するものとする。 

（５）施設・設備の整備 

町は、高齢者、妊産婦、乳幼児、傷病者、障がい者（児）及び外国人等の要配慮者に配慮

した施設・設備の整備に努めるものとする。 

（６）福祉避難所への移送 

指定避難所に避難している要配慮者について、必要に応じて福祉避難所への移送を行う。 

８．指定避難所以外の被災者への支援 ［総務班、学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、

生涯学習班］ 

（１）在宅被災者及び車中生活をおくる被災者への支援 

町は、指定避難所に避難している被災者だけでなく、在宅の被災者及びやむを得ず車中

生活を送る被災者等に対しても、避難者の情報の早期把握に努め、指定避難所において食

料や生活必需品、情報の提供を行う。 

（２）指定避難所以外の施設に避難した場合の支援 

町は、関係機関との連携、連絡先の広報等を通ずるなどの方法を講じ、指定避難所以外

の施設等に避難した被災者の避難状況及び自宅に留まっている被災者の状況を把握し、食

料・飲料水、生活必需品等を供給する。 



第３編 震災対策編 ： 第２章 災害応急対策計画 

第 11 節 指定緊急避難場所の開設及び指定避難所の設置・運営 

 震災 - 164

なお、各種の支援措置が確実になされるよう避難者に指定避難所に避難するよう理解を

求めるとともに、特に災害対策活動の拠点となる施設（町庁舎、保健センター等）に避難

した者については、指定避難所に避難するよう求める。 

９．災害救助法が適用された場合の実施基準 ［総務班、学校教育班、子育て支援班、幼児教

育班、生涯学習班］ 

（１）指定避難所受入対象者 

ア  災害によって現に被害を受けた者 

(ｱ) 住家が被害を受け居住の場所を失った者であること 

(ｲ) 自己の住家に被害を受けないが災害に直面し、応急的にいるところがない者である

こと 

イ  災害によって現に被害を受けるおそれがある者 

(ｱ) 避難指示が出た場合 

(ｲ) 避難指示は発せられないが緊急に避難することが必要である場合 

（２）指定避難所設置基準 

ア  指定避難所設置費（実施基準表による） 

イ  設置費目 

(ｱ) 「指定避難所」設置・維持・管理のための人夫賃 

(ｲ) 消耗器材費（ムシロ・床又は間仕切り用の板・釘・ローソク・清掃用具等） 

(ｳ) 建物器物等使用謝金 

(ｴ) 燃料費 

(ｵ) 仮設設置費（仮設炊事場及び便所を含む） 

（３）指定避難所開設期間 

災害発生の日から７日以内 
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第 12 節 医療（助産）救護 
 

地震発生時には、広域あるいは局地的に、医療救護を必要とする多数の傷病者の発生が予想さ

れる。このため、震災時における救急の初動態勢を確立し、関係医療機関及び各防災関連機関と

の密接な連携の下に一刻も早い医療救護活動を施す必要がある。 

 

第１ 医療機関の被害状況等の収集、把握 

［健康増進班、伊達医師会、県北保健福祉事務所、町内医療機関］ 

町は、医療救護体制の確立を図るとともに、医療機関の活動状況を住民にいち早く提供する

ため、県北保健福祉事務所、伊達医師会等関係機関と連携し、医療機関の被害状況等を速やか

に収集・把握する。 

収集した被害情報については、県北保健福祉事務所に報告する。 

 

第２ 医療（助産）救護活動 

応急医療・救護は、本部長（町長）が行う。なお、災害救助法が適用されたときは知事が行う

が、知事から委任された場合、又は知事による救助のいとまがない場合は、知事の補助機関と

して本部長（町長）が行うこととなる。 

１．初動医療体制［健康増進班、伊達地方消防組合、伊達医師会、県北保健福祉事務所］ 

（１）医療対策本部の設置 

保健福祉部長は、本部長（町長）の指示があった場合、又は必要があると認めた場合は、

本部に保健センター所長（保健福祉部長）を長とする町医療対策本部を設置し、医療、救

護活動に関し指揮に当たる。 

（２）救護班、医療救護班の編成 

ア  救護班 

(ｱ) 災害が発生し応急医療、救護が必要と認められるときは、保健センター所長は町職

員で構成する救護班を編成し、災害の程度に即応した救護活動を行う。 

(ｲ) 救護班は、医療を要する被災地の区域を数ケ所に区分し、1 つの区域につき５～８

名の人員をもって班を編成する。（災害の規模、被災地の状況によっては人員数を増減

する。） 

(ｳ) 救護班の責任者 

各救護班には、責任者を定める。救護班責任者は同対策班員を指揮し、重症患者等

の移送、医療対象者の把握、医薬品等の充足状況の把握等に当たるとともに班長に連

絡する。 

また、医療実施状況、医師の派遣要請の必要性等について班長に連絡する。 

イ  医療（助産）救護班 

保健福祉部長は、本部長（町長）と協議し状況に応じ必要と認めた場合、伊達医師会

の協力を得て医療（助産）救護班を編成し、災害の程度に即応した救護活動を行う。 
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なお、伊達医師会は自ら必要と認めた場合は、本部長（町長）の要請を待たずに収容

医療機関の受入体制の確立及び医療（助産）救護班の編成・出動を行い、傷病者の医療

救護活動に当たる。この場合、伊達医師会は直ちに本部長（町長）に通報するとともに、

看護要員、事務、連絡要員等の派遣を要請するものとする。医療（助産）救護班の編成に

ついては、医師会が別に定めるところに基づき災害の状況に応じて行う。 

また、医療（助産）救護班による救護活動は、原則として救護所において行うものと

するが、医療（助産）救護班を出動させる時間的余裕がない等やむを得ない事情がある

ときは、病院又は診療所等において実施できるものとする。 

ウ  救護所の設置 

(ｱ) 設置場所 

保健福祉部長は、本部長（町長）と協議し医療救護活動を行うに当たり必要と認め

る場合は、伊達地方消防組合、伊達医師会、歯科医師会、警察署等の協力を得て救護

所を設置する。 

(ｲ) 救護所の開設及び運営 

救護所の開設及び運営は、保健センター所長の指揮により同班が他班の協力を得て

行う。 

エ  医療救護活動 

医療救護活動は、原則として医療救護班が救護所において、以下のとおり実施する。 

(ｱ) 傷病者の傷害等の区分の判別 

(ｲ) 病院等への移送順位の決定 

(ｳ) 傷病者に対する応急処置 

(ｴ) 死亡の確認 

オ  活動の実施期間 

医療救護活動を実施する期間は、災害の状況に応じ本部長（町長）が定めるが、おお

むね災害発生の日から 14日以内とする。 

（３）伊達地方消防組合は応急措置等を行うため、医療救護班と協力し対応に当たる。 

（４）県への応援要請 

災害救助法が適用された後に医療（助産）救護の必要があると認められるとき、又は災

害の規模が広範にわたり医療を要する者が多数である等により、多数の医師・看護師等を

必要とするときは、本部長（町長）はその旨を県に報告し、協力を要請するものとする。 

要請の内容等：派遣を必要とする人員（内科、外科、助産等人員）、必要な救護班数（県

又は日赤の救護班をいう。）、医療救護活動を必要とする期間、救護班の

設置場所、その他必要事項 

県は、町から医療（助産）救護に関する協力要請があったとき、又は医療（助産）救護を

必要と認めたときは、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）や医療救護班を派遣するとともに、

必要に応じ関係機関に協力を要請する。 
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【災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の業務内容】 

ア 県災害対策本部内における情報収集及び関係機関との調整 

イ 各ＤＭＡＴ本部における統括及び本部業務 

ウ 被災地内病院における診療等（病院支援） 

エ 消防機関と連携した救護所等における緊急処置等（現場活動） 

オ 被災地内における患者搬送、診療（域内搬送） 

カ 被災地内では対応困難な重症患者に対する治療を目的とした航空搬送拠点臨時

医療施設（ステージングケアユニット：ＳＣＵ）での診療、施設の運営及び被災地

外への航空搬送（航空搬送）等 

【医療救護班の業務内容】 

ア 診療（死体検案・身元確認を含む。） 

イ 応急処置、その他の治療及び施術 

ウ 分娩の介助及び分娩前後の処置 

エ 薬剤又は治療材料の支給 

オ 医療施設への搬送要否（主に重症患者）の決定 

カ 看護 

キ その他医療救護に必要な措置 

 

県（保健医療福祉調整本部、健康衛生班）は、保健医療福祉調整本部への医師会や災害

医療コーディネーターの参画により、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）や医療救護班の派

遣調整等を行うとともに、活動場所（医療機関、救護所、航空搬送拠点等）及び必要に応

じた参集拠点の確保を図るものとする。  

また、県（保健医療福祉調整本部、健康衛生班）は、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）や

医療救護班による活動と並行して、また災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の活動終了以降、

日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）、日本赤十字社、独立行政法人国立病院機構、独立

行政法人地域医療機能推進機構、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日本看護協会、民間医

療機関等からの医療チーム派遣などの協力を得て、避難所、救護所も含め、被災地におけ

る医療提供体制の確保・継続を図るものとする。この調整は災害医療コーディネーターと

連携して実施するものとし、医療情報が途絶することがないよう、被災地における診療情

報の引継ぎが適切に実施されるよう努めるものとする。  

  県（保健医療福祉調整本部、生活福祉班）は、災害による被災者のストレスケア等のた

め、必要に応じて、被災地域外の医療機関、厚生労働省及び被災地域外の都道府県に対し

て、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）等の編成及び協力を求めるものとする。  

  県（保健医療福祉調整本部、生活福祉班）は、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）等の

派遣に係る調整、活動場所の確保等を図るものとする。 

（５）県北保健福祉事務所との連絡体制 

保健センター所長は、上記医療救護体制をとる場合は本町を所管する県北保健福祉事務

所に状況を速やかに連絡するとともに、応援要請の必要に備え逐次状況を連絡するものと

する。 
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被  災  地 

 

【医療救護活動の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．助産 ［健康増進班、伊達医師会］ 

災害時における助産は、本部長（町長）が行う。 

なお、災害救助法が適用されたときは知事が行うが、知事から委任された場合又は知事に

よる救助のいとまがない場合は、知事の補助機関として本部長（町長）が行うこととなる。 

救 護 所 

町災害対策本部 
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救護班 

編成・出動 

伊達医師会等 要請 

医療救護班 

編成・ 

出動 

・医療救護活動 

通報 

・連絡 

看護要員 

 ・事務・ 

連絡要員等 

 の派遣 

県北保健 

福祉事務所 

救護所開設

・運営

協力 

連絡・報告 

県災害対策本部 連絡・協力要請 

連絡・報告 

災害派遣医療チーム（DMAT）・医療救護班 出動・派遣 

日本赤十字社福島県支部 要請 医療救護班 派遣 

県医師会等 
県歯科医師会 
県看護協会 

協力要請 

救護活動要請 

薬剤師会 

医薬品 

管理・ 

確保等 

後
方
医
療
機
関
（地
域
災
害
医
療
セ
ン
タ
ー
等
） 

重傷者搬送 

・重症患者等の移送 

・医療対象者の把握 

・医薬品等の充足状 

 況の把握等 

協力要請 

重傷者 

搬送 

負 傷



第３編 震災対策編 ： 第２章 災害応急対策計画 

第 12 節 医療（助産）救護 

 震災 - 169

（１）助産の実施 

災害が発生し、災害対策本部が設置された場合の助産は、保健センター所長が担当する。 

ア 助産対象者 

災害のため助産の途を失った者で、災害発生の日以前又は以後７日以内に分娩し、現

に助産を要する状態にある者とする。 

イ 助産の実施方法 

被災地において助産を要する者があるときは、保健センター所長は救護班に保健師を

加えて派遣するとともに、被災地の状況に応じ至近の産院、助産婦にも助産の要請をす

るものする。 

ウ 産婦の移送 

被災地において直ちに病院、医院、産院等に移送を要する産婦がいる場合は、伊達地

方消防組合に救急車の出動を要請するほか、病院の車両の出動を要請するなどの方法に

より行う。 

エ 助産実施の報告 

助産を実施した場合、救護班の責任者は、助産の実施について保健センター所長に報

告するとともに、助産台帳（資料編（資料９-６-１））及び医薬品衛生材料受払簿（資料

編（資料９-６-４））を整備し、所長を経て本部長（町長）に報告するものとする。 

 

第３ 傷病者等の搬送 

１．傷病者搬送の手順 ［地域福祉班、健康増進班、伊達医師会、伊達地方消防組合］ 

（１）原則として被災現場から救護所までは、警察官、自主防災組織、住民ボランティア等の

協力を得て伊達地方消防組合が実施する。 

（２）救護所から収容医療機関への搬送については、救護所にて医療救護及び助産救護の介護

を行った者のうち、トリアージを実施して後方医療機関に搬送する必要があるか否かを判

断して、搬送の必要がある者について、保健福祉部及び伊達地方消防組合が、県、自衛隊、

その他関係機関の協力を得て行う。 

（３）被災地において、直ちに病院等に移送を要する患者が発生したときの移送は、地域福祉

班や健康増進班が、伊達地方消防組合の協力を得て行う。 

（４）伊達地方消防組合は、隣接市町村を含めて後方医療機関との受入れの連絡に当たる。 

（５）重症者などの搬送については、必要に応じて、県消防防災ヘリコプター、県ドクターヘ

リを手配する。また、自衛隊等に対し、ヘリコプターの手配を要請する。 

（６）重症者等の搬送は、救急医療情報センターの情報等をもとに原則として福島県立医科大

学付属病院（基幹災害拠点病院）や二次保健医療圏単位に設置されている福島赤十字病院

（地域災害拠点病院）へ行う。 

２．医療スタッフ等の搬送 ［健康増進班］ 

町は、医療（助産）救護活動が円滑に実施できるよう、医療救護班等の搬送に当たっては、

搬送手段の優先的な確保など特別な配慮を行う。 
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第４ 収容医療機関 

１．収容医療機関の受入体制の確立 ［健康増進班］ 

保健センター所長は、病院等の被災状況と収容可能ベッド数を速やかに把握し、救護所か

ら搬送される重傷病者の収容医療機関を確保するとともに、医師、看護師等からなる病院医

療救護班の編成、収容スペースの確保等の受入れ体制の確立を要請する。 

２．収容可否施設の把握 ［健康増進班、伊達地方消防組合、県北保健福祉事務所］ 

保健センター所長は、伊達地方消防組合及び県北保健福祉事務所と協力して、収容医療機

関の収容状況を常に把握し、救護所、医療救護班、救護班及び関係部署に必要な情報を伝達

するとともに、可能な限り広範囲の収容医療機関に重傷病者が振り分けて収容されるよう指

示するものとする。 

 

第５ 医薬品等の確保 

［健康増進班］ 

保健センター所長は、医療に必要な医薬品、衛生材料等を確保するため、常にその調達先を

把握しておくものとし、災害時において必要なときは調達するものとする。 

県に対し、災害時医薬品等の供給要請を行う場合は、「福島県災害時医薬品等供給マニュアル」

により行うものとし、その際、県北保健福祉事務所が窓口となる。なお、県北保健福祉事務所

に被災等何らかの理由で連絡が取れない場合は、県保健福祉部薬務課に連絡する。 

 

第６ 血液製剤の確保 

［健康増進班］ 

町は、県及び日本赤十字社福島県支部を通して血液製剤を確保する。 

県は、災害発生後、県内血液センター施設等の被災状況を速やかに把握するとともに、日本

赤十字社福島県支部を通して、状況に応じた血液の確保を図るため、次のことを行う。 

１ 被害の軽微な地域に血液センターの採血車の出動を要請し、住民の献血による血液の確

保に努める。 

２ 近隣都県及び日本赤十字社福島県支部に応援を依頼し、県外からの血液製剤の導入を図

る。 

３ 血液輸送にヘリコプターを必要とする場合には、県消防防災ヘリコプター及び自衛隊に

対し派遣を要請する。 

 

第７ 人工透析の供給確保 

［健康増進班］ 

人工透析については、慢性的患者に対し、災害時においても継続して提供する必要があるこ

とから、町は、被災地内における人工透析医療機関の稼働状況等の情報を収集し、透析患者、

患者団体及び医療機関等へ提供するなど受療の確保に努める。 
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第８ 広域的救護活動の調整 

［地域福祉班、健康増進班］ 

町は、災害発生時における医療救護活動が医師等の不足、医薬品等の不足により円滑にでき

ない場合には、近隣市町又は県内、県外からの応援活動を要請するなど、広域的な調整を図る

ものとする。 

 

第９ 応急医療実施の報告 

［健康増進班］ 

応急医療対策班の責任者は、応急医療実施について応急医療実施状況記録簿（その１）、同（そ

の２）、医薬品衛生材料受払簿（資料編（資料９-６-２、資料９-６-３、資料９-６-４））により

記録するとともに、その概要を保健センター所長に報告するものとする。保健センター所長は、

該当報告をとりまとめ直ちに本部長（町長）に報告するものとする。 

 

第 10 災害救助法が適用された場合の実施基準 

１．医療救護 ［地域福祉班、健康増進班、伊達医師会、県］ 

（１）医療対象 

災害のため当該地域医療機関の医療機能が停止し、又は診療能力をはるかに超える数の

患者、若しくは重症患者が発生したような場合で、応急的医療を必要とする状態にあるに

も関わらず災害のため医療の途を失った者であること 

（２）医療の範囲 

ア  診察 

イ  薬剤又は治療材料の支給 

ウ  処置、手術その他の治療及び施術 

エ  病院又は診療所への収容 

オ  看護 

（３）医療費の限度 

ア  救護班（県又は日赤の救護班）、医療救護班による場合 

使用した薬剤、治療材料及び医療器具破損等の実費 

イ  一般病院又は診療所による場合 

国民健康保険の診療報酬の額以内 

ウ  施術者による場合 

当該地域における協定料金額以内 

（４）医療実施期間 

災害発生の日から 14 日以内 

２．助産 ［健康増進班、伊達医師会］ 

（１）助産の対象 

ア  災害のため、助産の途を失った者であること 
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イ  現に助産を要する状態の者であること 

ウ  災害発生の日の以前又は以後７日以内に分娩した者であること 

エ  被災者であるか否かを問わない。また、本人の経済的能力の如何を問わない。 

（２）助産の範囲 

ア  分娩の介助 

イ  分娩前、分娩後の処置（新生児に対する沐浴を含む） 

ウ  脱脂綿、ガーゼ、その他の衛生材料の支給 

（３）助産費の限度 

ア  救護班による場合 

使用した衛生材料の実責 

イ  産院その他医療機関による場合 

使用した衛生材料及び処置費の実費 

ウ  助産師による場合 

当該地における慣行料金の８割以内の額 

エ  助産実施期間 

分娩した日から７日以内 
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第 13 節 道路の確保（道路障害物除去等） 
 

地震発生直後の道路の被害状況を早急に把握し、障害物の除去、応急復旧等を行うことは、救

援活動を円滑に実施するために必要であり、また、これらを制約された条件下で効果的に行うた

めには、関係機関と協議の上、災害応急活動を支える緊急輸送路の開通作業を他の道路にさきが

けて実施する。 

 

第１ 実施機関 

［管理班、建設班］ 

道路の確保は、道路管理者が行う。 

 

【交通応急対策】 

区    分 実施責任者 主 な 実 施 内 容 根 拠 法 令 

道路管理者 知   事 

(県土木部､県

北建設事務所) 

 

町   長 

(建設水道課) 

１ 道路管理者は、道路を常時良好な状態を保つ

ように維持、修繕し、一般道路に支障を及ぼさな

いように努めるものとする。 

２ 道路の破損、決壊その他の理由により交通が

危険であると認められる場合は、通行の禁止又

は制限を行う。この場合、道路標識を設置し、回

り道を明示する。 

３ 非常災害時においては災害現場の土地、土石

などを使用収用し、また、止むを得ない場合は付

近の者を防御に従事させることができる。 

道路法第 42 条 

 

   〃   46 条 

 

   〃   48 条 

 

   〃   68 条 

 

 

第２ 主要交通路の確保 

［管理班、建設班］ 

建設班長は、主要な道路、橋梁の実態を巡回調査等により常に把握して交通の確保に努める

とともに、災害発生の状況に応じて、随時、まわり道を確保できるようあらかじめその代替路

線を選定しておくものとする｡ 

 

第３ 交通支障箇所の通報､連絡 

［管理班、建設班、農林整備班］ 

建設班長及び農林整備班長は、道路、橋梁等の被害状況について調査し、交通に支障のある

箇所について災害対策本部に連絡するとともに、町道以外の道路については各道路管理者に通

報する｡ 

また、災害対策本部は町内道路の被害及び障害物の状況を調査し、速やかに県に報告する。 
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第４ 優先開通道路の選定 

１．選定基準 ［消防交通班、管理班、建設班］ 

第１章 第 10 節 第１「１ 緊急輸送道路」の中で指定された緊急輸送道路であること 

２．開通作業の優先順位 ［消防交通班、管理班、建設班］ 

優先して開通すべき道路の順位は、緊急性の高い順に、第１次確保路線、第２次確保路線

及び第３次確保路線の３つに大別する。 

 

第５ 復旧資機材等の確保 

［管理班、建設班、農林整備班］ 

建設班長及び農林整備班長は、復旧資材、機械及び作業員等を把握し、応急復旧に対処する

供給体制を確立するとともに相互に協力するものとする｡ 

 

第６ 応急復旧 

［管理班、建設班、農林整備班］ 

建設班長及び農林整備班長は、災害応急対策に要する輸送を円滑に実施し得るよう、被害箇

所を速やかに復旧するとともに、その復旧状況を本部長（町長）に報告するものとする。緊急

道路の確保に当たっては、病院、浄水場、救護所、避難場所等との有機的な連携を考慮し、災

害対策活動の円滑化を図るものとする。 

国及び県は、所管する道路の被害状況を速やかに把握し、被害があった場合には、緊急性の

高い順に確保路線の開通作業を実施する。 

 

第７ 仮設道路の設置 

［管理班、建設班、農林整備班］ 

建設班長及び農林整備班長は、道路、橋梁が大部分損壊し他に交通の方法がない場合は、各

道路管理者と協議し、仮設道路、仮設橋梁の設置等の応急措置を行い、交通の確保を図るもの

とする｡ 
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第 14 節 緊急輸送対策 
 

災害応急対策実施に必要な人員及び物資の輸送は、災害対策活動の根幹となるものである。 

このため、緊急時における輸送路等を確保するとともに、車両等が円滑に調達できるようにし

ておくことが重要であり、人命の安全、被害の拡大防止、災害応急対策の円滑な実施に特に配慮

して輸送活動を行うことが求められる。  

 

第１ 緊急輸送の範囲 

災害救助法による輸送の範囲は下記２のとおりであるが、災害の応急対策の段階に応じて緊

急輸送活動の対象を広げていくものとする。 

１．実施機関 ［総務班、消防交通班、管理班、まちづくり推進班、町内輸送関係機関］ 

災害時における緊急輸送は、本部長（町長）が行う。 

なお、災害救助法が適用された場合は、知事の補助機関として本部長（町長）が行うこと

となる。災害対策本部においては、総務班長が担当する。 

２．災害救助法による救助実施の場合の輸送の範囲 ［消防交通班、管理班、まちづくり推進

班、町内輸送関係機関］ 

（１）被災者の避難（被災者の避難の副次的輸送を含む）のための輸送 

（２）医療及び助産のための輸送 

（３）被災者の救出のための輸送 

（４）飲料水の供給のための輸送 

（５）救済用物資の運搬のための輸送 

（６）遺体の捜索のための輸送 

（７）遺体の処理（埋葬を除く）のための輸送 

（８）その他、特に応急対策上必要と認められる輸送 

３．緊急輸送活動の対象 ［消防交通班、管理班、まちづくり推進班、町内輸送関係機関］ 

（１）第１段階 

ア 救助・救急活動、医療活動の従事者、医薬品等人命救助に要する人員、物資 

イ 消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 

ウ 政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道施設保

安要員等初動の応急対策に必要な要員・物資等 

エ 後方医療機関へ搬送する負傷者等 

オ 緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、通行規制等に必要な人員及び物資 

カ 緊急車両等の活動に必要な燃料 

（２）第２段階 

第１段階に加え、 

ア 食料、水等生命の維持に必要な物資 

イ 傷病者及び被災者の被災地域外への輸送 

ウ 輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 
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（３）第３段階 

第２段階に加え、 

ア 災害復旧に必要な人員及び物資 

イ 生活必需品 

４．輸送に当たっての配慮事項 ［消防交通班、管理班、まちづくり推進班、町内輸送関係機

関］ 

輸送活動を行うに当たっては、次のような事項に配慮して行うものとする。 

（１）人命の安全 

（２）被害の拡大防止 

（３）災害応急対策の円滑な実施 

 

第２ 緊急輸送道路等の確保 

１．緊急輸送道路の確保 ［管理班、各道路管理者］ 

（１）道路の優先順位 

建設水道部長は、地震後の緊急輸送活動を円滑に実施するため、道路を次により確保す

る。 

ア 本部長（町長）の指示に基づき、あらかじめ指定している路線から順次確保する。 

イ 地域によって指定の路線から確保することが困難な場合、若しくは応急対策上重要と

なる路線については、必要に応じ指定路線以外のその他の路線の中から確保する。 

（２）道路確保作業の内容 

建設水道部長は、本部長（町長）の指示があった場合は、次のとおり緊急輸送路の確保

のための作業を実施する。 

ア 緊急輸送路の被害状況を関係機関等の協力を得ながら確認し、本部長（町長）に報告

する。 

イ 人員、車両、資機材等に不足があるときは、他の部等又は県、自衛隊等他の機関等に

応援を要請する。 

   ウ 放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通行車両の通行を確保するため

緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等の命令を行うものとする。運転

者がいない場合等においては、各道路管理者等は、自ら車両の移動等を行う。 

２．輸送拠点・集積場所 ［消防交通班］ 

災害時において調達した物資等や他市町村からの救援物資を受入れ保管し、さらに町内各

地域へ配付するための仕分け等を行う大規模物流施設として、中央公民館等、また、物資等

を効率的に輸送するための中継物流施設として必要箇所を指定するものとする。 

３．臨時ヘリポートの開設 ［消防交通班］ 

臨時ヘリポートの開設の決定は、県からの指示又は本部長（町長）の指示によるものとす

る。 

総務部長は、本部長（町長）の開設の指示に備えて臨時ヘリポートの開設が可能な予定地

について、被害状況等をあらかじめ把握しておくものとする。 
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第３ 輸送手段の確保 

震災時における被災者、避難者及び災害対策要員の移送並びに災害救助物資等の緊急輸送の

迅速、確実を期し応急対策の円滑な実施を図るものとする。 

１．町の確保体制 ［総務班、消防交通班、管理班、建設班、まちづくり推進班、各班、町内

輸送関係機関］ 

緊急輸送は、災害の程度、輸送物資等の種類、数量、緊急度並びに被災地の交通事情等を

勘案し、最も適切な方法により行うものとする。 

（１）車両による輸送 

ア 人員、物資の優先輸送 

(ｱ) 人員の優先輸送 

優先輸送対象はおおむね次のとおりである。 

Ａ 災害対策本部員 

Ｂ 消防職員及び消防団員 

Ｃ 災害応急措置を行う要員 

Ｄ 公共施設の応急復旧作業員 

Ｅ 救出された被災者 

(ｲ) 物資の優先輸送 

優先輸送対象物資はおおむね次のとおりである。 

Ａ 食料及び飲料水 

Ｂ 医薬品及び防疫物資 

Ｃ 生活必需品 

Ｄ 災害復旧用資材 

Ｅ 車両用燃料 

(ｳ) 集積場所及び要員の確保 

物資の集積・配分業務を円滑に行うため、集積場所の設定並びに要員（町職員）の

派遣を行うものとする。 

イ 車両の確保 

(ｱ) 町有車両の配車 

総務班長は、災害応急措置に従事する各班長から配車の要請があった場合は、被災

地の状況及び輸送人員等を勘案し、使用車両を決定し直ちに配車するものとする。 

(ｲ) 一般営業用車両の確保 

被災地の状況及び輸送人員等により、町有車両では輸送できない場合、あるいは町

有車両のみでは輸送しきれない場合は、町内外の一般輸送業者等に配車を要請するも

のとする。借り上げ可能な輸送業者等については、あらかじめ協定等によりおおよそ

の調達可能台数を把握しておくものとする。 

(ｳ) 指定公共機関等への要請 

緊急に被災者の保護が必要であると認めるとき、町は、運送事業者である指定公共

機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人並びに運送すべき場所及び期日を指

名して、被災者の運送を要請することができる。 
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この場合、指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由なく要請に応じないと

きは、被災者の運送を行うべきである旨を書類で指示することができる。 

(ｴ) 緊急輸送のための燃料確保対策 

町有車両その他災害応急対策実施のための燃料については、事前に業者等と協定を

行いその確保に努めるものとする。 

(ｵ) 緊急輸送車両の範囲 

緊急輸送車両として確認される車両は、災害対策基本法第 50条第２項に定める災害

応急対策の実施責任者、又はその委任を受けた者が使用する車両とする。 

(ｶ) 確認手続等 

緊急輸送車両であることの確認、襟章、証明書の交付は、原則として県において行

う。 

（２）車両以外による輸送 

地上輸送が全て不可能となった場合、あるいは山間地へ緊急輸送する場合は、ヘリコプ

ター輪送によるものとし、県、自衛隊に対してヘリコプターの応援要請を行う。 

自衛隊への要請の手続き等は、第２章「第９節 自衛隊災害派遣要請計画」の定めると

ころによる。 

集積場所及び要員の確保は、陸上輸送に準じて行うものとする。 

（３）（１）及び（２）のみで対応が困難な場合は、本部長（町長）が隣接市町村を含め他市町

村に協力要請する。 

２．防災関係機関の確保体制 ［防災関係機関］ 

防災関係機関は、業務遂行上必要な車両等の調達を行う。 

３．緊急輸送路の情報の集約と提供 ［消防交通班、管理班、まちづくり推進班、福島警察署

川俣分庁舎、町内輸送関係機関］ 

（１）福島警察署川俣分庁舎及び道路管理者は、緊急支援物資等の円滑な輸送のため、通行可

能な道路の情報を県（災害対策本部）に集約する。集約した情報をもとに、県は輸送に当

たる運送事業者に交通情報を提供する。運送事業者においても、実走に基づく通行可能な

道路の情報を県に情報提供し、情報の共有を行う。 

（２）県は、集約した情報に基づき、必要に応じて町へ広域的な見地から緊急通行車両の通行

ルートの確保を指示する。 

 

第４ 緊急通行車両の確認申請 

［総務班］ 

町保有の自動車で災害応急対策に使用する自動車は、緊急通行車両として「大規模災害に伴

う交通規制の実施及び緊急通行車両等事務取扱要領」に基づき、福島警察署川俣分庁舎に対し

事前に確認申請を行い事前届出済証の交付を受けることとする。 

交付を受けた標章については、当該車両の前面の見やすい箇所に掲示するものとし、証明書

については、当該車両に備え付けるものとする。 
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第 15 節 災害警備活動及び通行規制措置 
 

大規模な地震の発生時においては、道路交通を中心とした交通混乱等様々な社会的混乱が予測

される。これに対し、住民の安全確保、各種犯罪の予防、取締まり及び交通秩序の維持等の活動

が重要となる。 

 

第１ 震災時に予想される混乱 

１  電話の輻輳、断線等による混乱 

２  情報の不足に伴う混乱、デマ、流言飛語による混乱 

３  避難行動に伴う混乱 

４  帰宅行動に伴う混乱 

５  自動車による交通の混乱 

６  買い出し、旅行者等による混乱 

 

第２ 災害警備活動 

１．災害警備体制 ［福島警察署川俣分庁舎］ 

（１）署員の招集 

福島警察署川俣分庁舎は災害発生後速やかに、あらかじめ定められたところにより、署

員を招集・参集させ、災害警備体制の確立を図るものとする。 

（２）災害警備本部の設置 

福島警察署川俣分庁舎は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、県警察

本部と連絡をとり福島警察署川俣分庁舎に所要の規模の災害警備本部等を設置するものと

する。 

２．部隊の運用 ［福島警察署川俣分庁舎］ 

（１）初期運用 

初期の部隊運用に当たっては救助活動、避難誘導、通行規制及び被害の拡大防止措置等

を重点とし、必要により警備部隊を集中あるいは分散し運用する。 

（２）第二次運用 

初期運用を終了したときはおおむね次の事項を重点とし、現有力、被害の状況等を勘案

して適切な配備運用を図る。 

第二次運用における重点警備事項は、以下のとおりである。 

ア 木造家屋密集地域等の大火災又は廷焼予想地域、危険物施設及びその周辺における危

険予防のための避難誘導の警戒活動 

イ 交通検問所における通行規制、検問活動 

ウ 住民避難後の留守家屋等に対する警戒活動 

エ 流言飛語の防止その他民心の安定を図るための広報活動 

オ 防災機関の行う民生安定活動に対する支援活動 
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カ その他秩序維持に必要な諸活動 

３．災害警備活動 ［福島警察署川俣分庁舎］ 

災害発生時において、町を管轄する福島警察署川俣分庁舎の災害警備活動は、以下のとお

りである。 

（１）災害情報の収集 

福島警察署川俣分庁舎は、多様な手段により災害による被災状況、交通状況等の情報収

集活動に当たるものとする。 

（２）救出救助活動 

福島警察署川俣分庁舎は、把握した被害状況に基づき、災害警備部隊を迅速に被災地へ

出動させるとともに、伊達地方消防組合等の防災関係機関と連携して救出救助活動を行う

ものとする。 

（３）避難誘導活動 

避難誘導を行うに当たっては、町と緊密な連携の下、被災地域、災害危険箇所等の現場

状況を把握した上で安全な避難経路を選定し、避難誘導を実施するものとする。 

（４）身元確認等 

福島警察署川俣分庁舎は、町と協力し、検視・死体調査の要員・場所等を確保するとと

もに、遺体の身元確認に資する資料の収集・確保、医師等との連携に配慮し、迅速かつ的

確な検視・死体調査、身元確認、遺族等への遺体の引渡し等に努めるものとする。 

（５）二次災害防止措置 

福島警察署川俣分庁舎は、二次災害の危険箇所等を把握するため、住宅地域を中心に調

査を実施するとともに、把握した二次災害危険箇所等について、町災害対策本部等に伝達

し、避難指示等の発令を促すなど二次災害の防止を図るものとする。 

（６）社会秩序の維持 

福島警察署川俣分庁舎は、被災地及びその周辺におけるパトロール等を強化するととも

に、町内の防犯協会各支部等と連携するなどして、被災地の社会秩序の維持に努めるもの

とする。 

（７）被災者ニーズに応じた情報伝達活動の実施 

福島警察署川俣分庁舎は、被災者のニーズを十分把握し、災害関連情報、避難の措置に

関する情報、通行規制等警察措置に関する情報等の適切な伝達に努めるものとする。 

（８）相談活動の実施 

福島警察署川俣分庁舎は、町と連携して、行方不明者相談所、消息確認電話相談窓口等

の設置に努めるとともに、避難所への警察官の立ち寄り等による相談活動に努めるものと

する。 

（９）ボランティア活動の支援 

福島警察署川俣分庁舎は、町内防犯協会各支部、ボランティア関係組織・団体との連携

を図り、被災地における各種犯罪・事故の未然防止と被災住民等の不安の除去等を目的と

して行われるボランティア活動が円滑に行われるよう必要な支援を行うものとする。 

（10）防犯に関する広報の実施 

福島警察署川俣分庁舎は、住民に対し、災害関連詐欺などの災害に便乗した犯罪に関す



第３編 震災対策編 ： 第２章 災害応急対策計画 

第 15 節 災害警備活動及び通行規制措置 

 震災 - 181

る注意などの広報に努める。 

 

第３ 通行規制措置 

１．被害状況の把握 ［消防交通班、管理班、建設班、福島警察署川俣分庁舎］ 

町は、災害が発生した場合、又は災害がまさに発生しようとする場合において、福島警察

署川俣分庁舎と連携して、道路の損壊状況、交通状況等の交通情報の収集に努め、交通対策

を迅速かつ的確に推進するものとする。 

２．被災地域への流入抑制と通行規制の実施 ［消防交通班、管理班、建設班、福島警察署川

俣分庁舎］ 

福島警察署川俣分庁舎は町と連携して被害状況を把握し、必要な通行規制を迅速かつ的確

に実施し、被災地域への車両の流入抑制を行うとともに、迂回路の設定、交通情報の収集及

び提供、車両の使用自粛の広報等、危険防止及び混雑緩和のための措置を行うものとする。 

なお、隣接、又は近接する市町村の地域に係る災害が発生した場合においても、通行規制

を行う場合がある。 

（１）被災区域等への流入抑制 

災害が発生した場合、又は災害がまさに発生しようとする場合、福島警察署川俣分庁舎

及び町は、次により緊急交通路の確保を図るものとする。 

ア 混乱防止と緊急交通路確保のため、被災地区等への流入抑制のための交通整理、通行

規制を実施する。 

イ 流入抑制のための交通整理、通行規制については、関係市町村と連絡を取りながら広

域的に行うものとする。 

（２）通行規制の方法等 

ア 標示の設置による規制 

福島警察署川俣分庁舎と町は、災害が発生し、又は発生しようとしている場所及びこ

れら周辺の区域、又は区間の道路の入口やこれらと交差する道路との交差点付近に災害

対策基本法施行規則第５条に規定する「標示」を設置し、車両の運転手等に対し緊急交

通路における通行規制の内容を周知するものとする。 

※「標示」の様式は、災害対策基本法施行規則第５条別記様式第２を参照のこと（資料

編（資料９-７-１）） 

イ 現場の警察官指示による規制 

緊急を要するため標示を設置するいとまがないとき、又は標示を設置して行うことが

困難であると認めるときは、警察官の現場における指示により規制を行うものとする。 

ウ 迂回路対策 

福島警察署川俣分庁舎は、幹線道路等の通行禁止を実施する場合は、必要な場合にお

いて、迂回路を設定し、迂回誘導のための交通要点に警察官等を配置するものとする。 

エ 広報活動 

福島警察署川俣分庁舎は、通行規制状況及び道路の損壊状況等交通に関する情報につ

いて、ドライバーをはじめ居住者に広く周知するものとする。 

（３）緊急通行車両に係る確認手続 
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ア 確認の対象となる車両 

災害応急対策に従事する者、又は災害応急対策に必要な物資の緊急輸送その他の災害

応急対策を実施するための車両（道路交通法第 39条第１項の緊急自動車及び災害対策に

従事する自衛隊、米軍及び外交官関係の車両であって特別の番号標を有しているものを

除く） 

イ 確認手続き 

福島警察署川俣分庁舎は、車両の使用者の申出により、当該車両が令第 32条の２第２

号に掲げる緊急通行車両の確認を行い、緊急通行車両と確認できたときは、災害対策基

本法施行規則第６条に規定する標章及び証明書を交付するものとする。 

交付を受けた標章については、当該車両の前面の見やすい箇所に掲示するものとし、

証明書については、当該車両に備え付けるものとする。 

※「標章」の様式は災害対策基本法施行規則第６条別記様式第３を参照のこと（資料編

（資料９-７-２）） 

※「証明書」の様式は災害対策基本法施行規則第６条別記様式第４を参照のこと（資料

編（資料９-７-３）） 

（４）緊急通行車両等の事前届・確認手続 

ア 福島警察署川俣分庁舎は、緊急通行車両等の需要数を事前に把握し、確認手続きの省

力化効率化を図るため、あらかじめ緊急通行車両等として使用されるものに該当するか

どうかの審査を「大規模災害に伴う交通規制の実施及び緊急通行車両等事務取扱要領」

に基づき行うものとする。 

イ 緊急通行車両等事前届出済証の交付を受けている車両については、他に優先して令第

33 条第１項に定める確認を行うものとする。この場合においては、確認のため必要な審

査は省略することができるものとする。 

ウ 福島警察署川俣分庁舎は、町と協力し緊急通行車両等の事前届出・確認手続について、

防災関係機関等に対し、その趣旨、対象、申請要項等の周知徹底を図るものとする。 

エ 町においても、町保有の自動車で災害応急対策に使用する自動車は、緊急通行車両と

して「大規模災害に伴う交通規制の実施及び緊急通行車両等事務取扱要領」に基づき、

福島警察署川俣分庁舎に対し、事前に確認申請を行い事前届出済証の交付を受けること

とする。 

（５）町の措置 

建設班長は、道路施設の被害等により危険な状態が予想され又は発見したとき、あるい

は通報により連絡を受けたときは、警察機関など関係機関と連絡をとり、各班の協力を求

め所定の道路標識を設置するなどにより、必要な範囲の規制及び交通禁止の措置を行うも

のとする。 

（６）応援要請 

建設班長は、被害の拡大を防止するための応急措置が必要であり、かつ大規模な対策が

必要と認められるときは、その旨を本部長（町長）に報告し、県あるいは自衛隊の応援に

ついて要請するものとする｡ 
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３．通行規制時の車両の運転者の義務 ［運転者］ 

災害対策基本法の規定による、災害時における車両の運転者の義務は、次のとおりである。 

（１）通行禁止等の措置が行われたときは、車両の運転者は、速やかに当該車両を通行禁止区

域、又は区間以外の場所へ移動させる。なお、速やかな移動が困難な場合には、緊急通行

車両の通行の妨害とならない方法により駐車しなければならない。 

（２）前記（１）に関わらず、車両の運転者は、警察官の指示を受けたときは、その指示に従っ

て車両を移動し、又は駐車しなければならない。 

４．公安委員会、警察官、自衛官及び消防吏員による措置命令等 ［伊達地方消防組合、福島

警察署川俣分庁舎、自衛隊］ 

緊急通行車両の通行の確保のための警察官等による措置は、次のとおりである。 

（１）警察官は、通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両の妨害となるこ

とにより災害応急対策の実施に著しい支障があると認めるときは、当該車両その他の物件

の占有者、所有者、管理者に対し、当該車両その他の物件の移動等の措置をとることを命

ずることができる。 

（２）前記（１）による措置を命ぜられた者が当該措置をとらないとき、又はその命令の相手

方が現場にいないために当該措置をとることを命ずることができないときは、警察官は、

自らその措置をとることができる。この場合において、警察官は、当該措置をとるためや

むを得ない限度において車両その他の物件を破損することができる。 

（３）前記（１）及び（２）を警察官がその場にいない場合に限り、防災派遣を命じられた部隊

の自衛官及び消防吏員の職務の執行について準用し、当該自衛官及び消防吏員は、自衛隊

用及び消防機関が使用する緊急通行車両の円滑な通行を確保するため必要な措置をとるこ

とを命じ、又は自ら当該措置をとることができる。 

（４）公安委員会は、緊急交通路の指定を行うため必要があると認めるときは、道路管理者に

対し、車両その他の物件の移動等の措置等を要請することができる。 
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第 16 節 防疫及び保健衛生 
 

地震被害による被災者の病原体への抵抗力及び被災地の衛生環境の低下を防止するとともに、

避難所あるいは仮設住宅等での生活における保健指導の実施、さらに震災によるストレス、避難

生活の長期化等に対する精神保健指導を行い、被災者の健康の維持を図る。  

 

第１ 防疫活動 

１．防疫実施の担当 ［生活環境班］ 

被災地区の防疫は、町民税務部生活環境班長が担当するものとする。 

なお、災害の規模及び状況により本町のみで実施することが困難な場合は、県又は近隣市

町村及び自衛隊等関係機関の応援協力を得て行うものとする。 

２．防疫班の編成 ［生活環境班］ 

町民税務部生活環境班長は、災害の規模及び状況に応じ他班の協力を得て、防疫班を編成

し、また、県に準じて災害防疫対策本部を設置する。 

さらに、知事の指示に従い、感染症予防委員を置く。 

（１）防疫班 

ア  防疫班は、被災地の区域を数ケ所に区分し、一つの区域につき５～10名の人員をもっ

て班を編成する。（災害の規模、被災地の状況によっては人員数を増減する。） 

イ  防疫班は、被災地において防疫活動に従事する。 

ウ  防疫班の編成 

(ｱ) 検病調査担当 

Ａ 被災地及び避難所における感染症患者等の早期発見 

Ｂ 感染症予防に必要な防疫指導等の実施 

(ｲ) 収容消毒担当 

Ａ 感染症患者等の移送 

Ｂ 患者の家屋等に対する消毒作業の実施 

(ｳ) 環境防疫作業担当 

Ａ 感染症患者が発生し又は発生のおそれがある地域に対し、重点的に消毒及びねず

み族・昆虫駆除を実施 

Ｂ 上記地域住民に対する清潔保持についての指導 

(ｴ) 飲料水検査担当 

Ａ 被災地の特定建築物及び給水施設等を有する建築物の給水設備及び飲料水（公共

機関からの供給部分を除く）の検査 

Ｂ 不適施設の改善についての指導 

ただし、必要に応じ保健所（県北保健福祉事務所）の指導のもとに行うものであ

る。 

（２）防疫班責任者 

各防疫班には責任者を定める。 
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防疫班責任者は、防疫班員を指揮し防疫活動を行うとともに、防疫の実施状況等につい

て班長に連絡し、その指示をあおぐものとする。 

３．防疫の実施 ［生活環境班］ 

防疫は、次のとおり行う。 

（１）予防教育及び広報活動 

県の指導のもとに、パンフレット、リーフレット等により、あるいは衛生組織その他関

係団体を通じて住民に対する予防教育を徹底するとともに、報道機関を活用して広報活動

を強化する。その際、特に社会不安の防止に留意する。 

（２）清潔方法 

ア 知事の指示に基づき、町が管内における道路、溝きょ、公園等の公共の場所を中心に

実施する。 

イ 収集したごみ、汚泥、その他の汚物は焼却埋設等衛生的に適切な処分をする。この場

合の取扱いについては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の定める基準による。 

ウ し尿の処理についてはできる限り、し尿浄化槽又は川俣方部衛生処理組合の処理施設

を利用する等の方法により、不衛生にならないようにする。 

（３）消毒方法 

ア 知事の指示に基づき実施する。実施に当たっては、厚生労働省令の規定に従い行う。 

イ 薬剤の所要量を算出し、速やかに手持量を確認の上、不足分を入手し、以下に示す適

宜の場所に配置する。 

(ｱ) 浸水家屋、下水、その他不潔場所の消毒 

(ｲ) 避難所の便所、その他不潔場所の消毒 

(ｳ) 井戸の消毒 

（４）被災世帯における家屋等の消毒 

床上浸水地域に対しては、被災直後に各戸にクレゾール及びクロール石灰等の消毒剤を

配付し、床壁の拭浄、手洗設備の設置、便所の消毒について衛生上の指導を行う。 

（５）ねずみ族昆虫等の駆除 

ア 知事の指示に基づき実施する。実施に当たっては、厚生労働省令の規定に従い行う。 

イ 薬剤の所要量を算出し、速やかに手持量を確認の上、不足分を入手し適宜の場所に配

置する。 

（６）生活の用に供される水の供給時の措置 

ア 知事の指示に基づき、速やかに生活の用に供される水の供給を開始し、給水停止期間

中継続する。 

イ 生活の用に供される水の供給方法は、容器による搬送、ろ過器によるろ過給水等現地

の実情に応じ適切な方法によって行う。この際、特に配水器の衛生的処理に留意する。 

ウ 生活の用に供される水の使用停止処分に至らない程度であっても、井戸、水道等にお

ける水の衛生的処理について指導を徹底する。 

（７）臨時予防接種 

知事の命令に基づき実施する。実施に当たっては、ワクチンの確保など迅速に行い、時

期を失しないよう措置する。 
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（８）患者等に対する措置 

ア 隔離収容 

被災地に感染症患者が発生し、又は保菌者が発見されたときは、速やかに隔離収容の

措置をとるものとする。 

イ 自宅隔離 

隔離施設に収容することができない保菌者については自宅隔離を行うものとし、し尿

の衛生的処理等について厳重に指導するものとする。 

（９）避難所の防疫指導等 

避難所は、施設の設備が応急仮設的であり、かつ、多数の避難者を収容するため、衛生

状態が悪くなりがちで、感染症発生の原因となることが多いので、県防疫職員の指導のも

とに防疫活動を実施する。この際施設の管理者を通じて衛生に関する自治組織を編成させ、

その協力を得て指導を徹底する。 

避難所では、次により避難所の防疫の徹底を図るものとする。 

ア 避難者の検病検査 

イ 衛生消毒剤散布等 

ウ 応急給食従事者の健康診断 

（10）防疫活動状況等の報告 

ア 被害状況の報告 

警察、消防等の機関、地区の保健委員その他の関係団体の緊密な協力を得て被害状況

を把握し、被害状況の概要、患者発生の有無、ねずみ族昆虫類駆除の地域指定の要否、

災害救助法適用の有無、その他参考となる事項について、速やかに県北保健福祉事務所

長を経由して知事あてに報告する。 

イ 防疫活動状況の報告 

災害防疫活動を実施したときは、生活環境班長は、防疫活動状況報告書、防疫用薬剤

及び器具等の受払簿（資料編（資料９-８-１、資料９-８-２）により毎日本部長（町長）

に報告するものとする。（なお、防疫班を編成した場合は防疫班責任者が班長に報告する。） 

 

第２ 食品衛生監視 

１．食品衛生監視班の編成及び指揮 ［生活環境班］ 

町(町民税務課)は、県北保健福祉事務所長の指示に従い、県から派遣された食品衛生監視

班又は必要に応じて独自に編成した食品衛生監視班を編成し、食品衛生監視活動を行う。 

２．食品衛生監視活動内容 ［生活環境班］ 

食品衛生監視班は、県北保健福祉事務所長の指揮下で以下の活動を行う。 

（１）炊き出し等の食品の監視指揮及び試験検査 

（２）飲料水の簡易検査 

（３）その他食品に起因する危害発生の防止 
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第３ 栄養指導 

１．栄養指導班の編成及び派遣 ［健康増進班］ 

町は、災害の状況により栄養指導班を編成し、被災地に町の保健師・栄養士等を派遣した

り、避難所、仮設住宅及び被災家庭等を巡回して、被災者の栄養・食生活支援を行う。 

２．栄養指導活動内容 ［健康増進班］ 

（１）食事提供(炊き出し等)の栄養管理指導 

町等が設置した炊き出し実施現場を巡回して炊き出し内容等の確認を行い、必要に応じ

て実施主体や給食業者等への提案、助言、調整等の栄養管理指導を行う。 

（２）巡回栄養相談の実施 

   避難所、仮設住宅及び被災家庭等を巡回して、被災者の健康状態、食料の共有状況等を

把握しながら栄養相談を実施する。 

（３）食生活相談者への相談・指導の実施(要配慮者への食生活支援) 

   妊産婦、乳幼児、虚弱高齢者、歯科的な問題を抱えた者、糖尿病や食物アレルギー等で

食事療法が必要な者について栄養相談を実施し、併せて特別用途食品の手配や、調理方法

等に関する相談を行う。 

（４）特定給食施設等への指導 

   被害状況を把握し、給食設備や給食材料の確保、調理方法等、栄養管理用の問題を生じ

ないよう指導し、給食の早期平常化を支援する。 

 

第４ 保健指導 

［健康増進班］ 

町の保健師・栄養士等は、災害の状況によっては、避難所、被災家庭、仮設住宅等を巡回し、

上記の栄養指導とともに、被災者の健康管理面からの保健指導を行う。 

この場合、福祉関係者、かかりつけ医師、かかりつけ歯科医師、訪問看護師、ケアマネージ

ャー、ヘルパー、民生委員、地域住民との連携を図りながら、コーディネートを行い、効果的

な巡回健康相談、口腔ケア等を実施し、要配慮者をはじめとする被災者の健康状況の把握に努

めることとする。 

 

第５ 精神保健活動 

１．精神科医療体制の確保 ［地域福祉班、健康増進班］ 

保健福祉部長は、本部長（町長）と協議し必要と認めた場合、伊達医師会に対し精神科医

師の派遣を要請する。 

また、必要に応じて県に応援を依頼し、被災地に精神科救護所の設置を要請する。 

２．被災者のメンタルヘルスケア ［地域福祉班、健康増進班］ 

保健福祉部長は、被災者となることで顕在化する精神保健上の問題に対応するため、必要

に応じ町保健師を救護所等に巡回させ、メンタルヘルスケアを実施する。 

また、必要に応じて県に応援を依頼し、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）による避難
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所等の巡回を要請する。 

３．精神科入院病床及び搬送体制の確保 ［地域福祉班］ 

保健福祉部長は、入院医療及び保護を必要とする被災者のために、精神科病床及び搬送体

制を確保する。 

 

第６ 防疫及び保健衛生機材の備蓄及び調達 

１．防疫及び保健衛生機材の備蓄対策 ［生活環境班、地域福祉班、健康増進班］ 

災害時における防疫業務実施基準に基づいた防疫活動の実施が円滑にできるよう必要量の

備蓄を進める。 

町所有の消毒用機材・機具は次のとおりである。 

・噴霧器(肩掛け式)   ２台 

・噴霧器(リヤカー式)  ２台 

２．調達計画 ［生活環境班、地域福祉班、健康増進班］ 

生活環境班長は、災害状況を迅速かつ的確に把握し、県及び関係機関との連携を図り防疫

資機材の調達に努める。また、薬剤、器具を調達しきれない場合は、県にあっせん調達の要

請をするものとする。 

 

第７ 防疫及び保健衛生協力体制の確立 

［生活環境班、地域福祉班、健康増進班］ 

災害時、多くの被災者が発生した場合、医療チーム不足のおそれが生じるため、県、関係機

関との協力体制の整備を図る。 

 

第８ 動物（ペット）救護対策 

１．被災動物（ペット）の保護 ［生活環境班、県北保健福祉事務所］ 

町は、県に協力して、災害時の被害状況を調査し、動物の保護や適正飼育に関する必要な

対策、指定避難所や応急仮設住宅での飼養状況の県への情報提供を行う。 

県北保健福祉事務所長は、放置動物の保護、負傷動物の治療及びペットフードの提供等、

被災動物の救護を行う。 

２．避難所における動物（ペット）の適正な飼養 ［総務班、生活環境班、学校教育班、子育

て支援班、幼児教育班、生涯学習班］ 

町は、県、獣医師等と協力して、飼い主とともに避難した動物に関して、適正飼養の指導 

を行うなど、動物の愛護及び環境衛生の維持に努める。なお、平常時から飼養や災害への備 

えなどに関する飼い主への普及啓発を行う。 

避難者とともに避難した動物（盲導犬、聴導犬、介助犬を除く）の取扱いについて、避難

所では様々な価値観を持つ人が共同生活を営むことに鑑み、居室への動物の持ち込みは原則

禁止とし、敷地内の屋外に飼養専用スペースを設置し飼養させることとする。ただし、施設

に別棟の倉庫等があるなど収容能力に余裕がある場合には、当該避難所に生活する避難者の
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同意のもとに、居室以外の部屋に専用スペースを設け飼養させる。 

動物への給餌、排泄物の清掃等の飼育・管理は、当該動物を連れてきた者が全責任を負う

ものとする。また、居室以外の部屋の専用スペースで飼養した場合、撤去後に当該動物を連

れてきた者が施設を現状復旧させる全責任を負うものとする。 

３．動物（ペット）の管理等 ［生活環境班］ 

  町は、被災した飼育動物の保護収容、危険動物の逸走時対策、動物由来感染症等の予防や 

衛生管理を含めた災害時における動物の管理等について、警察・消防等の関係機関及び猟友 

会の協力を得ながら必要な対策を講ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３編 震災対策編 ： 第２章 災害応急対策計画 

第 17 節 清掃及び廃棄物処理対策 

 震災 - 190

第 17 節 清掃及び廃棄物処理対策 
 

災害により発生したごみ、し尿及び災害に伴って発生したがれき（以下、「災害廃棄物」という。）

の処分等を迅速・的確かつ適正に実施し、生活環境の保全、公衆衛生の確保、さらに被災地での

応急対策や復旧・復興の円滑な実施を図る。 

 

第１ 災害清掃の実施 

［生活環境班］ 

被災地における衛生環境の整備のための清掃は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和

45 年法律第 137 号）に基づき実施する。 

災害清掃は、生活環境班長が担当する。 

清掃体制は、下記のとおりとし川俣町消防団に応援を求めるとともに相互に協力し実施する。 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

第２ 清掃班の編成 

災害時における被災地の清掃を迅速かつ的確に実施するため、清掃班を編成する。 

１．清掃班責任者 ［生活環境班］ 

各清掃班にはそれぞれ責任者を定める。 

清掃班責任者は、清掃班員を指揮し清掃活動を行うとともに、その実施状況等について班

長に連絡し、その指示をあおぐものとする。 

 

第３ 災害廃棄物処理 

１．排出量の推定 ［生活環境班］ 

災害時には、通常の生活ごみに加え、地震等による被災家屋からの廃棄物、焼失家屋等の

焼け残り、建築物の破損窓ガラス等の破損物等により、一時的に大量の粗大ごみやがれきが

排出されるものと想定される。 

町は、ごみの種類別に排出量を推定し、平常時における処理計画を勘案しつつ、作業計画

を策定する。災害廃棄物の推定については、全壊家屋１棟当たり１１７ｔ、半壊家屋１棟当

たり２３ｔとして推計する。 

災害対策本部 

消防交通班 

消防団 

生活環境班 

民間業者 清掃班 

伊達地方衛生処理組合 

被 災 地 
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２．廃棄物の収集体制 ［生活環境班］ 

町は、被災等における環境の保全、・公衆衛生の確保の緊要性を考え、平常の委託業者によ

る体制に加え、臨時的な関連業者への委託、臨時的雇用による人員を加えた作業体制を確立

する。さらに、必要に応じて近隣市町からの人員及び器材の応援を求める。 

また、町のみで対応できない場合、県に支援を要請し近隣市町村の応援を得て行う。 

３．廃棄物の処理対策 ［生活環境班］ 

（１）生ごみ等腐敗性のある廃棄物 

生ごみ等腐敗性のある廃棄物については、被災地における防疫対策上、収集可能な状態

になった時点からできる限り早急に収集が行われるよう、町は第一にその体制の確立を図

る。 

（２）粗大ごみ等 

災害物として排出される廃棄物については、粗大ごみ及び不燃性廃棄物が大量に排出さ

れると考えられるが、一時期における伊達地方衛生処理組合処理場への大量搬入は、その

処理が困難となる場合が想定されるので、町は必要に応じて環境保全に支障のない場所を

確保し、暫定的に積み置きするなどの方策を講じる。 

（３）がれき等 

がれきの処理については、原則として市町村またはがれきが現にある場所の施設管理者 

が処理することとなるため、国、県（環境保全班）、関係市町村及び関係者が協力して、

がれきの処理状況の把握、搬送ルートや仮置場及び最終処分場の確保を図る。  

建築物等の解体等によるがれきの処理にあたっては、県(環境保全班、建築班及び救援 

班)及び町は、有害物質の漏洩及び石綿の飛散を防止するため、必要に応じ、事業者に対

し、大気汚染防止法及び「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」に基づ

き適切に解体等を行うよう指導・助言するものとする。  

また、県及び町又は事業者は、有害物質の漏洩及び石綿の飛散を防止するため、施設の

点検、応急措置、関係機関への連絡、環境モニタリング等の対策を行う。  

この際、環境汚染の未然防止及び住民、作業者の健康管理のため、適切な措置等を講じ 

る。 

県及び町は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理業者、建設

業者等と連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに他都道府県及び市

町村への協力要請を行うものとする。 

４．ごみの一時集積 ［生活環境班］ 

災害の発生により、短期間でごみの焼却処分及び最終処分が困難な場合は、ごみの一時集

積場を指定し、被災地域からの搬出を行う。一時集積場の具体的な選定に際しては、環境衛

生上他の応急対策事業に支障がないことはもとより、搬入に便利なこと、後に行う焼却、埋

め立て等の処理に便利なこと等に留意するものとする。 

５．廃棄物の処理体制 ［生活環境班］ 

廃棄物の処理は、伊達地方衛生処理組合において行うが、処理量の増大により処理ができ

ない場合は、民間最終処分場に協力を求めるとともに、県に支援を要請し近隣市町村の応援

を得て行う。 
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第４ し尿の処理 

１．し尿排出量の推定 ［生活環境班］ 

倒壊家屋及び焼失家屋等の汲み取り式便槽のし尿については、防疫上、できる限り早急に

収集処理を行う必要がある。また、大規模な地震災害時には電気や上水道の機能停止により、

通常のし尿収集地域だけでなく町内の全域において町が収集処理しなければならない事態と

なり、し尿量が増加すると予想される。そのため、緊急時においては民間の収集委託業者を

はじめ収集体制の確立を図るとともに、川俣方部衛生処理組合においても施設活用体制の整

備に努めるよう要請する。 

また、町は水洗化の状況、住民数、予測被災者数等から必要な仮設トイレ数を推定してお

くよう努めるものとする。し尿排出量は１人１月分として 53 リットル程度あるものとする。

なお、この被災地帯処理量の他に、焼失家屋便槽のし尿分が加わるものと考えられる。 

２．し尿の収集体制 ［生活環境班］ 

町内の被災地に対する平常作業からの全面応援及び近隣市町村等からの応援作業は、収集

可能になった状態から７日を限度として、また、川俣方部衛生処理組合処理場の搬入につい

ては計画的処理をくずさないよう努力し、場合によっては、他地区の処理場に処理の依頼を

求めるなどの方策を講ずることとする。 

また、倒壊家屋、焼失家屋及び不要となった便槽に貯留されているし尿は、防疫上の観点

からできる限り早急に収集・処理する必要があることから、早急に収集が行われるよう人員

及び機材の確保を図る。 

このため、町はあらかじめ民間のし尿収集業者、処理関連業界及び仮設トイレ等を扱う民

間のリース業者等に対して、災害時における人員、資機材等の確保に関し、迅速かつ積極的

な協力が得られるよう協力体制を整えておく。 

また、収集は町内し尿処理業者により行うが、一時的に処理量は増大すると考えられるた

め、収集が不可能な場合は、県に支援を要請し近隣市町村の応援を得て行う。 

３．処理対策 ［生活環境班］ 

原則として処理は、川俣方部衛生処理組合において行うが、処理量増大により処理ができ

ない場合は、県に支援を要請し近隣市町村の応援を得て行う。 

（１）避難所等でのし尿処理 

水洗トイレの使用の可否等の状況によるが、原則として水を確保することにより浄化槽

機能を活用して、処理することを原則とする。 

また、必要に応じて仮設トイレを設置し、避難所の生活環境及び公衆衛生の確保を図る。

この場合において、仮設トイレの機種は、高齢者、障がい者等に配慮したものの選定に努

める。 

さらに、この場合のし尿の収集は、くみ取り式便槽及び仮設トイレを設置した避難所を

優先的に行う。 

（２）水洗トイレ 

水洗トイレを使用している世帯にあっては、洗浄水の断水に対処するため、普段より水

の汲み置き等を指導しておくものとする。また、水洗トイレを使用している団地等におい
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ては、災害により使用不可能となった場合に対処するため、必要により臨時の貯留場所を

設けたり、あるいは民間のリース業者等の協力を得て、共同の仮設トイレを設ける等の対 

策を講ずるものとする。 

４．収集経費 ［生活環境班］ 

災害時における応急し尿収集に要する経費は町が負担することとし、平常収集が可能にな

ったときから個人の負担とする。 

５．仮設トイレの設置 ［生活環境班］ 

大規模な災害が発生し速やかな収集、処理が困難な場合は、本部長（町長）の指示等に基

づき仮設トイレを設置し対応する。設置の箇所は、広域避難場所、避難所、その他被災者を

収容する施設、集合住宅団地、住宅密集地から優先的に設置する。 

また、仮設トイレは民間のリース業者等に協力を求めるものとする。 

なお、仮設トイレの機種は、高齢者・障がい者等に配慮したものの選定に努める。 

 

第５ がれき処理 

１．がれき発生量の推定 ［生活環境班］ 

地震災害・火災により建物の倒壊、焼失及びそれに伴う建物解体、さらには地震動による

ガラスの落下物、ブロック塀等の破損物等（以下「がれき」という。）など大量の廃棄物が発

生することが想定される。 

町は、がれきの発生量を、県の地震・津波被害想定調査結果等から事前にその発生量を想

定し、廃棄物処理計画を策定しておく必要がある。この場合において、定期的に調査を実施

し、中間処理又は最終処分を行うまでの一時仮置場、リサイクルのための分別を行うストッ

クヤード等の場所を確保しておくものとする。 

なお、がれき量の推定には、木造１㎡当たり 1.35 ㌧、非木造 1.20 ㌧を目安とする。 

２．処理体制の確保 ［生活環境班］ 

がれきの処理については、原則として町又はがれきが現にある場所の施設管理者が処理す

ることになるが、がれきが一時的かつ大量に発生することになるため、国、県、関係市町村

及び関係者が協力して、がれきの処理状況の把握、搬送ルートや仮置場及び最終処分場の確

保を図る。 

３．処理対策 ［生活環境班］ 

（１）仮置場の確保 

大量にがれき等が発生した場合は、仮置場に搬入する必要があるため、町はあらかじめ

調査を実施しておいた公有地等を中心に具体的な選定を行う。 

（２）分別収集体制の確保 

発生したがれき等を効率よく処理、処分するためには、排出時の分別の徹底が必要であ

るので、その確保策の検討を行う。 

（３）適正処理・リサイクル体制の確保 

震災時においても廃棄物の適正処理を確保する必要があるにも関わらず、大量に発生す

るがれき等の最終処分はかなり困難となることが想定される。 

このため、緊急時の相互扶助や産業廃棄物処理業者の支援の在り方など、産業廃棄物の
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適正処理・リサイクル体制の確保策を検討しておく。 

（４）広域処分体制の確保 

大量のがれき等を処分するためには、県外の最終処分場に処分を依頼することも想定さ

れるため、国や隣接県とともに広域処分対策を検討する。 

（５）粉じん等の公害防止策 

がれき等の応急処分の過程においては、粉じんや有害物質、石綿含有廃棄物の発生など

が考えられ、生活環境への影響や保健衛生面から問題となる公害（大気汚染）が発生する

おそれがあるので、町（環境共生班、環境保全班）は県に協力してその実態を把握すると

ともに、公害防止対策を行うよう関係機関を指導する。 

特に石綿については、町及び県は、有害物質の漏洩及び石綿の飛散を防止するため、必

要に応じ、事業者に対し、大気汚染防止法及び「災害時における石綿飛散防止に係る取り

扱いマニュアル」に基づき適切に解体等を行うよう指導・助言するものとする。 

町及び県（環境共生班、環境保全班、建築班）または事業者は、有害物質漏洩及び石綿の

飛散を防止するため、施設の点検、応急措置、関係機関への連絡、環境モニタリング等の

対策を行う。 

また、環境汚染の未然防止及び住民、作業者の健康管理のため、適切な措置等を講じる。 

 

第６ 廃棄物処理施設の確保及び復旧 

廃棄物処理施設の管理等については、伊達地方衛生処理組合が行う。 

１．事前対策 ［伊達地方衛生処理組合］ 

廃棄物処理施設は、設備の欠陥が生じた場合には適正な維持管理が難しくなり、ひいては

周囲の環境汚染を引き起こすおそれがあるので、普段より施設の管理を十分に行う。 

２．復旧対策 ［伊達地方衛生処理組合］ 

災害が生じた場合には、迅速にその状況を把握し、応急復旧を図る。また、被害状況が収

集作業に影響を与える場合には、期間等を定めて他の市町村等の処理施設に処理を依頼する

などの方策をとる。なお、廃棄物処理施設に被害が生じた場合には、その取扱通知に従い、

早急に県（地方振興局又は環境保全班）に報告するなどの処置を講ずる。 

 

第７ 応援体制の確保 

［消防交通班、生活環境班］ 

町は被災状況を勘案し、その区域内の処理が不可能と思われる場合には、県（環境保全班）

に支援を要請するものとする。 

また、町は震災時における人員、資機材等の確保に関し、民間の清掃関連業界、し尿処理関

連業界及び仮設トイレ等を取扱うリース業界等に対して、迅速かつ積極的な協力が得られるよ

う体制を整えておくとともに、近隣市町村間の応援態勢を整えておくものとする。 
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第８ 清掃運搬用車両等 

［生活環境班］ 

町の清掃運搬用車両及びし尿運搬車両は、全て民間業者が保有している。このため、災害が

発生した場合、速やかに民間業者に対し車両及び資機材の確保と人員の派遣の協力を求める。 

このため町は、あらかじめ民間業者に対し、迅速かつ積極的な協力が得られるように協力体

制を整えておくものとする。 

なお、本町のみで対応が不能と判断される場合は、県に支援を要請し近隣市町村の応援を得

て行う。 
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第 18 節 救援対策 
 

震災により生活に必要な物資が被害を受けたり、流通機構の混乱等により物資の入手が困難と

なった場合においても、住民の基本的な生活の確保、人心の安定を図ることを目的として、生活

の維持に特に欠かせない食料、生活必需品及び飲料水等を確保するとともに、迅速な救援を実施

する。この場合において、指定避難所に避難している被災者のみならず、指定避難所以外に避難

あるいは在宅被災者への供給にも配慮する必要がある。 

これら救援対策の実施に当たっては、県の広域的総合的な援助のもと、住民に最も身近な行政

主体としての町が主体となって救援に当たる。 

 

第１ 給水救援対策 

災害により給水施設が破壊される等の被害を受けたときにおいて、応急飲料水の供給を迅速

かつ的確に実施するものとする。 

本町は、水道水源として河川表流水を使用しているが、さらに非常用水源地及び供給ブロッ

クを設定し、的確な搬送体制により対応していくものである。 

１．実施機関 ［水道班］ 

応急飲料水の供給は、本部長（町長）が行う。町限りで措置できないときは、他市町村等

に応援を要請する。 

２．飲料水供給の概要 ［水道班］ 

町は、県及び国の協力を得ながら地震等による被災者に対しておおむね当初、最低一人１

日３リットルの飲料水を供給し、発災後 4日から７日までは 10リットル、２週目は 50～100

リットル、３～４週目は 150～200 リットルを目標とし、復旧の段階に応じ漸増させ供給する。

発災後、４週を目途に復旧し、通水を開始するよう努める。なお、市販の容器入り飲料水の

確保についても、検討を行うものとする。 

３．飲料水の応急給水活動 ［水道班］ 

災害対策本部においては、建設水道部が必要に応じて給水班を編成し、応急対策を講ずる

ものとする。 

（１）被害状況の調査及び報告 

建設水道部長は、給水施設の被害の状況を調査し次の事項について本部長（町長）に報

告するものとする。 

ア 配給水施設の被害状況と応急措置の概要 

イ 応急復旧工事の所要箇所数と応急復旧の見込み 

ウ 応急給水の措置概要 

エ その他必要な事項 

（２）応急飲料水の確保 

被災者に対する応急飲料水確保の場所及び供給ブロックの範囲を定め、円滑な搬送給水

を行うものとする。 

（３）補給給水源の確保 
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ア 町上水道浄水場 

大規模地震が発生した場合、建設水道課は浄水場の配水地に貯留を図るほか、応急給

水用の水を確保する。 

また、このため給水量、給水区域、給水方法等についてあらかじめ定めておく。 

イ 受水槽､プール等 

状況により関係機関に協力を要請し、貯水槽、小中学校プール、受水槽を補給水源と

して活用する。この場合、機械的処理（ろ水器等）、薬剤投入、煮沸消毒等を施すなど安

全性の確保に特に留意する。 

（４）給水の方法 

ア 給水は、原則として給水所を設定し、給水車等による浄水の供給により拠点給水方式

で行う。 

イ 被災地区に対する搬送給水は、迅速かつ的確に行うものとする。 

ウ この場合において、必要に応じ消防署等の保有する給水具等の使用も考慮するものと

する。 

エ 医療機関、福祉施設等への給水 

病院、診療所、重症重度心身障がい児（者）施設及び養護老人ホーム等の福祉施設へ

の給水は、緊急な要請があった場合、車両等により給水を行う。 

（５）自衛隊派遣要請 

被災地域が広範となり、自衛隊の派遣を要請する必要が生じた場合は、「第９節  自衛隊

派遣要請計画」に基づき要請するものとする。 

（６）給水状況の報告 

建設水道部長は、給水車等による搬送給水の状況について、飲料水供給記録簿（資料編

（資料９-５-１））により本部長（町長）に報告するものとする。 

（７）住民及び自主防災組織 

ア 地震発生後３日間は貯えた水等をもって、それぞれ飲料水を確保する。 

イ 地震発生後 4 日目から７日目位までは、自主防災組織による給水及び町の応急給水に

より飲料水を確保する。 

ウ 地域内の井戸、湧水等を活用し飲料水の確保に努める。この場合は特に衛生上の注意

を払う。 

エ 町の実施する応急給水に協力し、飲料水の運搬配分を行う。 

（８）県への応援要請 

町は、必要に応じて、他の市町村の水道事業者及び国の救援について県への応援要請を

行うものとする。 

４．生活用水の確保 ［水道班］ 

町は、復旧活動の長期化に備え、飲料水以外の生活用水の確保に努める。 

５．災害救助法が適用された場合の実施基準 ［水道班］ 

（１）飲料水供給対象 

災害のため、現に飲料水を得ることができない者であること 

（２）給水方法 
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ろ水器等による浄水の供給及び飲用水中に直接投入する浄水剤の交付等の方法による。 

（３）給水費目 

ア ろ水器その他給水に必要な機械、器具の借上費、修繕費及び燃料費（ろ水器、自動車、

給水車、ポンプ、バケツ、樽、瓶、水のう等） 

イ 浄水用の薬品及び資材費（ろ水器に使用するもの及び被災者各人が飲料する水を直接

浄水するもの） 

（４）給水期間 

災害発生の日から７日以内 

 

第２ 食料救援対策 

震災時における食料を確保し、炊飯のできない被災者に対し応急的な炊き出し等を行い、食

生活の保護を図るものとする。この場合、本町の特性をいかし、関係機関等の協力を得ながら

対応するものとする。 

１．実施機関 ［地域福祉班、まちづくり推進班、農業振興班、学校教育班、子育て支援班、

幼児教育班、生涯学習班、県、ふくしま未来農業協同組合、川俣町商工会］ 

震災時における応急供給は、本部長（町長）が行う。 

   ただし、「３．炊き出しその他による食品の給与」本町のみで措置不可能な場合は、近隣市

町村、県、自衛隊、関係機関に応援を要請する。 

２．応急供給の実施 ［地域福祉班、まちづくり推進班、農業振興班、学校教育班、子育て支

援班、幼児教育班、生涯学習班、県、ふくしま未来農業協同組合、川俣町商工会］ 

（１）実施担当 

応急供給については、地域福祉班長が担当する。 

（２）応急供給の実施 

本部長（町長）は、ふくしま未来農業協同組合、川俣町商工会、町内の米穀取扱業者等の

協力を得て供給を実施するほか、知事が応急供給を実施する場合は知事を補助するものと

する。 

ア  応急供給対象者 

(ｱ) 被災者に対し、炊き出しによる給食を行う必要がある場合 

(ｲ) 被災したため供給機関が通常の供給を行うことができないので、その機関を通じな

いで供給を行う必要がある場合 

(ｳ) 被災地において救助作業、応急措置、その他応急復旧作業に従事する者に対して給

食を行う必要がある場合 

なお、通信機関の施設の管理者等は、所管する罹災施設の応急復旧作業に従事する

者に対して給食を行う必要がある場合は、県に要請して食料の確保を図るものとする。 

イ  供給品目 

供給品目は、原則として米穀とするが実情によってパン等とする。 

ウ  応急供給の方法 

供給方法、その他供給の手続き等については、別に定めるところによる。 
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３．炊き出ししその他による食品の給与 ［総務班、地域福祉班、まちづくり推進班、農業振

興班、学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、生涯学習班、保健体育班、県、ふくしま未

来農業協同組合、川俣町商工会］ 

（１）給与の対象 

災害救助法の基準に準じる。 

（２）給与の内容等 

ア 給与の内容 

応急的に給与する食品は、町が備蓄する保存食（乾パン等）及び調達による米穀、食

パン、弁当等の主食のほか、必要に応じて緊急調達の協力依頼機関（業者）、スーパー等

から副食を調達する。 

また、乳児に対しては、原則として粉ミルク販売業者等からの調達による粉ミルクと

する。 

さらに、寝たきり高齢者のうち普通食を食せない高齢者に対しては、オカユ、ゾンデ

食等を確保しておく。 

イ 炊き出しによる食品の給与 

災害時における被災者、避難者及び災害応急対策従事者に対し、炊き出しにより応急

食品の給与を行う。 

(ｱ) 実施担当 

災害対策本部においては、地域福祉班長及び保健体育班長が他部班長の協力を求め

実施するものとする。 

(ｲ) 炊き出しの方法 

炊き出し食品の煮炊きは、町有施設において行い、必要に応じ炊き出しのできる米

飯業者、旅館等に協力を求めるものとする。 

さらに、必要に応じ自主防災組織、婦人会、日赤奉仕団等の協力を求める。 

(ｳ) 炊き出し現場責任者 

炊き出しを行う現場には、本部長（町長）が任命する現場責任者を配置する。現場

責任者は炊き出し食品の給与対象者を把握し、炊き出し食品を給与し、応急食料の供

給及び必要食品等の調達について災害対策本部と連絡をとり、また、炊き出しに関し

次の様式により記録するとともに、本部長（町長）に報告するものとする｡ 

・炊き出し給与簿（資料編（資料９-５-２）） 

・炊き出し食品等受払簿（資料編（資料９-５-３）） 

・炊き出し用物品等借用記録簿（資料編（資料９-５-４）） 

(ｴ) 避難の長期化に伴う配慮 

食料の供給に当たっては、避難の長期化に対応して、時間の経過とともにメニュー

の多様化、適温食の提供、栄養のバランスの確保、乳幼児や高齢者、傷病者等の要配

慮者への配慮等、質の確保や、食材供給による自炊など、生活再建についても配慮す

るものとする。 

（３）災害救助法が適用された場合の炊き出し実施基準 

災害救助法が適用された場合の炊き出しについても町長が行う。その場合、災害救助法
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により実施される基準は次のとおりとなっている。 

ア 食品給与対象者 

(ｱ)避難生活をしている者 

(ｲ) 住家の被害が全焼、全壊、流失、半壊、半焼又は床上浸水等であって、炊事のでき

ない者 

(ｳ) 旅館やホテルの宿泊人、一般家庭の来訪客等も炊き出しの対象とすることができる。 

イ 食品給与算出費目 

(ｱ) 主食費（米穀、弁当、パン、乾パン、うどん、インスタント食品等） 

(ｲ) 副食費（調味料を含む） 

(ｳ) 燃料費 

(ｴ) 雑費、器物（炊飯器、鍋、やかん、しゃくし、バケツ等）の使用謝金、借料、握り飯

を包む包装紙類、茶、箸、紐等の購入費 

ウ 食品給与期間 

災害発生の日から７日以内 

（４）食品の調達及び輸送 

本部長（町長）は、炊き出ししその他食品の給与について食品の調達が必要と認めた場

合は、その調達、あっせんを行うものとする。 

ア 米穀、その他の主食品             ………… 地域福祉班長 

イ パン、調味料、缶詰類、野菜類、漬物類、海産物類………… まちづくり推進班長 

調達した食品類の炊き出し現場への輸送は、総務班長が担当する。 

４．協定に基づく応急物資の調達 ［消防交通班］ 

町は、「福島、宮城、山形広域圏災害時相互応援協定」に基づき関係市町村に対して食料等

供給及びそれに必要な資機材提供、職員の派遣等を要請する。 

 

第３ 生活必需物資等救援対策 

被災者に対する衣料、生活必需品、その他の物資を確保し、給与又は貸与を行い、被災者の

応急的な日常生活の確保を図るものとする。 

この場合、本町の卸、小売業等の集積をいかし、協力を得ながら対応するものとする。 

１．実施機関 ［生活環境班、地域福祉班、まちづくり推進班、学校教育班、子育て支援班、

幼児教育班、生涯学習班、ふくしま未来農業協同組合、川俣町商工会］ 

衣類、寝具、生活必需品の給与又は貸与は、本部長（町長）が行う。 

なお、災害救助法が適用された場合は知事が行うが、知事から委任された場合、又は知事

による救助のいとまがない場合は、知事の補助機関として本部長（町長）が行う。ふくしま

未来農業協同組合、川俣町商工会の協力を得て行うが、本町のみで措置不可能の場合は、近

隣市町村、県、その他関係機関の応援を求めて実施するものとする。 

２．給与又は貸与の対象者 ［生活環境班、地域福祉班、まちづくり推進班、学校教育班、子

育て支援班、幼児教育班、生涯学習班］ 

住家に被害を受け、日常生活に欠くことのできない被服、寝具、その他の衣料品及び生活

必需品を喪失又はき損し、これらの家財を直ちに入手することができない状態にある者に対
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して行うものとする。 

３．給与又は貸与の方法 ［生活環境班、地域福祉班、まちづくり推進班、学校教育班、子育

て支援班、幼児教育班、生涯学習班、ふくしま未来農業協同組合、川俣町商工会］ 

（１）物資調達の担当物資の調達は、まちづくり推進班長が担当する。 

（２）調達物資品目 

調達物資品目は、次のとおりとするが、女性や乳幼児、高齢者等要配慮者については、

紙おむつや生理用品等特有のニーズがあることから、それぞれのニーズを踏まえた生活必

需物資等の供給を行うものとする。 

ア 寝具類････毛布、布団等 

イ 外衣････普通着、作業着、婦人服、子供服等 

ウ 肌着････下着の類 

エ 身回り品････タオル、手拭、靴下、下駄、サンダル、傘等の類 

オ 炊事道具････鍋、炊飯器、包丁、ガス器具、コンロ、バケツの類 

カ 食器････茶わん、皿、箸等の類 

キ 日用品････石けん、ちり紙、トイレットペーパー、女性用品、歯ブラシ、歯磨き粉、マ

スク・消毒液等、上敷き、ゴザ等の類 

ク 光熱材料････マッチ、ローソク、プロパンガス、石油、薪、木炭の類 

ケ 介護用品････紙おむつ 

（３）調達物資の集積場所及び輸送 

調達した物資又は県等からの救援物資の集積場所は、被災現場の状況に応じ災害対策本

部において定める。また、集積物資の輸送は政策推進部まちづくり推進班長が担当する。 

（４）物資給与又は貸与方法 

物資給与又は貸与は、保健福祉部長が被災地域毎に物資支給責任者を定め、他の部班及

び町内会長、民生委員等の協力を求め、迅速、的確に行うものとする。 

なお、避難所においては、被災者個々人への給与を十分に行うことができないことから、

必要な生活必需品の給与を応急仮設住宅入居時に行うことができる。 

（５）物資支給責任者 

物資支給責任者は、被災現場において被災状況及び給与又は貸与の対象者を把握し、物

資の管理、給与、貸与を行うとともに、その状況を生活必需物資受払記録簿及び生活必需

物資給（貸）与簿（資料編（資料９-５-５、資料９-５-６））により記録し、本部長（町長）

に報告するものとする。 
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【物資調達系統】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．協定に基づく応急物資の調達 ［消防交通班、まちづくり推進班］ 

町は、「福島、宮城、山形広域圏災害時相互応援協定」に基づき関係市町村に対して生活必

需物資等の供給を要請する。 

５．物価の安定､物資の安定供給 ［まちづくり推進班］ 

町は、生活必需品等の物価が高騰しないよう、また、買い占め、売り惜しみが生じないよ

う監視するとともに、必要に応じ指導等を行うものとする。 

６．災害救助法が適用きれた場合の実施基準 ［生活環境班、地域福祉班、まちづくり推進班、

学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、生涯学習班、ふくしま未来農業協同組合、川俣町

商工会］ 

災害救助法が適用された場合は、生活必需物資の供給は県知事が行うが、被災者に対する

配分は補助機関として町長が行うこととなる。 

（１）給（貸）与品目 

上記３．給与又は貸与の方法（２）調達物資品目を参照。 

（２）物資給(貸)与期間 

災害発生の日から 10 日間以内 

 

第４ 義援物資及び義援金の受入れ 

１．義援物資の受入れ ［文書広報班、消防交通班、デジタル推進班、地域福祉班］ 

（１）受入物資リストの作成及び公表 

町は、関係機関等の協力を得ながら国民、企業等からの義援物資について受入れを希望

するもの及び受入れを希望しないものを把握し、その内容のリスト及び送付先を報道機関

福 島 県 

 

生活必需物資 

取扱業者 

調  達 

物  資 
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等の協力を得て公表するものとする。この場合、義援物資に関する問い合わせ窓口を設け

るとともに、絶えず被災者の物資のニーズの把握に努め、同リストを逐次改定するよう努

める。 

（２）個人等からの義援物資の辞退 

町は、東日本大震災等の教訓に鑑みて、原則として、古着などの個人からの義援物資に

ついては、受入れを辞退するものとする。 

さらに、個人以外の支援物資についても、その中身や数量、規格の統一性がないものに

ついては、物資集約拠点における混乱を避けるため、個人からの義援物資と同様に辞退す

るものとする。 

なお、上記の受入を辞退することについては、町のホームページや報道機関を通じて、

速やかに公表するものとする。 

（３）義援物資の保管場所 

寄託又は送付された義援物資を被災者に配分するまでの一時保管場所として、防災倉庫

を使用するほか、教育施設、社会福祉施設及びその他の公共施設に保管する。 

（４）義援物資の配分 

ア 応急対策上現に不足している物資で、義援物資のうち直ちに利用できる物資は、本部

長（町長）の指示により保健福祉部長において有効に活用する。 

イ 被災者に対する配分に当たっては、必要に応じ日赤奉仕団等の各種団体の協力を得て、

迅速かつ公平に配分する。 

２．義援金の受入れ ［消防交通班、地域福祉班］ 

町は、あらかじめ義援金の受入体制を整えておくものとする。 
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第 19 節 被災地の応急対策 
 

被災地内の住民の生活を復旧させるため、道路や宅地内等の障害物を除去するとともに、自力

で復旧できない被災者のために仮設住宅の建設、住宅の応急修理等を行う。 

また、住民の生活上の不安を解消するための各種相談事業を行うとともに、町内金融機関は応

急金融措置を実施する。 

 

第１ 被災地のインフラ復旧等に対する応急措置及び応急復旧の指導・相談 

［管理班、建設班、県］ 

（１）県は、被災地において被災建築物の余震等による二次災害を防止するため、建築物の応

急危険度判定を行うことができる専門知識を有する「建築物応急危険度判定士」及び「建築

物応急危険度判定コーディネーター」を養成し登録するとともに、大規模な地震等により建

築物が被災した場合においては、被災地に判定士等を迅速に派遣する。 

県（都市班）は、大規模かつ広範囲に被災した宅地の危険度を判定する被災宅地危険度判

定士を養成し、登録するとともに、大規模な地震等により宅地が被災した場合においては、

被災地に判定士等を迅速に派遣する。 

県（河川港湾班）は、土砂災害危険箇所の危険度を応急的に判定する斜面判定士を養成し、

登録するとともに、大規模な地震等により土砂災害が発生した場合においては、斜面判定士

の協力を得て、被災地に判定士等を迅速に派遣する。 

（２）町は、県の実施する判定士制度の確立に協力するほか、災害時においては倒壊等のおそ

れのある建築物による事故防止のための住民への広報活動を行うとともに、危険度判定を

実施して建築物の応急措置、応急復旧に関する技術的な指導、相談等の実施に努める。 

 

第２ 障害物の除去 

災害時に際して、土、石、立木及び災害を受けた工作物等の障害物を除去し、災害の拡大防

止と交通路を確保し、応急対策措置を迅速かつ的確に実施するものとする。 

１．実施機関 ［管理班、建設班］ 

災害時における障害物の除去は、本部長（町長）が行う。なお、災害救助法が適用された

場合は、知事の補助機関として本部長（町長）が行うことになる。災害対策本部においては、

建設班長が担当する。 

（１）第一次的には町が保有する機械、器具を使用して実施するものとするが、労力又は機械

力が不足する場合は、隣接市町村又は県（所轄の建設事務所）に派遣（応援）要請を行う

ものとする。 

（２）労力又は機械力が相当不足する場合は、川俣町建設同業会（以下この項目において「町

建設同業会」という）からの資機材、労力の提供等協力を求めるものとする。 

２．障害物の除去の対象 ［管理班、建設班］ 

災害によって宅地内に運ばれた障害物等の除去で、次のいずれかに該当する場合は、町長
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がその障害物の除去を行う。 

（１）住民の生命、財産等の保護のため除去を必要とする場合 

（２）緊急な応急措置の実施のため除去を必要とする場合 

（３）その他、公共的立場から除去を必要とする場合 

３．障害物の除去の方法 ［管理班、建設班］ 

（１）宅地内の障害物の除去については、各戸が災害対策本部において指定した場所に搬出す

る。ただし、自ら搬出することができない程度の障害物については災害対策本部において

搬出する。 

（２）短期間に原形復帰を図るため、瓦礫の運搬車両の確保に努める。 

（３）除去作業には第一次的には町が保有する機械、器具を使用して実施するものとするが、

労力又は機械力が不足する場合は、隣接市町村又は県（県北建設事務所）に派遣（応援）

要請を行うものとする。 

（４）労力又は機械力が相当不足する場合は、町建設同業会からの資機材、労力の提供等協力

を求めるものとする。 

４．道路における障害物の除去 ［管理班、建設班］ 

（１）実施機関及び方法 

ア 道路上の障害物の除去についての計画の実施は、道路法に規定する道路管理者が行う

ものとする。 

イ 道路交通に著しい被害を及ぼしているものの除去は、それぞれの実施機関において、

その所有する機械、器具、車両等により速やかにこれを除去し、交通の確保を図るもの

とする。 

５．河川における障害物の除去 ［管理班、建設班、伊達地方消防組合、町水防団］ 

（１）実施機関及び方法 

ア 河川区域内の障害物の除去についての計画の実施は、河川法に規定する河川管理者、

水防法に規定する水防管理者（町長）、水防団長（消防団長）、消防組織法に規定する消

防機関の長（伊達地方消防組合消防長）が行うものとする。 

イ 河川管理者は、河川法第 22 条（洪水時等における緊急措置）第１項の規定による緊急

措置を行うものとする。 

ウ 水防管理者（町長）、水防団長（消防団長）及び消防機関の長（伊達地方消防組合消防

長）は、水防法第 28 条（公用負担）の規定による緊急措置を行うものとする。 

６．除去した障害物の集積 ［管理班、建設班］ 

除去した障害物で、廃棄物に該当するものについては、町内関係業者へ委託の上処分する

ものとするが、その他のもの及び廃棄物の一時的な集積場所は、次の点を考慮して確保し、

本部長（町長）が指定するものとする。 

なお、廃棄物を中間処理又は最終処分を行うまでの一時仮置場、リサイクルのための分別

を行うためのストックヤード等の場所を確保するため、候補地の調査を行い、所有者を把握

するなど、処理スペースの確保を図っておくものとする。 

（１）交通に支障がなく、二次災害が発生するおそれのない国有地、県有地、町有地等の公共 

用地を選定するものとする。 
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（２）公共用地に適当な場所がないときは民有地を使用することとするが、この場合において

は、所有者との間に補償（使用）契約を締結するものとする。 

７．工作物等の保管 ［管理班、建設班］ 

工作物等は、その保有者が判明するまで保管するものとする｡ 

８．関係機関との連携及び応援の要請 ［消防交通班、管理班、建設班、町建設同業会］ 

（１）町は、国の出先機関、県の出先機関、町建設同業会の協力を得て、障害物の除去のため

の建設用資機材及び技能者等要員の調達、提供の確保に努めるものとする。 

（２）町は、町建設同業会の協力により調達された資機材等の集積場所又は人員の集合場所に

ついて、応急復旧に要する各種情報を総合的に判断して指示するものとする。 

（３）町は、住民の生命、財産の保護のため、障害物の除去について町のみで対応できないと

判断した場合は、県に応援又は協力の要請をする。 

（４）被害が甚大となり除去活動が困難な場合は、県を通じ自衛隊に応援を要請する。 

９．災害救助法が適用された場合の実施基準 ［建設班］ 

（１）障害物の除去対象者 

ア 当面の日常生活が営み得ない状態にあること（日常生活に欠くことができない場所に

運びこまれた障害物の除去に限る。） 

イ 自らの資力をもってしては障害物の除去ができない者であること 

ウ 住家は、半壊、又は床上浸水したものであること 

（２）障害物除去の方法 

災害によって住居等に運びこまれた障害物は、作業員あるいは技術者を動員して除去し、

住み得る状態にする。 

（３）障害物除去の実施期間 

災害発生の日から 10 日以内 

 

第３ 災害相談対策 

１．臨時災害相談所の開設 ［消防交通班、各班、関係機関］ 

町は、県と連携し地震により被害を受けた住民から寄せられる生活上の不安などの解消を

図るため必要がある場合には、被災地及び避難所等に臨時災害相談所を設け、被災住民の相

談に応ずるとともに、苦情、要望等を聴取した結果を関係機関に速やかに連絡して早期解決

に努めるものとする。 

２．臨時災害相談所の規模等 ［消防交通班、各班、関係機関］ 

相談所の規模及び構成員等は、災害の規模や現地の状況を検討して決めるものとする。 

この臨時災害相談所においては、被災者救護を実施する各部局及び関係機関の職員が相談

員として常駐し、各種相談に応ずるものとする。 

３．相談業務の内容 ［消防交通班、各班、関係機関］ 

（１）生業資金のあっせん、融資に関すること 

（２）被災住宅の修理及び応急住宅のあっせんに関すること 

（３）行方不明者の捜索に関すること（被災者の安否の確認に関すること） 

（４）その他住民の生活に関すること 
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第４ 応急金融対策 

１．日本銀行福島支店の措置［日本銀行福島支店、町指定金融機関等］ 

（１）銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節 

ア 通貨の円滑な供給の確保 

被災地における金融機関の現金保有状況の把握に努め、金融機関の所要現金の確保に

ついて必要な措置を講ずること等により、通貨の円滑な供給の確保に万全の措置を講ず

るものとする。 

なお、被災地における損傷日本銀行券及び損傷貨幣の引換えについては、状況に応じ

職員を現地に派遣する等必要な措置を講ずる。 

イ 現金供給のための輸送、通信手段の確保 

  被災地における現金供給のため、日本銀行福島支店又は被災地所在金融機関が緊急に

現金を輸送し又は通信を行う必要があるときは、関係行政機関等と密接に連絡のうえ、

各種輸送、通信手段の活用を図る。 

（２）資金決済の円滑な確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

ア 決済システムの安定的な運行に係る措置 

災害発生時等において、金融機関の間で行われる資金決済の円滑の確保を図るため、

必要に応じ日本銀行金融ネットワークシステムその他の決済システムの安定的な運行に

係る措置を実施する。 

イ 資金の貸付け 

  災害発生時等において、金融機関の間で行われる資金決済の円滑の確保を図るため、

必要に応じ資金の貸付けを行う。 

（３）金融機関の業務運営の確保に係る措置 

関係行政機関と協議のうえ被災金融機関が早急に営業開始を行いうるよう必要な措置を

講ずるほか、必要に応じ金融機関に対し営業時間の延長又は休日臨時営業の実施に配慮す

るよう要請する。 

また、災害の状況に応じ必要の範囲で適宜業務時間の延長又は休日臨時営業を行う。 

（４）金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

必要に応じ関係行政機関と協議のうえ、金融機関又は金融機関団体に対し、次に掲げる

措置その他の金融上の措置を適切に講ずるよう要請する。 

ア 預金通帳等を滅紛失した預貯金者に対し、預貯金の便宜払戻しの取扱いを行うこと 

イ 被災者に対して、定期預金、定期積金等の期限前払戻し、又は預貯金を担保とする貸

出等の特別取扱いを行うこと 

ウ 被災地の手形交換所において被災関係手形につき、提示期間経過後の交換持出を認め

るほか、不渡り処分の猶予等の特別措置をとること 

エ 損傷日本銀行券及び貨幣の引換えについて、実情に応じ必要な措置をとること 

オ 必要と認められる災害復旧資金の融通について、迅速かつ適切な措置をとること 

（５）各種措置に関する広報 

災害応急対策に関する情報について、新聞、放送、インターネットその他の適切な方法
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により、迅速に国民に提供するよう努める。 

特に上記(3)及び(4)で定める要請を行ったときは、関係行政機関と協議のうえ、金融機

関及び放送事業者と協力して速やかにその周知徹底を図る。 

２．川俣郵便局（㈱かんぽ生命保険及び㈱ゆうちょ銀行）の措置 ［川俣郵便局］ 

非常災害時における被災者の緊急な資金需要等に応じるため、郵便局は㈱かんぽ生命保険

及び㈱ゆうちょ銀行からの委託を受け、以下の非常取扱いを行うものとする。 

（１）通帳・証書・印章等を紛失した被災者の貯金等の非常取扱い等 

（２）保険料の振込猶予期間の延伸 

（３）保険料の非常即時払等の非常取扱い 
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第 20 節 応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理等 
 

災害によって住宅を失い、又は破損等のために居住することができなくなった者に対し、応急

仮設住宅の建設及び損壊住宅の応急的修理並びに野外応急収容施設の仮設を行い、一時的な居住

の安定を図るものとする。 

 

第１ 応急仮設住宅の建設 

１．実施機関等 ［管理班、県］ 

（１）応急仮設住宅の建設に関する計画の樹立と実施は、町（管理班）が行う。 

（２）災害救助法を適用した場合の応急仮設住宅の設置は原則として知事が行うが、知事の職

権の一部を委託された場合又は知事の実施を待つことができない場合は、町が行うものと

する。 

（３）町は、平時においてあらかじめ二次災害の危険のない建設適地を把握し、早期に着工で

きるよう準備しておくとともに、応急仮設住宅を建設する場合は、建設業者への協力依頼

及び技術的援助等を行うものとする。 

（４）町は、県と連携し応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理に当たり、資材の調達及び要

員の確保について、県との応援協定に基づく（一社）プレハブ建築協会への協力要請、あ

るいは町建設同業会に対し協力を要請するものとする。 

２．応急仮設住宅の設置基準 ［管理班］ 

応急仮設住宅は、災害により住家が全壊（全焼）又は流失し居住する住家がないもので、

自らの資力で住宅を確保することができない世帯がある場合に設置するものとする。なお、

仮設住宅の建設の基準については、災害救助法による基準に準ずるものとする。 

３．応急仮設住宅建設の方法 ［管理班］ 

建設に当たっては、災害対策本部において十分検討した上で建設するものとする。建設方

法は、災害救助法による建設方法に準ずる。 

なお、建設地の選定に当たっては次の点を考慮する。 

（１）浸水、がけ崩れ等の危険がないこと 

（２）飲料水等が得やすく、しかも保健衛生が良好なこと 

（３）児童、生徒の通学やその他生活建て直し上の便宜を考慮し、可能な限り被災者の生活圏

内にあること 

（４）交通の便が良いこと 

（５）公有地であること 

（６）敷地が広大であること等建設に当たっては災害対策本部会議において、十分検討するも

のとする。 

４．応急仮設住宅の建設の戸数、規模等 ［管理班］ 

応急仮設住宅の建設の戸数、費用の限度、着工期間、入居者の選考及び供与期間について

は、災害救助法が適用された場合に準じて行う。 

（１）応急仮設住宅の標準規模は、１戸当たり平均 29.7 平方メートル（９坪）とする。 
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（２）応急仮設住宅の設計に当たっては、高齢者や障がい者等の利用に配慮した住宅の仕様は

全ての入居者にとって利用しやすいものであることから、通常の応急仮設住宅を含め、物

理的障壁の除去されたユニバーサルデザイン仕様を目指すとともに、地域の気象環境等も

考慮した配置や設計に努める。 

（３）工事費は、災害救助法及び関係法令の定めるところによるものとする。 

５．建設資材の調達先、設置場所の把握 ［管理班］ 

管理班長は、応急仮設住宅の建設に必要な建設資材の調達先、設置場所を常に把握してお

くものとする。 

なお、資材の調達については、必要に応じ県知事にそのあっせん調達を要請する。 

６．災害救助法が適用された場合の実施基準 ［管理班］ 

災害救助法が適用された場合の応急仮設住宅の建設に関する基本的事項は、次のとおりと

する。 

（１）入居対象者 

原則として、災害により被災し、次に掲げるいずれかに該当する者とする。 

ア 住家が全焼、全壊又は流失した者であること 

イ  居住する住宅がない者又は避難指示等により長期にわたり自らの住居に居住できない

者であること 

ウ  自らの資力をもってしては住宅を確保することができない者であること 

なお、ウについては、災害の混乱時には十分な審査が困難であり、一定額による厳格な

所得制限等はなじまないため、資力要件については制度の趣旨を十分に理解して運用する。 

（２）入居者の選定 

応急仮設住宅の入居者の選定については、県（建築班）が行うこととなるが、災害の状

況に応じて県知事から委託された場合は町長が行う。また、応急仮設住宅の入居者の選定

に当たっては、高齢者、心身障がい者、乳幼児とその保護者等を優先する。 

（３）建設場所 

応急仮設住宅の建設予定地は、次に掲げるうちから災害の状況により選定するものとす

る。 

なお、選定に当たっては、被災者が相当期間居住することを考慮して、飲料水が得やす

く、かつ保健衛生上も好適で、被災者の生業の見通しがつけられることに配慮するものと

する。 

また、学校の敷地を応急仮設住宅の用地等として定める場合には、学校の教育活動に十

分に配慮するとともに、相当数の世帯が集団的に居住する場合は、交通の便や教育等の問

題も考慮するものとする。 

ア 町有施設内空地 

イ 国・県が選定供与する用地 

（４）集会所の設置 

仮設住宅における地域コミュニティと住民自治機能の維持のため、同一敷地内又は近接

する地域内に 10 戸以上の仮設住宅を設置する場合、集会所や談話室といった施設を設置す

ることができる。 
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（５）福祉仮設住宅の設置 

高齢者、障がい者等、日常の生活上特別な配慮を要する者を数名以上入居させるため、

老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有する福祉仮設住宅を設置すること

ができる。 

（６）その他の措置 

仮設住宅による生活が長期化することが予想される場合、町は必要に応じてコンビニエ

ンスストアの設置やバスの無料運行などを実施する。 

（７）着工及び完成の時期 

ア  着  工 

災害発生から 20 日以内 

イ  完  了 

できるだけ速やかに 

ウ 着工時期の延長 

大災害等で 20日以内に着工できない場合は、事前に内閣総理大臣の承認を得て必要最

小限度の期間を延長することができるものとする。 

エ 供与期間 

完成の日から建築基準法第 85 条第４項の規定による期限内（最高２年以内）とする。 

７．応急仮設住宅の建設方法 ［管理班］ 

建設は、直営工事又は一括請負工事で実施する。 

８．応急仮設住宅設置についての報告 ［管理班］ 

管理班長は、災害対策本部の決定に基づき応急仮設住宅を設置するときは、地域福祉班長

の被害状況の資料を基に、応急仮設住宅入居該当者調、応急仮設住宅入居者台帳（資料編（資

料９-９-１、資料９-９-２））に記録し､本部長（町長）に報告するものとする｡ 

９．応急仮設住宅の運営管理 ［管理班］ 

県及び町は、各応急仮設住宅の適切な運営管理を行うものとする。この際、応急仮設住宅

における安心・安全の確保、孤独死や引きこもりなどを防止するための心のケア、入居者に

よるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、女性の参画を推進し、女性を始めとす

る生活者の意見を反映できるよう配慮するものとする。また、必要に応じて、応急仮設住宅

における家庭動物の受入れに配慮するものとする。 

 

第２ 借上げ住宅等の提供 

［管理班］ 

避難所生活が相当に長期化しているにも関わらず、応急仮設住宅の建設が著しく遅れる等の

やむを得ない事情がある場合には、内閣府と協議の上、公営住宅の一時使用、民間アパートの

借り上げ等により住宅の供与を行う。 
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第３ 住宅の応急修理 

１．実施機関 ［建設班］ 

（１）被災家屋の応急修理に関する計画の樹立と実施は、町長（建設水道課）とする。 

（２）災害救助法を適用した場合の被災家屋の応急修理は、原則として知事が行うものである

が、知事の職務権限の一部を委託された場合又は知事の実施を待つことができない場合は

町が行うものとする。 

２．実施方法等 ［建設班］ 

（１）応急修理対象者 

次の要件を全て満たす者とする。 

ア 住宅が準半壊、半壊又は大規模半壊の被害を受け、そのままでは住むことができない

状態であること。 

ただし、対象者が自宅にいる場合であっても、日常生活に不可欠な部分に被害があれ

ば、対象として差し支えない。 

また、全壊の住宅は、修理を行えない程度の被害を受けた住家であるので、住宅の応

急修理の対象とはならないが、応急修理を実施することによって居住が可能である場合

はこの限りではない。 

イ 応急修理を行うことによって、避難所等への避難を要しなくなると見込まれること 

ウ 応急仮設住宅（民間賃貸住宅の借上げを含む。）を利用しないこと 

  ただし、応急修理の期間が 1 か月を超えると見込まれる者であって、自宅が半壊（住

宅としての利用ができない場合）以上の被害を受け、他の住まいの確保が困難なものに

ついては災害発生の日から原則６か月に限り、応急修理完了までの間、応急仮設住宅の

使用が認められる。 

エ 準半壊、半壊の被害を受けた者については、自らの資力では応急修理をすることができ

ない者であること 

  資力要件については、「資力に関する申出書」を基に、その被災者の資力を把握し、あ

る程度資力がある場合は、ローン等個別事情を勘案し、判断するなど、制度の趣旨を十

分理解して運用すること 

（２）修理の範囲と費用 

ア 応急修理の対象範囲は、居室、炊事場及び便所等日常生活に必要最小限度の部分に対

し、現物をもって行うものとする。 

イ 費用は、災害救助法及び関係法令の定めるところによるものとする。 

（３）応急修理の期間 

災害発生の日から３か月以内（災害対策基本法第 23 条の３第１項に規定する特定災害対

策本部、同報第 24 条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法第 28 条の２第１項に規

定する緊急対策本部が設置された災害にあっては、６か月以内）に完了するものとする。 

ただし、災害の規模や被災地の実態等により３か月（又は６か月）以上実施に要する場

合には、あらかじめ実態等に即した必要な期間を内閣総理大臣と協議の上、実施期間の延

長を行うことができる。 
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３．応急修理の方法 ［建設班］ 

直営工事又は請負工事で実施する。 

４．応急修理についての報告 ［建設班］ 

建設班長は、災害対策本部の決定に基づき応急修理をするときは、住宅の応急修理該当者

調（資料編（資料９-９-３））に記録し、本部長（町長）に報告するものとする。 
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第 21 節 遺体の捜索、遺体の処理等 
 

町は、災害により死亡していると推定される者については、捜索及び収容を行い、身元が判明

しない死亡者については、火葬・埋葬に付し、人心の安定を図る。 

 

第１ 全般的な事項 

１．実施機関 ［総務班、生活環境班］ 

遺体の捜索、収容、処理及び埋葬は本部長（町長）が行う。なお、災害救助法が適用された

場合は知事が行うが、知事から委任された場合、又は知事による救助のいとまがない場合は、

知事の補助機関として本部長（町長）が行うこととなる。 

なお、町のみで処理不可能な場合は、近隣市町村、県、自衛隊等の協力を得て実施する。 

災害対策本部において遺体の捜索、収容については総務部長が、処理及び埋葬については

町民税務部長がそれぞれ担当する。 

２．衛生及び社会心理面への配慮 ［生活環境班］ 

遺体の処理は、衛生上の問題及び社会心理上の問題等を考慮し的確に行う必要がある。 

そのため、収容所の設置場所の確保、開設、警察及びラジオ、テレビ等のマスコミ機関と

の連携による身元確認及び縁故者への連絡、身元が判明しない遺体についての火葬と、段階

毎に的確かつ速やかに対応する必要がある。 

３．伊達医師会及び歯科医師会との協力体制の整備 ［福島警察署川俣分庁舎、伊達医師会、

福島歯科医師会］ 

福島警察署川俣分庁舎は、多数の死者が発生した場合の検視及び身元確認については、あ

らかじめ伊達医師会及び歯科医師会との協力体制の整備を図るものとする。 

４．広域的な遺体処理体制の整備 ［生活環境班］ 

町は、死者が多数にのぼる場合、また、町火葬場が被災して利用できない場合を想定し、

遺体の保存のため、民間事業者の協力を得て、十分な量のドライアイス、棺、骨つぼ等の確

保に配慮するとともに、近隣市町村の協力による火葬支援体制の整備に努める。 

 

第２ 遺体の捜索 

１．捜索対象 ［消防交通班、伊達地方消防組合、町消防団、福島警察署川俣分庁舎、県］ 

（１）行方不明の状態にある者で、周囲の事情から既に死亡していると推定される場合 

（２）行方不明の状態になってから相当の時間経過している場合 

（３）災害の規模が非常に広範囲にわたり、特定の避難所等の地域以外は壊滅してしまったよ

うな場合 

（４）行方不明になった者が重度の身体障がい者、又は重病人であった場合 

（５）災害発生後、極く短時間のうちに引き続き当該地域に災害が発生したような場合 

２．捜索の実施 ［消防交通班、伊達地方消防組合、町消防団、福島警察署川俣分庁舎、県］ 

町は、県、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防組合、消防団等の協力を得て、遺体の捜
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索を実施する。 

被害が甚大であり、活動に困難をきたしている場合は、他市町村消防団の協力、自衛隊の

応援要請について考慮する。 

なお、遺体の捜索活動に当たっては、行方不明者の届出等の受付窓口を明確にするととも

に、この窓口において、安否確認についての情報の一元化に努める。 

３．捜索班の編成 ［消防交通班、生活環境班］ 

本部長（町長）は、災害の状況に応じ捜索班を編成する。 

（１）捜索班 

捜索班は、被災地において捜索対象者の把握、捜索用機械器具の調達、遺体の収容及び

遺体の移送等を行う。 

（２）捜索班責任者 

各捜索班には、それぞれ捜索班責任者を定める。 

捜索班責任者は、遺体捜索に携わる班員を指揮するとともに遺体捜索の状況について班

長に連絡し、その指示をあおぐものとする。 

４．県及び他市町村への応援要請 ［消防交通班］ 

捜索の実施が困難な場合、あるいは遺体が流出等により他市町村に漂着していると推定さ

れる場合は、県及び遺体漂着が予想される市町村に対し、捜索協力の要請をするものとする。 

５．遺体捜索状況の記録及び報告 ［消防交通班、生活環境班］ 

遺体捜索を実施したときは、遺体捜索状況記録簿（資料編（資料９-10-１））により実施状

況を記録し、その内容を本部長（町長）に報告するものとする。（なお、捜索班を編成した場

合は、捜索班責任者が班長に報告する） 

６．災害救助法が適用された場合の捜索活動 ［消防交通班、生活環境班、伊達地方消防組合、

町消防団、福島警察署川俣分庁舎、県］ 

災害救助法を適用した場合の遺体の捜索は、災害により現に行方不明の状態にありかつ周

囲の事情により既に死亡していると推測される者に対して行い、以下の基準で実施するもの

とする。 

（１）救助実施者が遺体の捜索を実施するに当たっては、捜索に要する役務、機械、器具等に

ついて現物により給付するものとする。 

（２）費用、期間等は災害救助法に定めるところによる。 

（３）捜索期間は災害発生の日から 10日以内 

 

第３ 遺体の収容 

１．実施方法 ［生活環境班］ 

（１）遺体の収容、処理は医師の派遣を求め、また地域住民等の協力を求めて実施する。 

（２）遺体が発見された場合は 

ア 現場において検視ができない場合は収容し、警察官が代行して検視を行う。 

イ 身元が判明しており、かつ遺族等の引取人がいる場合は遺体を引渡す。 

ウ すぐに身元が判明しないものについては、遺体の洗浄縫合、消毒等の措置、身元確認、

遺体の一時保存、検案及び遺体の特徴の記録及び所持品等の保管の措置を行う。 
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（３）身元の判明しない遺体、被災地から漂流して来たものでないと推定できる遺体について

は、検視を受けた後、地域福祉班長に連絡し同班長にその処理を依頼するものとする。（身

元不明の遺体については、行旅病人及び行旅死亡人取扱法の規定により処理することとな

る。） 

２．遺体の搬送 ［生活環境班］ 

警察官による検視及び医師（医療（助産）救護班）による検案を終えた遺体は、町が県に

報告の上、関係機関の協力により遺体収容所に搬送し収容する。この際、葬祭業者との連携

により、霊柩車を確保することについても考慮するものとする。 

３．遺体収容所の設営及び遺体の収容 ［生活環境班］ 

（１）遺体収容所（安置所）の開設 

町は、被害現場付近の適当な場所（寺院、公共建物、公園等収容に適当なところ）に遺体

の収容所を開設し、遺体を収容する。 

前記収容所（安置所）に遺体収容のための既存建物がない場合は、天幕及び幕張等を設

備し、必要器具（納棺用品等）を確保する。 

（２）遺体の収容 

町は、収容した遺体及び遺留品等について、遺体の処理収容状況記録簿（資料編（資料

９-10-２））に記載しその整理を行う。 

４．遺体の収容､処理状況の記録及び報告 ［総務班］ 

総務部長は遺体を搬送、各部は収容、処理状況について、遺体の処理収容状況記録簿（資

料編（資料９-10-２））により記録するとともに、その状況を本部長（町長）に報告するもの

とする。 

５．災害救助法が適用された場合の実施基準 ［生活環境班］ 

（１）遺体処理を行う場合 

災害による社会混乱のため、遺体の処理を行うことができないとき 

（２）収容処理対象 

災害時の混乱の際に死亡した者であること 

（３）収容、処理の範囲 

ア 遺体の洗浄、縫合及び消毒等の処置（原則として救護班又は医療（助産）救護班によ

って行う。） 

イ 遺体の一時保存 

ウ 検案・身元確認（原則として救護班又は医療（助産）救護班によって行う。） 

エ 遺体の検視（警察官が行う。） 

オ 遺体の搬送 

（４）費用 

災害救助法及び関係法令に規定するところによる。 

（５）収容、処理実施期間 

災害発生の日から 10 日以内とする。 

６．福島警察署川俣分庁舎の対応 ［福島警察署川俣分庁舎］ 

（１）検視場所の開設 
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町と協議の上、検視場所を開設する。この際、町は検視場所として適当な施設（遺体収

容場所付近で水道・電気等検視に必要な設備を有する施設）を確保するものとする。 

（２）遺体の検視 

警察官が、各種法令等に基づいて検視を行う。 

（３）遺体の搬送 

町が実施する遺体の搬送活動に協力する。 

 

第４ 遺体の火葬・埋葬 

災害のため死亡した者で、本部長（町長）が必要と認めた者について応急的に火葬・埋葬を

行うものとする。 

１．火葬・埋葬対象 ［生活環境班］ 

（１）災害時の混乱の際に死亡した者であること 

（２）身元が判明しない遺体であること 

（３）災害のため火葬・埋葬を行うことが困難な場合であること 

困難な場合とは 

ア 緊急に避難を要するため、時間的にも労力的にも火葬・埋葬を行うのが困難であると

き 

イ 火葬場又は墓地が浸水又は流失し、個人の力では火葬・埋葬を行うことが困難である

とき 

ウ 経済的機構の一時的混乱のため、遺族又は扶養義務者の資力の有無に関わらず、棺、

骨つぼ等の入手ができないとき 

エ 火葬・埋葬すべき遺族がいないか、又はいても老齢者、幼年者等で火葬・埋葬を行う

ことが困難であるとき 

２．火葬・埋葬の実施 ［生活環境班］ 

身元が判明しない遺体の火葬・埋葬は、町が実施する。 

なお、身元が判明し、災害救助法による救助でない遺体の火葬・埋葬に当たっては、町は、

火葬・埋葬許可手続きが速やかに行える体制をとるものとする。 

（１）遺体の火葬 

ア 遺体を火葬に付する場合は、関係機関の協力により遺体収容所から火葬場に移送する。 

イ 焼骨は、遺留品とともに納骨堂又は寺院等に一時保管を依頼し、身元が判明次第縁故

者に引渡すものとする。 

（２）火葬場の調整 

ア 町は、町火葬場が被災した場合、又はその処理量が多大になる場合を考慮し、近隣の

市町村との連携により、少数の施設に過度に処理が集中しないよう処理量を調整し、適

正な配分に努める。 

イ 町は、火葬許可に当たっては、町火葬場又は近隣市町村の火葬場の能力、遺体の搬送

距離等を勘案し、適正に処理できるよう火葬場を指示する。 

（３）遺体の埋葬 

ア 警察機関から引継ぎを受けた後、埋葬をする。 
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イ 身元不明の遺体の確認及び埋葬は、行旅病人及び行旅死亡人取扱法の規定により行う。 

３．火葬・埋葬実施についての記録及び報告 ［生活環境班］ 

生活環境班長は、火葬・埋葬の実施について火葬・埋葬台帳（資料編（資料９-10-３））に

より記録するとともに、本部長（町長）に報告するものとする。 

４．災害救助法を適用した場合の遺体の火葬・埋葬 ［生活環境班］ 

町は、以下の基準で実施するものとする。 

（１）火葬・埋葬は原則として町で実施する。 

（２）遺体が他の市町村（法適用地）から漂着した場合で、身元が判明している場合、原則と

してその遺族・親戚縁者又は当該市町村に連絡して引き渡すが、当該市町村が混乱のため

引き渡すことができない場合は、町は知事の行う救助を補助する立場において火葬・埋葬

を実施（費用は県負担）するものとする。 

（３）遺体の身元が判明していない場合で、被災地から漂流したと推定できる場合には、遺体

を撮影する等記録して前記（２）に準じて実施するものとする。 

（４）費用・期間等 

ア 以下の範囲内においてなるべく棺又は棺材等の現物をもって実際に火葬・埋葬を実施

する者に支給するものとする。 

(ｱ) 棺（付属品を含む） 

(ｲ) 骨つぼ又は骨箱 

イ 支出できる費用 

災害救助法及び関係法令に定めるところによる。 

ウ 火葬、埋葬期間は災害発生の日から 10日以内 
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第 22 節 生活関連施設の応急対策 
 

上水道、電気、ガス、交通、通信、放送等の生活に密着した施設が被災した場合、生活の維持に

重大な支障を来すことが予想され、その影響は極めて大きいことから、速やかな応急復旧を図る

ための対策を確立するものとする。 

 

第１ 上水道施設等応急対策 

１．初動体制 ［水道班］ 

町長は、災害が発生した場合、又は発生するおそれがある場合は、災害対策組織体制を指

令する。町長は、災害対策組織体制を指令したときは、直ちに災害対策本部を設置する。 

また、災害時には、川俣町水道事業危機管理マニュアルに基づく対応を行う。 

２．被害状況調査及び復旧計画の策定 ［水道班］ 

町（水道班）は、災害が発生した場合直ちに、施設の被害状況調査を実施し、給水状況の

全容を把握するとともに、応急復旧に必要な人員体制及び資機材（調達方法）、施設復旧の手

順、方法及び完了目標等を定めた応急復旧計画を策定し、計画的に応急復旧対策を実施する。 

復旧に当たっては、緊急度の高い医療施設、人工透析治療施設、災害応急・復旧対策の中

枢となる官公署庁舎、冷却水を必要とする発電所・変電所などあらかじめ定めた重要度の高

い施設を優先して行う。 

３．応急復旧対策 ［水道班］ 

地震災害時における水道施設の応急復旧は、水道班長が指示し応急復旧要員の確保及び資

機材を調達して、復旧作業を進める。 

（１）基本方針 

取水、導水及び浄水施設の機能の確保を図り、浄水場から主要供給所に至る送・配水幹

線の復旧、指定避難所等の給水拠点に給水することを最優先とし、断水区域を最小限にす

るよう配水調整を行いながら復旧を進め、順次断水区域の解消に努める。 

（２）配水調整 

災害時における緊急調整は、被害を受けない配水管を最大限に利用し、断水地域をでき

るだけ縮小することを基本とし、応急復旧の進行に従って適切な配水調整を行い、順次断

水区域の解消に努める。 

（３）応急復旧活動 

ア 浄水場の応急復旧は、被害箇所発見のための点検、タンク破損による二次災害の防止、

受変電設備の復旧、ポンプ廻りの配管及び薬剤注入管の漏えい部分の応急復旧が主であ

り、浄水場の職員が対応する。 

イ 配水管の応急復旧は、復旧作業計画に基づき仕切弁操作を的確に行い、給水の確保を

図る必要があり、水道班の職員が対応する。 

ウ 復旧順位は、緊急度合の高いものを優先する。 

エ 町は、必要に応じて県等に支援要請を行うとともに、隣接水道事業者等、県等の他の

機関への支援要請に当たっては、必要とする支援内容を明らかにして要請するものとす
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る。 

オ 町は、県及び関係機関に対し、施設の被災状況、施設復旧の完了目標等について、随

時速やかに情報を伝達する。 

（４）応急復旧用資機材 

応急復旧に必要な資機材は、町保有資機材、業者資機材及びメーカーから調達する。 

（５）応急復旧用工具 

応急復旧に必要な工器具については、常に点検、整備の万全を期すとともに、協力要請

している関係業者の協力により対応する。 

４．災害時の広報 ［文書広報班、デジタル推進班、水道班］ 

災害発生後は、水道施設の被害状況、復旧の見通し、給水拠点等を周知し、混乱を防ぐた

めに最大限の広報活動を行う。 

（１）広報主体 

町、警察、消防の協力を得て文書広報班が行う。 

（２）広報内容 

ア 水道施設の被害状況及び復旧見込み 

イ  給水拠点の場所及び応急給水方法 

ウ  水質についての注意事項 

エ その他必要な事項 

 

第２ 電力施設等応急対策 

１．災害対策組織の設置 ［東北電力ネットワーク（株）福島電力センター］ 

災害が発生した場合は、あらかじめ定められた基準等に基づき、災害の規模、その他の状

況に応じ、災害対策組織を設置するものとする。 

２．人員の確保 ［東北電力ネットワーク（株）福島電力センター］ 

（１）対策要員の確保については、あらかじめ従業員の動員体制を定めて対応するものとする。 

（２）従業員以外の復旧要員を必要とする事態が予想され、又は発生した場合は、他電力会社

及び工事関係会社との協定等に基づき、要員の応援を要請するものとする。 

３．応急復旧用資機材の確保等 ［東北電力ネットワーク（株）福島電力センター］ 

（１）調達 

対策組織の長は、予備品、貯蔵品等の在庫量を確認し、調達を必要とする資材は、次の

いずれかの方法により可及的速やかに確保するものとする。 

ア 現地調達 

イ 対策組織相互の流用 

ウ 納入メーカーからの購入 

エ 他電力会社からの融通 

（２）輸送 

災害対策用の資機材の輸送は、あらかじめ要請した輸送会社の車両、ヘリコプター、そ

の他実施可能な運搬手段により行うものとする。 

（３）資材置場等の確保 
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復旧資材置場及び仮設用用地が緊急に必要となった場合は、あらかじめ調査していた用

地をこれに充てるものとする。 

４．災害時における広報 ［東北電力ネットワーク（株）福島電力センター］ 

（１）災害が予想される場合又は災害が発生した場合は、停電による社会不安の除去のため、

電力施設被害状況、停電地域及び復旧見通しについての広報を行うものとする。また、住

民の感電事故を防止するため、次の事項を中心に広報活動を行うものとする。 

ア 無断昇柱、無断工事をしないこと 

イ 電柱の倒壊、折損、電線の断線、垂下等の設備の異常を発見した場合は、速やかに東

北電力ネットワーク（株）福島電力センターに通報すること 

ウ 断線、垂下している電線には絶対に触れないこと 

エ 浸水、雨漏りなどにより冠水した屋内配線、電気器具等は危険なため使用しないこと 

オ 屋外に避難するときは安全器又はブレーカーを必ず切ること 

カ その他事故防止のため留意すべき事項 

（２）広報の方法は、テレビ、ラジオ、新聞等の報道機関を通じて行うほか、広報車等により

直接当該地域へ周知するものとする。 

５．被害状況の把握、情報収集 ［東北電力ネットワーク（株）福島電力センター］ 

災害が発生した場合は、対策組織の長は、次に掲げる情報を迅速かつ的確に把握し、速や

かに上位機関災害対策組織に報告するものとする。 

（１）一般情報 

ア 気象、地象情報 

イ 一般被害情報 

一般住民の家屋被害情報、人身災害発生情報及び電力施設等を除く水道、ガス、交通、

通信、放送施設、道路、橋梁等の公共施設をはじめとする当該管内全般の被害情報 

ウ 対外対応状況（町の災害対策本部、官公署、報道機関、需要家等への対応状況） 

エ その他災害に関する情報（交通状況等） 

（２）会社被害情報 

ア 電力施設等の被害状況及び復旧状況、復旧見通し 

イ 停電による主な影響 

ウ 復旧資材、応援隊、食糧等に関する事項 

エ 従業員の被災状況 

オ その他災害に関する情報 

６．災害時における危険予防措置 ［東北電力ネットワーク（株）福島電力センター］ 

電力需要の実態を考慮して、災害時においても原則として供給を継続するが、警察、消防

機関等から要請等があった場合には、対策組織の長は送電停止等、適切な危険予防措置を講

ずるものとする。 

７．復旧計画等 ［東北電力ネットワーク（株）福島電力センター］ 

（１）災害対策組織は、各設備毎に被害状況を把握し、次に掲げる事項を明らかにした復旧計

画を立てるとともに、その内容を上位機関災害対策組織に速やかに報告するものとする。 

ア 復旧応援要員の必要の有無 
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イ 復旧要員の配置状況 

ウ 復旧資材の調達 

エ 復旧作業の日程 

オ 仮復旧作業の完了見込み 

カ その他必要な対策 

（２）上位機関災害対策組織は、上記（１）の報告に基づき、下位機関災害対策組織に対し復

旧対策について必要な指示を行うものとする。 

（３）復旧計画の策定及び実施に当たっては、あらかじめ定めた各設備の復旧順位によること

を原則とするが、災害状況、各設備の被害状況、各設備の被害復旧の難易を考慮して、供

給上復旧効果の最も大きなものから復旧を行うものとする。 

なお、復旧順位については人命に関わる箇所、災害応急・復旧対策の中枢となる官公署

庁舎等を優先することとし、必要に応じて県災害対策本部と協議調整を行うものとする。 

８．県の措置［県］  

県（土木部）は、外線以外の工事（各家庭等の内線工事の復旧は除く。）で、避難場所、公

共施設、官公庁、各防災施設の内線工事の復旧、非常用電源の確保について、災害の状況に

より、必要に応じて(一社)福島県電設業協会に復旧を要請するものとする。 

 

第３ 簡易ガス施設応急対策 

１．災害対策本部 ［簡易ガス事業者］ 

震度５弱以上の地震が発生した場合には、あらかじめ定められた社員・職員が出動し、巡

回・点検等を行い、被害状況によっては、二次災害防止のための初動措置等の緊急措置が迅

速かつ的確に実施できるよう、災害対策本部を設置する。 

２．人員の確保 ［簡易ガス事業者］ 

（１）対策要員の確保については、あらかじめ社員の動員基準を定めて対応するものとする。 

なお、基準策定に当たっては、出動が迅速かつ円滑に行われるよう、あらかじめ各要員

に対し、出動する方法・場所を考慮して定めるものとする。 

（２）社員以外の復旧要員を必要とする事態が予想され、又はその事態が発生した場合は、「簡

易ガス事業の防災に係る通報・応援実施要領」（（一社)日本コミュニティーガス協会東北支

部）に基づき要員の応援を要請するものとする。 

３．災害時における広報活動 ［簡易ガス事業者］ 

広報活動を円滑に実施するために、平常時から需要家等に対して、注意事項及び協力依頼

事項などについてＰＲに努めるとともに、災害時においては、広報車等を通じて二次災害防

止等の広報を行うものとする。 

４．被害状況の把握（情報収集） ［簡易ガス事業者］ 

地震発生を覚知した場合には、速やかに次に掲げる情報を迅速かつ的確に把握し、被害状

況によりガスの供給停止の必要の有無を検討するものとする。 

また、収集した情報については、速やかに上位対策組織等に報告するものとする。 

（１）設備の被害情報 

ア 特定ガス工作物に係る被害状況 
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イ ガス導管網の被害状況 

（２）需要家からの情報 

ア 供給地点の地震に関する情報の収集 

イ 需要家の家屋被害情報 

（３）一般情報 

ア 気象台からの地震情報 

イ 対外対応状況（地方自治体の災害対策本部、官公署、報道機関への対応状況） 

ウ その他災害に関する情報（交通状況等） 

５．災害時における緊急措置 ［簡易ガス事業者］ 

ガス需要の実態を考慮して、災害時においても原則として供給を継続するが、被害状況か

ら供給の継続が困難と判断された場合、警察、消防機関等から危険予防措置の要請があった

場合等には、災害対策本部長は、供給停止等の措置を講ずるものとする。 

６．復旧計画等 ［簡易ガス事業者］ 

（１）災害対策本部は、各設備毎の被害状況を把握し、次に掲げる事項を明らかにした復旧計

画を立てるとともに、その内容を上位対策組織等に速やかに報告するものする。 

ア 被害状況の概要 

イ 復旧応援要員の要請 

(ｱ) 救援を必要とする作業内容 

(ｲ) 要員 

(ｳ) 資機材及び工具車両 

(ｴ) 救援隊の出動日時・集結場所等 

ウ 復旧作業の日程 

エ 仮復旧の見通し 

オ その他必要な対策 

（２）復旧作業に日数を要する場合は、容器等により仮供給を行うものとする。 

（３）復旧作業計画の策定は、被災事業者独自の供給形態、地域特性に依存するところが大き

いため、原則として被災事業者が行うものとするが、上位対策組織は、上記（１）の報告

に基づき、災害対策本部に対し復旧対策について必要な指示を行うものとする。 

（４）復旧計画の策定及び実施に当たっては、あらかじめ定められた復旧順位によることを原

則とするが、被害状況、被害復旧の難易等を考慮して、供給復旧効果の最も大きいものか

ら復旧を行うものとする。 

 

第４ ＬＰガス施設応急対策  

１．出動体制 ［町内ＬＰガス事業者］ 

町内ＬＰガス事業者は、震度４以上の地震が発生した場合は、いつでも出動可能な体制を

とるものとし、必要に応じ、巡回・点検等を行うとともに、災害が発生した場合は直ちに出

動して二次災害の防止等の措置を講じるものとする。 

２．一般社団法人福島県ＬＰガス協会による災害対策本部の設置及び人員の確保 ［町内ＬＰ

ガス事業者］ 
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（１）地震等による災害が発生した場合等 

震度５以上の地震が発生した場合には、二次災害防止のための初動措置等の緊急措置が

迅速かつ的確に実施できるよう、現地又は協会内に災害対策本部を設置するものとする。 

（２）復旧要員を必要とする事態が予想され、又は発生した場合は、「福島県ＬＰガス災害対策

要綱」に基づき要員の応援を要請するものとする。 

３．災害時における広報活動 ［町内ＬＰガス事業者］ 

町内ＬＰガス事業者は、広報活動を円滑に実施するために、平常時から需要家等に対して

注意事項及び協力依頼事項等についてＰＲし、その徹底を図るのはもちろんのこと、災害が

発生した場合には、ガス漏れによる火災発生防止、再使用の際の安全対策等二次災害防止に

重点をおいて広報を行うものとする。 

（１）平常時の広報活動 

需要家等に対し、地震時におけるガスの注意事項、協力依頼事項及び地震時のガス事業

者の保安対策、広報体制について、チラシ、パンフレット、テレビのほか、検針票や領収

書を利用して直接ＰＲを行うものとする。 

（２）地震発生直後の広報活動 

テレビ、ラジオ、広報車等を通じて「ガス栓や器具栓を閉めること、ガスの火を消すこ

と」などを広報するものとする。 

（３）二次災害防止等の広報活動 

テレビ、ラジオ、広報車によるほか、ハンドマイク等も活用して、次の事項について広 

報するものとする。 

ア ガス栓、器具栓、メーターコックを閉めておくこと 

イ ＬＰガス事業者が安全を確認するまではガスを使わないこと 

４．被害状況の把握、情報収集 ［町内ＬＰガス事業者］ 

町内ＬＰガス事業者は、地震発生を覚知した場合には、速やかに次に掲げる情報を迅速か

つ的確に把握し、被害状況により緊急措置等の必要の有無を検討するものとする。 

また、収集した情報については、速やかに上位対策組織等に報告するものとする。 

（１）需要家からの情報 

ア 販売区域の地震規模に関する情報の収集 

イ 需要家の家屋被害状況 

（２）一般被害状況に関する情報 

ア 人身災害発生情報及びＬＰガス、電気、水道、交通、通信、放送施設、道路、橋梁等の

公共施設をはじめとする当該区域全般の被害状況 

イ 対外対応状況（町の災害対策本部、その他官公署、報道機関、需要家等への対応状況） 

ウ その他災害に関する情報（交通状況等） 

（３）特定供給設備の被害情報 

５．復旧計画等 ［町内ＬＰガス事業者］ 

（１）福島県ＬＰガス協会の現地災害対策本部長は、各設備毎の被害状況を把握し、次に掲げ

る事項を明らかにした復旧計画を立てるとともに、その内容を上位対策組織に速やかに報

告するものとする。 
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ア 被害状況の概要 

イ 復旧応援要員の要請 

(ｱ) 救援を必要とする作業内容 

(ｲ) 要員 

(ｳ) 資機材及び工具車両 

(ｴ) 救援隊の出動日時・集結場所等 

ウ 復旧作業の日程 

エ 仮復旧の見通し 

オ その他必要な対策 

（２）復旧作業計画の策定については、原則として現地災害対策本部が行うものとするが、上

位対策組織は、上記(１)の報告に基づき、災害対策本部に対し復旧対策について必要な指

示を行うものとする。 

（３）復旧計画の策定及び実施に当たっては、あらかじめ定められた復旧順位によることを原

則とするが、被害状況、被害復旧の難易等を考慮して、供給復旧効果の最も大きいものか

ら復旧を行うものとする。 

 

第５ 電気通信施設等応急対策 

地震災害時における電信電話サ－ビスの基本は、公共機関等の通信確保はもとより、被災地

域における通信の孤立化を防ぎ、一般公衆通信を確保するために、応急作業を迅速かつ的確に

実施して通信の疎通を図る。 

１．災害時の活動体制 ［東日本電信電話（株）福島支店］ 

（１）災害対策本部の設置 

地震等の非常災害が発生した場合、その状況により災害対策本部、現地に現地本部を設

置し、情報の収集伝達及び応急対策が実施できる体制をとる。 

この場合、県、町（本部）及び各防災関係機関と緊密な連絡を図る。 

（２）情報連絡体制 

震災の発生に伴い情報連絡体制を確立し、情報の収集及び伝達に当たる。 

２．災害時の応急措置 ［東日本電信電話（株）福島支店］ 

（１）設備、資機材の点検及び発動準備 

大地震の発生とともに、次のとおり設備、資機材の点検等を行う。 

ア  電源の確保 

イ  非常用対策機器（無線機器、移動電源装置等）の発動準備 

ウ  建築物の防災設備の点検 

エ  工事用車両、工具等の点検 

オ  保有する資材、物資の点検 

カ  所内・所外施設の巡回、点検による被害状況の把握 

キ  その他 

（２）応急措置 

地震により通信設備に被害が生じた場合、又は異常輻輳等の事態の発生により通信の疎
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通が困難になったり、通信が途絶するような場合においても、最小限度の通信を確保する

ため、次のとおり応急措置を行う。 

ア  通信の利用制限 

イ  非常通話・緊急通話の優先、確保 

ウ  無線設備の使用 

エ  非常用公衆電話の設置 

オ  非常用可搬型交換装置の設置 

カ  臨時電報、電話受付所の開設 

キ  回線の応急復旧 

ク 災害用伝言ダイヤル「１７１」の使用 

３．応急復旧対策 ［東日本電信電話（株）福島支店］ 

（１）地震により被災した電気通信設備の状況により、復旧は次のとおりとする。 

ア  応急復旧工事 

(ｱ) 電気通信設備を応急的に復旧する工事 

(ｲ) 原状復旧までの間の維持に必要な補強、整備工事 

イ  原状復旧工事 

電気通信設備を機能、形態において被災前の状態に復する工事 

ウ  本復旧工事 

(ｱ) 被害の再発を防止し、設備拡張、改良工事を織り込んだ復旧工事 

(ｲ) 電気通信設備が全く消滅した場合復旧する工事 

（２）災害等により被災した通信回線の復旧については、あらかじめ定められた以下の順位を

参考に、適切な応急復旧措置を行う。 

 

【電気通信回線復旧順位】 

順位 復旧する電気通信設備 

１ 

・気象機関に設置されるもの 

・水防機関に設置されるもの 

・消防機関に設置されるもの 

・災害救助機関に設置されるもの 

・警察機関に設置されるもの 

・防衛機関に設置されるもの 

・輸送の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

・通信の確保に直接関係がある機関に設置きれるもの 

・電力の供給に直接関係がある機関に設置されるもの 

２ 

・ガスの供給に直接関係がある機関に設置されるもの 

・水道の供給に直接関係がある機関に設置されるもの 

・選挙管理機関に設置されるもの 

・別に定める基準に該当する新聞社、放送事業者又は通信社の機関

に設置されるもの 
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・預貯金業務を行う金融機関に設置されるもの 

・国又は地方公共団体の機関に設置されるもの（第１順位となるも

のを除く） 

３ ・第１順位及び第２順位に該当しないもの 

 

（３）通話の輻輳が発生した場合、あらかじめ定められた災害時優先電話等の「重要通信及び

街頭公衆電話等」の疎通の確保を図るため、一般の通話について利用制限等の措置を行う。 

４．災害時の広報 ［東日本電信電話（株）福島支店］ 

東日本電信電話㈱福島支店は、災害のため通信が途絶したとき、若しくは利用の制限を行

ったときは、トーキー装置による案内、広報車、窓口掲示等の方法によって、利用者に対し

て広報活動を実施する。 

（１）通信途絶、利用制限の理由・内容 

（２）災害復旧に対してとられている措置及び復旧見込み時期 

（３）通信利用者に協力を要請する事項 

（４）その他の事項 
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第 23 節 公共施設の応急対策 
 

町庁舎その他の公共施設、道路、橋梁、河川等公共施設が地震により被災し、それらの機能を

停止若しくは低下させた場合は、災害応急対策及び災害復旧対策の遂行上重大な制約を受ける。

このため、これらの公共施設が被災し、又は被災するおそれのある場合には、町及び各施設を所

管する機関は、それぞれの所管する施設、設備の緊急点検を実施し、これらの被害状況を把握、

二次災害の防止を最優先に応急措置を速やかに講じるとともに、関係機関と連携して円滑な応急

復旧対策実施のための体制を確立する。 

 

第１ 建築物等の応急対策 

町庁舎、公民館等の多数の者が利用する施設並びに社会福祉施設等の社会公共施設において

は、地震が発生した場合、あらかじめ定められた消防計画等の計画に基づき、出火防止措置、

利用者の安全対策、避難誘導、施設の点検、被害状況の報告等の応急対策を行うことになる。

このための必要事項について定めるものである。 

１．本庁舎 ［総務班］ 

以下の事項についてあらかじめ定め、それに基づき実施する。 

（１）来庁者、職員等の避難、誘導方法 

（２）負傷者の措置方法 

（３）施設建物の保全 

ア  電気施設の点検及び修復方法 

イ  給排水施設の点検及び修復方法 

ウ  電話施設の点検及び修復方法 

エ  無線通信施設の点検及び修復方法 

オ  建築物の点検及び修復方法 

２．公営住宅の応急対策 ［管理班］ 

既設の公営住宅又は付帯施設が、災害により著しく損傷を受けた場合は、住民が当面の日

常生活を営むことができるよう、応急修理を次のとおり実施する。 

（１）公営住宅又は付帯施設の被害状況は、管理班が早急に調査を行う。 

（２）公営住宅又は付帯施設のうち危険箇所については、応急保安措置を実施するとともに、

危害防止のため住民に周知を図る。 

（３）公営住宅の応急修理は、災害救助法に準じる。 

３．その他の社会公共施設 ［各施設管理者］ 

（１）施設利用者、入所者の安全確保 

ア 避難対策についてはあらかじめ計画を樹立しておき、災害発生時に万全を期すととも

に、講じた応急措置のあらましについて、所管部又は本部へ速やかに報告する。 

イ 場内放送、職員の案内等により、地震時における混乱の防止措置を講ずる。特にラジ

オ、テレビ等による情報の収集及び施設滞留者への情報の提供により、不安の解消に努

める。 
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エ けが人の発生時には、応急措置をとるとともに、本部及び関係機関へ通報して臨機の

措置を講ずる。 

オ 施設利用者・入所者の人命救助を第一とする。 

カ 社会教育施設等において、災害が発生した場合の各種事業の続行若しくは中止の決定

については、施設の管理者が利用者の安全確保を第一に行う。 

（２）施設建物の保全 

ア  応急措置 

施設建物の保全については、防災活動の拠点となるものについて、重点的に実施する

ものとし、施設建物の被害状況を早急に調査の上、次の措置をとる。 

(ｱ) 応急措置が可能な程度の被害の場合 

Ａ 危険箇所があれば緊急保安措置を実施する。 

Ｂ 機能確保のための必要限度内の復旧措置を実施する。 

Ｃ 電気、水道、通信施設等の設備関係の応急措置及び補修が単独で対応困難な場合

は、本部を通じて関係機関と連絡をとり､応援を得て実施する。 

(ｲ) 応急措置が不可能な被害の場合 

Ａ 危険防止のための必要な保全措置を講ずる。 

Ｂ 防災活動の拠点として重要な建物で、業務活動及び機能確保のため必要がある場

合は、本部を通じて仮設建築物の建設等の手配を行う。 

イ  その他の留意事項 

(ｱ) 火気使用設備器具及び消火器具等の点検検査 

特に避難所となった施設は、火災予防について十分な措置をとる。 

(ｲ) 危険箇所への立入禁止の表示 

 

第２ 土木施設の応急対策 

１．道路・橋梁 ［管理班、建設班、県］ 

地震が発生した場合、各道路管理者等は地震の規模に応じた応急対策体制を確立し、所管

の道路・橋梁について被害状況を速やかに把握し、県に報告するとともに、以下のとおり道

路交通の確保を図る。 

（１）必要に応じ、迂回路を選定する。 

（２）通行規制等の措置等の利用者の安全策を講じる。 

（３）必要に応じ、道路パトロールカー等による広報を行う。 

（４）被害の状況や施設の緊急度等に応じて、被災道路・橋梁の応急並びに復旧措置を行う。 

なお、応急復旧措置については、「第 13節 道路の確保」により行うものとする。 

（５）県警察は、地震により信号機等交通安全施設の損壊、障害が生じた場合、迅速に対処し、

被災地域内での交通の安全と緊急通行車両の円滑な通行を確保するため、体制の整備及び

主要交差点における交通信号機電源付加装置の設置等、交通安全施設の整備を推進する。 

２．河川 ［管理班、建設班、東北地方整備局福島河川国道事務所、県北建設事務所］ 

地震、洪水等により河川堤防や護岸施設等が破損したときは、町、東北地方整備局福島河

川国道事務所及び県北建設事務所は、被害状況を速やかに把握し、各施設を所管する機関と
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協力して応急復旧に努めるとともに、排水に全力を尽くす。 

なお、本計画に定めのない事項については、県水防計画によるものとする。 

（１）町 

地震の発生に伴う被害を軽減するため、町域内の水防活動が十分に行い得る体制を確立

し、次のとおり行う。 

ア 建設班長は、水位測定の監視を強化するとともに、必要に応じて工事中の箇所及び危

険箇所を重点的に巡視し、被害箇所については、直ちに県に報告するとともに、必要な

措置を実施する。 

イ 建設班長は、低地帯等が河川、排水路の洪水、越水等により浸水被害が発生した場合

は、町所有の可搬式ポンプを使用して排水に努める。 

なお、能力不足のときは建設同業会等の応援を要請するものとする。 

（２）県 

県土木部は、町の実施する応急措置に関し、技術的援助及び総合調整を行う。 

３．砂防施設等応急対策 ［県北建設事務所］ 

（１）基本方針 

県は、地震により砂防設備や地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、雪崩防止施設

に被害が発生、又は発生するおそれがある場合には、震後点検を速やかに実施する。また、

必要に応じ、町の協力を得て土砂災害危険箇所や雪崩危険箇所の災害発生状況を調査する。 

（２）応急対策 

県は、地震後点検により被災状況を把握し、土砂災害防止施設の被災やがけ崩れや落石、

雪崩等より二次災害が発生するおそれがある場合には、速やかに関係機関や町と協力し、

応急対策に努めるものとする。 

４．ため池施設応急対策 ［農林整備班］ 

ため池管理者は、一定規模以上の地震が発生した場合は、ため池の緊急点検を行い、その

結果を速やかに町に報告をする。また、ため池に被害が発生した場合は、直ちに応急措置を

行い、ため池の安全を確保し、二次災害を防止する。 

ため池管理者は、地震によりため池被害が生じた場合は、町長の指示のもとに直ちに緊急

放流や応急工事等を行い、ため池の安全回復に努める。 
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第 24 節 文教対策 
 

町教育委員会及び学校長等は、地震災害時において、園児、児童及び生徒（以下「児童生徒等」

という）の安全を確保するとともに、学校教育活動の円滑な実施を確保するためその所管する業

務について、本節の内容・川俣町地域防災計画等を踏まえ策定された「川俣町教育施設等防災計

画(平成 26 年 8月発行)」等に基づき実施するものとする。 

また、文化財の応急対策についても必要な事項を定めるものとする。 

 

第１ 実施機関 

［学校教育班、子育て支援班、幼児教育班］ 

町立小中学校の応急教育及び町立文教施設の応急復旧対策は、本部長（町長）及び町教育委

員会が行う。 

災害対策本部においては教育長が担当する。 

 

第２ 園児、児童及び生徒保護対策 

１．学校の対応 ［学校教育班、子育て支援班、幼児教育班］ 

（１）災害が発生するおそれがあるときは、各学校長は教育長と協議し、必要に応じ休校の措

置をとるものとする。 

（２）災害が発生したときは、各学校長は直ちに児童生徒等を至近な安全な場所へ避難させる

ものとする。 

（３）学校長は、災害が発生したときは児童生徒等の安否確認、被災状況の把握に努め、速や

かに教育長に報告する。 

（４）校長は、対策本部を設置し、情報等の把握に努め、的確な指揮に当たる。 

（５） 児童生徒等については、教職員の指導の下に全員を直ちに帰宅させることを原則とする。

なお、児童、生徒を帰宅させるときは、注意事項を十分徹底させ、また低学年児童にあっ

ては、教員が地区別に付き添うなどの措置をとる。ただし、障がいのある児童生徒等につ

いては、学校等において保護者等に引き渡す。また、交通機関の利用者、留守家庭等の児

童生徒等のうち帰宅できない者については、状況を判断し学校等が保護する。 

（６）初期消火、救護、搬出活動の防災活動を行う。 

２．幼稚園及び認定こども園の対応 ［子育て支援班、幼児教育班］ 

（１）災害が発生するおそれがあるときは、各園長は教育長と協議し、必要に応じ休園の措置

を取るものとする。 

（２）災害が発生したときは、各園長は直ちに園児を至近な安全な場所へ避難させるものとす

る。 

（３）園長は、災害が発生したときは園児の安否確認、被災状況の把握に努め、速やかに教育

長に報告する｡ 

（４）園長は、対策本部を設置し、情報等の把握に努め、的確な指揮に当たる。 
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（５）園児については、保護者に連絡を行い、幼稚園及び認定こども園において保護者等に引

き渡す。また、保護者と連絡ができない者については、幼稚園及び認定こども園において

保護する。 

（６）初期消火、救護、搬出活動の防災活動を行う。 

３．教職員の対応、指導基準 ［学校教育班、子育て支援班、幼児教育班］ 

（１）災害発生の場合、児童生徒等を教室等に集める。 

（２）児童生徒等の退避・誘導に当たっては、氏名・人員等の掌握、異常の有無等を明確にし、 

的確に指示する。 

（３）学級担任等は、学級名簿等を携行し、本部の指示により、所定の場所へ誘導・退避させ

る。 

（４）障がいのある児童生徒等については、あらかじめ介助体制等の組織を作るなど十分配慮

をする。 

（５）児童生徒等の保護者等への引渡しについては、あらかじめ決められた引渡しの方法で確

実に行う。 

（６）遠距離通学者、交通機関利用者、留守家庭等で帰宅できない児童生徒等については、氏

名・人員等を確実に把握し、引き続き保護する。 

（７）児童生徒等の安全を確保したのち、本部の指示により防災活動に当たる。 

 

第３ 学校教育における応急対策 

１．学校施設の管理 ［学校教育班、子育て支援班、幼児教育班］ 

（１）事前措置 

ア 学校長及び幼稚園長、認定こども園長（以下「学校長」という）は、地震に備え危険と

思われる施設の補修、常設消火器、防火シャッター等を定期的に点検する。 

イ 学校長は、電気器具、ガス器具、灯油、ガスの管理等について定期的に点検する。 

ウ 学校長は、落下及び転倒の危険がある備品等について、点検と防止措置を講ずる。 

エ 学校長は、火災発生に備えプール、貯水槽を常時貯水する。 

オ 学校長は、避難所開設の場合に備え、開設マニュアル及び鍵の保管方法等について所

属職員に周知徹底を図る。 

カ 学校長は、学校防災計画の中に勤務時間外に災害が発生した場合を想定した対策や、

応急教育対策等を明記する。 

（２）応急措置 

ア 災害が発生した場合、学校長はその状況を把握し速やかに被害状況を教育長に報告す

る。 

イ 教育長は、班を組織し被災校の現地調査を行い、事態に即応した復旧計画を策定する。 

ウ 学校長は、勤務時間外に災害が発生したときは状況に応じ、必要な職員を招集し、参

集した教職員の所属、職、氏名を確認し教育長に報告する。 

エ 学校長は、被災した地域等からの避難者があった等の際は、町長に人数、状況等を緊

急に連絡する。 

また、教育長又は町長より避難所設置への協力の指示又は要請があった場合は、教職
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員を指揮して避難所収容業務その他について万全を期する。 

２．応急教育対策 ［学校教育班、子育て支援班、幼児教育班］ 

（１）応急教育の実施 

町教育委員会は、県教育委員会と連絡を密にし災害時において学校教育の実施を万全に

期すため、教職員、教育施設、教材等を早期に確保し、応急教育の円滑な実施を図る。 

（２）被害状況の把握及び報告 

各所属は、応急教育の円滑な実施を図るため、速やかに児童生徒等・教職員及び施設設

備の被害状況を把握し、町教育委員会等に報告する。 

（３）児童生徒等・教職員の心身の健康に関する実態把握及び対応 

町教育委員会は、各校の児童生徒等・教職員の心身の健康状態について調査し、その実

態を把握する。調査の結果、必要のあるときは、関係行政機関や専門機関及び専門家を統

括している機関との連絡体制を確立し、心の健康に関する相談窓口を開設する。災害後も

必要に応じて継続的に児童生徒等・教職員の心身の健康に関する実態把握を行う。 

（４）教育実施の確保 

町教育委員会は、県教育委員会と連携し、教育施設の被災により授業が長期間にわたっ

て中断することを避けるため、次により施設の効率的な利用を図る。 

なお、避難所に学校を提供したため、長期間学校が使用不可能な場合についての対応に

ついても検討しておくものとする。 

ア 被害箇所及び危険箇所の応急修理 

被害箇所及び危険箇所は早急に修理し、正常な教育活動の実施を図る。 

イ 公立学校の相互利用 

授業の早期再開を図るため、被災を免れた公立学校施設を相互に利用する。 

ウ 仮設校舎の設置 

校舎の修理が不可能な場合には、プレハブ校舎等の教育施設を設けて、授業の早期再

開を図る。 

エ 公共施設の利用 

被災を免れた公民館等の社会教育施設、体育設備、その他公共施設を利用して、授業

の早期再開を図る。 

この場合、町教育委員会は、施設管理者及び関係各課等と協議して、利用についての

総合調整を図る。 

オ 町外避難を実施した場合の措置 

避難先市町村と協議を行い、公共施設等の利用を図る。 

（５）応急教育の予定場所 

町教育委員会は、学校毎にあらゆる災害を想定した応急教育を行う場所の確保について、

常に計画を策定するものとする。 

（６）教員の確保 

町教育委員会は、災害により通常の教育を実施することが不可能となった場合の応急対 

策として、次により教員を把握し、確保する。 

ア 臨時参集 
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教員は、原則として各所属校に参集するものとする。 

ただし、交通途絶で登校不能な場合は、最寄りの学校（小学校、中学校の別）に参集す

る。 

(ｱ) 参集教員の確認 

各学校においては、責任者（学校付近居住者）を定め、参集した教員の氏名、学校

名、職を確認し、人員を掌握する。 

(ｲ) 参集教員の報告 

学校で掌握した参集教員の人数等については、町教育委員会に報告する。 

(ｳ) 教育長の指示 

教育長においては、前項で報告された人数、その他の情報を総合判断し、学校長を

通じて、教員の配置等適宜指示連絡をする。 

(ｴ) 臨時授業の実施 

通信の途絶又は交通機関の回復が著しく遅れた場合には、各学校において参集した

教員をもって授業が行える態勢を整える。 

イ 退職教員の活用 

災害により教員の死傷者が多く、平常授業に支障を来す場合は、退職教員を臨時に雇

用するなどの対策を立てる。 

ウ 応急教育実施場所等の確保 

災害の程度 応急教育実施の場所 教育実施者確保の措置 

１ 校舎の一部が被

害を受けた場合 

①同一学校の被災を免れた他の施設

(特別教室､屋内体育施設等)を利用

する｡ 

②必要に応じ二部授業を行う。 

①欠員者の少ない場合は、学校

内で調整する。 

②管内隣接校からの応援要員の

確保を考える。 

③管内隣接校の協力を求める。 

④短期、臨時的にはＰＴＡの適

当なものの協力を求める（退

職教員等）。 

 

欠員（欠席）が多数のため、②、

③の方途が講じられない場合は

県教育委員会に要請して県にお

いて配置するよう努める。 

 

長期にわたり多数の教員に欠員

が生じた場合は直ちに対処でき

るよう調査をしておくととも

に、その欠員状況に応じ補充教

員を発令するか、他県の協力を

要請するかについて考慮してお

く。 

２ 校舎の全部が被

害を受けた場合 

①被災を免れた公民館等の公共施設

を利用する。 

②被災を免れた隣接校の余剰教室等

を利用する。 

③神社､寺院等を利用する。 

④黒板､机､腰掛け等の確保を図る。 

３ 特定の地域全体

が相当大規模な

被害を受けた場

合 

①校舎が住民の避難所に充用される

ことも考慮する。 

②校舎が住民の避難所に充用された

場合は､隣接校又は公民館等の公共

施設の使用計画を作成する。 

③応急仮設校舎の建設を考慮する。 

４ 町全域が被害を

受けた場合 

①災害対策本部において早急な応急

復旧を行うとともに､応急仮設校舎

を建設する。 

②町外避難を行った場合、避難先市町

村と協議し、その市町村の学校、公

民館等の公共施設を利用する。 

（７）他市町村等への協力要請 

教育長は、被災児童生徒の一時的な避難に伴う受入れについて、他市町村等に協力を要

請する。 
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３．教科用図書及び学用品の調達・給与 ［学校教育班］ 

災害時における被災児童生徒に対する学用品の給与は、本部長（町長）が行う。なお、災

害救助法が適用された場合は、知事の補助機関として本部長（町長）が行うこととなる。 

（１）教科用図書、学用品の給与対象者 

住家が全焼、全壊、流失、半焼、半壊又は床上浸水の被害を受けた世帯の内、小学校・中

学校の児童生徒で、教科用図書、学用品がなく就学に支障を来している者とする。 

（２）支給対象者の調査把握 

学校教育班長は、災害が発生した場合は各学校長と緊密な連絡を保ち、各学校は給与の

対象となる児童生徒を調査把握し、町教育委員会へ報告する。 

町教育委員会は、報告の結果に基づき、教科書等の学用品の確保が困難な場合は、県教

育委員会への協力要請等必要な措置を講ずる。 

（３）教科用図書、学用品の調達 

教科用図書については、各学校からの調査報告をもとに、町教育委員会を通じ社団法人

教科書協会に無償補給の申請を行い再給与する。学用品については、各学校からの調査報

告をもとに、町商工会等から供給を受けるものとする。 

（４）給与品目 

ア 教科書及び教材（教科書、準教科書、ワークブック、補充問題集等） 

イ  文房具（ノート、鉛筆、消しゴム、クレヨン、絵の具、画筆、画用紙、下敷、定規等） 

ウ  通学用品（ランドセル、カバン、通学用服、通学用靴、雨傘、雨靴、上ばき、帽子等） 

エ  その他被災状況の程度、実情に応じ適宜調達する。 

（５）学用品給与期間 

ア 教科書  災害発生の日から１か月以内 

イ 文具及び通学用品  災害発生の日から 15 日以内 

（６）給与の方法 

教科書及び学用品は、各学校長を通じて対象児童、生徒に給与する。 

４．避難所として使用される場合の措置 ［消防交通班、学校教育班、子育て支援班、幼児教

育班］ 

学校は教育の場としての機能とともに避難所としての機能も有するが、学校は基本的には

教育施設であることに留意する必要がある。 

このため、消防交通班、町教育委員会は、事前に教育機能維持と施設の安全性の視点から

使用施設の優先順位について、事前に協議し、その結果を学校管理者に通知しておくものと

する。 

避難所が設置された以降は、学校機能部分と避難所部分を明示するとともに、避難所運営

についての学校側の担当職員を定め、町担当者、地域住民等と協議を行いながら、避難所の

運営に当たっていくものとする。 

５．児童生徒等のメンタルヘルス対策 ［学校教育班、子育て支援班、幼児教育班、健康増進

班］ 

学校機能が再開した場合において、大規模災害によって不安定になりがちな児童生徒等に

対し、カウンセラーを学校に派遣し、心のケアを行う。 
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６．保育料の減免 ［子育て支援班、幼児教育班］ 

被災によって保育料の減免等が必要と認める者については、災害の状況を考慮し、関係条

例及び規則の定めるところにより、保育料の全部又は一部を免除する等の特別措置を講ずる。 

７．教科書、学用品の給与記録及び報告 ［学校教育班］ 

教科書及び学用品の支給を行ったときは、学校教育班長は、教科書及び学用品支給記録簿、

教科書・学用品受払記録簿（資料編（資料９-11-１、資料９-11-２））により記録するととも

に、教育長を経て町長に報告するものとする。 

 

第４ 文化財の応急対策 

１．文化財の応急対策 ［生涯学習班］ 

（１）文化財、収蔵施設等の管理者は、入館者及び施設利用者の安全確保及び施設の保全を図 

  るとともに、応急対策を行い被害の軽減に努める。 

ア 地震発生直後は、入館者、施設利用者を安全な場所に避難誘導させる。 

イ 負傷者の有無を確認し必要な措置を講じる。 

ウ 報道機関の情報を収集し、関係機関と連絡をとり情報把握に努める。 

エ すみやかに被害状況を把握し、町教育委員会へ報告する。 

（２）町は、文化財の被害状況を把握し、必要な応急措置を行うことにより被害の軽減に努め 

る。また、町は文化財の分布状況を予め把握し、地震火災時において消失のないよう措置 

する。 

２．文化財の種別ごとの対策 ［生涯学習班］ 

（１）建造物 

文化財所有者は、余震・降雨等により被害拡大の恐れのあるものについては、可能な限

り応急的措置を施し、本格的な修理・修復まで現状維持できるような対応を行う。県及び

町教育委員会（生涯学習部）は、それを指導・助言するとともに、可能な限りの支援を行

う。 

災害が発生し建築物の文化財が被災した場合、町教育委員会（生涯学習部）は早急に被

害状況を把握し県教育委員会に連絡する。 

（２）美術工芸品、有形民俗文化財 

文化財所有者は、文化財が展示・収蔵されている施設が倒壊またはその危険性がある場 

合には、県・町及び地域住民等と連携して、可能な限りすみやかに当該施設から搬出し、 

その保護・保存を図る。併せて、被災した文化財に関しては、その現状復旧を前提とした 

措置を施し、本格的な修理・修復に備える。 

（３）史跡、名勝、天然記念物 

文化財所有者は可能な限り被害状況の把握に努め、二次的倒壊・崩落を極力防止するた 

めに、危険のない範囲で、応急的措置を講じるものとし、県及び町はそれを指導・助言す 

るとともに、可能な限りの支援を行う。 

３．川俣町の文化財 ［生涯学習班］ 

川俣町の文化財は、資料編（資料２-９）「川俣町の文化財一覧」のとおりである。
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第 25 節 要配慮者対策 
 

災害発生時において、高齢者、妊産婦、乳幼児、傷病者、障がい者（児）及び外国人等いわゆる

「要配慮者」は、災害情報の受理及び認識、避難行動、避難所における生活等のそれぞれの場面

で困難に直面することが予想される。 

このため、「第 10 節 避難」のとおり、要配慮者への情報伝達、避難誘導等において配慮する

必要があるとともに、災害発生後、速やかな要配慮者の把握、避難所における保健福祉サービス

の提供等が求められる。 

 

第１ 要配慮者に係る対策 

［地域福祉班、町社会福祉協議会］ 

非常災害の発生に際しては、平常時より在宅保健福祉サービス等の提供を受けている者に加

え、災害を契機に新たな要配慮者となる者が発生することから、これら要配慮者に対し、時間

の経過に沿って、災害発生後の時間の経過の各段階におけるニーズに合わせ、的確なサービス

の提供を行っていく必要がある。このため、町は、以下の点に留意し、民生・児童委員の協力

を得ながら、要配慮者対策を実施する。 

１ 避難行動要支援者支援計画による避難行動要支援者名簿により、避難行動要支援者の所

在の把握に努める。 

２ 避難していない避難行動要支援者を発見した場合には、当該避難行動要支援者の同意を

得て、必要に応じ以下の措置を取るものとする。 

（１）避難所及び福祉避難所へ移動すること 

（２）社会福祉施設への緊急入所を行うこと 

（３）居宅における生活が可能な場合にあっては、在宅保健福祉ニーズの把握に努めるこ

と 

３ 要配慮者に対する保健福祉サービスの提供を、遅くとも発災１週間後を目途に組織的・

継続的に開始できるようにするため、発災後２～３日目から、全ての避難所を対象として、

要配慮者の把握調査を開始すること。また、避難の長期化等必要に応じて、健康状態の悪

化を防止するための適切な食料等の分配、食事提供等の栄養管理に配慮した物資の調達に

努めるものとする。 

４ 要配慮者のうち避難所等への移動が困難であり、自宅待機をせざるを得ない場合におい

ては、食料や物資等の供給についての支援体制を構築するものとする。 

 

第２ 社会福祉施設等に係る対策 

［地域福祉班、町社会福祉協議会、社会福祉施設］ 

１ 被災社会福祉施設等においては、「第 10 節 避難」の避難誘導等により、速やかに入所

者の安全の確保を図る。 

２ 被災地に隣接する地域の社会福祉施設等は、施設の機能を低下させない範囲で、援護の
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必要性の高い被災者を優先し、施設への受入れに努めるものとする。 

３ 被災社会福祉施設等は、水、食料品等の日常生活用品及びマンパワーの不足数について

把握し、近隣施設、町、県等に支援を要請する。 

４ 町は、県との連携を図りながら以下の点に重点を置いて社会福祉施設等の支援を行う。 

（１）ライフラインの復旧について、優先的な対応が行われるように事業者に要請するこ

と 

（２）復旧までの間、水、食料品等の必須の日常生活用品の確保のための措置を講ずるこ

と 

（３）ボランティアへの情報提供などを含め、マンパワーの確保に努めること 

 

第３ 障がい者及び高齢者に係る対策 

［地域福祉班、町社会福祉協議会］ 

町は、県と連携を図りながら避難所や在宅における一般の要配慮者対策に加え、以下の点に

留意しながら障がい者及び高齢者に係る対策を実施する。 

１ 被災した障がい者及び高齢者の迅速な把握に努めること 

２ 掲示板、広報誌、パソコン、ファクシミリ等を活用し、また、報道機関との協力のもと

に新聞、ラジオ、文字放送、手話付きテレビ放送等を利用することにより、被災した障が

い者及び高齢者に対して、生活必需品や利用可能な施設及びサービスに関する情報等の提

供を行うこと 

３ 避難所等において、被災した障がい者及び高齢者の生活に必要な車椅子、障がい者用携

帯便器、医療用機器等の使用が必要とされる者の非常用電源、おむつ等の物資やガイドヘ

ルパー、手話通訳者等の人材について迅速に調達を行うこと 

４ 関係業界、関係団体、関係施設を通じ、供出への協力要請を行う等当該物資の確保を図

ること 

５ 避難所や在宅における障がい者及び高齢者に対するニーズ調査を行い、介護職員等の派

遣や施設への緊急入所等必要な措置を講ずること 

６ 必要に応じて福祉避難所等への移送を行うこと 

 

第４ 乳幼児、園児、児童に係る対策 

１．要保護児童の把握 ［地域福祉班、子育て支援班、幼児教育班］ 

町は、県と連携を図り、次の方法等により、被災による孤児、遺児等の要保護児童の発見、

把握及び援護を行う。 

（１）避難所の責任者等を通じ、避難所における児童福祉施設からの避難児童、保護者の疾患

等により発生する要保護児童の実態を把握し、町に対し通報がなされるような措置を講ず

る。 

（２）住民基本台帳による犠牲者の確認、災害による死亡者に係る義援金の受給者名簿及び住

民からの通報等を活用し、孤児、遺児を速やかに発見するとともに、その実態把握を行う。 

（３）町は、避難児童及び孤児、遺児等の要保護児童の実態を把握し、その情報を親族に提供
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する。 

（４）孤児、遺児等保護を必要とする児童を発見した場合には、親族による受入れの可能性を

探るとともに、養護施設への受入れや里親への委託等の保護を行う。また、孤児、遺児に

ついては、県における母子父子福祉資金の貸付け、社会保険事務所における遺族年金の早

期支給手続きを行うなど、社会生活を営む上での経済的支援を行う。 

２．幼児、園児、児童のメンタルヘルスケアの確保 ［子育て支援班、幼児教育班、健康増進

班］ 

町は、県の協力を求め、被災児童の精神不安定に対応するため、関係機関との連携の下、

児童相談所においてメンタルヘルスケアを実施する。 

３．乳幼児、園児、児童の保護等のための情報伝達 ［地域福祉班、子育て支援班、幼児教育

班］ 

町は県と連携を図り、被災者に対し、掲示板、広報誌の活用、報道機関の協力、パソコン

ネットワーク・サービスの活用により、要保護児童を発見した際の保護及び児童相談所等に

対する通報への協力を呼びかけるとともに、育児関連用品の供給状況、利用可能な児童福祉

サービスの状況、児童福祉施設の被災状況及び復旧状況等について的確な情報提供を行う。 

 

第５ 外国人に係る対策 

１．避難誘導 ［町民班］ 

町は、語学ボランティアの協力を得て、広報車等を活用して、外国語による広報を実施し、

外国人に対する避難誘導を行う。 

２．安否確認 ［町民班］ 

町は、安否についての相談窓口を設置するとともに、必要に応じて語学ボランティアの協

力を得ながら、外国人の安否確認に努める。 

３．情報提供 ［町民班］ 

（１）避難所及び在宅の外国人への情報提供 

町は、避難所や在宅の外国人の生活を支援するため、語学ボランティアの協力を得て外

国人に配慮した生活情報の提供やチラシ、情報誌などの発行、配布に行う。 

（２）テレビ、ラジオ、インターネット通信等による情報の提供 

町及び県は、外国人への的確な情報伝達のため、テレビ、ラジオ、インターネット通信、

ＳＮＳ等を活用して、外国語や「やさしい日本語」による情報提供に努める。 

４．相談窓口の開設 ［町民班］ 

町は、語学ボランティアの協力を得て、速やかに外国人の相談窓口を設置し、生活相談に

応じるものとする。 
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第 26 節 民間援助の受入れ及びボランティアとの連携 
 

大規模な地震により町内に大きな災害が発生した場合、災害応急対策を迅速かつ的確に実施す

るためには、町及び防災関係機関だけでは、十分に対応することができないことが予想される。 

このため、防災関係機関等は、ボランティアの協力を得ながら、効率的な災害応急活動を行え

るようボランティアの有効な活用を図るものとする。 

なお、発災後の時間の経過とともに、ボランティアを必要とされる活動領域が変化していくこ

とに留意する必要がある。 

 

第１ 公共的団体及び住民の自主的な防災組織等 

１．公共的団体 

（１）伊達医師会、農業協同組合、森林組合、商工会、生活協同組合、織物同業会、建設同業

会、県建築士会、管工事組合、県トラック協会、石油商業組合（燃料供給業者）等の産業経

済団体 

（２）日本赤十字社奉仕団等の厚生社会事業団体 

（３）青年団、婦人会、体育振興会等の文化事業団体 

２．自主的な防災組織 

自主防災組織、町内会、婦人防火クラブ組織等 

 

第２ ボランティアとの連携 

１．ボランティアの協力要請及び受入れ ［地域福祉班、日本赤十字社福島県支部、町社会福

祉協議会］ 

大規模災害が発生したときは、本部長（町長）の指示に基づき、それぞれ所管する各部長 

等が協力要請を行う。また、町外からのボランティアについては、保健福祉部長が本部長（町 

長）の指示に基づき、町社会福祉協議会の設置するボランティアセンターを通して協力要請 

を行うものとする。（協力要請の方法については、第３「１．協力要請の方法」と同様とする。） 

大規模災害時の支援においては、特に被災していない他地域からのボランティアが重要な

役割を果たす。このボランティアには、自発的な個人及び各種の職能ボランティア団体（医

療、建設関係、アマチュア無線、パソコン通信等）、企業組織、社会福祉団体、地域住民組織

といった多様な個人、組織の参加が予想される。 

また、活動需要は発災、救助、救援、復旧の各時期において量的に流動的であり、同時に

その種類と性格も被災住民のニーズによって変化する。さらに、ボランティア自体の経験の

有無、短期的なもの、長期的なもの等がある。 

これらのボランティアに対し、災害応急、復旧対策を進める上で役割分担と調整が必要と

なる。 

（１）あらゆる局面で、ボランティアに対するニーズの把握に努める。 

（２）大規模な災害が発生した場合、町は、ボランティアを必要とする応急対策の内容及び場
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所の把握に努め、日本赤十字社福島県支部奉仕団、各種ボランティア団体等からの協力申

し入れ等があった場合には迅速かつ的確に受入れるものとする。 

（３）大規模災害時の他地域からのボランティアの直接の受入れについては、町社会福祉協議

会が中心となって設置するボランティアセンターにより対応に当たる。 

（４）町域内のボランティアについて、コーディネーターの育成、災害時のネットワーク化を 

図る。 

２．情報提供 ［地域福祉班］ 

町は県と連携を図り、ボランティア団体等を迅速かつ的確に受入れるために、災害対策本

部の中にボランティア活動に関する情報提供の窓口を明確にするとともに、被災者のニーズ

や支援活動の全体像を把握し、連携の取れた支援活動を展開できるよう努めるとともに、ボ

ランティアの生活環境について配慮するものとする。 

特に、発災直後においては、県及び近隣市町村や報道機関の協力を得て、最優先に求めら

れるボランティア活動内容等についての情報提供を行うものとする。 

３．活動拠点の提供 ［地域福祉班］ 

町は、災害時において、必要に応じてボランティア活動の拠点となる施設の提供をするな

ど、ボランティア活動の円滑な実施が図れるよう支援に努めるものとする。被災地域外から

のボランティア活動拠点については、「道の駅」等の活用を検討する。 

４．ボランティア団体等の活動 ［地域福祉班］ 

ボランティア団体等に依頼する活動内容は、主として次のものが想定される。 

（１）災害・安否・生活情報の収集・伝達 

（２）炊き出し、その他の災害救助活動 

（３）医療、看護 

（４）高齢者介護、看護補助、外国人への通訳 

（５）清掃及び防疫 

（６）災害応急対策物資、資材の輸送及び配分 

（７）災害応急対策事務の補助 

（８）応急復旧現場における危険を伴わない簡易な作業 

（９）建築物及び土砂災害危険箇所の応急危険度判定 

（10）無線による情報収集及び伝達 

（11）被災ペットの救護活動 

なお、組織化されていないボランティアの受入れに当たっては、ボランティアが居住して

いる市町村が、社会福祉協議会等を窓口として取りまとめ、一定の組織化を行った上、被災

地へボランティア派遣の申し出を行う、あるいは、地域におけるコーディネート機能を有す

るボランティア団体に窓口を依頼するなど、町において効率的な活用を図るものとする。 

また、町は被災地における災害廃棄物の撤去等にボランティアが従事する場合において、 

石綿を含有する災害廃棄物の発生が想定されるときには、一般のボランティアの受入れは行

わないものとする。 

５．ボランティア活動保険の加入促進 ［地域福祉班、町日赤奉仕団、町社会福祉協議会］ 

町及びボランティア関係団体は、ボランティア活動保険への加入を広報等を通じて呼びか
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けるとともに、町は、災害の態様、積極的なボランティア募集の有無等に応じて、保険料の

助成を検討するものとする。 

 

第３ 民間団体への協力要請等 

災害の際の応急活動を迅速かつ能率的に処理するためには、災害対策本部の組織に基づく活

動に、民間団体の協力がなければ万全を期することはできない。また、特に要配慮者を災害か

ら守るためには、なによりもその身近にいる住民の協力が必要である。 

このため、災害対策本部においては公共的団体の特徴と活動内容に応じ、組織としての協力

を要請するものとする。 

１．協力要請の方法 ［消防交通班、地域福祉班］ 

災害時に民間団体へ協力を要請する方法については、主に次のとおりとする。なお、要請

に当たっては以下の事項を明らかにして行うものとする。 

（１）活動の内容 

（２）協力を希望する人数 

（３）調達を要する資機材等 

（４）協力を希望する地域及び期間 

（５）その他参考となるべき事項 

各対策部が作業を行うため民間団体の協力を必要とするときで、この計画に定めのない 

場合については、消防交通班長が本部長（町長）の指示に基づき、その責任者に対して要 

請するものとする。 

２．協力業務 ［地域福祉班］  

協力業務としては、第２「４ ボランティア団体等の活動」と同様とする。 

３．公共的団体等との協定締結 ［消防交通班、政策調整班、地域福祉班］ 

   公共的団体等に対しては、特に災害時に協力を円滑に得られるよう、協定締結を検討する。 
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第 27 節 危険物施設等災害応急対策 
 

危険物等貯蔵施設に係る危険物災害及び毒・劇物による災害が発生した場合、付近住民の生命・

財産を脅かすことが予想され、その影響は極めて大きいことから、速やかな応急対策を図るため

の対策を確立するものとする。 

 

第１ 危険物施設応急対策 

１．出動体制 ［危険物取扱事業者］ 

危険物取扱事業者は、地震により危険物の漏えい又は火災等が発生し、又は発生するおそ

れがある場合には、あらかじめ定められた職員が出動するとともに、被害拡大を防止するた

め、状況に応じ、作業の中止、伊達地方消防組合及び近隣営業所、住民への連絡等の緊急措

置が迅速かつ的確に実施できるよう出動態勢を整えるものとする。 

２．人員の確保 ［危険物取扱事業者］ 

対策要員の確保については、あらかじめ従業者の動員基準を定めて対応するものとする。 

なお、動員基準の策定にあっては、出動が迅速かつ円滑に行われるよう、各要員の出動方

法、出動に要する時間等を考慮して定めるものとする。 

３．被害状況の把握（情報収集） ［危険物取扱事業者］ 

危険物取扱事業者は、地震の発生を覚知した場合には、速やかに次に掲げる情報を迅速か

つ的確に把握し、被害状況により緊急の措置の必要の有無を検討する。 

（１）施設等の被害状況 

（２）施設等の周辺の火災状況 

（３）一般被害状況に関する情報 

ア 事業所周辺区域における人身災害発生情報 

イ 対外対応状況（地方自治体の災害対策本部、官公署、報道機関への対応状況） 

ウ その他災害に関する情報（電気、水道、交通、通信等） 

４．災害時における緊急措置 ［危険物取扱事業者］ 

危険物取扱事業者及び危険物取扱者は、伊達地方消防組合、福島警察署川俣分庁舎等の関

係機関と連携を密にし、速やかに次の措置を講じるものとする。 

（１）危険物の漏えいや類焼等、取扱施設が危険な状態になった場合は、直ちに取扱う危険物

の性質に応じた応急の措置を行う。 

（２）災害の状況に応じ、付近住民、近隣事業所へ連絡して被害拡大に対する警戒を喚起する。 

（３）周囲への被害拡大のおそれが生じた場合は、速やかに付近住民に対し避難するよう警告

し、避難誘導を行う。 

５．町その他防災関係機関の対応 ［消防交通班、福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防組合］ 

（１）災害情報の収集及び報告 

町は、被災現地に職員を派遣するなどの措置により被災状況の実態を的確に把握すると

ともに、県の機関及びその他関係機関に災害発生の速報を行い、被害の状況に応じて逐次

中間報告を行う。 
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（２）社会混乱防止対策 

町は、県の機関及び報道関係機関と協力し、危険物施設の被災による不安、混乱を防止

するため、相互に協力して、広報車又は各種広報媒体による広報活動を行う。 

（３）消防応急対策 

伊達地方消防組合は、危険物火災の特性に応じた消防活動を迅速に実施する。また、被

害が甚大で組合では対応できない場合には、災害応援協定に基づく応援要請を行う。 

県は、必要に応じて他の消防本部等への応援の指示及び他県への応援要請について考慮

する。 

（４）避難 

町は、福島警察署川俣分庁舎と協力し避難のための付近住民退去の指示、避難所への受

入れを行う。 

（５）交通応急対策 

町及び各道路管理者、福島警察署川俣分庁舎その他関係機関は、消防活動の円滑化及び

緊急輸送の確保のため、被災危険物取扱施設近辺の交通対策に万全を期する。 

 

第２ 火薬類施設応急対策 

１．出動体制 ［火薬類関係事業者］ 

製造業者、販売業者及び消費者（以下、この項目において「関係事業者」という。）は、地

震発生による火災等により、製造所、火薬庫、火薬類取扱所、火工所及び庫外貯蔵所（以下、

この項目において「施設等」という。）が危険な状態となった場合又は爆発等の災害が発生し

た場合は、二次災害防止のための製造設備の停止、存置火薬類の安全措置等緊急措置が迅速

かつ的確に実施できるよう、出動体制を整えるものとする。 

２．人員の確保 ［火薬類関係事業者］ 

緊急措置等の対策を実施する要員の確保については、あらかじめ社員等の動員基準を定め

て対応するものとする。 

３．被害状況の把握（情報収集） ［火薬類関係事業者］ 

地震発生を覚知した場合には、速やかに次に掲げる情報を迅速かつ的確に把握し、被害状

況により緊急の措置等の必要の有無を検討する。 

（１）施設等の被害状況 

（２）施設等の周辺の火災状況 

（３）一般被害状況に関する情報（交通状況等） 

４．災害時における緊急措置 ［福島警察署川俣分庁舎、伊達地方消防組合、火薬類関係事業

者］ 

関係事業者は、消防署、警察等との連携を密にして、速やかに次の措置を講ずるものとす

る。 

（１）製造、保管、貯蔵中の火薬類を安全な場所に移す余裕のある場合は、速やかにこれを安

全な場所に移し、見張り人を配置し、関係者以外の者が近づくことを禁止する。 

（２）通路が危険な状態である等火薬類を移す余裕がない場合は、貯水槽に沈める等安全な措

置を講じる。 
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（３）火薬庫内の火薬類を移す余裕がない場合は、入口窓等を目塗土で完全に密閉し、木部に

あっては、適切な防火措置を講じる。 

（４）火薬類の爆発等のおそれがある場合は、付近の住民に避難するように警告し避難誘導を

行う。 

（５）吸湿、変質等により原性質若しくは原形を失った火薬類等は、火薬類取締法に基づき廃

棄を行う。 

 

第３ 高圧ガス施設応急対策 

１．出動体制 ［高圧ガス製造者］ 

高圧ガス製造者（貯蔵所を含む）は、震度４以上の地震が発生した場合は、あらかじめ定

められた社員・職員が出動し、巡回・点検等を行い、製造設備等にガス漏れ等の被害が生じ

た場合又は危険な状態になったときは、二次災害防止のための製造中止等の緊急措置が迅速

かつ的確に実施できるよう、災害対策本部を設置するものとする。 

なお、災害対策本部には、災害対策活動の拠点として有効に機能し得るために自社構内に

あらかじめ、対策本部となるべき場所を定め、その場所を社員、職員及び関連会社社員に周

知するとともに、二次災害防止のために必要な備品等を通常から整備しておくものとする。 

２．人員の確保 ［高圧ガス製造者］ 

対策要員の確保については、あらかじめ社員の動員基準を定めて対応するものとする。 

なお、基準策定にあっては、出動が迅速かつ円滑に行われるよう、あらかじめ各要員に対

し、出動する方法・場所を考慮して定めるものとする。 

社員以外の緊急措置要員を必要とする事態が予測され、又は発生した場合は、「福島県医療

ガス・ 工業ガス等災害時供給体制要綱」に基づき要員の応援を要請するものとする。 

３．被害状況の把握（情報収集） ［高圧ガス製造者］ 

地震発生を覚知した場合には、速やかに次に掲げる情報を迅速かつ的確に把握し、被害状

況により緊急措置等の必要の有無を検討する。 

（１）製造設備、消費設備等の被害情報 

（２）一般被害状況に関する情報 

ア 人身災害発生情報及びガス施設等を除く電気、水道、交通、通信、放送施設、道路、橋

梁、鉄道等の公共施設をはじめとする当該区域全般の被害状況 

イ 対外対応状況（地方自治体の災害対策本部、官公署、報道機関への対応状況） 

ウ その他災害に関する情報（交通状況等） 

（３）気象に関する情報 

ア 福島地方気象台からの気象情報 

イ 事業所等、周辺の状況の把握 

４．災害時における緊急措置 ［高圧ガス製造者］ 

災害が発生した場合において、緊急措置が迅速かつ的確に実施できるよう具体的な措置を

次のとおり定めておくものとする。 

（１）製造施設等が危険な状態になったときは、直ちに応急の措置を行うとともに製造等の作

業を中止する。 
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（２）製造等設備内のガスを安全な場所に移し、又は大気中等に安全に放出する。 

（３）災害の状況に応じ、付近の住民に避難するよう警告し、避難誘導を行う。 

 

第４ 毒物劇物施設応急対策 

１．出動体制 ［毒物劇物取扱事業者］ 

毒物劇物取扱事業者は、製造、販売、貯蔵等の取扱施設が地震による火災等により危険な

状態となった場合は、毒物・劇物が取扱施設等から飛散し、漏れ、しみ出し若しくは流れ出

し、又は地下にしみ込むことによる二次災害を防止するため、直ちに毒物・劇物の製造等の

作業を中止し、緊急の措置が迅速かつ的確に実施できるように出動体制を整えるものとする。 

２．人員の確保 ［毒物劇物取扱事業者］ 

毒物劇物取扱事業者の危害防止規定等で定める組織体制に基づき、緊急措置の対策を実施

する要員を確保するものとする。 

３．被害状況の把握（情報収集） ［毒物劇物取扱事業者］ 

毒物劇物取扱事業者は、災害発生を覚知した場合は、速やかに次に掲げる情報を把握し、

被害状況により緊急措置等の必要性を検討する。 

（１）製造、販売、貯蔵等の取扱施設の被害情報及び事業所内での人身災害発生情報 

（２）一般被害状況に関する情報 

ア 事業所周辺区域における人身災害発生情報 

イ 対外対応状況（地方自治体の災害対策本部、官公署、報道機関への対応状況） 

ウ その他災害に関する情報（電気、水道、交通、通信等） 

４．災害時における緊急措置 ［毒物劇物取扱事業者］ 

毒物劇物取扱事業者の毒物劇物取扱責任者等は、消防署、警察署、保健所（県北保健福祉

事務所）等の関係機関との連絡を密にして、速やかに次の措置を講じるものとする。 

（１）毒物・劇物の漏れ発生の場合 

ア 漏えい箇所を調査し、付近のバルブを閉止する等の措置を講じ、漏えい拡大防止措置

を講じる。 

イ 設備内の毒物・劇物を安全な場所に移すか又は除害装置に引き込み、この作業に必要

な作業員のほかは退避させる。 

ウ 漏洩した毒物・劇物は、土砂等への吸着、希釈、中和等により、速やかに処理する。 

エ 毒物劇物漏えい箇所が不明、あるいは漏えい停止が困難であると判断される場合は、

バルブ操作等により漏えいを最小限にするとともに、施設外への飛散、流出等を防止す

る措置を講じる。 

オ 毒物・劇物の施設敷地外への飛散、流出等又は毒性ガスの発生の場合は、周辺住民に

広報し、周辺の道路交通を遮断する等の措置を講じる。 

また、状況により周辺住民の避難誘導を行う。 

（２）火災発生の場合 

ア 直ちに消火設備等を移動させ、初期消火を行う。 

イ 直ちに自衛消防隊を編成し、活動に入る。 

ウ 設備内の毒物・劇物を安全な場所に移すとともに、この作業に必要な作業員のほかは



第３編 震災対策編 ： 第２章 災害応急対策計画 

第 27 節 危険物施設等災害応急対策 

 震災 - 247

退避させる。 

なお、毒物・劇物の移動が困難な場合は、作業員全員を退避させる。 

エ 毒物劇物貯蔵設備への延焼を防止するため、周囲に散水する等冷却する措置を講じる。 

なお、毒物・劇物への直接の散水については、金属ナトリウムや濃硫酸のように激し

く発熱し爆発のおそれがあるもの、また、シアン化ナトリウムのように酸又は湿気によ

り毒性ガスを発生させるおそれがあるもの等、危険な状態を引き起こす場合があるもの

については、毒物・劇物の性質を考慮した適切な方法により消火活動を行う。 

オ 構内の毒物劇物運搬車両への延焼防止に努め、可能であれば構外へ退避させる。 

カ 毒物劇物貯蔵設備が危険な状態になった場合は、速やかに退避するとともに、周辺住

民に危険状態であることを周知し、状況により周辺住民の避難誘導を行う。 

（３）その他必要な措置 

毒物劇物取扱事業者の毒物劇物取扱責任者等は、災害状況について関係機関に報告する

とともに、被災を免れた貯蔵設備等の応急点検を講じるものとする。 
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第 28 節 災害救助法の適用 
 

災害により被害の程度が一定の基準を超える場合は、災害救助法の適用を県知事に申請し、法

に基づく（国及びその補助機関としての県知事の）救助の実施の決定を求める。 

災害救助法の適用に当たっては、同法、同法施行令、同法施行規則、福島県災害救助法施行細

則等の定めるとろにより、速やかに所定の手続きを行うものとする。 

災害救助法が適用された場合、被害者の救助は知事が行うが、救助の実施を市町村長に委任し

た方が、より迅速に災害に対処できると判断されるような場合には、職権の一部を市町村長が行

うこととすることができるとされているので、県からの指示により町長が実施する。 

これにより、罹災者の生命・生活の保護と社会秩序の迅速な安定を図るための対策の実施に伴

う財政的・制度的根拠が担保される。 

なお、災害救助法に基づく救助活動の事務については、町災害対策本部総務部長が所管する。 

 

第１ 災害救助法の適用 

１．災害救助法の概要 ［消防交通班］ 

（１）本法による救助は、一時的な応急救助であり、災害が一応終わった後のいわゆる災害復

旧対策、あるいは生活困窮者に対する生活保護法による保護とも性格を異にする。 

（２）本法による救助は、個人の基本的生活権の保護と全体的な社会秩序の保全が救助の二大

目的であり、本法の適用は、災害の規模が個人の基本的生活権の保護と全体的な社会秩序

に影響を与える程度のものであるときに実施される。 

（３）本法による救助は、国の責任において行われるものであるが、その実施については、都

道府県知事が法定受託事務として行うこととされている。 

（４）都道府県知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する

救助の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができるとされている。

（法第 13条第１項） 

（５）災害救助の実施機関である都道府県知事に対しては、災害で混乱した時期に迅速に救助

業務が遂行できるよう、次のような広範囲な権限が与えられている。（法第７条～第 10条） 

ア 一定の業種の者を救助に関する業務に従事させる権限（従事命令） 

イ 被災者その他近隣の者を救助に関する業務に協力させる権限（協力命令） 

ウ 特定の施設を管理し、土地、家屋、物資を使用し、特定の業者に対して物資の保管を

命じ、又は物資を収用する権限（保管命令等） 

なお、前記アの従事命令又はイの協力命令により、救助業務に従事し、又は協力する者

が、そのために負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合には、災害救助法第 12 条の規定

に基づき、扶助金が支給される。 

また、ウの保管命令等により通常生ずべき損失は、同法９条第２項の規定に基づき、補

償しなければならない。 
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２．災害救助法適用における留意点 ［消防交通班］ 

（１）災害救助法は、住家の被害が一定の基準を超えた場合等に、知事が町長の要請に基づき

町の区域単位で適用するものであるので、被害状況の把握については、迅速かつ的確に行

うものとする。 

（２）被害の認定については、災害救助法適用の判断の基礎資料となるのみならず、救助の実

施に当たって、その種類、程度及び期間の決定にも重大な影響を及ぼすものであるので、

適正に行わなければならない。 

（３）被害の認定は、専門技術的視野に立って行わなければならない面もあり、第一線機関で

ある町においては、あらかじめ建築関係技術者等の専門家を確保しておくことも必要であ

る。 

 

第２ 災害救助法の適用基準 

［消防交通班］ 

災害救助法の適用は県知事が行う。災害救助法施行令第１条に定める適用基準は、次のとお

りである。なお、ここでいう「人口」とは、最近の国勢調査又はこれに準ずる全国的な人口調

査の結果による人口をいう。 

（１）住宅が滅失した世帯の数が当該市町村の区域内の人口に応じ、次の世帯数以上に達した

場合。【施行令第 1条第１項第１号】 

市町村の区域内の人口 住家滅失世帯 

 5,000 人未満 30 世帯 

5,000 人以上 15,000 人未満 40 世帯 

15,000 人以上 30,000 人未満 50 世帯 

30,000 人以上 50,000 人未満 60 世帯 

50,000 人以上 100,000 人未満 80 世帯 

100,000 人以上 300,000 人未満 100 世帯 

300,000 人以上  150 世帯 

（２）福島県の区域内の被害世帯が、1,500 世帯に達し、当該市町村の区域内の被害世帯数がそ

の人口に応じ、次の世帯数に達した場合。【施行令第 1 条第 1項第 2 号】 

市町村の区域内の人口 住家滅失世帯 

 5,000 人未満 15 世帯 

5,000 人以上 15,000 人未満 20 世帯 

15,000 人以上 30,000 人未満 25 世帯 

30,000 人以上 50,000 人未満 30 世帯 

50,000 人以上 100,000 人未満 40 世帯 

100,000 人以上 300,000 人未満 50 世帯 

300,000 人以上  75 帯 

（３）福島県の区域内の被害世帯数が、7,000 世帯以上に達し、当該市町村の区域内の被害世帯数が

多数である場合。[施行令第 1 条第 1 項第 3 号前段] 
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なお、この場合の「多数」については、被害の態様や周囲の状況に応じて、ここに判断すべき

ものであるが、基準としては各市町村の救護活動に任せられない程度の被害であるか否かによっ

て判断される。 

（４）災害が隔絶した地域に発生したものである等、災害にかかった者の救護を著しく困難とする

特別の事情がある場合で、かつ、多数の世帯の住家が滅失した場合。[施行令第 1 条第 1 項第 3

号後段] 

  例 ア 被災世帯を含む被害地域が他の集落から隔離又は孤立している等のため、生活必需品

等の補給が極めて困難な場合で、被災者の州所に特殊の補給方法を必要とする場合 

    イ 有毒ガスの発生、放射性物質の放出等のため、被災者の救助が極めて困難であり、その

ため特殊の技術を必要とする場合。 

（５）多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合。[施行令第 1 条第 1 項

第４号] 

  ア 災害が発生し、又は発生する恐れがある地域に所在する多数の者が避難して継続的に救助

を必要とする場合であり、具体的には次のような場合であること。 

   （ア）火山噴火、有毒ガスの発生、放射性物質の放出等のため、多数の住民が避難の指示を受        

けて避難生活を余儀なくされる場合 

   （イ）船舶の沈没、交通事故、爆発事故等の事故により多数の者が死傷した場合  

  イ また、災害にかかった者に対する食品若しくは生活必需品等の給与等について特殊の補給

方法を必要とし、又は被害にかかった者の救出について特殊な技術を必要とする場合とは、具体

的には次のような場合であること。 

   （ア）道路の途絶のため多数の登山者等が放置すれば飢餓状態に陥る場合 

   （イ）火山噴火、有毒ガス発生等のため多数の者が危険にさらされている場合 

   （ウ）豪雪により多数の者が危険状態となる場合 

     a 平年に比して短期間の異常な降雪及び積雪による住家の倒壊等又は危険性の増大 

     b 平年、孤立したことない集落の交通途絶による孤立化 

     c 雪崩れ発生による人命及び住家被害の発生 

 

第３ 滅失（罹災）世帯の算定基準 

１．滅失（罹災）世帯の算定 ［消防交通班］ 

住家が滅失した世帯の数の算定は、住家滅失（全焼・全壊・全流出）した世帯を基準とす

る。 

住家が半壊、半焼等著しく損傷した世帯については２世帯をもって１世帯とし、床上浸水、

土砂のたい積等により一時的に居住不可能となった世帯については３世帯をもって１世帯と

みなす。 

２．被害の認定基準 ［消防交通班］ 

被害の認定基準については、資料編（資料７-４）の「被害の認定基準一覧」のとおりであ

る。 

３.災害が発生するおそれ段階の適用 ［関係各班］ 

災害が発生するおそれがある場合において、災害対策基本法第 23条の３第１項に規定する
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特定災害対策本部、同法第 24 条第１項に規定する非常災害対策本部または同法第 28 条の２

第１項に規定する緊急災害対策本部が設置され、同法第 23 条の３第２項（同法第 24 条第２

項または第 28 条の２第 2 項において準用する場合を含む。）の規定により当該本部の所管区

域として県が告示されたとき、町の区域内において当該災害により被害を受けるおそれがあ

る場合には、災害救助法による救助を行うことができる。 

 

第４ 災害救助法の適用手続き 

１．災害救助法の適用要請 ［消防交通班］ 

災害救助法による救助は、市町村単位で実施されるものであり、町における被害が第２ま

たは第３の３に掲げた適用基準のいずれかに該当し、または該当する見込みであるときには、

町長は直ちにその旨を県知事（災害対策本部被災者支援班）に報告しなければならない。 

２．特別基準の申請 ［消防交通班］ 

（１）災害救助法による救助について、「一般基準」では救助に万全を期することが困難な場合、

内閣総理大臣の承認を得て、「特別基準」を設定するものとする。なお、現場の状況を踏ま

えて硬直的な運用に陥らずに柔軟に「特別基準」の適用を行うこと。 

（２）町長から救助の程度、方法及び期間について、「特別基準」の要請があった場合、及び県

が実施する救助に関して、「特別基準」を設定する必要が生じた場合は、速やかに内閣総理

大臣に協議を行い、同意を得た上で定めることができる。この場合の協議は、電話、ＦＡ

Ｘ、電子メール等により行うものとする。 

（３）県は、内閣総理大臣から「特別基準」の同意を得た場合は、電話、ＦＡＸ、電子メール等

により関係市町村に連絡するものとする。 

３．救助の実施状況の記録及び情報提供 ［消防交通班、各班］ 

救助の実施機関は、災害救助法に基づく救助の実施状況を救助実施記録日計票として日毎

に整理記録するとともに、その状況を日報に取りまとめて、県に報告するものとする。この

場合、取りまとめた状況はとりあえず電話等により提供し、後日文書による情報提供を行う

ことで差し支えない。 

 

第５ 災害救助法による救助の種類等 

１．救助の種類 ［消防交通班、各班］ 

救助の種類は次に掲げるとおりである。 

（１）避難所の設置 

（２）応急仮設住宅の供与 

（３）炊き出しその他による食品の給与 

（４）飲料水の供給 

（５）被服、寝具その他の生活必需品の給与又は貸与 

（６）医療 

（７）助産 

（８）被災者の救出 
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（９）被災者住宅の応急修理 

（10）生業に必要な資金の給与又は貸与 

（11）学用品の給与 

（12）埋葬 

（13）遺体の捜索 

（14）遺体の処理 

（15）災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で日常生活に著しい支障を及ぼ

しているものの除去 

（16）応急救助のための輸送 

（17）応急救助のための賃金職員等 

なお、災害発生のおそれ段階の救助として国費負担の対象となるのは、上記の内、（１）避

難所の設置、（16）応急救助のための輸送、（17）応急救助のための賃金職員等となる。 

２．救助費の繰替支弁 ［消防交通班、出納班］ 

災害救助法第 30 条の規定により、町が救助費用を繰替支弁したときの交付金の請求につい

ては、「災害救助費繰替支弁交付金要綱」に基づき行うものとする。 

３．迅速な救助の実施 ［消防交通班］ 

   町及び県は、災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ救

助に必要な施設、設備、人員等について意見交換を行うとともに、事務委任制度や救助実施

制度の積極定期な活用により役割分担を明確化するなど、調整を行っておくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３編 震災対策編 ： 第３章 災害復旧計画 

 

 震災 - 253

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害復旧計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３編 震災対策編 ： 第３章 災害復旧計画 

第１節 施設の復旧対策 

 震災 - 254

第１節 施設の復旧対策 
 

災害復旧計画は、災害発生後被災した施設の原形復旧に併せて、再度災害の発生を防止するた

め必要な施設の設計又は改良を行う等、将来の災害に備える事業計画を樹立し、早期復旧を目標

にその実施を図るものとする。この計画の策定に当たっては、災害応急対策を講じた後に、被害

の程度を十分検討して作成するものとする。 

なお、災害の状況を速やかに調査し実情を把握して、激甚災害指定基準に該当する場合は、「激

甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基づく激甚災害（災害対策基本法に

規定する著しく激甚である災害）の指定を早期に受けられるよう努めるものとする。 

 

第１ 災害復旧対策計画の作成 

町は、災害応急対策を講じた後に、被害の程度を十分調査、検討し、それぞれが所管する公

共施設に関する災害復旧事業計画を速やかに作成するものとする。 

１．復旧事業計画の基本方針 ［各班］ 

復旧事業計画の基本方針については、次のとおりである。 

（１）災害の再発防止 

復旧事業計画の樹立に当たっては、被災原因、被災状況等を的確に把握し、災害の再発

防止に努めるよう、関係機関は十分連絡調整を図り、計画を作成する。 

（２）災害復旧事業期間の短縮 

復旧事業計画の樹立に当たっては、被災状況等を的確に把握し、速やかに効果の上がる

よう、関係機関は十分連絡調整を図り、事業期間の短縮に努める。 

２．災害復旧事業の種類 ［各班、防災関係機関］ 

災害復旧事業の種類は以下のとおりである。 

（１）公共土木施設災害復旧事業計画 

（２）農林水産施設災害復旧事業計画 

（３）都市災害復旧事業計画 

（４）上水道災害復旧事業計画 

（５）下水路災害復旧事業計画 

（６）住宅災害復旧事業計画 

（７）社会福祉施設災害復旧事業計画  

（８）公立医療施設、病院等災害復旧事業計画 

（９）学校教育施設災害復旧事業計画 

（10）社会教育施設災害復旧事業計画 

（11）復旧上必要な金融その他資金計画 

（12）その他の計画 
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第２ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成計画の作成 

町は、被災施設の復旧事業計画を速やかに作成するとともに、その費用の全部又は一部を国

又は県が負担又は補助するものについては、復旧事業費の決定及び決定を受けるための査定計

画を策定し、国の災害査定実施が速やかに行えるよう努める。このうち、特に公共土木施設の

復旧については、被災施設の災害の程度により緊急の場合に応じて公共土木施設災害復旧国庫

負担法その他に規定する緊急査定が実施されるよう必要な措置を講じる。 

なお、災害復旧事業として採択され得る限度及び範囲については、国庫負担法、同施行令、

同施行規則、国庫負担法事務取扱要綱及び同査定方針により明らかにされている。 

災害復旧事業費の決定は、知事の報告その他町が提出する資料及び実施調査に基づき決定さ

れるが、法律又は予算の範囲内において国が全部又は一部を負担又は補助して行う災害復旧事

業及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下この節において「激甚

法」という）に基づき援助される事業は、以下のとおりである。 

１．法律に基づき一部負担又は補助するもの ［政策調整班、財政班］ 

（１）公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

（２）公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

（３）公営住宅法 

（４）土地区画整理法 

（５）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

（６）廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（７）予防接種法 

（８）都市災害復旧は、都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針に基づき、予算の範囲内

で事業費の２分の１を国庫補助する。 

（９）農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律 

（10）町が管理している公立公園施設に関する災害復旧助成措置 

 

第３ 激甚災害に関する調査及び指定等 

１．激甚災害に関する調査及び指定 ［政策調整班、財政班］ 

激甚災害に関する調査及び指定については、県が激甚法に定める事項に関して速やかに調

査し国に関して指定を要請するものであるが、町においては県の行う激甚災害及び局地激甚

災害に関する調査等について十分な協力をするものとし、速やかに指定が受けられるよう必

要な措置を講ずる。 

２．激甚災害指定の手続き ［政策調整班、財政班］ 

激甚災害指定の手続は、次のとおりに行われることになる。 

（１）本部長（町長）は災害が発生した場合、速やかにその被害の状況及びこれに対して取ら

れた措置の概要を県知事に報告する。 

（２）県知事は、本部長（町長）からの報告内容により必要と認めたときは、内閣総理大臣に 

報告する。 

（３）内閣総理大臣は、県知事の報告に基づき必要と認めたときは、中央防災会議の意見を聞
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いて激甚災害として指定すべき災害かどうか判断する。 

この場合、中央防災会議は、「激甚災害指定基準」又は「局地的激甚災害指定基準」に基

づいて、激甚災害として指定すべき災害かどうかを答申する。 

（４）内閣総理大臣は、この答申を受けて閣議を開き、激甚災害指定が閣議決定され、政令と

して公布される。 

３．激甚災害に関する被害状況等の報告 ［政策調整班、財政班］ 

本部長（町長）は、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準を十分考慮して、災害状

況等を県知事に報告する。被害状況等の報告は、災害が発生したときから当該災害に対する

応急措置が完了するまでの間、次に掲げる事項について行う。 

（１）災害の原因 

（２）災害が発生した日時 

（３）場所又は地域 

（４）被害の程度（災害対策基本法施行規則別表第１に定める事項） 

（５）災害に対しとられた措置 

（６）その他必要な事項 

４．特別財政援助額の交付手続き ［政策調整班、財政班］ 

本部長（町長）は、激甚災害又は局地激甚災害の指定を受けたときは、速やかに関係調書

等を作成し、県各部局に提出し、公共施股の災害復旧事業が迅速かつ円滑に実施できるよう

措置する。 

なお、激甚災害に係る財政援助措置の対象は以下のとおりである。 

（１）公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

ア 公共土木施設災害復旧事業 

イ 公共土木施設災害関連事業 

ウ 公立学校施設災害復旧事業 

エ 公営住宅災害復旧事業 

オ 生活保護施設災害復旧事業 

カ 児童福祉施設災害復旧事業 

キ 老人福祉施設災害復旧事業 

ク 身体障がい者社会参加支援施設災害復旧事業 

ケ 障がい者支援施設等災害復旧事業 

コ 婦人保護施設災害復旧事業 

サ 感染症指定医療機関災害復旧事業 

シ 感染症予防事業 

ス 堆積土砂排除事業 

(ｱ) 公共施設の区域内の排除事業 

(ｲ) 公共的施設区域外の排除事業 

セ たん水排除事業 

（２）農林水産業に関する特別の助成 

ア 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置 
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イ 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 

ウ 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助 

エ 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置の特例 

オ 森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助 

カ 土地改良区等の行うたん水排除事業に対する補助 

キ 森林災害復旧事業に対する補助 

ク 治山施設災害復旧事業に対する補助 

（３）中小企業に関する特別の助成 

ア 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金等の償還等の特例 

イ 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 

（４）その他の財政援助及び助成 

ア 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 

イ 私立学校施設災害復旧事業に対する補助 

ウ 町が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 

エ 母子父子寡婦福祉資金貸付けの特例 

オ 水防資器材費の補助の特例 

カ 罹災者公営住宅建設事業に対する補助の特例 

キ 公共土木施設、公立学校施設、農地農業用施設、林地被害及び林道の小災害復旧事業

に対する特別の財政援助 

ク 雇用保険法による求職者給付に関する特例 

 

第４ 緊急災害査定の促進 

［政策調整班、財政班］ 

災害が発生した場合には、町は速やかに公共施設の被害と併せて必要な資料を調査し、災害

査定の緊急な実施が容易になるよう所要の措置を講じて、復旧事業の迅速が確保されるよう努

めるものとする。 

 

第５ 緊急融資の確保 

［政策調整班、財政班］ 

町は、災害復旧に必要な資金需要額を早急に把握し、その負担すべき財源を確保するために

起債又は国庫補助等について所要の措置を講ずる等、災害復旧事業の早期実施が図られるよう

にするものとする。 
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第６ 災害復旧事業の実施 

［政策調整班、財政班］ 

町、県の機関、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関等は、復旧事業を早

期に実施し、災害により被害を受けた施設の復旧を迅速に行うため、実施に必要な職員の配備、

職員の応援及び派遣等活動体制について、必要な措置を講ずるものとする。 

復旧事業の事業費が決定され次第速やかに実施できるよう措置し、復旧事業の実施効率を上

げるように努めるものとする。 
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第２節 被災者の生活安定 
 

大規模地震災害時には、多くの人が被災し、住居や家財の喪失、経済的困窮、あるいは生命の

危険に瀕し、地域社会が混乱に陥る可能性がある。また、こうした社会の混乱は、速やかな災害

復旧を妨げる要因となる。そこで、震災時の人心の安定と社会秩序の維持を図ることを目的とし

て防災関係機関と協力し、被災地の生活の安定のため緊急措置を講ずるとともに、適切な情報提

供に努めるものとする。 

 

第１ 義援金の配分 

１．義援金の受入れ配分 ［消防交通班、地域福祉班］ 

県、日本赤十字社福島県支部、県共同募金会等を通じて町に寄託された義援金は、町、町

社会福祉協議会及び関係団体により、義援金配分委員会を組織して協議の上被災者に配分す

る。なお、義援金の配分については、迅速な配布に努めるとともに、情報公開を徹底し、十

分に透明性を確保するものとする。 

２．配分計画 ［消防交通班、地域福祉班］ 

被災地区、被災人員数及び世帯数、被災状況を勘案して、世帯及び人員を単位として計画

し、対象は住宅被害（全壊、流出世帯又はこれに準ずるもの）、人的被害等とする。 

 

第２ 被災者の生活確保 

１．公営住宅の一時使用 ［管理班］ 

（１）実施機関 

町は、被災者の生活確保のため町営住宅の一時使用に関し検討するものとする。なお、

平時においてあらかじめ災害時に一時使用が可能な町営住宅を把握しておくものとし、目

的外使用許可により行う。 

（２）実施方法等 

ア 一時使用対象者 

災害により被災し、自らの資力では住宅を確保できない者であって、次に掲げるいず

れかに該当するものとする。 

(ｱ) 住宅が全壊、全焼、又は流出した者であること 

(ｲ) 居住する住宅がない者であること 

(ｳ) 生活保護法の被保護者若しくは要保護者 

(ｴ) 特定の資産を持たない、失業者、寡婦、一人親家庭、高齢者及び障がい者等 

(ｵ) これらに準ずる者であること 

イ 一時使用対象者の選定 

(ｱ) 町営住宅の一時使用者の選定については、町長が行うものとする。 

(ｲ) 公募によらない入居とし、収入基準等の入居資格要件を問わないものとする。
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ウ 一時使用の条件 

一時使用の条件は、町長が次の事項に留意し定めるものとする。 

(ｱ) 一時使用の期間 

(ｲ) 家賃及び敷金の負担者 

(ｳ) 電気、ガス、水道並びに共益費の負担者 

(ｴ) 退去時の修繕義務 

その他は、公営住宅法、同法施行令並びに特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法

律、同法施行令及び川俣町町営住宅条例並びに川俣町町営住宅管理条例を準用する。 

エ 一時使用させる住宅の戸数 

(ｱ) 一時使用させる戸数は、町営住宅の通常の入居希望者に支障の出ない範囲で行うも

のとする。 

(ｲ) 町は、その提供で住宅が不足する場合に、周辺市町村又は県（建築総室）に公営住

宅等の提供を依頼するものとする。 

(ｳ) 前項の依頼を受けた場合、町は自らの公営住宅等に、県（建築総室）は被災地内又

はその周辺市町村内の県営の公営住宅等に、被災者を受入れることのできる住宅があ

る場合は、それぞれの長の承認を受け被災者に提供するものとする。 

オ 正式入居の措置 

一時使用を行った者については、公営住宅法又は特定優良賃貸住宅の提供の促進に関

する法律の入居資格要件に該当する者については、必要に応じて、公営住宅法第 22 条、

同政令第５条又は特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則第 26 条第３項

に基づく特定入居として正式入居とする。 

２．職業のあっせん計画 ［まちづくり推進班、福島公共職業安定所］ 

震災により、離職を余儀なくされた被災者の職業のあっせんについて、県計画では、県が

離職者の把握に努め、被災状況を勘案の上、被災地域を管轄する公共職業安定所を通じ、被

災者のための臨時職業相談窓口の設置、巡回職業相談の実施について定めている。 

町は、臨時住民相談所等において離職者の状況を把握し、迅速に県に報告する。 

また、早期再就職を促進するために必要と認めた場合は、臨時職業相談所の開設又は巡回

職業相談の実施を要請する。 

なお、福島公共職業安定所による職業あっせんの措置は、以下のとおりである。 

（１）被災者のための臨時職業相談窓口の設置 

（２）公共職業安定所に出頭することが困難な地域における臨時職業相談所の開設又は巡回職

業相談の実施 

（３）職業訓練受講指示・職業転換給付金制度の活用等 

（４）災害救助法が適用され、町長から労務需要があった場合の労働者のあっせん 

３．雇用保険の失業給付に関する特例措置 ［福島公共職業安定所］ 

公共職業安定所長は次の措置を取るものとする。 

（１）証明書による失業の認定 

被災地域を管轄する公共職業安定所長は、災害により失業の認定日に出頭できない受給

資格者に対して、証明書により事後に失業の認定を行い、失業給付を行うものとする。 
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（２）激甚災害による休業者に対する基本手当の支給 

被災地域を管轄する公共職業安定所長は、激甚災害に対処するための特別の財政援助等

に関する法律（昭和 37 年法律第 150 号）第 25 条に定める措置を適用された場合は、災害

による休業のための賃金をうけることができない雇用保険の被保険者（日雇労働被保険者

は除く）に対して、失業しているものとみなして基本手当を支給するものとする。 

４．被災事業主に関する措置 ［税務班］ 

町は、災害により労働保険料を所定の期限までに納付することができない事業主に対して、

必要があると認めるときは、概算保険料の延納の方法の特例措置、延滞金若しくは追徴金の

徴収免除又は労働保険料の納付の猶予を行うものとする。 

５．租税の徴収猶予等の措置 ［税務班］ 

町は、被災者の納付すべき国税及び地方税について、法令及び条例の規定に基づき、申告、

申請、請求、その他書類の提出又は納付若しくは納入に関する期限の延長、徴収猶予及び減

免の措置を災害の状況に応じて実施するものとする。 

６．郵便関係措置等 ［川俣郵便局］ 

日本郵便㈱は、災害が発生した場合、その被害状況及び被災地の実情に応じて郵便事業に

係わる災害特別事務取扱等を実施する。 

（１）郵便関係 

ア 災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

ウ 被災地あて救助用郵便物等の料金免除 

エ 被災地あて寄付金を内容とする郵便物の料金免除 

（２）災害寄附金の料金免除取扱い 

地方公共団体、共同募金会等からの申請により、被災者救援を目的とする寄附金を口座

に送金する場合における通常払込みの料金の免除の取扱いを実施する。 

７．生活必需品等の安定供給の確保 ［まちづくり推進班］ 

町は、生活必需品等の安定供給の確保を図るため、次の措置を講ずるものとする。 

（１）大規模な災害発生後の生活必需品等の価格及び需給動向の把握に努める。 

（２）特定物資の指定等 

状況により特定物資の指定等を行い、適正な価格で売り渡すよう指示する。 

（３）関係機関等への協力要請 

生活必需品等の著しい不足、価格の異常な高騰を防ぐことを目的として、国、県及び事

業者団体等に対し必要に応じ次の協力要請を行う。 

ア 情報提供 

イ 調査 

ウ 集中出荷 

エ その他の協力 

８．定期的な広報活動の実施 ［文書広報班、デジタル推進班］ 

町は、被災者生活支援情報や復旧・復興情報等を掲載した川俣町災害対策本部からのお知

らせ等の定期的な広報紙を発行する。広報紙については、町ホームページに掲載するととも
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に遠方の避難者に対しては郵送する。 

９．その他の被災者生活支援 ［各班］ 

町は、必要に応じて無料バスの運行、体操教室等の心と体の健康支援、震災関連詐欺など

の被害防止に関する普及啓発を行う。 

また、町は、国及び県の各種被災者支援制度に関する広報、相談受付・制度の活用支援を

行う。 

 

第３ 被災者への支援 

１．被災者生活再建支援法に基づく支援金の支給 ［消防交通班］ 

一定規模の自然災害により、その生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、「被災者生活再

建支援法」（以下「支援法」という。）に基づき支援金を支給することにより、その生活の再

建を支援し、もって住民の生活の安定と被災地の速やかな復興に資するものとする。 

また、各種の支援措置を早期に実施するため、罹災証明書を速やかに発行するものとする。 

２．支援法の対象となる自然災害 ［消防交通班］ 

自然災害は、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他の異常な自然現象に

より生ずる被害（法第２条第１号）で、次のいずれかに該当するものとされている。 

（１）災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する被害（同条第２

項のいわゆるみなし規定により該当することとなるものを含む。）が発生した市町村におけ

る自然災害（施行令第１条第１号） 

（２）10 以上の世帯の住宅が全壊した市区町村における自然災害（施行令第１条第２号） 

（３）100 以上の世帯の住宅が全壊した都道府県における自然災害（施行令第１条第３号） 

（４）（１）又は（２）の被害が発生した市町村を含む都道府県で５以上の世帯の住宅が全壊す

る被害が発生した市町村（人口 10 万未満に限る。）における自然災害（施行令第１条第４

号） 

（５）（３）又は（４）の都道府県に隣接する都道府県の区域内の市町村（人口 10 万未満に限

る）で、（１）～（３）の区域のいずれかに隣接し、５以上の世帯の住宅が全壊した市町村

における自然災害（施行令第１条第５号） 

（６）（３）又は（４）に規定する都道府県が２以上ある場合における市町村（人口 10 万未満

のものに限る。）の区域であって、その自然災害により５（人口５万未満の市町村にあって

は、２）以上の世帯の住宅が全壊する被害が発生したものに係る当該自然災害（施行令第

１条第６号） 

３．支援法の対象となる世帯 ［消防交通班］ 

支援法の対象となる被災世帯は下記のとおり。 

（１）居住する住宅が全壊（全焼、全流出を含む。）した世帯（以下「全壊世帯」という。）（法

第２条第２号イ） 

（２）居住する住宅が半壊し、又はその居住する住宅の敷地に被害が生じ、住宅の倒壊による

危険を防止する必要があること、住宅に居住するために必要な補修費等が著しく高額とな

ることその他これらに準じるやむを得ない事由により、住宅を解体し、又は解体されるに

至った世帯（以下「解体世帯」という。）（法第２条第２号ロ） 



第３編 震災対策編 ： 第３章 災害復旧計画 

第２節 被災者の生活安定 

 震災 - 263

（３）居住する住宅が居住不能となり、かつ、その状態が長期にわたり継続することが見込ま

れる世帯（以下「長期避難世帯」という。）（法第２条第２号ハ） 

（４）居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分として政令で定めるものの補修を含む大

規模な補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難である世帯（以下「大規模半壊

世帯」という。）（法第２条第２号ニ） 

（５）当該自然災害によりその居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室

内に面する部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ該当住宅に居住する居

住することが困難であると認められる世帯（（２）から（４）までに掲げる世帯を除く。以

下「中規模半壊」という。） 

４．支援法の適用手続き ［消防交通班］ 

（１）町の被害状況報告 

町長は、当該自然災害に係る被害状況を収集し、速やかに知事に対して報告するものと

する。 

（２）県の被害状況報告及び公示 

知事は、町長からの報告を精査した結果、発生した災害が支援法対象の自然災害に該当

するものと認めた場合は、速やかに内閣府政策統括官（防災担当）及び被災者生活再建支

援法人に報告するとともに、支援法対象の自然災害であることを速やかに公示するものと

する。 

５．支援金支給の基準 ［消防交通班］ 

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる。 

（１）住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

住宅の被害程度 
支給額 

複数世帯 単数世帯 

全壊世帯（法第２条第２号イ） 100 万円 75 万円 

解体世帯（法第２条第２号ロ） 100 万円 75 万円 

長期避難世帯（法第２条第２号ハ） 100 万円 75 万円 

大規模半壊世帯（法第２条第２号二） 50 万円 37.5 万円 

（２）住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

  （第３の３（１）から（４）の世帯） 

住宅の再建方法 
支給額 

複数世帯 単数世帯 

居住する住宅を建設し、又は購入する世帯 

（法第３条第２項第１号） 

200 万円 150 万円 

居住する住宅を補修する世帯 

（法第３条第２項第２号） 

100 万円 75 万円 

居住する住宅を賃借する世帯 

（公営住宅を除く）（法第３条第２項第２号） 

50 万円 37.5 万円 
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（第３の３（５）の世帯） 

住宅の再建方法 
支給額 

複数世帯 単数世帯 

居住する住宅を建設し、又は購入する世帯 

（法第３条第５項第１号） 

100 万円 75 万円 

居住する住宅を補修する世帯 

（法第３条第５項第２号） 

50 万円 37.5 万円 

居住する住宅を賃借する世帯 

（公営住宅を除く）（法第３条第５項第３号） 

25 万円 18.75 万円 

※住宅の再建方法が２以上に該当する場合の加算支援金の額は、そのうちの最も高いもの

とする。 

６．支給申請書等の提出［消防交通班］ 

（１）支給申請手続き等の説明 

町は、被災世帯の世帯主に対し、支援制度の内容、支給申請手続き等について説明する

ものとする。 

（２）書類の発行 

町は、支給申請書に添付する必要のある下記の書類について、被災世帯の世帯主からの

申請に基づき発行するものとする。 

ア 住民票など世帯が居住する住所の所在、世帯の構成が確認できる証明書類 

イ 住宅が全壊又は大規模半壊又は中規模半壊の被害を受けたことが確認できる罹災証明

書（住宅に半壊、中規模半壊、大規模半壊の被害を受けやむを得ず解体した場合も同様） 

ウ 長期避難世帯に該当する旨の証明書面 

（３）支給申請書等の送付 

町は、被災世帯の世帯主から提出された支給申請書及び添付書類を確認し、速やかに県

に送付するものとする。 

県は、町から送付された申請書類等を確認し、速やかに被災者生活再建支援法人に送付

するものとする。 

（４）支援金の支給 

被災者生活再建支援法人は、支援金の交付を決定したときは、速やかに申請者に対し支

援金を支給する。 

（５）支援金支給事務の基本的な流れ 
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第４ 災害弔慰金の支給 

町（地域福祉班）は、災害弔慰金の支給等に関する法律の第３条第１項に該当する場合に、

町の条例（川俣町災害弔慰金の支給等に関する条例〔昭和 50 年３月 25 日川俣町条例第 11 号〕）

に基づき、死亡した住民の遺族に対して災害弔慰金を支給する。 

１．対象災害 ［地域福祉班］ 

（１）１市町村において住居が５世帯以上滅失した災害 

（２）県内において住居が５世帯以上滅失した市町村が３以上ある場合の災害 

（３）県内において災害救助法が適用された市町村が１以上ある場合の災害 

（４）災害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２以上ある場合の災害 

２．支給限度額 ［地域福祉班］ 

（１）死亡時において、生計を維持していた者の場合  500 万円 

（２）その他の者の場合               250 万円 

 

第５ 被災者への融資 

１．農林業関係 ［農業振興班］ 

町は、農作物、経営施設等に被害を受けた農林業者に対し、天災による被害農林業者等に

対する資金の融通に関する暫定措置法（以下「天災融資法」という。）を適用し、低利の経営

資金の融通及び既往貸付期限の延長措置等について、農林業経営の維持安定を図るよう推進

するため、次の措置を講ずるものとする。 

（１）農業関係 

ア 災害により被害を受けた、農業協同組合及び農業者等に対する経営資金（種苗、肥料、

薬剤、農機具等政令で定めるものに限る。）の融通を図る。 

イ 農地及び農業施設等の災害復旧資金として、「農業基盤整備資金」、「農林漁業施設資金」

の活用を積極的に指導推進する。 

（２）林業関係 

ア 被災森林組合及び林業者等に対して「天災融資法」の適用及び低利経営資金の融資を

円滑にして、林業経営の安定を図るよう推進する。 

イ 林業者及び森林組合等に対する「日本政策金融公庫」による長期低利融資制度の活用

を指導し、森林及び林業施設等の早期復旧を積極的に指導推進する。 

２．商工関係（中小企業への融資） ［まちづくり推進班］ 

町は、町商工会と協力し、被災した中小企業者の施設の復旧に要する資金並びに事業資金

の融資が円滑に行われて早期に経営の安定が得られるようにするため、次の措置を講ずるも

のとする。 

（１）日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫の政府系中小企業金融機関の「災害特別融資枠」

の設定を促進するため、関係機関に対し要請を行う。 

（２）銀行、信用金庫及び信用組合等の金融機関の中小企業向融資に関する配慮、信用保証協

会の保証枠の確保等に関する措置を当該金融機関等に対し要請するとともに、当該措置の

実施の確保について努力するものとする。 
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（３）中小企業者の負担を軽減し、復旧を促進するため、激甚災害に対処するための特別の財

政援助等に関する法律の指定を受けるために必要な措置を講ずる。 

３．住宅関係 ［管理班］ 

町は、天災により住宅に被害を受けた住民に対し、住宅金融支援機構から低利で融資を受

けるための認定業務及びあっせんを行い、罹災者の住宅再建を支援する。 

４．福祉関係 ［地域福祉班、町社会福祉協議会］ 

（１）生活福祉資金制度の災害援護資金の貸付 

町社会福祉協議会は、県が生活福祉資金貸付制度により予算の範囲内で災害援護資金の

貸付を行う制度である社会福祉資金を、被災した低所得世帯（災害弔慰金の支給等に関す

る法律に基づく災害援護資金の貸付対象となる世帯を除く）に対し、災害を受けたことに

よる困窮から自ら自立更生するのに必要な資金を融資するものとする。 

（２）災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害援護資金の貸付 

町は、災害弔慰金の支給等に関する法律の規定に基づき制定した災害弔慰金の支給等に

関する条例の規定に基づき、災害により被害を受けた世帯の世帯主に対して生活の立て直

しに必要な資金を融資するものとする。 

５．罹災世帯に対する住宅融資 ［地域福祉班］ 

低所得世帯、あるいは母子父子世帯で災害により住宅を失い、又は破損等のために居住す

ることができなくなった場合、住宅を補修し、又は非住宅を住宅に改造する等のため資金を

必要とする世帯に対して、次の資金の導入に努めるものとする。 

（１）生活福祉資金の災害援護資金又は住宅資金 

（２）母子父子寡婦福祉資金の住宅資金 

６．生活資金及び融資 ［地域福祉班］ 

町は、被災した生活困窮者等の再起のため必要な事業資金、その他小額融資の貸付資金を

確保するため、次の資金等の導入に努める。 

（１）災害救助法による生業資金 

（２）生活福祉資金の更生資金、母子父子寡婦福祉資金 

（３）日本政策金融公庫による災害貸付等 

 

第６ 罹災証明書の交付 

［消防交通班］ 

１ 町は、災害が発生した場合において、被災者から申請があったときは、遅滞なく住家の

被害その他町長が定める種類の被害の状況を調査し、災害による被害の程度を証明する書

類（罹災証明書）を交付しなければならない。 

  なお、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した

住家の写真等を活用するなど、適切な手法により実施するよう努めるものとする。 

２ 町は、災害の発生に備え、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の確保を図るため、

担当組織を明確にし、専門的な知識及び経験を有する職員を育成するとともに、他の地方

公共団体又は民間の団体との連携の確保その他必要な措置を講じるものとする。 

３ 罹災証明書の交付にあたっては、被災者の利便を図るために窓口を設置するとともに、
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被災者への交付手続き等について広報に努めるものとする。 

その際、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調

査等、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の

必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について説明するものとする。   

４ 消防本部は、火災による罹災証明書の交付が迅速かつ適正に事務処理できるよう組織体

制を確立する。この場合において、被災者への交付手続き等についての広報に努める。 

 

第７ 被災者台帳の作成 

［総務班］ 

町長は、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するために、被災者の援護を実施するため

の基礎とする台帳（被災者台帳）を作成するよう努めるものとする。 

１．被災者台帳に記載する内容 

（１）氏名 

（２）生年月日 

（３）性別 

（４）住所又は居所 

（５）住家の被害その他町が定める種類の被害の状況 

（６）援護の実施の状況 

（７）要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

（８）電話番号その他の連絡先 

（９）世帯の構成 

（10）罹災証明書の交付の状況 

（11）台帳情報を町以外の者に提供することに被災者本人が同意している場合には、その提供

先 

（12）台帳情報を提供した場合には、その旨及びその日時 

（13）被災者台帳の作成にあたって行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号を利用する場合には、被災者に係る個人

番号（マイナンバー） 

（14）その他被災者の援護の実施に関し町長が必要と認める事項 

２．台帳情報の利用及び提供 

（１）台帳情報の提供 

 町長は、以下のいずれかに該当すると認めるときは、台帳情報を利用の目的以外の目的 

のために自ら利用し、又は提供することができる。なおこの場合、被災者に係る個人番号 

（マイナンバー）は含まないものとする。 

ア 本人の同意があるとき又は本人に提供するとき 

イ 町が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき 

ウ 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者が、

被災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき 

（２）台帳情報の提供に関し必要な事項 
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台帳情報の提供を受けようとする者（申請者）は、以下の事項を記載した申請書を台帳

情報を保有する町長に提出しなければならない。 

ア 申請者の氏名及び住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主

たる事務所の所在地） 

イ 申請に係る被災者を特定するために必要な情報 

ウ 提供を受けようとする台帳情報の範囲 

エ 提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係る者が含まれる場合にはその使

用目的 

オ 台帳情報の提供に関し町長が必要と認める事項 

 

 

 

 


